
会社全般

●事業の内容

当社の事業は、日本電信電話株式会社等に関する法律に基づく、東日本地域における地域電気通信業務、

地域電気通信業務に附帯する業務、その他会社の目的を達成するために必要な業務及び東日本地域におけ

る地域電気通信業務とこれに附帯する業務を営むために保有する設備若しくは技術又はその社員を活用し

て行う電気通信業務その他の業務であり、主要な営業種目は次のとおりです。

●サービス提供地域

北海道、青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、

東京都、神奈川県、新潟県、山梨県及び長野県

会社概要

●名　　称

●所　在　地

●設立年月日

●資　本　金

●株　　　式

●支　　店

●従業員数等

東日本電信電話株式会社

NIPPON TELEGRAPH AND TELEPHONE EAST

CORPORATION

〒163-8019 東京都新宿区西新宿三丁目19番2号

平成11年7月1日

（平成16年3月31日現在）

3,350億円

（平成16年3月31日現在）

会社が発行する株式の総数 2,680万株

発行済株式の総数 670万株

株主数　 1人（日本電信電話株式会社）

17（平成16年7月1日現在）

（平成16年3月31日現在）

主要な営業種目

種　　　　　　類 営　　業　　項　　目

電
気
通
信
業
務
（
注
）

音声伝送サービス

加入電話、着信用電話、緊急通報用電話、公衆電話、支店代行電話、内部通

話用電話、有線放送電話接続電話、総合ディジタル通信サービス、オフトーク通

信サービス、多チャンネル型音声利用IP電話サービス

データ伝送サービス

専 用 サ ー ビ ス

一般専用サービス、高速ディジタル伝送サービス、ATM専用サービス、

IPルーティング網接続専用サービス、DSL等接続専用サービス、

無線専用サービス、映像伝送サービス

附帯業務・目的達成業務
電話機などの販売、情報料回収代行サービス、料金回収（請求・収納）

代行サービス、電気通信コンサルティング、研修・セミナー　等

電報サービス電 報 サ ー ビ ス

信号監視通信サービス、LAN型通信網サービス、IP通信網サービス、映
像データ通信網サービス、データ伝送サービス、Lモードサービス

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年）

14,900 38.7 17.6

（注）電気通信業務の中に地域電気通信業務と活用業務を含む。



代表取締役社長

代表取締役副社長

代表取締役副社長

常 務 取 締 役

常 務 取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

監 査 役

監 査 役

監 査 役

役員及び委嘱業務・担当業務
役　職　名 氏　　名

三 浦 　 惺

八 木 橋 五 郎

島 　 元

古 賀 哲 夫

大 木 一 夫

玉 井 弘 明

有 馬 　 彰

矢 野 　 厚

児 玉 雅 俊

清 水 毅 志

小 池 貞 夫

岡 田 昭 彦

岡 田 邦 明

三 ツ 村 正 規

堀 口 昌 基

栗 谷 川 和 夫

和 田 全 浩

高 

委嘱業務・担当業務

東京支店長
ビジネスユーザ事業推進本部副本部長兼務
個人情報保護担当
制度担当
総務人事部担当

ビジネスユーザ事業推進本部長
情報システム担当

コンシューマ事業推進本部長

ネットワーク事業推進本部長
技術部担当
資材調達センタ担当

ビジネスユーザ事業推進本部副本部長
e-Japan推進担当
ブロードバンドソリューションビジネス担当

経営企画部長
財務部担当

ネットワーク事業推進本部設備部長

埼玉支店長
ビジネスユーザ事業推進本部副本部長兼務

宮城支店長
東北事業推進担当

千葉支店長
ビジネスユーザ事業推進本部副本部長兼務

神奈川支店長
ビジネスユーザ事業推進本部副本部長兼務

コンシューマ事業推進本部ブロードバンドサービス部長

（平成16年7月1日現在）



東日本電信電話株式会社の組織図
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（平成16年7月1日現在）



組織の英文名称について

支 店

経 営 企 画 部

技 術 部

総 務 人 事 部

財 務 部

監 査 役 室

コンシューマ事業推進本部

ビジネスユーザ事業推進本部

ネットワーク事業推進本部

資 材 調 達 セ ン タ

Branch

Corporate Strategy Planning Department

Technology Department

General Affairs and Personnel Department

Accounts and Finance Department

Auditor's Office

Consumer Business Headquarters

Corporate Business Headquarters

Network Business Headquarters

Procurement and Supply Center

和 文 名 称 英 文 名 称



決算

平成16年3月期（平成15年4月1日～平成16年3月31日）の業績

財務

決算期

売 上 高
（対前期増減率）

営 業 利 益
（対前期増減率）

経 常 利 益
（対前期増減率）

1 株 当 た り
当 期 純 利 益

当 期 純 利 益
（対前期増減率）

株 主 資 本
当 期 利 益 率

総 資 本
経 常 利 益 率

売 上 高
経 常 利 益 率

12年3月期

2,154,710百万円
（―）

70,737百万円
（―）

56,776百万円
（―）

▲157,246百万円
（―）

▲23,469円55銭

1.1％

2.6％

記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。

※期末発行済株式数　16年3月期　6,700千株（額面普通株式）。

▲7.7％

13年3月期

2,794,500百万円
（29.7％）
34,057百万円
（▲51.9％）
14,129百万円
（▲75.1％）
20,021百万円
（―）

2,988円22銭

0.3％

0.5％

1.0％

14年3月期

2,573,678百万円
（▲7.9％）
4,506百万円
（▲86.8％）
7,509百万円
（▲46.9％）
▲186,797百万円

（―）

▲27,880円26銭

0.2％

0.3％

▲10.2％

15年3月期

2,352,209百万円
（▲8.6％）
48,345百万円
（972.9％）
63,315百万円
（743.2％）
3,035百万円
（―）

16年3月期

2,267,184百万円
（▲3.6％）
86,406百万円
（78.7％）
97,853百万円
（54.5％）
57,985百万円
（―）

8,646円1銭

2.3％

4.3％

3.1％

※期中平均株式数　15年4月期首　6,700千株／16年3月期末　6,700千株。

決算期

総　　資　　産

株　主　資　本

株主資本比率

1 株 当 た り
株 主 資 本

12年3月期

5,336,561百万円

2,073,935百万円

38.9％

309,542円58銭

13年3月期

5,108,083百万円

2,094,920百万円

41.0％

312,674円74銭

14年3月期

4,943,033百万円

1,836,165百万円

37.1％

274,054円53銭

15年3月期

4,517,637百万円

1,838,411百万円

40.7％

274,389円82銭

16年3月期

4,306,718百万円

1,893,648百万円

44.0％

282,634円16銭

s財政状態

a経営成績

453円2銭

1.4％

2.7％

0.2％



3,604,091
921,618
11,904
578

23,294
624,477
20,176
910,524
1,542
723,560
25,563
4,663
233

79,025
200,371
56,556
203,158
3,807,249

10,613
196

46,096
－

1,990
401,006
19,102

▲　2,189
476,816
4,284,066

141,584
41

541,792
40,763
－

17,706
5,833
3,333
－

6,500
63,053
9,145

▲　5,737
824,016

5,108,083

3,348,333
796,013
10,996
448

21,239
606,773
17,049
854,084
1,233
701,968
23,462
3,770
171

66,639
197,908
46,575
178,418
3,526,752

11,593
179

47,930
－

2,566
498,564
17,808

▲　2,820
575,822
4,102,575

213,926
68

509,908
9,631
－

17,687
6,490
4,470
－

41,900
36,617
4,739

▲　4,981
840,458

4,943,033

3,125,756
670,220
9,931
－

20,188
617,659
15,699
824,993
988

655,715
22,153
3,207
171

55,497
198,840
30,488
150,125
3,275,881

11,217
154

44,511
－

2,553
436,558
14,864

▲　2,002
507,857
3,783,739

177,284
192

380,409
76,937
－

25,069
5,499
5,144
－

10,000
32,384
25,745

▲　4,769
733,898

4,517,637

3,042,836
613,540
8,784
－

21,881
638,150
14,059
795,964
1,313
645,248
20,587
2,634
166

47,846
195,833
36,825
124,595
3,167,431

12,177
144

38,590
20,950
2,456
410,260
14,360

▲　2,286
496,653
3,664,084

121,261
149

379,161
14,808
19

30,647
6,362
5,192
－

9,899
45,376
34,219

▲　4,466
642,633

4,306,718

1,041,939
1,246,525

－
7,942

2,296,407

100,880
275,432
188,225
280,366
42,567
43,490
15,744
8,304
34

11,172
966,219

3,262,626

335,000

1,679,281
－

1,679,281

－
59,653

(▲157,246)
59,653
－

2,073,935

5,336,561

783,478
－

1,213,570
7,386

2,004,435

199,470
214,526

－
483,431
39,521
－

4,917
5,989
160

60,710
1,008,727

3,013,162

335,000

1,679,281
－

1,679,281

3,527
76,147
(20,021)
79,675
964

2,094,920

5,108,083

1,013,144
－

1,382,948
7,083

2,403,176

102,834
157,399

－
358,696
32,782
315
4,737
5,599
74

41,252
703,691

3,106,868

335,000

1,679,281
7,243

1,686,524

－
▲ 186,797
(▲186,797)
▲ 186,797

1,438

1,836,165

4,943,033

1,095,662
－

791,873
6,592

1,894,127

143,373
169,508

－
320,903
28,106
177
4,504
33,064
31

85,427
785,097

2,679,225

335,000

1,499,726
－

1,499,726

－
3,035
(3,035)
3,035
649

1,838,411

4,517,637

1,010,103
－

728,580
6,207

1,744,890

95,559
170,463

－
324,058
27,026
146
5,634
29,107

8
16,174
668,178
2,413,069

335,000

1,499,726
－

1,499,726

－
57,985
(57,985)
57,985
936

1,893,648

4,306,718

貸借対照表

科　　　　　　　目 第　１　期
（平成12年3月31日）

資　産　の　部
固　定　資　産
電 気 通 信 事 業 固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
機 械 設 備
空 中 線 設 備
通 信 衛 星 設 備
端 末 設 備
市 内 線 路 設 備
市 外 線 路 設 備
土 木 設 備
海 底 線 設 備
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 及 び 船 舶
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
建 設 仮 勘 定
無 形 固 定 資 産
電気通信事業固定資産合計
投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
出 資 金
関 係 会 社 投 資
関 係 会 社 長 期 貸 付 金
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
その他の投資及びその他の資産
貸 倒 引 当 金
投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計
流　動　資　産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
未 収 入 金
有 価 証 券
貯 蔵 品
前 渡 金
前 払 費 用
未 収 消 費 税 等
繰 延 税 金 資 産
短 期 貸 付 金
そ の 他 の 流 動 資 産
貸 倒 引 当 金
流 動 資 産 合 計

資　　産　　合　　計

3,779,374
938,745
13,631
747

22,528
646,693
24,365
959,051
1,932
702,288
26,938
4,151
331

78,643
197,839
161,485
189,310
3,968,684

5,487
200

45,027
－

1,683
359,900
20,284

▲　1,652
430,929
4,399,614

173,928
71

523,288
19,821
－

13,405
10,954
3,098
175,794
11,500
－

10,063
▲　4,979
936,947

5,336,561

第　２　期
（平成13年3月31日）

第　3 期
（平成14年3月31日）

第　4 期
（平成15年3月31日）

第　5 期
（平成16年3月31日） 科　　　　　　　目 第　１　期

（平成12年3月31日）
第　２　期
（平成13年3月31日）

第　3 期
（平成14年3月31日）

第　4 期
（平成15年3月31日）

第　5 期
（平成16年3月31日）

（単位：百万円） （単位：百万円）

※附帯事業にかかる固定資産については、少額なため電気通信事業固定資産に含めて表示しています。
※有形固定資産の減価償却累計額　　9,181,966百万円

負　債　の　部
固　定　負　債
関 係 会 社 長 期 借 入 金
退 職 給 与 引 当 金
退 職 給 付 引 当 金
そ の 他 の 固 定 負 債
固 定 負 債 合 計
流　動　負　債

1年以内に期限到来の関係会社長期借入金
買 掛 金
短 期 借 入 金
未 払 金
未 払 費 用
未 払 法 人 税 等
前 受 金
預 り 金
前 受 収 益
そ の 他 の 流 動 負 債
流 動 負 債 合 計

負　　債　　合　　計

資　本　の　部
資 本 金
資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金
利 益 準 備 金
資 本 剰 余 金 合 計
利 益 剰 余 金
特 別 償 却 準 備 金
当 期 未 処 分 利 益
（ う ち 当 期 純 利 益 ）
利 益 剰 余 金 合 計
株式等評価差額金

資　　本　　合　　計

負 債 ・ 資 本 合 計



59,653
―

59,653

―

―
3,527
―
―
―
―

56,126

76,147
3,527
79,675

―

7,243
―

72,431
―
―
―
―

▲186,797
―

▲186,797

―

―
―
―

7,243
179,554

―
―

3,035
―
―

3,035
（1株につき453円）

―
―
―
―
―
―
0

▲268,246
484,609
52,027
―

314,027
▲ 60,128

2,935
201,560

▲175,794
―

45,665
596,657

57
▲ 21,543
▲ 9
575,161

▲395,826
1,463

▲ 11,849
4,059
49

▲402,103

50,000
▲ 52,336
▲ 2,986

―
▲ 5,323

167,734
6,194

173,928

▲ 15,661
634,704
52,238
－

▲ 32,954
▲ 39,415
▲ 4,300
170,367
175,794
43,921
31,741

1,016,434
410

▲ 33,218
▲ 44,607
939,019

▲557,453
2,411

▲ 7,110
1,622

▲ 2,722
▲563,252

6,000
▲165,870
▲188,225

―
▲348,096

27,670
173,928
201,598

▲319,755
599,840
35,190

▲ 72,431
169,377
62,988
19

▲169,357
－

▲ 28,637
33,785
311,021
285

▲ 27,478
▲ 27
283,801

▲370,958
1,590

▲ 2,109
137
3,455

▲367,885

332,500
▲199,470

0
―

133,029

48,945
201,598
250,543

40,048
505,327
69,249
－

▲591,075
119,834
▲ 7,382
▲ 27,192

－
▲ 15,284
43,806
137,331
398

▲ 23,776
▲ 415
113,538

▲328,926
19,390

▲ 14,638
238
2,416

▲321,520

225,892
▲102,834
55,000
―

178,057

▲ 29,924
250,543
220,619

1,976,780
1,549,977
1,254
279,438
28,575
117,535
1,910,266
446,794
27,966
456,546
154,912
98,239
78,269
476,989
84,581
24,786
61,179
66,514

177,929
173,706
4,223
70,737

38,602
57
0

28,455
10,089
52,563
30,360
18,839
3,363
56,776

－
－

325,022
325,022

－
－
－
－

▲　268,246
43,500

▲　154,500
▲　157,246

－
216,900
59,653

2,548,580
1,971,195
8,887

371,596
37,220
159,679
2,520,072
628,915
34,989
609,669
199,918
131,819
90,708
623,921
88,396
30,449
81,284
28,508

245,920
240,371
5,548
34,057

46,557
188
220

34,752
11,394
66,485
31,761
20,005
14.718
14,129

－
－

29,791
－

17,463
12,327
－
－

▲　15,661
1,117

▲　36,800
20,021
56,126
－

76,147

2,352,492
1,755,419
30,754
365,475
33,994
166,848
2,344,814
599,304
30,206
572,408
172,539
129,257
87,015
590,318
55,617
27,916
80,229
7,678

221,185
224,357

▲ 3,172
4,506

48,504
56
222

33,276
14,948
45,501
25,506
16,143
3,852
7,509

－
－

327,264
－

17,463
24,875
284,926

－

▲　319,755
342

▲　133,300
▲ 186,797

－
－

▲ 186,797

2,175,325
1,582,129
57,576
336,261
32,310
167,046
2,124,691
510,605
26,840
553,858
143,408
119,500
80,313
495,137
91,611
25,666
77,748
50,634

176,884
179,173

▲ 2,288
48,345

68,221
51
347

49,124
18,698
53,251
22,738
23,328
7,183
63,315

－
－

23,267
－

6,736
－
－

16,530

40,048
▲ 57,487
94,500
3,035
－
－

3,035

損益計算書
（単位：百万円）

科　　　　　　　目 〔 〕〔 〕〔 〕〔 〕

2,102,812
1,506,971
86,168
313,333
30,992
165,346
2,015,087
502,351
25,576
540,476
129,918
134,848
65,171
454,814
66,741
20,300
74,889
87,725

164,371
165,690

▲ 1,319
86,406

61,277
58

1,172
49,901
10,144
49,830
20,058
22,828
6,943
97,853

9,305
9,305
6,736
－

6,736
－
－
－

100,422
16,237
26,200
57,985

0
－

57,985

〔 〕
経　常　損　益　の　部

営　業　損　益　の　部
電 気 通 信 事 業 営 業 損 益
営　　業　　収　　益
音 声 伝 送 収 入
デ ー タ 伝 送 収 入
専 用 収 入
電 報 収 入
そ の 他 の 収 入
営　　業　　費　　用
営 業 費
運 用 費
施 設 保 全 費
共 通 費
管 理 費
試 験 研 究 費
減 価 償 却 費
固 定 資 産 除 却 費
通 信 設 備 使 用 料
租 税 公 課

電 気 通 信 事 業 営 業 利 益
附 帯 事 業 営 業 損 益
営　　業　　収　　益
営　　業　　費　　用
附 帯 事 業 営 業 損 失（▲）
営　　　業　　　利　　　益

営 業 外 損 益 の 部
営 業 外 収 益

受取利息及び割引料
受 取 配 当 金
物 件 貸 付 料
雑 収 入

営 業 外 費 用
支払利息及び割引料
物 件 貸 付 費 用
雑 支 出

経 常 利 益

特　別　損　益　の　部

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益

特 別 損 失
退職給与引当金繰入額
退職給付会計基準変更時差異分割費用処理額
特 別 退 職 金
事 業 構 造 改 革 費 用
関係会社株式評価損

税 引 前 当 期 純 利 益
法 人 税 等
法 人 税 等 調 整 額
当 期 純 利 益
前 期 繰 越 利 益
過 年 度 税 効 果 調 整 額
当 期 未 処 分 利 益

第　2 期
平成12年４月１日から
平成13年３月31日まで

第　1 期
平成11年７月１日から
平成12年３月31日まで

第　3 期
平成13年４月１日から
平成14年３月31日まで

第　4 期
平成14年４月１日から
平成15年３月31日まで

第　5 期
平成15年４月１日から
平成16年３月31日まで

比較利益処分案 （単位：百万円）

（単位：百万円）

科　　　　　　　目
第　1 期
平成11年７月１日から
平成12年３月31日まで

第　2 期
平成12年４月１日から
平成13年３月31日まで

第　3 期
平成13年４月１日から
平成14年３月31日まで

第　4 期
平成14年４月１日から
平成15年３月31日まで

第　5 期
平成15年４月１日から
平成16年３月31日まで

（Ⅰ）営業活動によるキャッシュ・フロー
税引前当期純利益又は損失（▲）
減 価 償 却 費
固 定 資 産 除 却 損
特 定 費 用 負 担 金
退職給付引当金の増加又は減少（▲）額
売上債権の増加（▲）又は減少額
たな卸資産の増加（▲）又は減少額
仕入債務の増加又は減少（▲）額
未収消費税等の増加（▲）又は減少額
未払消費税等の増加又は減少（▲）額
そ の 他
小　　 計
利息及び配当金の受取額
利 息 の 支 払 額
法人税等の受取又は支払（▲）額

営業活動によるキャッシュ・フロー

（Ⅱ）投資活動によるキャッシュ・フロー
固定資産の取得による支出
固定資産の売却による収入
投資有価証券等の取得による支出
投資有価証券等の売却による収入
そ の 他

投資活動によるキャッシュ・フロー

（Ⅲ）財務活動によるキャッシュ・フロー
長 期 借 入 に よ る 収 入
長期借入金の返済による支出
短期借入による増減（▲）額
配 当 金 の 支 払 額

財務活動によるキャッシュ・フロー

（Ⅳ）現金及び現金同等物の増加又は減少（▲）額
（Ⅴ）現金及び現金同等物の期首残高
（Ⅵ）現金及び現金同等物の期末残高

※日本電信電話株式会社からの営業譲渡後の数値で記載しております。

キャッシュ・フロー計算書

第　１　期 第　２　期 第　3 期 第　4 期
57,985
―
―

32,495
（1株につき4,850円）

―
―
―
―
―

57（11）
25,433

第　5 期

※特定費用負担金は、日本電信電話株式会社等に関する法律附則第11条（第1期から第3期までの間、適用）に基
づき、西日本電信電話株式会社に対して交付したものであります。

〔 〕〔 〕〔 〕〔 〕
100,422
465,913
45,879
－

▲ 63,293
5,654

▲ 5,578
▲ 7,316

－
1,332

▲ 42,863
500,151
1,216

▲ 20,919
57,412
537,861

▲377,906
15,084

▲ 1,564
4,636

▲ 21,033
▲380,784

10,000
▲143,373
▲ 55,000
▲ 3,035
▲191,408

▲ 34,331
220,619
186,287

〔 〕

摘　　　　　　　要
当 期 未 処 分 利 益
特 別 償 却 準 備 金 取 崩 額
合　　　　　　　　　　　計
これを次のとおり処分します。

配 当 金

利 益 準 備 金
特 別 償 却 準 備 金
特 定 費 用 負 担 金
利 益 準 備 金 取 崩 額
資 本 準 備 金 取 崩 額
役員賞与金（うち監査役分）
次 期 繰 越 利 益



749,547

528,663

28,262

136,855

1,443,329

527,028

837

1,971,195

1,698

7,189

6,873

316

8,887

77,802

144,948

148,846

371,596

37,220

159,679

2,548,580

245,920

2,794,500

26.8

18.9

1.0

4.9

51.6

18.9

0.0

70.5

0.1

0.3

0.2

0.0

0.3

2.8

5.2

5.3

13.3

1.3

5.7

91.2

8.8

100.0

706,942

387,345

18,067

116,840

1,229,195

525,429

794

1,755,419

1,725

29,029

26,175

2,853

30,754

65,643

142,880

156,950

365,475

33,994

166,848

2,352,492

221,185

2,573,678

27.5

15.1

0.7

4.5

47.8

20.4

0.0

68.2

0.1

1.1

1.0

0.1

1.2

2.6

5.6

6.1

14.2

1.3

6.5

91.4

8.6

100.0

600,018

484,186

24,306

127,080

1,235,591

313,731

654

1,549,977

1,196

57

―

―

1,254

66,511

107,801

105,124

279,438

28,575

117,535

1,976,780

177,929

2,154,710

27.8

22.5

1.1

5.9

57.3

14.6

0.0

71.9

0.1

0.0

―

―

0.1

3.1

5.0

4.9

13.0

1.3

5.5

91.7

8.3

100.0

697,007

314,689

13,436

92,634

1,117,768

463,612

748

1,582,129

1,335

56,240

44,746

11,494

57,576

54,290

120,648

161,322

336,261

32,310

167,046

2,175,325

176,884

2,352,209

29.6

13.4

0.6

3.9

47.5

19.7

0.0

67.3

0.1

2.4

1.9

0.5

2.4

2.3

5.1

6.9

14.3

1.4

7.1

92.5

7.5

100.0

700,341

290,606

10,748

80,194

1,081,890

424,385

694

1,506,971

1,215

84,953

58,906

26,046

86,168

46,175

96,516

170,641

313,333

30,992

165,346

2,102,812

164,371

2,267,184

30.9

12.8

0.5

3.5

47.7

18.7

0.0

66.5

0.1

3.7

2.6

1.1

3.8

2.0

4.3

7.5

13.8

1.4

7.3

92.7

7.3

100.0

サービス別収入実績 営業収益・経常利益

サ ー ビ ス 種 別

基 本 料

通 話 料

公 衆 電 話 料

そ の 他

小 計

総合ディジタル通信サービス

そ の 他

小 計

信号監視通信サービス

そ の 他

IP通信網収入

そ の 他

小 計

一般専用サービス

高速ディジタル伝送サービス

そ の 他

小 計

電
話
サ
ー
ビ
ス

（
再
掲
）

専
用
サ
ー
ビ
ス

デ
ー
タ
伝
送
サ
ー
ビ
ス

音
声
伝
送
サ
ー
ビ
ス

（単位：百万円）

※上記の金額には消費税等は含まれていません。

電 報 サ ー ビ ス

その他のサービス

電気通信事業営業収益合計

附帯事業営業収益合計

営 業 収 益 合 計

総収益

営業収益

営業利益

営業外損益

経常利益

21,933

21,547

707

▲139

567

区　分
第1期（平成11年7月～

平成12年3月）

28,410

27,945

340

▲199

141

第2期（平成12年4月～
平成13年3月）

26,221

25,736

45

30

75

第3期（平成13年4月～
平成14年3月）

（単位：億円）

収入額 4,836

区　分
第1期（平成11年7月～

平成12年3月）

ダイヤル通話料収入

設備投資額 5,309

区　分
第1期（平成11年7月～

平成12年3月）

（単位：億円）
設備投資

残 高 13,310

区　分 第 1 期 末

5,281

第2期（平成12年4月～
平成13年3月）

3,869

第3期（平成13年4月～
平成14年3月）

5,496

第2期（平成12年4月～
平成13年3月）

3,656

第3期（平成13年4月～
平成14年3月）

9,829

第 2 期 末

11,159

第 3 期 末

（単位：億円）

24,204

23,522

483

149

633

第4期（平成14年4月～
平成15年3月）

23,284

22,671

864

114

978

第5期（平成15年4月～
平成16年3月）

3,144

第4期（平成14年4月～
平成15年3月）

2,903

第5期（平成15年4月～
平成16年3月）

3,342

第4期（平成14年4月～
平成15年3月）

3,778

第5期（平成15年4月～
平成16年3月）

12,940

第 4 期 末

11,056

第 5 期 末

有利子負債

第2期

〔 〕平成12年４月１日から
平成13年３月31日まで

第3期

〔 〕平成13年４月１日から
平成14年３月31日まで

金　額 構成比
（％） 金　額 構成比

（％） 金　額 構成比
（％） 金　額 構成比

（％） 金　額 構成比
（％）

第1期

〔 〕平成11年７月１日から
平成12年３月31日まで

第4期

〔 〕平成14年４月１日から
平成15年３月31日まで

第5期

〔 〕平成15年４月１日から
平成16年３月31日まで

（単位：億円）



役務別・音声伝送役務・専用役務損益状況
●役務別損益状況

音　　　声　　　伝　　　送

（再）電　　　　　　　話

デ　　ー　　タ　　伝　　送

専　　　　　　　　　　　用

電　　　　　　　　　　　報

計

1,661,228

1,323,129

1,290

285,241

29,018

1,976,780

1,637,447

1,308,903

1,802

241,613

29,403

1,910,266

23,781

14,226

▲ 511

43,628

▲ 384

66,514

12,794

5,167

▲ 519

41,257

▲ 339

53,193

役 務 の 種 類
営業収益 営業費用 営業利益 経常利益

（単位：百万円）

(参考）総合デジタル通信 337,437 327,837 9,600 7,677

●音声伝送役務損益状況

加入電話及び総合デジタル通信

基　　　　　本　　　　　料

市　　　内　　　通　　　信

市　　　外　　　通　　　信

そ　　　　　の　　　　　他

公衆電話及びデジタル公衆電話

そ　　 の　　 他

計

1,109,867

580,762

302,580

77,549

148,975

19,017

532,344

1,661,228

1,143,302

584,615

317,236

74,853

166,596

36,686

457,457

1,637,447

▲ 33,435

▲ 3,853

▲ 14,656

2,695

▲ 17,620

▲ 17,669

74,886

23,781

▲ 40,871

▲ 8,216

▲ 17,265

2,152

▲ 17,542

▲ 17,751

71,417

12,794

役 務 の 細 目
営業収益 営業費用 営業利益 経常利益

（単位：百万円）

（参考）番号案内サービス 18,365 20,737 ▲ 2,371 ▲ 2,404

平成11年度（7月～3月）

1,505,785

797,442

423,458

90,200

194,683

20,266

594,332

2,120,384

1,519,820

778,095

433,503

90,101

218,121

39,394

560,906

2,120,121

▲ 14,035

19,347

▲ 10,044

99

▲ 23,437

▲ 19,127

33,425

262

▲ 24,374

12,935

▲ 13,575

▲ 434

▲ 23,299

▲ 19,211

28,672

▲ 14,913

営業収益 営業費用 営業利益 経常利益

22,752 24,845 ▲ 2,092 ▲ 2,130 20,906 20,460 445 454

平成12年度

1,358,723

803,889

297,937

73,535

183,360

12,918

535,995

1,907,637

1,373,177

777,957

321,823

75,012

198,383

30,313

524,091

1,927,581

▲ 14,454

25,931

▲ 23,886

▲ 1,476

▲ 15,022

▲ 17,394

11,904

▲ 19,944

▲ 11,127

28,309

▲ 23,487

▲ 1,252

▲ 14,697

▲ 17,284

10,787

▲ 17,624

営業収益 営業費用 営業利益 経常利益
平成13年度

平成11年度（7月～3月）

2,120,384

1,549,727

9,283

381,094

37,818

2,548,580

2,120,121

1,551,917

19,530

342,924

37,495

2,520,072

262

▲ 2,189

▲ 10,246

38,170

322

28,508

▲ 14,913

▲ 13,095

▲ 10,470

34,931

276

9,824

営業収益 営業費用 営業利益 経常利益

569,806 567,392 2,413 ▲ 1,846

平成12年度

1,907,637

1,338,936

32,162

378,181

34,511

2,352,492

1,927,581

1,388,058

45,940

338,404

32,886

2,344,814

▲ 19,944

▲ 49,122

▲ 13,778

39,776

1,624

7,678

▲ 17,624

▲ 47,206

▲ 13,792

39,989

1,703

10,276

営業収益 営業費用 営業利益 経常利益
平成13年度

567,887 538,805 29,081 29,485

音　　　声　　　伝　　　送

（再）電　　　　　　　話

デ　　ー　　タ　　伝　　送

専　　　　　　　　　　　用

電　　　　　　　　　　　報

計

1,731,868

1,225,823

59,772

350,412

33,271

2,175,325

1,715,761

1,240,916

69,451

308,722

30,756

2,124,691

16,107

▲ 15,092

▲ 9,679

41,690

2,515

50,634

28,069

▲ 6,552

▲ 9,316

44,176

2,745

65,675

役 務 の 種 類
営業収益 営業費用 営業利益 経常利益

(参考）総合デジタル通信 505,264 474,225 31,039 34,454

平成14年度

1,653,032

1,192,487

89,508

328,481

31,790

2,102,812

1,616,538

1,194,520

80,463

288,326

29,758

2,015,087

36,493

▲ 2,033

9,045

40,154

2,032

87,725

45,756

5,387

9,335

41,591

2,235

98,920

営業収益 営業費用 営業利益 経常利益

459,851 421,283 38,567 40,409

平成15年度



●専用役務損益状況

一　　　般　　　　専　　　　用

市　　　内　　　専　　　用　

市　　　外　　　専　　　用

高　速　デ　ジ　タ　ル　伝　送

市　　　内　　　専　　　用

市　　　外　　　専　　　用

そ　　　　　　の　　　　　　他

計

51,795

35,165

16,630

61,310

41,315

19,995

172,135

285,241

56,174

46,089

10,084

54,440

38,678

15,761

130,998

241,613

▲ 4,379

▲ 10,924

6,545

6,870

2,636

4,234

41,136

43,628

▲ 4,945

▲ 11,401

6,456

6,458

2,334

4,123

39,744

41,257

役 務 の 細 目
営業収益 営業費用 営業利益 経常利益

（単位：百万円）

平成11年度（7月～3月）

60,605

41,924

18,681

78,116

52,757

25,358

242,373

381,094

64,465

53,248

11,217

76,141

54,692

21,449

202,316

342,924

▲ 3,860

▲ 11,323

7,463

1,974

▲ 1,934

3,909

40,056

38,170

▲ 4,410

▲ 11,778

7,368

1,356

▲ 2,387

3,744

37,985

34,931

営業収益 営業費用 営業利益 経常利益
平成12年度

50,701

35,707

14,994

73,521

49,951

23,570

253,957

378,181

53,937

44,812

9,125

62,564

45,442

17,122

221,902

338,404

▲ 3,235

▲ 9,104

5,868

10,956

4,508

6,448

32,055

39,776

▲ 3,112

▲ 9,019

5,907

11,073

4,581

6,492

32,027

39,989

営業収益 営業費用 営業利益 経常利益
平成13年度

加入電話及び総合デジタル通信

基　　　　　本　　　　　料

市　　　内　　　通　　　信

市　　　外　　　通　　　信

そ　　　　　の　　　　　他

公衆電話及びデジタル公衆電話

そ　　 の　　 他

計

1,262,148

785,874

228,607

62,989

184,677

9,959

459,761

1,731,868

1,213,758

744,118

214,283

58,775

196,581

26,056

475,946

1,715,761

48,390

41,756

14,323

4,214

▲ 11,903

▲ 16,097

▲ 16,185

16,107

59,604

49,669

16,290

4,831

▲ 11,186

▲ 15,841

▲ 15,692

28,069

役 務 の 細 目
営業収益 営業費用 営業利益 経常利益

（参考）番号案内サービス 18,930 18,022 907 960

平成14年度

1,193,399

768,157

182,953

55,769

186,519

7,968

451,664

1,653,032

1,133,385

730,297

163,913

48,650

190,524

20,504

462,648

1,616,538

60,014

37,860

19,039

7,119

▲ 4,005

▲ 12,536

▲ 10,983

36,493

69,052

45,045

19,660

7,406

▲ 3,060

▲ 12,314

▲ 10,980

45,756

営業収益 営業費用 営業利益 経常利益

17,556 16,628 927 991

平成15年度

一　　　般　　　　専　　　　用

市　　　内　　　専　　　用　

市　　　外　　　専　　　用

高　速　デ　ジ　タ　ル　伝　送

市　　　内　　　専　　　用

市　　　外　　　専　　　用

そ　　　　　　の　　　　　　他

計

44,108

31,333

12,775

66,631

45,551

21,080

239,672

350,412

45,720

38,237

7,483

49,804

36,363

13,440

213,197

308,722

▲ 1,612

▲ 6,904

5,291

16,827

9,188

7,639

26,474

41,690

▲ 1,046

▲ 6,437

5,390

17,322

9,548

7,773

27,901

44,176

役 務 の 細 目
営業収益 営業費用 営業利益 経常利益

平成14年度

39,129

28,461

10,668

54,635

37,721

16,914

234,715

328,481

41,628

34,956

6,671

37,617

27,151

10,466

209,080

288,326

▲ 2,498

▲ 6,495

3,996

17,017

10,569

6,448

25,635

40,154

▲ 2,059

▲ 6,134

4,075

17,459

10,878

6,580

26,192

41,591

営業収益 営業費用 営業利益 経常利益
平成15年度

※経常利益は金融費用等の営業外損益を固定資産価額比等で配賦し算定した試算値です。
※2つ以上の種類の電気通信役務に関連する収益をそれぞれの役務の種類に配賦しているため、サービス別収入実績とは一致しません。



参考 ※旧１社ベースの情報を記載しています。

総収益 

営業収益 

営業利益 

営業外損益 

経常利益 

 年度 
区分 61

53,984 

53,535 

7,227 

▲3,648 

3,579

昭和60

51,340 

50,914 

6,843 

▲3,682 

3,161

62

57,170 

56,620 

8,206 

▲3,239 

4,967

63

57,056 

56,526 

7,047 

▲2,788 

4,259

平成 
元年 
58,474 

57,692 

6,654 

▲1,807 

4,847

2

60,344 

59,584 

5,789 

▲1,646 

4,143

3

61,275 

60,560 

5,282 

▲1,753 

3,528

4

59,580 

58,922 

3,913 

▲1,424 

2,488

5

58,815 

58,090 

2,302 

▲1,207 

1,094

6

59,582 

58,756 

2,443 

▲1,016 

1,426

7

63,108 

62,347 

4,411 

▲1,121 

3,289

8

64,543 

63,712 

4,783 

▲1,123 

3,659

9 10

64,171 

63,223 

4,086 

▲520 

3,566

62,499 

61,370 

2,438 

▲64 

2,373

50,000

0

54,000

58,000

62,000

66,000
（
営
業
収
益
） 

2,000

0

4,000

6,000

8,000

10,000
（
経
常
利
益
） 

（単位：億円） 

 

経常利益 

営業収益 

収入額 

年　度 61

（4.6） 
28,243

昭和60

― 
26,999

62

（4.9） 
29,621

63

（0.1） 
29,654

平成 
元年 

（▲1.5） 
29,208

2

（▲0.9） 
28,945

3

（▲3.7） 
27,874

4

（▲4.2） 
26,704

5

（▲3.8） 
25,680

6

（▲2.5） 
25,044

7

（3.0） 
25,791

8

（▲0.3） 
25,703

9 10

（▲11.6） （▲15.5） 
22,729 19,203

※表中（　）内は対前年度増減率（％） 

25,000

24,000

23,000

26,000

27,000

28,000

29,000

30,000 （単位：億円） 

22,000

21,000

20,000

19,000

0

営業収益・経常利益の推移 ダイヤル通話料収入の推移



 

残　高 

前年度 
増減率（％） 

減少額 
累　計 

金融費用 

※グラフ上の数値は対前年度増減額。 

年度 
区分 61 62 63 平成 

元年 2 3 4 5 6 7 8 9 1060昭和60初 
（民営化時） 

50,252 

―　 

―　 

―　 

48,168 

▲4.1 

2,083 

3,679

46,141 

▲4.2 

4,110 

3,409

44,093 

▲4.4 

6,158 

3,036

39,802 

▲9.7 

10,449 

2,637

37,745 

▲5.2 

12,506 

2,390

36,238 

▲4.0 

14,013 

2,240

35,545 

▲1.9 

14,706 

2,159

33,722 

▲5.1 

16,529 

1,909

32,890 

▲2.5 

17,361 

1,808

34,595 

5.2 

15,656 

1,743

33,663 

▲2.7 

16,588 

1,655

32,093 

▲4.7 

18,158 

1,461

27,609 

▲14.0 

22,642 

1,161

26,665 

▲3.4 

23,586 

994

10,000

0

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000
（単位：億円） 

▲2,083
▲2,026

▲2,047

▲4,291

▲2,056
▲1,506▲692

▲1,822
▲832

1,704
▲932

▲1,570

▲4,483
▲994

年　度 昭和60 61 62 63 平成元年 2 3

設　備
投資額

年　度 4 5 6 7 8 9 10

設　備
投資額

（単位：億円）

15,805 16,132 17,967 17,128 17,355 18,251 18,868

18,833 18,916 18,517 19,890 19,911 18,869 17,279

参考 ※旧１社ベースの情報を記載しています。

設備投資額の推移 有利子負債の推移



役務別損益状況の推移

役　務　の　種　類
元　年　度

営業収益 営業費用 営業利益 経常利益

電 話
電 信
電 報
専 用
デジタルデータ伝送
無 線 呼 出 し
そ の 他

計

4,904,761
4,565
55,370
376,478
40,609
90,653
9,830

5,482,269

4,296,472
5,235
88,672
271,315
37,084
62,195
45,476

4,806,451

608,288
▲ 669
▲ 33,301
105,162
3,525
28,458

▲ 35,645
675,818

444,536
▲ 801
▲ 33,484
92,653
2,114
27,573

▲ 37,740
494,851

2 年　度

営業収益 営業費用 営業利益 経常利益

5,047,242
4,065
59,217
394,989
44,469
89,256
16,142

5,655,383

4,502,311
3,933
88,650
300,093
42,118
76,339
60,204

5,073,650

544,931
132

▲ 29,432
94,895
2,350
12,916

▲ 44,061
581,733

397,189
39

▲ 29,527
82,514
1,176
11,693

▲ 46,971
416,115

3 年　度

営業収益 営業費用 営業利益 経常利益

5,084,170
3,649
68,191
407,784
48,728
102,828
30,560

5,745,913

4,579,703
3,227
90,589
331,403
40,898
85,874
91,571

5,223,268

504,466
422

▲ 22,397
76,381
7,829
16,954

▲ 61,011
522,644

350,734
339

▲ 22,676
61,963
6,617
15,096

▲ 64,736
347,338

役　務　の　種　類
4 年　度

営業収益 営業費用 営業利益 経常利益

電 話
電 信
電 報
専 用
デジタルデータ伝送

回 線 交 換
パ ケ ッ ト 交 換

無 線 呼 出 し
そ の 他
（再）総合デジタル通信
（再）ファクシミリ通信網

計

4,898,295
3,030
76,373
464,360
49,805
4,106
45,699
28,148
53,872
39,481
11,700

5,573,887

4,530,754
2,755
91,469
382,946
39,799
3,706
36,092
24,120
117,543
92,020
14,393

5,189,389

367,541
274

▲ 15,095
81,414
10,006
399
9,606
4,027

▲ 63,671
▲ 52,539
▲ 2,692
384,497

243,321
204

▲ 15,373
67,936
8,986
284
8,702
3,637

▲ 67,121
▲ 55,373
▲ 3,087
241,593

5 年　度

営業収益 営業費用 営業利益 経常利益

4,795,114
2,593
79,685
480,383
47,644
3,391
44,252
―

90,068
73,609
13,407

5,495,490

4,589,927
2,683
96,544
400,802
35,922
3,572
32,349
―

147,492
122,148
14,726

5,273,373

205,186
▲ 90
▲ 16,859
79,581
11,721

▲ 180
11,902
―

▲ 57,423
▲ 48,539
▲ 1,318
222,116

99,563
▲ 153
▲ 17,051
67,780
10,962

▲ 278
11,241
―

▲ 60,537
▲ 51,159
▲ 1,638
100,564

6 年　度

営業収益 営業費用 営業利益 経常利益

4,812,195
2,274
89,816
484,563
45,510
2,707
42,803
―

138,259
119,815
14,961

5,572,619

4,588,814
2,589
100,235
428,068
38,096
3,457
34,638
―

180,212
151,306
16,368

5,338,016

223,381
▲ 315
▲ 10,418
56,494
7,414

▲ 750
8,164
―

▲ 41,952
▲ 31,491
▲ 1,406
234,603

134,287
▲ 369
▲ 10,396
46,576
6,754

▲ 826
7,581
―

▲ 44,905
▲ 33,984
▲ 1,702
131,947

（単位：百万円）

参考 ※旧１社ベースの情報を記載しています。



役　務　の　種　類
7 年　度

営業収益 営業費用 営業利益 経常利益

電 話
電 信
電 報
専 用
デジタルデータ伝送

回 線 交 換
パ ケ ッ ト 交 換

そ の 他
（再）総合デジタル通信
（再）ファクシミリ通信網

計

5,090,609
2,039
96,109
476,973
44,609
2,244
42,364
187,077
166,204

―
5,897,419

4,656,356
2,222
98,725
453,425
37,254
2,986
34,268
221,214
188,389

―
5,469,198

434,252
▲ 182
▲ 2,615
23,548
7,355

▲ 741
8,096

▲ 34,137
▲ 22,184

―
428,220

337,001
▲ 233
▲ 2,806
13,343
6,740

▲ 811
7,552

▲ 38,106
▲ 25,612

―
315,939

8 年　度

営業収益 営業費用 営業利益 経常利益

5,082,166
1,797
98,355
525,967
44,711
2,076
42,634
256,752
233,673

―
6,009,751

4,590,951
1,917
99,799
488,168
39,816
2,489
37,327
325,006
285,867

―
5,545,660

491,214
▲ 120
▲ 1,444
37,798
4,895

▲ 412
5,307

▲ 68,253
▲ 52,194

―
464,091

398,212
▲ 164
▲ 1,683
26,216
4,156

▲ 469
4,625

▲ 74,856
▲ 58,070

―
351,882

9 年　度

営業収益 営業費用 営業利益 経常利益

4,738,511
1,462
92,271
618,240
55,759
1,828
53,931
455,839
425,719

─
5,962,085

4,318,551
1,544
92,412
562,030
54,088
2,131
51,956
529,928
471,415

─
5,558,555

419,960
▲ 82
▲ 140
56,210
1,671

▲ 302
1,974

▲ 74,089
▲ 45,695

─
403,529

378,889
▲ 90
▲ 243
49,686
1,143

▲ 311
1,454

▲ 77,948
▲ 49,159

─
351,436

※営業利益は郵政省令に基づき算定、経常利益は金融費用等の営業外損益を固定資産価額比等で配賦し算定したものです。
※2つ以上の種類の電気通信役務に関連する収益をそれぞれの役務の種類に配賦しているため、サービス別収入実績とは一致しません。
※郵政省令の改正に伴い平成4年度より平成9年度まで、デジタルデータ伝送の内訳を回線交換・パケット交換別に、また、その他役務のうち、営業収益または営業費用のいずれかが
その他役務の営業収益または営業費用の総額の100分の10を超えるものについて記載しています。

※無線呼出しについては、NTTドコモ（株）へ営業譲渡したため、平成4年7月1日付で当社の営業を廃止しました。

（単位：百万円）

役　務　の　種　類
10 年　度

音 声 伝 送
（再）電　　　　　話

デ ー タ 伝 送
（再）ファクシミリ通信網

専 用
電 報

計

営業収益 営業費用 営業利益 経常利益
4,894,711
4,272,490
114,488
16,908
653,428
85,775

5,748,404

4,670,461
4,024,594
166,661
22,299
591,911
86,499

5,515,533

224,250
247,895

▲ 52,172
▲ 5,390
61,516

▲ 723
232,871

218,125
241,077

▲ 52,170
▲ 5,337
59,577

▲ 331
225,201

（参考）総合デジタル通信 619,686 642,883 ▲ 23,196 ▲ 22,514

※営業利益は郵政省令に基づき算定、経常利益は金融費用等の営業外損益を固定資産価額比等で配賦し算定したものです。
※2つ以上の種類の電気通信役務に関連する収益をそれぞれの役務の種類に配賦しているため、サービス別収入実績とは一致しません。
※電気通信事業会計規則の改正等により、平成10年度から役務の種類を変更しています。また、営業費用には事業税が含まれていません。
※データ伝送役務のうち、ファクシミリ通信網の区分について、営業収益及び営業費用がデータ伝送役務の営業収益及び営業費用の総額の100分の10を超えるため記載しています。

（単位：百万円）

参考 ※旧１社ベースの情報を記載しています。



（単位：百万円）

役　務　の　細　目
元　年　度

営業収益 営業費用 営業利益 経常利益

加 入 電 話
基 本 料
市 内 通 話
市 外 通 話
そ の 他

公 衆 電 話
自 動 車 電 話
その他の移動体電話
そ の 他

計

（参考）番号案内サービス

4,306,808
1,008,720
1,446,649
1,529,933
321,504
262,050
121,263
13,433
201,205
4,904,761

3,441,684
1,170,192
1,460,542
481,036
329,912
303,639
86,982
16,260
447,905
4,296,472

865,123
▲161,472
▲ 13,892
1,048,897
▲ 8,408
▲ 41,588
34,280

▲ 2,827
▲246,700
608,288

714,289
▲ 215,877
▲ 94,365
1,034,059
▲ 9,526
▲ 51,032
31,688

▲ 3,350
▲ 247,058
444,536

― 249,366 ▲249,366 ▲ 249,977

2 年　度

営業収益 営業費用 営業利益 経常利益

4,318,314
1,052,698
1,507,481
1,450,093
308,041
300,432
176,830
14,627
237,037
5,047,242

3,575,350
1,242,633
1,510,698
495,724
326,295
321,918
124,288
18,874
461,878
4,502,311

742,963
▲189,935
▲ 3,216
954,368

▲ 18,253
▲ 21,486
52,542

▲ 4,247
▲224,841
544,931

606,439
▲238,331
▲ 80,571
943,560

▲ 18,217
▲ 30,007
49,929

▲ 4,819
▲224,353
397,189

5,847 232,564 ▲226,716 ▲227,268

3 年　度

営業収益 営業費用 営業利益 経常利益

4,247,275
1,094,528
1,569,184
1,289,842
293,719
314,932
219,063
16,233
286,665
5,084,170

3,578,871
1,249,893
1,548,854
476,908
303,214
329,728
184,844
18,995
467,262
4,579,703

668,404
▲155,364
20,330
812,933

▲ 9,494
▲ 14,796
34,218

▲ 2,762
▲180,597
504,466

528,496
▲203,053
▲ 55,673
797,491

▲ 10,267
▲ 23,381
29,072

▲ 3,323
▲180,128
350,734

21,979 206,312 ▲184,332 ▲184,195

役　務　の　細　目
4 年　度

営業収益 営業費用 営業利益 経常利益

加 入 電 話
基 本 料
市 内 通 話
市 外 通 話
そ の 他

公 衆 電 話
自 動 車 電 話
その他の移動体電話
そ の 他

計

（参考）番号案内サービス

4,182,741
1,128,288
1,609,733
1,136,478
308,240
316,430
67,167
5,976

325,979
4,898,295

3,620,781
1,276,808
1,584,951
446,906
312,113
339,083
69,092
6,284

495,512
4,530,754

561,960
▲148,520
24,781
689,571

▲ 3,872
▲ 22,652
▲ 1,924
▲ 308
▲169,533
367,541

445,083
▲ 190,064
▲ 40,802
679,807

▲ 3,856
▲ 29,740
▲ 3,089
▲ 444
▲ 168,486
243,321

23,566 197,010 ▲173,444 ▲ 173,221

5 年　度

営業収益 営業費用 営業利益 経常利益

4,115,041
1,152,114
1,667,100
978,776
317,049
320,629

―
2,579
356,863
4,795,114

3,742,724
1,316,926
1,635,683
457,669
332,443
331,071

―
2,315
513,815
4,589,927

372,317
▲164,811
31,416
521,107

▲ 15,394
▲ 10,441

―
263

▲156,951
205,186

270,707
▲202,779
▲ 23,322
511,428

▲ 14,619
▲ 15,969

―
229

▲155,403
99,563

24,474 185,108 ▲160,634 ▲160,339

6 年　度

営業収益 営業費用 営業利益 経常利益

4,083,061
1,197,948
1,716,863
841,837
326,412
348,838

―
2,392
377,902
4,812,195

3,752,913
1,320,073
1,671,674
414,235
346,929
324,530

―
2,310
509,060
4,588,814

330,148
▲122,125
45,189
427,601

▲ 20,517
24,308
―
82

▲131,158
223,381

243,469
▲155,144
▲ 960
419,140

▲ 19,565
20,250
―
54

▲129,487
134,287

39,222 174,913 ▲135,691 ▲135,260

参考 ※旧１社ベースの情報を記載しています。

電話役務損益／音声伝送役務損益状況の推移



（単位：百万円）

役　務　の　細　目
7 年　度

営業収益 営業費用 営業利益 経常利益

加 入 電 話
基 本 料
市 内 通 話
市 外 通 話
そ の 他

公 衆 電 話
その他の移動体電話
そ の 他

計

（参考）番号案内サービス

4,353,179
1,381,966
1,810,290
821,677
339,244
326,191
2,199

409,038
5,090,609

3,852,555
1,361,916
1,672,646
447,221
370,770
303,011
2,294

498,495
4,656,356

500,624
20,050
137,643
374,456

▲ 31,526
23,180

▲ 94
▲ 89,456
434,252

407,508
▲ 15,399
90,163
364,040

▲ 31,296
19,022

▲ 121
▲ 89,407
337,001

46,245 141,096 ▲ 94,850 ▲ 95,116

8 年　度

営業収益 営業費用 営業利益 経常利益

4,410,433
1,408,925
1,907,410
752,253
341,843
219,602
1,666
450,464
5,082,166

3,792,461
1,350,125
1,676,296
410,832
355,206
259,199
2,436
536,853
4,590,951

617,971
58,799
231,113
341,421

▲ 13,362
▲ 39,597
▲ 769
▲ 86,389
491,214

528,390
23,133
186,569
332,002

▲ 13,314
▲ 42,753
▲ 773
▲ 86,651
398,212

48,634 144,079 ▲ 95,445 ▲ 95,731

9 年　度

営業収益 営業費用 営業利益 経常利益

4,123,092
1,398,172
1,771,124
615,595
338,200
163,533
1,382
450,502
4,738,511

3,606,702
1,347,534
1,574,596
335,520
349,051
194,423
2,349
515,076
4,318,551

516,390
50,637
196,527
280,075

▲ 10,850
▲ 30,890
▲ 966
▲ 64,573
419,960

476,574
31,384
180,569
275,704

▲ 11,083
▲ 31,919
▲ 970
▲ 64,794
378,889

49,605 120,822 ▲ 71,217 ▲ 71,213
※営業利益は郵政省令に基づき算定、経常利益は金融費用等の営業外損益を固定資産価額比等で配賦し算定したものです。
※「市内通話」「市外通話」に係る営業収益は、サンプル調査により推計された通信量比に基づいて算出しました。
※「その他の移動体電話」に係る通話料収入は、発信側の電気通信設備に係る役務の細目に係る収入とします。
※自動車電話及びその他の移動体電話のうち船舶電話・航空機公衆電話については、NTTドコモ（株）へ営業譲渡したため、平成4年7月1日付で当社の営業を廃止しました。

役　務　の　細　目
10 年　度

営業収益 営業費用 営業利益 経常利益

加入電話及び総合デジタル通信
基 本 料
市 内 通 信
市 外 通 信
そ の 他

公衆電話及びデジタル公衆電話
そ の他の移動体通信
そ の 他

計

（参考）番号案内サービス

3,676,213
1,496,979
791,998
1,007,456
379,779
128,506
1,126

1,088,864
4,894,711

3,492,369
1,480,294
784,513
818,199
409,362
184,810
1,984

991,296
4,670,461

183,844
16,684
7,484
189,257

▲ 29,582
▲ 56,304
▲ 857
97,567
224,250

183,490
15,409
6,333
189,478

▲ 27,731
▲ 55,623
▲ 851
91,109
218,125

54,215 61,990 ▲ 7,775 ▲ 7,671

（単位：百万円）

※営業利益は郵政省令に基づき算定、経常利益は金融費用等の営業外損益を固定資産価額比等で配賦し算定したものです。
※電気通信事業会計規則の改正等により、平成10年度から役務の細目を変更し、「市内」「市外」等の算定方法を変更しています。
また、営業費用には事業税が含まれていません。
なお、損益状況表の名称も「電話役務」から「音声伝送役務」に変更となりました。

参考 ※旧１社ベースの情報を記載しています。



（単位：百万円）

役　務　の　細　目
8 年　度

営業収益 営業費用 営業利益 経常利益

一 般 専 用
市 内 専 用
市 外 専 用

高 速 デ ジ タ ル 伝 送
市 内 専 用
市 外 専 用

そ の 他
計

235,108
159,481
75,627
127,836
79,137
48,699
163,021
525,967

251,726
215,915
35,810
119,320
82,506
36,813
117,122
488,168

▲ 16,617
▲ 56,434
39,817
8,516

▲ 3,368
11,885
45,899
37,798

▲ 21,940
▲ 61,162
39,221
4,915

▲ 5,996
10,911
43,242
26,216

9 年　度

営業収益 営業費用 営業利益 経常利益

218,842
147,200
71,641
191,793
126,751
65,041
207,604
618,240

229,664
194,757
34,906
178,152
122,912
55,239
154,212
562,030

▲ 10,822
▲ 47,557
36,734
13,640
3,838
9,801
53,392
56,210

▲ 13,134
▲ 49,433
36,298
11,383
2,445
8,937
51,437
49,686

※営業利益は郵政省令に基づき算定、経常利益は金融費用等の営業外損益を固定資産価額比等で配賦し算定したものです。

役　務　の　細　目
10 年　度

営業収益 営業費用 営業利益 経常利益

一 般 専 用
市 内 専 用
市 外 専 用

高 速 デ ジ タ ル 伝 送
市 内 専 用
市 外 専 用

そ の 他
計

197,493
99,665
97,827
222,779
91,342
131,436
233,155
653,428

200,586
137,660
62,926
198,867
84,718
114,149
192,456
591,911

▲ 3,093
▲ 37,994
34,901
23,911
6,623
17,287
40,698
61,516

▲ 3,592
▲ 38,454
34,862
23,683
6,612
17,071
39,486
59,577

（単位：百万円）

※営業利益は郵政省令に基づき算定、経常利益は金融費用等の営業外損益を固定資産価額比等で配賦し算定したものです。
※電気通信事業会計規則の改正等により、平成10年度から「市内」「市外」等の算定方法を変更しています。
また、営業費用には事業税が含まれていません。

参考 ※旧１社ベースの情報を記載しています。

専用役務損益状況の推移



事業計画（平成16年度）
平成16年度事業計画の基本的な考え方

（参考）インターネットアクセスサービスの純増数

情報通信は、「e-Japan戦略」が目指す世界最先端のIT国家実現に向け、新規産業の創出、社会経済活動の効率化・活性化に大きく貢献することが求められています。一方、情報通信市
場は、ニーズの高度化、多様化、グローバル化が着実に進展し、移動体通信、インターネット通信の需要が急増するなど市場構造そのものが急激に変化しつつあります。地域通信市場に
おいても、市場構造の激変の中でインターネットアクセス分野における需要の拡大と競争の激化により料金の低廉化が進展していくとともに、法人市場のみならず一般家庭においてもIP
電話が急速に普及していくなど、全面的なマーケット構造の転換とIP分野における競争の本格化時代に突入しています。
NTT東日本は、このような厳しくかつ激変する事業環境の中で、経営基盤の安定・強化を図りつつ、今後とも良質かつ安定的なユニバーサルサービスの提供に努めることはもとより、

急速に普及し多様化しているインターネット市場を先導し、信頼性の高い高度なインフラを活用した企業活動や個人生活に役立つ新たなサービスの提供など、情報流通の発展に向けIP時
代においてリーディングカンパニーとしての使命を全うし、一層その発展に寄与すべく取り組んでいくこととします。これらの取り組みを通じ、ブロードバンドサービスの基盤としての
光アクセス網の効率的な提供、電気通信における信頼性の確保などに努め、より一層世の中に貢献するNTT東日本を目指していきます。
平成16年度の事業経営にあたっては、この基本的な考え方に基づき、お客様のご意見・ご要望等を的確、迅速に把握しサービスの向上に努めることはもとより、厳しい経営環境の中、

一層の経営の効率化に努めていきます。更にブロードバンド市場をリードすべく、安心・安全に利用できる付加価値の高いサービスの提供など、お客様の利用ニーズにマッチしたインタ
ーネット通信需要の拡大に積極的に対応していきます。また、将来にわたって安定した事業の発展を期するとともに、これらの施策の成果をお客様、地域社会、また持株会社を通じて
NTT株主の皆様に還元できるように努めることとします。
平成16年度においては、以上の考え方に立って事業経営を行いますが、その遂行にあたっては経営環境の変化に柔軟に即応しつつ弾力的な事業運営に努めていくこととします。

・Bフレッツ

・フレッツ・ADSL

・フレッツ・ISDN

60万

70万

▲15万　

サービス名称
計画

（万契約）



区　　　　別

音声伝送サービス
加入電話
増設
移転

福祉用電話（シルバーホン）

公衆電話

総合ディジタル通信サービス
INSネット64
INSネット1500

専用サービス
一般専用サービス
高速ディジタル伝送サービス

万加入
万加入

百個

千個

千回線
千回線

千回線
千回線

5
304

4

▲ 34

▲ 416
0

▲ 31
▲ 43

単　　　位 計　　　画 区　　　　別 所要見込額

1．サービスの拡充・改善
（1）音声伝送
（2）データ伝送
（3）専用
（4）電報

2．研究施設

3．共通施設等

合　計

3,700
2,530
340
810
20

50

350

4,100

＊このうち、アクセス網の光化分は約1,300億円である。

（単位：億円）

＊

区　　　　別 金　　　額

収益の部
営業収益
音声伝送収入
データ伝送収入
専用収入
電報収入
その他の営業収入

営業外収益
計

費用の部
営業費用
業務運営費
租税公課
減価償却費

営業外費用
計

経　常　損　益 950

21,480
13,850
1,150
2,950
280
3,250
540

22,020

20,630
15,540
750
4,340
440

21,070

（単位：億円）

区　　　　別 金　　　額

資金収入
営業的収入
営業収入
営業外収入
資本的収入
長期借入金及び社債
その他の資本的収入
預り消費税
前年度よりの繰越金

計

資金支出
営業的支出
営業支出
営業外支出
資本的支出
設備投資
その他の資本的支出
決算支出
仮払消費税
翌年度への繰越金

計

27,580
26,980
600
410
410
0

1,070
1,950
31,010

22,770
22,180
590
5,260
4,100
1,160
340
840
1,800
31,010

（単位：億円）

主要サービス計画 設備投資計画

収支計画 資金計画



サービス概況等（平成16年3月末現在）

サービス区分 平成12年3月末現在契約数（施設数） 
東日本 西日本 合計 

平成13年3月末現在契約数（施設数） 
東日本 西日本 合計 

平成14年3月末現在契約数（施設数） 
東日本 西日本 合計 東日本 西日本 

平成16年3月末現在契約数（施設数） 
東日本 西日本 合計 

平成15年3月末現在契約数（施設数） 
合計 

加入電話 
再掲 一般加入電話 

再掲 住宅用 
加入電話・ライトプラン 

再掲 住宅用 
ビル電話 

INSネットサービス 
INSネット64

再掲 
再掲 

住宅用 
INSネット64・ライト 

INSネット1500
フレッツ・ISDN
フレッツ・ADSL
Bフレッツ 

着信用電話 
支店代行電話 
プッシュ回線 
短縮ダイヤル 
キャッチホン 
キャッチホンⅡ 
トリオホン 
マジックボックス 
ボイスボックス 
ボイスワープ 

ボイスワープセレクト 再掲 
転送でんわ 
ナンバー・ディスプレイ 

ネーム・ディスプレイ 
ナンバー・リクエスト 

キャッチホン・ディスプレイ 
ナンバー・アナウンス 
二重番号サービス 
迷惑電話おことわりサービス 
ダイヤルイン 
ダイヤルインエコノプラン 
i・ナンバー 
なりわけサービス 
フリーアクセス 

（千加入） 
（千加入） 
（千加入） 
（千加入） 
（千加入） 
（千加入） 
（千回線） 

（千回線） 

（千回線） 
（千回線） 
（千回線） 

（千回線） 
（千回線） 
（千回線） 
（百回線） 
（千契約） 

（千契約） 

（千契約） 

（千契約） 

（千契約） 
（千契約） 
（千契約） 
（千契約） 
（千契約） 
（千契約） 
（千契約） 

（千契約） 
（千契約） 

（千契約） 

（千契約） 

（契　約） 

（回　線） 

（回　線） 

（千　個） 
（千　個） 
（千　個） 
（　個　） 

（千番号） 

※1

※6

※4

※5

27,414
27,338
19,833
― 
― 
75

3,995
3,507
1,478
281
488
― 
― 
― 

257
910

14,026
313
7,361
297
4,042
21

806
21
72

1,802
178

6
55
12
58

2,843
― 
163
1,112
― 

28,032
27,980
20,521
― 
― 
52

3,424
3,091
1,233
204
333
― 
― 
― 

235
1,084
12,633
231
7,450
321
2,594
24

951
23
59

1,793
164

6
82
14
60

1,871
― 
157
691
― 

55,446
55,318
40,354
― 
― 
127
7,419
6,598
2,711
485
821
― 
― 
― 

492
1,994
26,659
544

14,811
618
6,636
45

1,757
44
131
3,595
342

12
137
26
118
4,714
― 
320
1,803
― 

25,735
25,672
18,942
― 
― 
63

5,731
5,000
2,384
466
731
360
17
― 

226
815

13,164
262
6,596
248
3,450
49

879
17
56

2,521
221

28
52
10
59

3,017

405
1,059
0

4 2

26,354
26,309
19,659
― 
― 
45

5,096
4,562
2,113
346
534
360
10
― 

207
877

11,868
193
6,659
281
2,258
49

1,023
20
46

2,491
204

26
70
12
61

1,943

393
605
1

52,089
51,981
38,601
― 
― 
108

10,827
9,562
4,496
813
1,265
721
27
― 

― ― ― ― ― ― 

433
1,692
25,032
455

13,255
530
5,708
98

1,902
37
101
5,012
425

55
122
22
120
4,960
7
797
1,664
1

25,084
25,026
18,851
32
25
58

5,851
5,303
2,382
553
549
653
513
12

194
735

12,907
226
6,064
208
3,148
106

942
16
44

3,095
258

53
46
9
60

3,175
5
543
972
11

25,654
25,614
19,518
22
17
39

5,299
4,922
2,163
420
377
651
454
6

176
744

11,636
166
6,103
237
2,074
105

1,081
17
36

3,071
241

46
64
11
62

1,989
3
536
539
18

50,738
50,640
38,369
55
42
98

11,150
10,224
4,545
972
926
1,304
968
18

370
1,479
24,544
391

12,167
445
5,222
211

2,023
32
80

6,166
500

― ― ― 

― ― ― ― ― ― 623 470 1,093

99
110
20
122
5,163
8

1,080
1,511
29

50,714
50,628
38,975
504
367
86

10,128
9,539
3,678
922
589
1,272
2,558
199

314
1,261
24,883
344

11,393
386
6,195
215

2,168
30
65

7,384
579

102
18
129
5,280
8

1,255
1,342
38

25,575
25,540
19,752
216
151
35

4,868
4,647
1,786
404
221
621
1,127
88

149
676

11,790
146
5,715
207
2,615
92

1,157
15
30

3,681
285

60
10
66

1,995
3
635
478
19

25,139
25,088
19,223
288
216
51

5,260
4,892
1,892
517
368
651
1,430
111

165
585

13,093
198
5,678
179
3,580
123

1,011
1,312477835

14
35

3,703
294

1346173
1175660

43
9
62

3,285
5
621
864
19

（契　約） 
（契　約） 

ナビアクセス 
AP（エーピー）ナビ 

― 
― 

― 
― 

― 
― 

111
0 1

157 268
1

44
20

101
69

145
89

113
52

74
35

39
17

50,938 
50,863 
39,652 
884 
637 
75 

9,135 
8,554 
2,721 
846 
581 
980 
4,089 
840 
1,242 
266 
1 

27,875 
（186）1,765 
（1）827 
29,825 
50,846 
33 
507 
262 
910 

25,378 
301 

10,709 
342 
6,947 
188 
1,701 
2,295 
28 
46 

8,726 
654 
235 
163 
97 
18 
140 
5,382 
9 

1,347 
1,212 
44 
117 
54

25,674
25,641
20,075
372
264
33

4,378
4,162
1,314
369
216
466
1,806
414

123
524

12,054
129
5,355
183
2,808
80

1,221
14
24

4,345
323

57
9
73

1,992
3
687
431
21

25,264
25,222
19,578
512
372
42

4,756
4,391
1,406
477
365
514
2,283
426

フレッツ・オフィス （契　約） ― ― ― 24 23 47 278 261 539 1,141579562 656586
フレッツ・オフィスワイド （契　約） ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 125141
フレッツ・アクセスポート （契　約） ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 1

フレッツ・オンデマンド （提供事業者回線） ― ― ― ― ― ― 4 ― 4 31274 1815

フレッツ・グループアクセス （契　約） ※A― ― ― ― ― ― 17 ― 17 5,2771515,126 6,07321,802
Mフレッツ （契　約） ※2― ― ― ― ― ― ― ― ― （51）1,925― （51）1,925 ― （186）1,765
フレッツ・ドットネット （契　約） ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― （1）827

フレッツ・コネクト （契　約） ※B
※C

― ― ― ― ― ― ― ― ― 1,213938275 49,1671,679
フレッツ・セーフティ （契　約） ― ― ― ― ― ― ― ― ― 3,230― 3,230 ― 29,825

Lモード （千契約） ― ― ― ― ― ― 60 49 108 375166209 230278
139
386

13,324
172
5,354
159
4,139
108

1,074
5881,113

14
22

4,381
331

7390
111124

40
8
67

3,390
6
660
781
24

72
34

45
20

※3



※1. INSネット64（INSネット64・ライト含む）とINSネット1500（INSネット64の10倍で換算）の合計
※2. （ ）は「Mフレッツホスト」契約数
※3. （ ）は「フレッツ・ドットネットEX」契約者数
※4. INSキャッチホンを含まず（アナログのみ）
※5. ボイスワープⅡを含む
※6. 「ダイヤルインエコノプラン　契約数」はダイヤルインエコノプラングループの数
※7. （ ）内は音源回線数

※8. （ ）内は番組数
※9. 情報受信者回線数、なお（ ）内は情報提供センタ数
※10.「ワイドLANサービス　契約数」「スーパーワイドLANサービス　契約数」は、

LANを構成するアクセス回線グループの数
※11.「メガライブ回線数」はFポイントの回線数

※A NTT西日本の数値は「フレッツ・グループ」
※B NTT西日本の数値は「フレッツ・コミュニケーション」
※C NTT西日本の数値は「フレッツ・スクウェア」
※D NTT西日本の数値は「ギガデータリンク」
※E NTT西日本の数値は「ワイドLANプラス」を除いた「ワ

イドLANサービス」の契約数
※F NTT西日本の数値は「ワイドLANプラス」
※G NTT西日本の数値は「アーバンイーサ」

サービス区分 平成12年3月末現在契約数（施設数） 
東日本 西日本 合計 

平成13年3月末現在契約数（施設数） 
東日本 西日本 合計 

平成14年3月末現在契約数（施設数） 
東日本 西日本 合計 東日本 西日本 合計 東日本 西日本 合計 

平成15年3月末現在契約数（施設数） 平成16年3月末現在契約数（施設数） 

（音源回線・個） 

（番組・回線） 

（千回線） 

（千回線） 
（千回線） 

（千回線） 

（センタ・千回線） 

（千契約） 

（契　約） 

（契　約） 
（契　約） 
（契　約） 

（回　線） 

（回　線） 

（回　線） 
（回　線） 
（回　線） 
（回　線） 
（回　線） 

（回　線） 
（回　線） 

（回　線） 

（千　個） 

（　個　） 
（　個　） 
（　個　） 

でんわばん 
トーキー案内機能サービス 
＃ダイヤル 
でんわ会議サービス 
ダイヤルQ2
オフトーク通信 
ノーリンギング通信 
硬貨収納等信号送出機能 
公衆電話 

ディジタル 

ディジタルアクセス64/128/1500/6000

ICカード 
一般専用サービス 
高速ディジタル伝送サービス 

ATMメガリンクサービス 
ATMシェアリンクサービス 
映像伝送サービス 
信号監視通信サービス 
ISDN接続サービス 
DSL等接続サービス 
ワイドLANサービス 

メガデータネッツ 

メガライブ 
メトロイーサ 

41

52
1,102

307
545

356,825
58,237
8,096
440
234
174

3,605
57

1,186
64
― 
― 
― 

― 
― 

41

39
406

275
582

378,987
53,148
10,246
385
196
150

2,210
8
931
62
― 
― 
― 

― 
― 

82

91
1,508

582
1,127
735,812
111,385
18,342
825
430
324

5,815
65

2,117
126
― 
― 
― 

― 
― 

39

45
1,110

317
490

344,761
56,812
17,466
386
287
237

7,491
263
1,190
67
― 

36,740
36

133
― 

39

37
358

287
521

362,472
52,586
16,726
344
238
200

4,588
43
933
64
― 

7,145
13

128
― 

78

82
1,468

604
1,011
707,233
109,398
34,192
730
525
437

12,079
306
2,123
131
― 

43,885
49

261
― 

38

42
1,039

313
432

333,313
54,270
27,703
342
310
270

11,097
98

1,184
65

1,145
869,343
116

4,106
860

37

30
339

281
456

347,322
51,245
23,348
306
261
229

7,808
42
881
62
348

541,783
101

3,036
71

75

72
1,378

594
888

680,635
105,515
51,051
648
571
499

18,905
140
2,065
128
1,493

1,411,126
217

― ― ― ― ― ― 10 ― 10
― ― ― ― ― ― ― ― ― 

7,142
931

73

52
1,437

609
777

584,162
101,010
59,851
576
538
480

17,342
43

90
1,517

4,465,495
189

24,834
2,658

（310）8,995

（1,867）6,884
（72）111

（419）12,714

（862）3,221
（155）203

（729）21,709

（2,729）10,105
（227）314

（302）8,500

（2,037）6,141
（72）105

（414）12,672

（823）2,720
（155）201

（716）21,172

（2,860）8,861
（227）306

（288）8,127

（552）2,096
（71）101

36

24
452

303
399

298,804
48,964
27,855
275
247
221

7,169
28

41
311

1,901,660
100

11,261
224

（358）10,996

（85）372
（154）189

37

28
985

306
378

285,358
52,046
31,996
301
291
259

57― 57
884642

10,173
15

49
1,9608131,147

1,206
2,563,835

89
（契　約） スーパーワイドLANサービス ― ― ― ― ― ― 2 1 3 378187191
（契　約） フラットイーサ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

84― 84― ― ― 6 ― 6 49 ― 49

13,573
2,434

（255）7,032

（272）1,196
（70）94

（395）12,148

（178）726
（155）197

（613）18,028

（357）1,568
（224）283

71 
（543）15,799 

40 
1,501 

（281）1,124 
（211）268 

584 
677 

503,135 
98,716 
57,157 
514 
462 
414 
70 
119 

13,367 
29 

1,850 
70 

1,113 
7,107,973 

136 
824 
34 

53,484 
3,529 
81

35 
（321）9,920 

19 
492 

（72）340 
（146）181 

296 
348 

258,424 
47,903 
26,474 
247 
213 
191 
― 
67 

5,666 
21 
757 
31 
155 

3,231,447 
82 
434 
0 

24,826 
256 
― 

36 
（222）5,879 

21 
1,009 

（209）784 
（65）87 

288 
329 

244,711 
50,813 
30,683 
267 
249 
223 
70 
52 

7,701 
8 

1,093 
39 
958 

3,876,526 
54 
390 
34 

28,658 
3,273 
81

（683）20,275

（730）2,822
（226）298

メトロハイリンク 
スーパーハイリンク 

再掲 

再掲 

※7

※8
※9

※D

※10 ※E
※10 ※F

※G
※11

一般加入電話住宅比率（NTT東日本） 77.62 ％ 



平成 13年度 
発行部数 （ 千部 ） 掲載件数 （ 千件 ） サービス区分 

電話帳 

タウンページ 
ハローページ 
タウン＆ハロー 

計 

従業員数（人） 
出向者数（人） 

東日本 
平成11年度 平成12年度 

東日本 西日本 全国 東日本 西日本 全国 
発行部数 （ 千部 ） 掲載件数 （ 千件 ） 

西日本 
58,050 65,000
35,450 36,650

東日本 西日本 

28,389
30,797
1,011
60,198

29,540
36,836
2,187
68,563

57,929
67,633
3,198
128,760

5,318
20,057
823

26,198

6,044
20,762
1,529
28,335

11,362
40,819
2,352
54,533

東日本 西日本 全国 東日本 西日本 全国 
発行部数 （ 千部 ） 掲載件数 （ 千件 ） 

53,700 58,150
34,450 35,900

平成 11年度 平成 12年度 

28,103
29,509
988

58,600

29,091
34,772
2,105
65,968

57,194
64,281
3,093
124,568

5,239
17,485
857

23,581

6,014
20,139
1,539
27,692

11,253
37,624
2,396
51,273

東日本 西日本 
48,250 50,450
32,800 34,100

東日本 西日本 全国 東日本 西日本 全国 
27,421
32,312
986

60,719

28,713
34,743
2,097
65,553

56,134
67,055
3,083
126,272

5,116
17,162
840

23,118

5,929
19,710
1,568
27,207

11,045
36,872
2,408
50.325

平成 14年度 
発行部数 （ 千部 ） 掲載件数 （ 千件 ） 

東日本 西日本 全国 東日本 西日本 全国 
26,277
31,269
1,157
58,703

27,724
34,195
2,011
63,930

54,001
65,464
3,168
122,633

5,368
16,776
850

22,994

5,812
19,281
1,523
26,616

11,180
36,057
2,373
49,610

東日本 西日本 
18,100 14,750
23,150 25,000

一般加入電話住宅比率（NTT東日本） 77.62 ％ 

サービス区分 

電話帳 

タウンページ 
ハローページ 
タウン＆ハロー 

計 

東日本 西日本 全国 東日本 西日本 全国 
発行部数 （ 千部 ） 掲載件数 （ 千件 ） 

26,035
30,190
936

57,160

27,016
33,144
1,984
62,145

53,051
63,334
2,921
119,306

4,985
15,785
826

21,596

5,730
18,472
1,486
25,688

10,715
34,257
2,312
47,284

※平成13年度までのインフォメーションNTT東日本では一部「当該年度内の発行部数および掲載件数」を記載しておりましたが、 
　平成14年度以降のインフォメーションNTT東日本では全て「当該年度末に存在する最新版電話帳の発行部数および掲載件数」を記載しております。 

平成 15年度 

平成13年度 平成14年度 
東日本 西日本 
14,900 13,750
21,700 21,050

平成15年度 



加入電話 （千加入）
一般加入電話 （千加入）

再掲　住宅用 （千加入）
ビル電話 （千加入）
メンバーズネット （千加入）
INSネット64 （千回線）

再掲　住宅用 （千回線）
INSﾈｯﾄ64・ﾗｲﾄ （千回線）
ﾒﾝﾊﾞｰｽﾞﾈｯﾄ （回　線）

INSネット1500 （百回線）
再掲　ﾒﾝﾊﾞｰｽﾞﾈｯﾄ （回　線）

INS－P（再掲） （百回線）
着信用電話 （千契約）
支店代行電話 （回　線）
プッシュ回線 （千回線）
短縮ダイヤル （ 個　）
キャッチホン （千　個）
キャッチホンⅡ （千　個）
トリオホン （ 個　）
ボイスワープ （千回線）
転送でんわ （千回線）
ナンバー・ディスプレイ （千契約）
ナンバー・リクエスト （千契約）
ナンバー・アナウンス （千契約）
二重番号サービス （千契約）
迷惑電話おことわりサービス （千契約）
ダイヤルイン （千番号）
再掲　ＩＮＳネット （千番号）

なりわけサービス （回　線）
再掲　ＩＮＳネット （回　線）

でんわばん （千　個）
トーキー案内サービス （音源回線・百個）
♯ダイヤル （契　約）
でんわ会議サービス （回　線）
ダイヤルＱ２ （百番組・百回線）

年度
サービス区分 昭和60 昭和61 昭和62 昭和63 平成元 平成2 平成3 平成4 平成5 平成6 平成7 平成8 平成9 平成10 備　考

45,300
44,861
31,152
439
―
―
―
―
―
―
―
―
544
2,098
8,160
―

1,523
―
621
―
39
―
―
―
14
―
―
―
―
―
141
―
―
23
―

46,772
46,325
32,075
447
―
―
―
―
―
―
―
―
589
2,193
8,585
―

2,130
―

1,405
―
69
―
―
―
15
―
―
―
―
―
144
―
―
86
―

48,419
47,977
33,139
442
―
―
―
―
―
―
―
―
569
2,454
9,107
―

2,891
―

3,714
―
103
―
―
―
18
―
―
―
―
―
141
―
―
144
―

50,337
49,904
34,362
433
―
1
―
―
―
―
―
―
574
2,477
10,002
―

3,851
―

6,115
―
142
―
―
―
25
―
―
―
―
―
120
―
―
251
―

52,408
51,992
35,637
415
―
7
―
―
―
1
―
―
592
2,394
11,684
―

5,196
―

8,360
―
190
―
―
―
28
―
―
―
―
―
119

(1,085)266
121
386

(2)  12

54,480
54,084
37,005
396
―
27
1
―
―
6
―
44
664
2,256
14,149
―

7,049
―

11,128
―
249
―
―
―
30
―
―
―
―
―
110

(1,004)280
125
484

(82)  524

56,208
55,835
38,217
372
―
84
1
―
―
18
―
278
672
2,263
16,713
―

9,357
―

11,665
―
311
―
―
―
33
―
―
―
―
―
108

(1,098)289
162
557

(85)  497

57,600
57,250
39,304
350
―
157
3
―
―
31
―
592
656
2,243
19,243
―

11,698
―

11,256
―
366
―
―
―
37
―
―
―
―
―
104

(1,038)284
144
615

(69)  333

58,777
58,459
40,295
317
1
235
4
―
―
46
―
928
652
2,431
21,657
―

13,908
―

11,076
―
429
―
―
―
41
―
―
―
―
―
100

(1,065)283
130
666

(61)  261

59,878
59,583
41,172
286
9
337
6
―
―
65
―

1,226
654
2,460
24,093
―

15,818
―

10,767
―
521
―
―
―
42
36
―
―
―
―
97

(724)216
120
735

(39)  158

61,042
60,774
42,072
250
18
510
17
―
―
102
―

1,580
674
2,779
26,419
―

17,011
87

10,345
―
627
―
―
―
42
66

2,793
423
―
―
96

(823)258
124
847

(37)  162

61,457
61,223
42,451
214
21

1,037
188
―
―
216
―

1,838
683
2,744
28,271
―

17,482
331
9,919
660
362
―
―
―
39
100
3,256
689
―
―
93

(764)227
120
892

(41)  162

60,381
60,186
42,241
165
30

2,286
634
86

1,508
336
59

2,411
632
2,652
28,610
777

17,184
463
8,974
1,213
243
497
107
80
35
115
3,808
1,192
1,997
55
87

(769)227
101
1,106

(40)  153

58,474
58,277
41,678
137
60

3,955
1,313
242
5,701
477
226
2,941
570
2,498
28,063
653

16,283
594
8,047
1,567
183
1,967
246
136
30
115
4,336
1,810
1,852
152
87

(716)220
88

1,376
(28)  111

＊１

(  )内は音源回線数

＊２
( )内は番組数

＊1.  統計上の都合により、平成７年度以前の契約数には、INSネットの契約数は含まれていません。
＊2.  統計上の都合により、平成９年度以前の契約数には、INSネットの契約数は含まれていません。

参考 ※旧１社ベースの情報を記載しています。

契約数の推移



オフトーク通信 （センタ・百回線）
ノーリンギング通信 （回　線）
硬貨収納等信号送出機能 （千契約）
公衆電話 （ 個　）
再掲　ディジタル （ 個　）

ＩＣカード （ 個　）
電報 （千　通）
再掲　一般電報 （千　通）

慶弔電報 （千　通）
一般専用サービス （千回線）
高速ディジタル伝送サービス （千回線）
再掲　ﾃﾞｨｼﾞﾀﾙｱｸｾｽ64/128/1500（千回線）

ﾃﾞｨｼﾞﾀﾙﾘｰﾁ64/128/1500 （回　線）
ＡＴＭメガリンクサービス （回　線）
ＡＴＭシェアリンクサービス （回　線）
映像伝送サービス （回　線）
信号監視通信サービス （千回線）
フリーダイヤル （千回線）
ナビダイヤルサービス （回　線）
クレジット通話 （千契約）
テレゴング （企　画）
テレドーム （番　組）
エンタープライズサービス （回　線）
衛星通信サービス （回　線）
回線交換サービス （百回線）
パケット交換サービス （千回線）
再掲　第1種（DDX-P） （千回線）

第2種（DDX-TP） （千回線）
スーパーリレーＦＲ （千回線）
スーパーリレーＣＲ （回　線）
テレックス （千加入）
ファクシミリ通信網サービス （千回線）
ビデオテックス通信サービス （千回線）
ＯＣＮサービス （千回線）

年度
サービス区分 昭和60 昭和61 昭和62 昭和63 平成元 平成2 平成3 平成4 平成5 平成6 平成7 平成8 平成9 平成10 備　考

―
8
―

909,570
―
―

40,656
―
―
534
1
―
―
―
―
765
―
2
―
197
―
―
―
4
40
14
13
1
―
―
36
46
12
―

―
13
―

834,107
―
―

40,050
―
―
574
2
―
―
―
―
813
―
14
―
221
―
―
―
3
52
28
19
9
―
―
34
85
27
―

―
55
―

828,200
―
―

41,038
―
―
644
4
―
―
―
―
887
―
43
―
255
―
―
―
9
71
53
26
27
―
―
33
201
53
―

(5)  31
54
―

827,167
―
―

41,471
3,660
37,811
747
5
―
―
―
―

1,075
―
80
―
277
―
―
―
13
86
121
34
87
―
―
32
298
76
―

(24)  150
63

1,348
828,977
359
―

43,376
3,669
39,707
825
7
―
―
―
―

1,190
―
143
―
313
―
―
―
11
95
181
41
140
―
―
30
369
90
―

(53)  513
74

1,364
832,010
910
―

44,490
3,695
40,795
901
9
―
―
―
―

1,296
―
213
―
363
―
―
―
10
89
239
48
190
―
―
27
435
100
―

(92)  991
78

1,379
830,199
2,807
―

46,960
4,065
42,895
962
11
―
―
―
―

1,405
―
269
―
462
―
―
―
15
84
336
48
288
―
―
25
482
112
―

(131)1,742
118
1,384

826,277
8,630
―

46,726
3,969
42,757
997
15
―
―
―
―

1,554
―
311
―
578
―
―
―
12
75
383
44
339
―
―
22
540
129
―

(160)2,302
130
1,383
820,131
22,110
―

44,997
3,595
41,402
1,018
20
―
―
―
―

1,740
0.2
348
―
689
119
14
―
10
63
410
39
371
―
―
20
601
149
―

(181)2,683
154
1,385
800,772
35,469
―

43,288
3,125
40,163
1,025
31
―
―
―
―

1,769
17
387
―

1,008
311
90
―
11
49
447
37
411
0
―
18
678
166
―

(193)2,854
170
1,379
799,306
47,180
―

41,385
3,256
38,129
1,001
57
―
―
―
―

1,928
57
451
―

1,293
239
349
―
15
44
466
33
433
1
0
15
812
239
―

(226)3,026
307
1,354
793,870
71,992
―

40,198
3,611
36,588
967
107
7
―
―
―

2,119
82
540
―

1,364
339
418
―
20
39
477
32
445
4
0
12

1,015
305
1

(219)3,146
442
1,303
777,200
97,464
―

37,564
3,951
33,613
902
169
59
―
255
―

2,166
104
611
2,417
1,322
315
414
28
29
35
477
31
447
16
4
10

1,127
319
159

(226)3,202
562
1,225
753,871
115,421
217

36,180
4,035
32,145
822
228
127
3,316
1,509
2

2,131
117
660
7,858
1,191
379
585
34
23
33
463
27
436
44
6
8

1,210
301
478

( )内はセンタ数

販売数
販売数
販売数

＊３

第一種のみ
第一種のみ

＊3.  統計上の都合により、平成５年度以前の契約数には、INSネットの契約数は含まれていません。

参考 ※旧１社ベースの情報を記載しています。



年　度　別 

 

　　　　住宅用比率（％） 

地 域 集 団 電 話（千） 

ビ ル 電 話（千） 

メンバーズネット（千） 

合　　　　　  計（千） 

一般加入電話普及率（100人当たり） 

一 般 加 入 電 話（千） 

S28

1,769 

6.9 

 

 

 

1,769 

2.0

29

1,966 

7.6 

 

 

 

1,966 

2.2

30

2,175 

8.3 

 

 

 

2,175 

2.4

31

2,397 

9.0 

 

 

 

2,397 

2.6

32

2,638 

9.5 

 

 

 

2,638 

2.9

33

2,903 

10.1 

 

 

 

2,903 

3.1

34

3,216 

11.0 

 

 

 

3,216 

3.5

35

3,633 

12.3 

 

 

 

3,633 

3.9

36

4,153 

14.1 

 

 

 

4,153 

4.3

37

4,781 

16.5 

 

 

 

4,781 

5.0

38

5,477 

18.7 

 

 

 

5,477 

5.7

39

6,309 

21.6 

25 

 

 

6,335 

6.5

40

7,303 

25.3 

92 

 

 

7,395 

7.5

41

8,486 

29.2 

221 

 

 

8,707 

8.7

42

9,889 

32.8 

421 

4 

 

10,314 

10.2

43

11,362 

36.8 

672 

11 

 

12,044 

11.8

44

13,005 

40.7 

968 

27 

 

14,000 

13.6

45

15,173 

45.0 

1,176 

54 

 

16,403 

15.7

46

17,818 

49.8 

1,333 

78 

 

19,228 

18.2

47

20,985 

54.2 

1,378 

109 

 

22,472 

20.8

48

24,166 

57.7 

1,325 

142 

 

25,633 

23.4

70,000 

65,000 

60,000 

55,000 

50,000 

45,000 

40,000 

35,000 

30,000 

25,000 

20,000 

15,000 

10,000 

5,000 

0
（単位：千） 

年　度 

販 売 数 
（千加入） 

昭和60

1,319

61

1,464

62

1,652

63

1,928

平成元年 

2,088

2

2,091

3

1,752

4

1,414

5

1,210

6

1,124

7

1,191

8

449

9 10

▲1,037 ▲1,908

販売数は純増数 

一般加入電話の販売数 

加入電話数の推移

参考



49

27,444 

61.0 

1,244 

180 

 

28,868 

26.1

50

30,343 

63.5 

1,153 

206 

 

31,702 

28.2

51

32,427 

65.0 

1,051 

243 

 

33,721 

29.7

52

33,945 

66.0 

855 

266 

 

35,066 

30.6

53

35,494 

66.8 

618 

291 

 

36,403 

31.5

54

37,046 

67.5 

399 

316 

 

37,761 

32.0

55

38,490 

68.0 

214 

348 

 

39,052 

33.3

56

39,831 

68.6 

74 

371 

 

40,276 

34.1

57

41,104 

68.8 

2 

395 

 

41,501 

34.9

58

42,455 

69.0 

0 

424 

 

42,879 

35.8

59

43,542 

69.4 

0 

416 

 

43,958 

36.6

60

44,861 

69.4 

0 

439 

 

45,300 

37.4

61

46,325 

69.2 

0 

447 

 

46,772 

38.4

62

47,977 

69.1 

0 

442 

 

48,419 

39.6

63

49,904 

68.9 

0 

433 

 

50,337 

41.1

H1

51,992 

68.9 

0 

415 

 

52,408 

42.5

2

54,084 

68.4 

0 

396 

 

54,480 

43.8

3

55,835 

68.4 

0 

372 

 

56,208 

45.2

4

57,250 

68.7 

0 

350 

 

57,600 

46.0

5

58,459 

68.9 

0 

317 

1 

58,777 

46.9

6

59,583 

69.1 

0 

286 

9 

59,878 

47.7

7

60,774 

69.2 

0 

250 

18 

61,042 

48.4

8

61,223 

69.3 

0 

214 

21 

61,457 

48.6

9 10

60,186 

70.2 

0 

165 

30 

60,381 

47.7

58,277 

71.5 

0 

137 

60 

58,474 

46.1

70,000

65,000

60,000

55,000

50,000

45,000

40,000

35,000

30,000

25,000

20,000

15,000

10,000

5,000

0
（単位：千）

一般加入電話数の推移（年度末） （単位：加入） 
年度 

区別 
昭和60

事 務 用 
（指　数） 
（構成比） 
住 宅 用 
（指　数） 
（構成比） 

13,709,111 
（　  ） 
（　  ） 
31,151,653 
（     ） 
（　  ） 

100 
31 
 

100 
69

61

14,249,547 
（　  ） 
（　  ） 
32,074,978 
（　  ） 
（　  ） 

104 
31

103 
69

62

14,837,483 
（　  ） 
（　  ） 
33,139,321 
（　  ） 
（　  ） 

108 
31

106 
69

63

15,542,235 
（　  ） 
（　  ） 
34,362,206 
（　  ） 
（　  ） 

113 
32

110 
68

平成元年 

16,355,382 
（　  ） 
（　  ） 
35,636,966 
（　  ） 
（　  ） 

119 
32

114 
68

2

17,079,190 
（　  ） 
（　  ） 
37,004,601 
（　  ） 
（　  ） 

125 
32

119 
68

3

17,618,474 
（　  ） 
（　  ） 
38,217,021 
（　  ） 
（　  ） 

129 
32

123 
68

4

17,945,363 
（　  ） 
（　  ） 
39,304,259 
（　  ） 
（　  ） 

131 
31

126 
69

5

18,163,884 
（　  ） 
（　  ） 
40,295,270 
（　  ） 
（　  ） 

132 
31

129 
69

6

18,411,461 
（　  ） 
（　  ） 
41,171,633 
（　  ） 
（　  ） 

134 
31

132 
69

7

18,702,376 
（　  ） 
（　  ） 
42,071,561 
（　  ） 
（　  ） 

136 
31

135 
69

8

18,772,299 
（　  ） 
（　  ） 
42,450,539 
（　  ） 
（　  ） 

137 
31

136 
69

9 10

17,944,432 
（　  ） 
（　  ） 
42,241,238 
（　  ） 
（　  ） 

131 
30

16,599,156 
（　  ） 
（　  ） 
121 
28

136 
70

41,678,036 
（  　） 
（　  ） 
134 
72

※旧１社ベースの情報を記載しています。



年度区分 新会社発足時 平成13年度末平成12年度末平成11年度末

社　員　数（人）

平 均 年 齢（歳）

平均勤続年数（年）

社員数等

採用者数等

59,850

43.8

22.9

58,050

43.7

23.7

53,700

44.2

24.2

48,250

44.7

24.7

平成14年度末 平成15年度末

18,100

38.8

17.9

14,900

38.7

17.6

年度区分

採　用　者　数

4月1日新卒採用

大卒採用

退職者数

出向者等数

再
掲

平成14年平成13年平成12年平成11年＊1

―

―

―

2,300

500

600

470

400

5,350

400

150＊3

0＊2

0＊2

6,600

1,000

150＊3

0＊2

0＊2

33,400

3,100

平成15年 平成16年

150＊4

0＊2

0＊2

4,500

1,150

―

270

270

―

―

社員の状況等

＊1 平成11年度は平成11年7月～平成12年3月。
＊2 新規採用を見合わせていたため。
＊3 医療系採用。
＊4 医療系採用、経験者採用。

※新会社発足時の数値は平成11年7月1日のもの。

（単位：人）



社員数及び男女社員構成等の推移
60 61 62 63 平成元年 2 3 4 5 6 7 8 9 10

3,040 2,976 2,911 2,767 2,660 2,576 2,499 2,322 2,156 1,947 1,855 1,825 1,454 1,382

78 78 78 79 79 80 80 80 81 82 82 82 80 79

22 22 22 21 21 20 20 20 19 18 18 18 20 21

37.7 38.1 38.5 38.9 39.2 39.7 40.2 40.6 41.2 41.7 42.1 42.6 42.9 43.2

40.3 40.8 41.3 41.8 42.0 42.4 42.7 42.7 43.0 42.4 42.5 43.0 43.1 43.3

38.3 38.7 39.1 39.5 39.8 40.2 40.7 41.0 41.6 41.8 42.2 42.7 42.9 43.3

18.7 19.0 19.4 19.6 19.9 20.3 20.8 21.0 21.6 22.0 22.4 22.9 23.0 23.3

21.0 21.4 21.9 22.3 22.4 22.7 22.9 22.4 22.6 21.9 21.9 22.3 22.4 22.6

19.2 19.5 19.9 20.2 20.4 20.8 21.2 21.3 21.8 22.0 22.3 22.8 22.9 23.1

年度区別

社　員　数　（百人）

男女別構成比

（％）

平 均 年 齢

（歳）

平均勤続年数

（年）

男 子

女 子

男 子

女 子

総 合

男 子

女 子

総 合

年度区別

採　用　者　数

4月1日新卒採用

大卒採用

退職者数

転籍者数

出向者数
〔 〕内は累計

再
掲

60 61 62 63 平成元年 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

4,900 4,000 3,400 3,200 2,900 3,000 3,000 3,000 1,400 1,500 3,400 3,400 3,300 2,900 ―

4,500 3,600 2,850 2,500 2,600 2,600 2,650 2,600 1,000 1,000 2,800 3,000 3,000 2,500 1,700

300 500 1,000 2,000 2,100 2,150 1,950 1,900 800 800 2,300 2,500 2,400 1,800 1,350

13,900 9,300 9,000 10,700 11,600 9,600 8,400 11,400 8,200 14,300 6,400 4,800 7,300 7,400 ―

― ― ― データ 6,800 ― ― ― ドコモ　2,400 ドコモ　600 ドコモ　400 ドコモ　400 ドコモ　400 ドコモ　500 ドコモ 1,500 ―ファシリティーズ100 データ 900 データ 100 コムウェア 800

600 1,100 900 1,300 1,900 1,800 2,300 6,800 8,300 7,600 5,800 1,200 31,800 1,200 ―〔1,700〕 〔2,600〕 〔3,900〕 〔5,800〕 〔7,600〕〔9,900〕〔16,700〕〔25,000〕〔32,600〕〔38,400〕〔39,600〕〔71,400〕〔72,600〕

（単位：人）

※医療系有資格者等を含む
※大卒採用の昭和62年以前は本社採用のみの数値

※各数値は年度末のもの

参考 ※旧１社ベースの情報を記載しています。



支社・支店数等の推移

〔
ピ
ー
ク
時
〕 

〔
民
営
化
時
〕 

328,700

313,600
▲190,500

▲47,600 ▲175,400

（単位：人）

266,000　▲8,400
257,000　▲7,700

249,900
▲17,700

▲16,600

▲20,900

▲3,000

▲37,100

232,200

215,600

194,700　▲9,200
185,500

182,500

145,400

138,200

年度 S54 60初 H1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
支社等

支店等

11総支社
70支社

1,687

60

11総支社
70支社

1,636

61

11総支社
69支社

1,507

62

11総支社
69支社

1,346

63

80支社

1,101

元

43支社

433

2

27支社

252

3

19支社

228

4

11支社

233

5

11支社

189

6

11支社

157

7

11支社

108

8

11支社

87

9

11支社

87

10

＊

47

60初
（民営化時）

※60初は60年4月1日の数値、60は61年4月1日の数値
＊Ｈ11.1.25に支社廃止

（数値は年度末）

参考 ※旧１社ベースの情報を記載しています。

社員数の推移 業務の集約等による組織及び拠点の集約・統廃合の推進
H11年3月末現在

支 店 数  
旧 電 報 電 話 局  

機械保守機能 
（交換機の有人拠点数） 

 
番号案内業務拠点数 

 
電報業務拠点数 

1,500

1,700

1,600

1,400

47

1,300

10

570

500

0

510

190

20

1,000

500

0

年度 
S59 

（ピーク時） 

60 H10 S58 

（ピーク時） 

60 H10 S34 

（ピーク時） 

60 H10 S45 

（ピーク時） 

60 H10
※ 

※Ｈ10年9月にNTT番号情報（株）へ全面委託完了 



電気通信設備状況

新会社発足時 平成14年3月末

東日本 西日本 合計 東日本 西日本 合計

580

61

609

338

5

29

404

630

72

743

323

52

33

232

1,210

133

1,353

661

57

62

636 

575

64

671

571

4

29

406

621

72

814

565

44

33

235

1,196

136

1,485

1,136

48

62

641

平成15年3月末

東日本 西日本 合計

574

66

687

832

4

29

406

620

76

836

876

43

33

237

1,194

142

1,523

1,708

47

62

643

※単位未満切り捨て。
※新会社発足時の数値は平成11年7月1日のもの。

平成16年3月末

東日本 西日本 合計

572

70

710

1,189

5

29

405

619

81

854

1,365

43

33

239

1,191

151

1,564

2,554

48

62

644

施設状況

政令指定都市及び
県庁所在地級都市

人口10万以上の
都市等

主要エリア(ビジネスエリア)

全エリア

主要エリア(ビジネスエリア)

全エリア

そ　の　他

全　　　体

カ　バ　ー　率

平成15年度末
実績

平成16年度末推定
(2004年)

98%

95%

86%

86%

55%

81%

96%～98%

92%～94%

89%～91%

86%～88%

63%～65%

概ね81%

99%～100%

97%～99%

93%～95%

87%～89%

56%～58%

概ね83%

東日本 西日本（参考）東日本

※ここでいうカバー率とは、配線点（き線点）まで光化されている場合をいいます。
ここでいうビジネスエリアは事務用加入の比率が50%以上のエリアをいいます。

光ケーブル 

戸建 
配線点 

（き線点） 

配線点 
（き線点） 

集合住宅、ビル等 

Ｏ
Ｎ
Ｕ 

Ｏ
Ｎ
Ｕ 

ＰＤ 

ＰＤ 

ＰＴ 

マンホール 

光ファイバ 
敷設エリア 

上記以外の 
エリア 

NTT東日本 

NTTビル 

Ｏ
Ｎ
Ｕ 

Ｏ
Ｎ
Ｕ 

:

:

:

アクセス網の光化

電　　柱 （万本）

ケーブル（ケーブル長）（万km）

（内訳：百km）

基幹回線系光ケーブル

加入者光ケーブル

水底ケーブル

管　　路 （万km）

とう道 （km）



電気通信のつながるしくみと設備構成

電話で相手方と話をするためには、電話をかける側（発信側）と相手側（着信側）の電話

線が1本の通信回線でつながる（エンド・ツー・エンドという）ことが必要です。発信側と

着信側が1本の通信回線で結ばれた状態は、加入者設備、伝送設備、及び交換設備によっ

て構成されます。

〔加入者設備〕

加入者設備は、加入者の構内に取りつけられる屋内配線、モジュラジャック（またはロ

ーゼット）、電話機などの設備で、音声は電話機で電気信号に変換され、伝送設備に送り

出されます。

〔伝送設備〕

伝送設備とは、発信側の加入者設備と着信側の加入者設備の間を結んで電気信号を運

ぶための設備で、加入者と交換機の間を結ぶ加入者伝送設備と、交換機と交換機との間

を結ぶ中継伝送設備とに分けられます。また、伝送方式によって、メタリックケーブル

や光ファイバケーブル等を使った有線伝送設備と地上マイクロ波や通信衛星を利用した

無線伝送設備に分けられます。

〔交換設備〕

交換設備は、収容されている加入者回線や中継回線のつなぎ換えを行うための設備で、

加入者回線を直接収容する加入者線交換機（加入者線交換設備）と交換機相互を結ぶ中継

線を収容する中継線交換機（中継線交換設備）があります。

架空ケーブル 

保安器 

モジュラジャック 
またはローゼット 

屋内 
配線 

加入者線交換機 中継線交換機 

携帯電話 

ポケットベル 
　基地局 携帯電話 

基地局 

PHS

中継所 

ポケットベル 

PHS基地局 

 

ビル 

保安器 

Ｐ
Ｂ
Ｘ 

Ｍ
Ｄ
Ｆ 

中継線交換機 加入者線交換機 

とう道 地下ケーブル 管路 

光ファイバ 
ケーブル  

水底ケーブル 光ファイバ 
ケーブル 

管路 光ファイバ 
ケーブル 

管路 

とう道 地下ケーブル 管路 

加入者設備 加入者伝送設備 加入者 
線交換 
設備 

中継伝送設備 
（市内中継線） 

中継線 
交換設備 

中継伝送設備（市外中継線） 中継線 
交換設備 

中継伝送設備 
（市内中継線） 

加入者 
線交換 
設備 

加入者伝送設備 加入者設備 

通信衛星 

地上マイ 
クロ波 

＊1

＊2

＊1

＊2

＊1

＊2

＊2

＊1
＊1

＊1.  中継（県間）伝送設備は長距離系通信会社。
＊2.  携帯電話、ＰＨＳ、ポケットベルのサービスは移動系通信会社。



ディジタル電話網（NTT地域網）

ディジタル網は、加入者を直接収容する加入者線交換機と中継交換処理を行う中継交
換機からなる網構成を基本としています。

加入者系の構成
◇群局：GC 単位区域（UA）により構成される群区域（GA）にあって、加入

者線交換機を設置し、中継局との間に基幹回線をもっています。
◇単位局：UC 単位区域（UA）において、加入者線を直接収容する加入者線交

換機または遠隔制御交換装置を設置し、加入者線交換機は群局
（GC）との間に基幹回線を持っています。

中継系の構成
◇県内中継局：IC 県内トラヒックの収束・中継を行う地域網の中継交換機が設置

されています。

GA

GC

GC
GC

UC

UA

IC

GC

GC

GC
UC

IC
他事業者網 

加入者線交換機

加入者を直接収容する加入者線交換機には、既存ノードのD70/ISM/RTと新ノードと
呼ばれるASM/SBM/RSBMの装置が使用されています。

各装置の概要
◇D70 1984年より導入が開始されているディジタル回線交換用の加入者線交換機

で、アナログ回線のお客様を収容しています。
◇ISM D70交換機に付加し、ISDNサービスを提供する装置で、回線交換機能・回

線交換関連の付加サービス機能・パケット交換呼の接続機能などをもって
います。

◇RT お客様をD70設置局へ遠隔収容するための装置で、アナログ/ISDN回線の
お客様を収容しています。

◇ASM 1996年より導入が開始されている回線交換系の接続処理とパケット情報の
転送処理などを行う装置で、D70とISMの機能を併せ持った装置です。

◇SBM ASMに接続される加入者収容装置であり、ASMビル設置用のSBM-Cと
ASM未設置ビル用のSBM-Sがあります。

◇RSBM お客様をSBM設置局へ遠隔収容するための装置で、ISDN回線のお客様を
収容しています。

＊上記ASM/SBM/RSBMで構成されるシステムを新ノードシステム（MHN-S）と呼び
ます。

既存ノード 

RT

新ノード 

お客様 お客様 

ISM

D70

RSBM SBM

ASM



料　　金

サービス開始年月

契約回線数

サービスの概要

特　　徴

※新会社発足時の数値は、平成11年6月末のもの。

「加入電話」はADSLがご利用いただけ、高速インターネットを定額でお
楽しみいただけます。もちろん、通話やファクス等もご利用いただけます。
「加入電話・ライトプラン」は施設設置負担金なしで手軽に電話がひけ
るため、①ADSLを利用したいが電話回線を持っていない ②電話を
引きたいが初期費用が高いので電話を持っていない というお客さま
におすすめです。

●ADSLが利用可能

別途ADSLをお申し込みいただくことにより、高速インターネットを定額料
金で快適にお楽しみいただけます。
●新規でお申し込みの場合は加入電話・ライトプランで初期費用の節約

が可能

「加入電話・ライトプラン」を新規でお申し込みの場合は、施設設置負担金
（72,000円（税込75,600円））が不要なので、手軽にご利用いただけます。9
年4ヶ月以内のご利用なら「加入電話・ライトプラン」がおトクです。また、便利
な付加機能サービスは加入電話と同様のサービスをご利用いただけます。

加入電話 ……………………………明治23年
加入電話・ライトプラン …………平成14年2月 ●現在、INSネットをご利用の方も同じ電話番号で加入電話・ライトプラ

ン（加入電話）へ変更可能

現在INSネット64・ライトをご利用の方は、ご利用中の電話番号を変更す
ることなく加入電話・ライトプランをご利用いただけます。（INSネット64を
ご利用の方は同じ電話番号で加入電話へ変更できます）

加入電話

東日本 

西日本 

全国 

加入電話 

再
　
掲 

一般加入電話 

再掲 住宅用 

ビル電話 

加入電話 

再
　
掲 

一般加入電話 

再掲 住宅用 

ビル電話 

加入電話 

再
　
掲 

一般加入電話 

再掲 住宅用 

ビル電話 

（千加入） 

（千加入） 

（千加入） 

（千加入） 

（千加入） 

（千加入） 

（千加入） 

（千加入） 

（千加入） 

（千加入） 

（千加入） 

（千加入） 

新会社 
発足時 

平成15年 
3月末 

平成16年 
3月末 

28,694 

28,571 

20,470 

78

29,256 

29,166 

21,110 

55

57,950 

57,738 

41,580 

133

25,264 

25,222 

19,578 

42 

   

   

25,139 

25,088 

19,223 

51

25,575 

25,540 

19,752 

35

25,674 

25,641 

20,075 

33

50,714 

50,628 

38,975 

86

50,938 

50,863 

39,652 

75

②毎月の回線使用料

＊加入電話とINSネットの合計契約者回線数
〈その他注意点〉
・加入電話の場合：旧2級取扱所（事務用：1,450円（税込1,522.5円））、住宅用：950円（税込997.5円））お
よび旧1級取扱所（事務用：1,150円（税込1,207.5円）、住宅用：750円（税込787.5円））。
・加入電話・ライトプランの場合：旧2級取扱所（事務用：2,090円（税込2,194.5円）、住宅用：1,590円（税込
1,669.5円））および旧1級取扱所（事務用：1,790円（税込1,879.5円）、住宅用：1,390円（税込1,459.5円））。
・着信用電話は単独電話の事務用と同額。

50,000
未満

50,000～
400,000
未満

2,450円（税込2,572.5円）2,300円（税込2,415円）

2級取扱所 1級取扱所

1,600円（税込1,680円）1,450円（税込1,522.5円）
3,090円（税込3,244.5円）2,940円（税込3,087円）
2,240円（税込2,352円）2,090円（税込2,194.5円）

400,000
以上

2,600円（税込2,730円）

3級取扱所区　　　　分

1,750円（税込1,837.5円）
3,240円（税込3,402円）
2,390円（税込2,509.5円）

単独電話
加入電話

区分

区域内通話でかけられる
お客さまの数＊

加入電話・
ライトプラン

事務用
住宅用
事務用
住宅用

③ダイヤル通話料（NTT東日本分）
〈市内〉

3分

4分

8.5円（税込
8.925円）で
通話できる
時間

昼間＊1

夜間＊2

深夜・早朝＊3

単位

距離等
同一区域内

区分 加入電話 加入電話・ライトプラン
契　　約　　料 800円（税込840円） 800円（税込840円）
施設設置負担金 72,000円（税込75,600円）＊1 不要
工事費＊2 不要 2,000円（税込2,100円）

①お申し込み時の費用

＊1 INSネット64（INSネット64・ライトを除く）等を解約してご利用す
る場合は施設設置負担金は不要です。

＊2 工事費は、お客様がお申し込みになる工事の内容により異なります。
（参考）着信用電話の施設設置負担金は40,000円（税込42,000円）となります。



ご利用上の注意

（参考）INSネット64から加入電話に変更する場合の初期費用
契　　約　　料 800円（税込840円）
施設設置負担金 不要
工事費＊ 3,000円（税込3,150円）（局内工事のみの場合）

〈県内市外〉

＊1午前8時～午後7時
＊2午後7時～午後11時（土・日・祝日の昼間を含む）
＊3午後11時～午前8時
※NTT東日本をご利用の場合。県間通話・国際通話に関する料金は、ご利用の通信会社
の料金表によります。

＊工事費は、お客様がお申し込みになる工事の内容により異なります。

※時間帯、土曜祝日に関わらず、同一料金です。
※ご利用にあたりお申し込みは不要です。
※PHSへの通話はご利用いただけません。また、一部ご利用いただけない携帯電話番号が
あります。

1分 45秒
75秒

90秒
1分90秒

2分

10円（税込10.5円）
で通話できる時間

昼間＊1
夜間＊2

深夜・早朝＊3

単位

距離等 隣接区域内
～20kmまで ～60kmまで ～60km超

＊1 050-CDEF-GHJKのうち、CDEFの4桁の番号
なお、着信先のお客さまが契約しているIP電話事業者と当社と接続する事業者とは異
なる場合があります。

＊2 各接続事業者のサービス提供エリア内の固定電話等から発信した場合。
〔〕内は各接続事業者のサービス提供エリア外の固定電話等から発信した場合。

r固定電話発・携帯電話着0036通話サービスの通話料

tIP電話（050番号）への通話料

通話先 
NTTドコモ 
au 

ボーダフォン、ツーカー 

1分間の通話料金 
17.5円（税込18.375円） 
19円（税込19.95円） 
21円（税込22.05円） 

株式会社エヌ・ティ・ティ エムイー 
ソフトバンクBB株式会社 
フュージョン・コミュニケーションズ株式会社 
株式会社ぷららネットワークス 
アットネットホーム株式会社 
エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ 
株式会社 

KDDI株式会社 
 日本テレコム株式会社 
株式会社パワードコム 
中部テレコミュニケーション株式会社 
東北インテリジェント通信株式会社 
株式会社STNet 
株式会社ケイ・オプティコム 
九州通信ネットワーク株式会社 

料金 事業者識別コード 

－ 

＊2

＊1

＊2

10.4円（税込10.92円） 
当社と接続する事業者名 

10.8円（税込11.34円） 

〔10.8円（税込11.34円）〕 

〔10.8円（税込11.34円）〕 

10.5円（税込11.025円） 

10.5円（税込11.025円） 

2400～2408、5540～5569 
1000～1812 

5500～5532、8864～8866 
7500～7532 
8600、8601 

3300～3450、5000～5003、3900 
3901、7000、7001、8686、8868 
2525、3000～3163、5004、5005 
5200～5202、6000、7100～7102 

2000～2016 
2200、8000～8009、8080 

7770、7771 
7788 
8800 

7103～7106 
6619、6620

●加入電話を新規でお申込の場合は契約料、施設設置負担金、工事
費等が必要になります。加入電話・ライトプランを新規でお申込の場
合は契約料、工事費等が必要になります。
●INSネット64から加入電話へ、INSネット64・ライトから加入電話・ライト
プランへ、加入電話からINSネット64へ、加入電話・ライトプランからINS
ネット64・ライトへ変更される場合、施設設置負担金は不要です。（別
途、契約料、工事費等が必要になります）

●加入電話・ライトプランから加入電話、INSネット64へ、またはINSネット
64・ライトから加入電話へ変更される場合、契約料、施設設置負担金、
工事費等が必要になります。
●INSネット64（INSネット64・ライトを含む）から加入電話（加入電話・ラ
イトプランを含む）へ、加入電話（加入電話・ライトプランを含む）から
INSネット64（INSネット64・ライトを含む）へ変更される場合、一部のサ
ービス及び一部の通信機器がご利用いただけなくなりますので、ご
注意ください。
●停電や雷害等により一部の通信機器では通信ができなくなる場合
がありますのでご注意ください。
●加入電話・ライトプランはご利用期間が1ヶ月以内であっても、1ヶ月相
当の回線使用料をお支払いいただきます。
●加入電話・ライトプラン、INSネット64・ライトは利用休止や権利の譲渡、
記載事項証明はできません。

【INSネット64（INSネット64・ライトを含む）から加入電話（加入電話・

ライトプランを含む）へ、加入電話（加入電話・ライトプランを含む）か

らINSネット64（INSネット64・ライトを含む）へ変更されるお客さまへの

お願い】

下記のサービス及び通信機器をご利用の場合は、別途配線工事等が
必要になる場合がありますので、ご契約の提供事業者様等に必ずご連
絡ください。
●ガス漏れ等の自動通報サービス及び電気、ガス、水道等の自動検
針、遠隔制御サービス等
●警備保障、ホームセキュリティ等
●緊急通報装置、火災通報装置等

＜平成16年5月31日現在＞



平成16年
3月末

INSネットサービス（総合ディジタル通信サービス）

INSネット64………昭和63年4月

INSネット1500……平成元年6月

INSネット64・ライト………平成9年7月

サービス開始年月 I N S ネ ッ ト

ホームページの

開 設

契 約 回 線 数

サービスの概要 INSネットは、当社が提供するISDNサービス（サービス総合デ
ィジタル網）で、第1種総合ディジタル通信サービス（INSネッ
ト64、INSネット64・ライト）と第2種総合ディジタル通信サー
ビス（INSネット1500）の2種類があります。INSネット64、INS
ネット64・ライトはお客さまのご利用形態にあわせ、電話とイ
ンターネット、電話とファクス等、2チャネルを同時に利用する
ことができます。またINSネット64、INSネット64・ライトなら
ではの付加機能として現在ご利用の電話番号を含めて最大3つの
電話番号が持てるi・ナンバーを提供し、音声面での利便性の向
上に向けた機能の充実も図っています。

インターネットホームページを開設し、INSネットに関する情報を、発信し

ています。

http://www.ntt- east.co.jp/ISDN/

平成15年
3月末

4,892

1,892

517

368

4,647

1,786

404

221

9,539

3,678

922

589

INSネット64（千回線）

INSネット1500（百回線）

再掲
住宅用（千回線）

INSネット64・ライト（千回線）

西日本

INSネット64（千回線）

INSネット1500（百回線）

再掲
住宅用（千回線）

INSネット64・ライト（千回線）

全国

INSネット64（千回線）

INSネット1500（百回線）

再掲
住宅用（千回線）

INSネット64・ライト（千回線）

※新会社発足時の数値は平成11年6月末のもの。

4,391

1,406

477

365

4,162

1,314

369

216

8,554

2,721

846

581

2,416

877

170

322

2,056

677

118

207

4,472

1,554

288

530

新会社
発足時

東日本



INSネット64／INSネット64・ライト
サービスの概要

●システム概要

通信モード

チャネルタイプ

B

基本通信 パケット通信

◯ ◯

◯D
※「INSネット64・ライト」は、新規契約時の施設設置負担金の支払いを要せず、利用期間中継続
して月々の回線使用料に一定額を加算したサービスです。
※パケット通信はNTTコミュニケーションズ（株）のサービスです。

●1本で電話2回線分の働き

1本で2回線分同時に使えるから、電話と電話、電話とファクス、電話と
インターネットなどお客さまが自由に組み合わせて同時に使えるので便
利で快適です。
●INSネット64ならではのサービス

「i・ナンバー」（P.131）を契約すれば、最大3つの番号がご利用になれ
ます。「フレッツ・ISDN」（P.44）を契約すれば、定額でインターネットが
ご利用になれます。

kbps

kbps

kbps

特 徴

qお申し込み時の費用

＊1 加入電話（加入電話・ライトプランを除く）等を解約してご利用する場合は、施
設設置負担金は不要です。

＊2 工事費は、お客様がお申し込みになる工事の内容により異なります。

INSネット64 INSネット64・ライト

契　　約　　料 800円（税込840円） 800円（税込840円）

施設設置負担金 72,000円（税込75,600円）＊1 なし

工事費＊2 なし 2,000円（税込2,100円）

「INSネット64/INSネット64・ライト」は1本の契約者回線で2つの情報チャ
ネル（Bチャネル：64kbps）と1つの信号チャネル（Dチャネル：16kbps）を
有しているサービスです。
そのため、1本で2回線同時に利用できることから、事業所では、①ファク
ス専用番号など複数番号を利用したい ②毎月の費用を抑えたい ③
通話用、ファクス用回線を増やしたいというお客様にご好評いただいて
おります。施設設置負担金が不要で初期費用が安いINSネット64・ライト
もご好評いただいております。
また、住宅では、①インターネット中にも電話を使いたいし、電話もファクス
も同時に利用したい ②ファクス専用番号など複数番号を利用したいと
いうお客様にご好評いただいております。

●新規でお申し込みの場合はINSネット64・ライトで初期費用の節約が可能

INSネット64・ライトを新規でお申し込みの場合は、施設設置負担金
（72,000円（税込75,600円））が不要なので、手軽にご利用いただけま
す。9年4ヶ月以内のご利用であれば、INSネット64・ライトがおトクになり
ます。また、便利な付加機能サービスはINSネット64と同様のサービスを
ご利用いただけます。
●経済的な料金

INSネット64は、2回線分利用できるのに月々の基本料金（事務用）は
3,630円（税込3,811.5円）。加入電話2回線の基本料金（事務用）
5,200円（税込5,460円）＊より月々1,570円（税込1,648.5円）もおトクです。
通信料金は加入電話と同じです。
＊3級取扱所の場合、1回線あたりの基本料金（事務用）は2,600円（税込2,730円）
となります。

●現在、加入電話をご利用の方はINSネット64に変更が可能

現在ご利用中の加入電話を施設設置負担金（72,000円（税込75,600
円））をお支払いいただかずにINSネット64へ変更することができます。
切り替えも容易で工事後は現在使用中の電話回線にTA（ターミナル
アダプタ）等の通信機器を接続するだけです。電話番号も現在と同じ
番号がご利用になれます。

料 金

w毎月の回線使用料

INSネット64・ライト

3,630円（税込3,811.5円） 4,270円（税込4,483.5円）

2,830円（税込2,971.5円）

事務用 1契約者
回線ごとに住宅用 3,470円（税込3,643.5円）

INSネット64



（参考）加入電話からINSネット64に変更する場合の初期費用

＊工事費は、お客さまがお申し込みになる工事の内容により異なります。
＊工事費のほかに、DSU・ターミナルアダプタ等の通信機器が必要となります。
（参考）INSネット64・ライトご利用にあたっての留意点
※「INSネット64・ライト」の付加サービス及び割引サービスは、INSネット64同様にご利用い
ただけます。

契　約　料
施設設置負担金
工 事 費＊

不要
2,000円（税込2,100円）（局内工事のみの場合）

800円（税込840円）

e通信・通話料
●通話モードの場合
●ディジタル通信モードの場合

●パケット通信モードの場合　　DDX-Pの料金を適用します。
※パケット通信は、NTTコミュニケーションズ（株）のサービスです。

●固定電話発・携帯電話着
0036通話サービスの通話料金

●IP電話（050番号）への通話料金

加入電話のダイヤル通話料料金表を適
用します。ただし、ディジタル通信モード
（64kbps）の場合、「離島に関する通話料
金の特例」は適用されません。

加入電話と同様の料金表を
適用します。

｝

｝

相当額を含まない料金となります。
●ISDN料金情報通知サービスは他の電気通信事業者を経由した場合や
通信料の割引サービスを契約している場合等、料金を正確に通知できな
い場合があります。また、市内通話料金については、3分あたり9円、IP電話
（050）への通話料金については3分あたり11円、0036をつけた携帯電話
への通話については30秒あたり10円で計算した概算額となります。
●停電や雷害等により一部の通信機器では通信ができなくなる場合があり
ますのでご注意ください。

【INSネット64（INSネット64・ライトを含む）から加入電話（加入電話・ライト
プランを含む）へ、加入電話（加入電話・ライトプランを含む）からINSネット
64（INSネット64・ライトを含む）へ変更されるお客さまへのお願い】
下記のサービス及び通信機器をご利用の場合は、別途配線工事等が必要
になる場合がありますので、ご契約の提供事業者様等に必ずご連絡くださ
い。
●ガス漏れ等の自動通報サービス及び電気、ガス、水道等の自動検針、遠
隔制御サービス等
●警備保障、ホームセキュリティ等
●緊急通報装置、火災通報装置等

●INSネット64を新規でお申込の場合は契約料、施設設置負担金、工事費
等が必要になります。INSネット64・ライトを新規でお申込の場合は契約料、
工事費等が必要になります。
●INSネット64から加入電話へ、INSネット64・ライトから加入電話・ライトプラン
へ、加入電話からINSネット64へ、加入電話・ライトプランからINSネット64・ラ
イトへ変更される場合、施設設置負担金は不要です（別途、契約料、工
事費等が必要になります）。
●加入電話・ライトプランからINSネット64へ、またはINSネット64・ライトからINS
ネット64へ変更される場合、契約料、施設設置負担金、工事費等が必要
になります。
●INSネット64（INSネット64・ライトを含む）から加入電話（加入電話・ライトプ
ランを含む）へ、加入電話（加入電話・ライトプランを含む）からINSネット64
（INSネット64・ライトを含む）へ変更される場合、一部のサービス及び一部
の通信機器がご利用いただけなくなりますので、ご注意ください。
●INSネット64・ライトは利用休止や権利の譲渡、記載事項証明はできませ
ん。
●INSネット64、INSネット64・ライトは一部地域ではご提供できない場合があ
ります。
●INSネット64、INSネット64・ライトは他の通信回線との干渉により影響があ
った場合、利用を中止または契約を解除することがあります。
●ISDN料金情報通知サービスにより通知される料金については、消費税

ご利用上の注意



q新規設置時の料金

●契　約　料 1契約ごとに 800円（税込 840円）

●施設設置負担金 1契約者回線ごとに 102,000円（税込107,100円）

（現在のディジタル専用サービス〈光加入者ケーブル使用〉を解約

してその設備を利用する場合、施設設置負担金は不要です）

w毎月の使用料

e通信料金

●通話モード、ディジタル通信モードの場合

加入電話の料金表を適用します。

ただし、ディジタル通信モード（64kbps）の場合は、「離島に関す

る通信料金の特例」は適用されません。

＊1  お客様ご自身でご用意なさる場合は不要です。当社ではレンタルのみ
提供いたしております。

＊2  INSネット1500のDSUについては、お買い上げが可能です。
（お買い上げ料金428,000円（税込449,400円））

料 金

回線使用料

屋 内 配 線 使 用 料＊1

回線接続装置（DSU）使用料＊2

1契約者回線ごとに

1配線ごとに

回線接続装置1台ごとに

31,000円（税込32,550円）

2,000円（税込 2,100円）

12,000円（税込12,600円）

INSネット1500

サービスの概要 INSネット1500は、1本の契約者回線で23本の情報チャネル（Bチャ

ネル：64kbps）と1つの信号チャネル（Dチャネル：64kbps）を利用す

るタイプ（23B+D）と、信号チャネル（Dチャネル）をほかのINSネット

64または1500と共用し、24本の情報チャネル（Bチャネル：64kbps）

を利用するタイプ（24B/D）があります。

… 

… 

D 
S 
U

D 
S 
U

ほかの回線（INSネット64または1500）のDチャネルを利用 

（回線接続装置） 

契約者回線（光ファイバーケーブル） 

（メタリックケーブルまたは光ファイバーケーブル） 

通話 
モード 

ディジタル 
通信モード 

パケット 
通信 

◯ ◯ 

◯ 

◯ Ｂ 

Ｄ 

通信モード 

チャネルタイプ 

通話 
モード 

ディジタル 
通信モード 

パケット 
通信 

◯ ◯ 

◯ 

◯ Ｂ 

Ｄ 

通信モード 

チャネルタイプ 

契約者回線（光ファイバーケーブル） 

契約者回線 

Bチャネル 
（64kbps） 
×23

Dチャネル 

Bチャネル 
（64kbps） 
×24

① 23B＋D

② 24B/D

D 
S 
U

D 
S 
U

Dチャネル（64kbps） 

デ
ィ
ジ
タ
ル
　
　    

等 

P 
B 
X 
 

デ
ィ
ジ
タ
ル
　
　    

等 

P 
B 
X 
 

D 
S 
U

●システム概要

※パケット通信は、NTTコミュニケーションズ（株）のサービスです。



ご利用上の注意

サービスの概要

サービスの内容

提 供 条 件

サービス開始年月 平成16年4月

固定電話から携帯電話に通話する際、携帯電話番号の前に「0036」

をつけてダイヤルした場合は、NTT東日本が設定する料金で通

話できるサービスです。

●本サービスのご利用にあたりお申し込みは不要です。

●ご利用対象回線（発信側）：対象となる発信側の回線は、NTT東

日本サービス提供エリア内（北海道、東北、関東、甲信越地区）の

加入電話、加入電話・ライトプラン、INSネット64、INSネット64・ライト、

INSネット1500となります。

●ご利用可能な携帯電話会社（着信側）：すべての携帯電話会社

●PHSへの通話はご利用いただけません。また、一部ご利用い

ただけない携帯電話番号があります。

●公衆電話・ピンク電話等からはご利用できません。

●マイラインの対象ではありません。

●「0036」をダイヤルしなかった場合は、従来どおり各携帯電

話会社が設定する料金でのご利用になります。

●ボイスワープ等の転送先登録については、携帯電話番号の前

に事業者識別番号（0036等）を付加して登録することはでき

ません。

●通信機器の機種によっては、料金管理機能などが正常に動作

しないことがありますので、ご利用の通信機器の機種・設定

などをご確認ください。通信機器の機能条件等については、

お客さまがご購入されたお店・通信機器メーカー（または保

守委託会社）へお問い合わせください。

●ISDN料金情報通知サービスにおいて通知される料金は30秒あ

たり10円で計算した概算額となり、実際の請求金額とは異な

ります。また、通知される料金には消費税相当額を含みませ

ん。

・ダイヤル方法

・料金表

※1分単位の課金です。また、全曜日・全時間帯同一料金です。

固定電話発・携帯電話着0036通話サービス

通話料金通話先

17.5円（税込18.375円）／分NTTドコモ

19円（税込19.95円）／分au
21円（税込22.05円）／分ボーダフォン、ツーカー

携帯電話番号

090－××××－××××
または

080－××××－××××

NTT東日本の事業者識別番号

0036
＋



（1）電話料金（加入電話）は、

q新規契約時等に支払う一時払い金

w通話量にかかわらず毎月一定額支払う基本料金

e通話量に応じて支払う通話料金

の3本立ての料金体系となっています。

（2）qの一時払い金には、

●電話の新規取り付けに要する事務的な手続きの費用にあてる「契約料」

●電話の新規架設工事の費用（電話局から加入者宅までの設備の建設費用）の一部に充

当される「施設設置負担金」

●屋内配線等の工事に必要な「工事費」

等があります。

（3）wの基本料金には、

●次の2種類の費用に対応して必要な「回線使用料」（基本料）

・各加入者が専用的に利用する設備（電話局から加入者宅までの設備）の保守・更改に

係る費用

・通話回数にかかわらず、各加入者に個別的に発生する費用

（申込受付業務、通話利用度数の調査・審査、料金の請求・徴収等に係る費用）

●プッシュ回線やキャッチホン等の付加機能を利用する場合に必要な「付加機能使用料」

●屋内配線（加入者宅の保安器から、ジャックまたはローゼットまでの配線）をレンタルで利用

する場合等に必要な「配線設備使用料」

●端末機器をレンタルで利用する場合に必要な「機器使用料」

等があります。

（4）eの通話料金は、基本料金、施設設置負担金の対象費用以外の費用に対応しています。

（次ページ「加入電話の設備構成と料金の範囲」参照）

（5）なお、平成14年2月より、新規契約時の施設設置負担金の支払いを要せず、月々の

回線使用料に一定額を加算した「加入電話・ライトプラン」も提供しています。

（6）また、公衆電話の料金は、性格上、基本料金や施設設置負担金はなく、通話料だけと

なっているため、加入電話の通話料より高い水準に設定しています。

電

話

料

金

 

一時払い金 

基本料金 

通話料金 

その他（番号案内料） 

契約料 

施設設置負担金 

工事費 

線路設置費 

回線使用料（基本料） 

付加機能使用料（例：プッシュ回線） 

配線設備使用料 

機器使用料（例：通常の電話機） 

通常時通話 

閑散時割引 

選択制割引（例：エリアプラス、タイムプラス） 

区域内通話 

隣接区域内通話 

区域外通話 

夜間割引 

深夜・早朝割引 

土曜・日曜・祝日割引 

電話料金
加入電話の料金体系



加入電話の設備構成と料金の範囲

加入者交換機 

保安器 MDF

中継交換機 

・加入者線路設備にかかわる費用 
・通話の多寡にかかわらない営業窓口、 
　料金関係費用等 

基　　　本　　　料　　　金 
（施設設置負担金を含む） 

・交換網設備にかかわる費用 
・通話に関連するトラヒック管理費用等 

通　話　料　金  

県 
間 
設 
備 
等 
へ 



加入電話等新設料金

契約料、施設設置負担金の推移

回線使用料（基本料）

●東京（03エリア）の住宅用のお客様の例

区　分

単
独
電
話 住　宅　用

事　務　用

1,750円 1,600円 1,450円

2,390円 2,240円 2,090円

2,600円 2,450円 2,300円

3,240円 3,090円 2,940円

（税込1,837.5円） （税込1,680円） （税込1,522.5円）

（税込2,509.5円） （税込2,352円） （税込2,194.5円）

（税込2,730円） （税込2,572.5円） （税込2,415円）

（税込3,402円） （税込3,244.5円） （税込3,087円）

3級局

40万以上

2級局

5万～40万未満

1級局

5万未満

※平成7年2月改正前の旧2級局（事務用：1,450円（税込1,522.5円）、住宅用：950円（税込997.5円））及び旧1
級局（事務用：1,150円（税込1,207.5円）、住宅用：750円（税込787.5円））については、料金を据え置きました。

契　　約　　料

施設設置負担金

加　　入　　電　　話

単独電話 ビル電話

800円 800円 800円

72,000円 72,000円 40,000円

（税込840円） （税込840円） （税込840円）

（税込75,600円） （税込75,600円） （税込42,000円）

着信用電話

※臨時電話の場合を除きます。
※上記のほか、工事内容によって別途工事費が必要になる場合があります。

契　約　料 施設設置負担金 （電信電話債券） 

（27年当時）加入料 300円 

（59年４月）加入料 
 
（60年４月）契約料 
 
 
 
 
（現　　在） 

800円 
 

800円 

（27年当時）装置料 
　　　　　　負担料 

（27年当時）　　　なし 

（※東京、単独電話の場合） 

4,000円 
30,000円 

（35年４月）設備料 
 
（43年５月）　〃 
 
（46年６月）　〃 
 
（51年11月）　〃 

10,000円 
 

30,000円 
 

50,000円 
 

80,000円 

（28年１月） 
 
（35年４月） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（58年３月）　　　廃止 

60,000円 
 

150,000円 

（60年４月） 
 
 
 
 
（現　　在） 

72,000円 
（税込75,600円） （税込840円） 

　　　　　　　計 34,000円 

施設設置 
負担金＊ 

＊80,000円に含まれていた宅内工事費8,000
円を差し引いたものです。従って、宅内
（配線・機器）の工事を行う場合には、
実質負担額に変化はありません。 

＊ 

＜加入電話・ライトプランの場合（2,390円（税込2,509.5円））＞ 

（税込1,837.5円） ： 

（税込63円） 

（税込840円） （税込75,600円） 

（税込189円） 

（税込1,837.5円） 

（税込1,900.5円） 

（税込2,089.5円） 

＜加入電話・ライトプランの場合（2,390円（税込2,509.5円））＞ 

＜加入電話・ライトプランの場合（2,450円（税込2,572.5円））＞ 

＜加入電話・ライトプランの場合（2,630円（税込2,761.5円））＞ 

＜加入電話・ 
ライトプランの場合＞ 

契約料 
800円 

（税込840円） 

工事費 
2,000円 

（税込2,100円） 

電話機などの工事費 
（工事の内容により異なります） 

屋内配線 
使用料 

機器 
使用料 

加入電話の契約
者回線等の数

加入電話・
ライトプラン

加入電話・
ライトプラン



3,000,000以上
2,000,000以上
1,000,000以上
400,000以上

250,000以上
150,000以上
50,000以上

8,000以上

2,000以上

800以上

400以上
200以上
100以上
25以上
25未満

（参　考）
級局区分数

――

1,000円

900円

800円

700円

600円

500円

――

――

700円

630円

560円

490円

420円

350円

――

1,300円

1,200円

1,100円

1,000円

900円

800円

700円

600円

500円

440円

380円

340円

300円

260円

910円

840円

770円

700円

630円

560円

490円

420円

350円

310円

270円

240円

210円

180円

1,300円

1,150円

1,000円

850円

700円

900円

800円

700円

600円

500円

1,950円

1,720円

1,500円

1,270円

1,050円

1,350円

1,200円

1,050円

900円

750円

2,600円

2,300円

2,000円

1,700円

1,400円

1,800円

1,600円

1,400円

1,200円

1,000円

2,350円

180円

70円

2,050円

180円

70円

1,750円

180円

70円

1,450円

180円

70円

1,150円

180円

70円

1,550円

180円

70円

1,350円

180円

70円

1,150円

180円

70円

950円

180円

70円

750円

180円

70円

2,350円

180円

60円

2,050円

180円

60円

1,750円

180円

60円

1,450円

180円

60円

1,150円

180円

60円

1,550円

180円

60円

1,350円

180円

60円

1,150円

180円

60円

950円

180円

60円

750円

180円

60円

2,600円

180円

60円

2,350円

180円

60円

2,100円

180円

60円

1,750円

180円

60円

1,600円

180円

60円

1,450円

180円

60円

2,600円

180円

60円

（税込2,730円）

（税込189円）

（税込63円）

（税込1,837.5円）

（税込189円）

（税込63円）

2,450円

180円

60円

（税込2,572.5円）

（税込189円）

（税込63円）

（税込1,680円）

（税込189円）

（税込63円）

2,300円

180円

60円

1,750円

180円

60円

1,600円

180円

60円

1,450円

180円

60円

6区分 14区分 5区分 5区分 5区分 5区分 5区分 3区分 3区分

昭和28年8月改定

事務用 住宅用

昭和37年9月改定

事務用 住宅用

昭和44年10月改定

事務用 住宅用

昭和51年11月改定

事務用 住宅用

昭和52年4月改定

事務用 住宅用 事務用 住宅用

平成2年12月改定

事務用 住宅用

＊1
昭和60年4月改定 平成7年2月改定

事務用 住宅用

平成7年10月改定

事務用 住宅用

＊2 ＊2 ＊2 ＊2

＊1.  基本料は昭和60年4月より、回線使用料（上段）、機器使用料（中段）：ダイヤル式黒電話の場合、及び配線使用料（下段）に分けられました。
＊2.  平成7年2月改正前の旧2級局（加入数800以上、8,000未満）及び旧1級局（加入数800未満）については、料金を据え置きました。

基本料の推移

（税込1,522.5円）

（税込189円）

（税込63円）

（税込2,415円）

（税込189円）

（税込63円）

加入電話の契約
者回線等の数



通話料金

（県内通話）

通話料金は、区域内通話料、隣接区域内通話料及び区域外通話料の3つに区分されます。

q区 域 内 通 話 料：単位料金区域（ＭＡ）内の通話です。単位料金区域とは、社会的経済的諸条件、地勢及び行政区画等からみて通話の

交流上おおむね一体とみられる地域からなるものであり、現在、全国を567の区域（東日本エリア内で252の区域）に

分けて設定しています。

w隣接区域内通話料：隣接する単位料金区域相互間の通話であり、社会的なつながり等を考慮して、距離に関係なく一律の料金としています。

e区 域 外 通 話 料：q・w以外の通話であり、単位料金区域相互間の距離が遠くなるほど料金が高くなるような料金体系となっています。

区　　　分 ダイヤル通話：10円（税込10.5円）（区域内は8.5円（税込
8.925円））でかけられる秒数

時間帯

距離段階

区　域　内

隣接・～20kmまで

20kmを超え30kmまで

30kmを超え40kmまで

40kmを超え60kmまで

60kmを超え80kmまで

80kmを超え100kmまで

100kmを超え120kmまで

120kmを超え160kmまで

160kmを超え240kmまで

240kmを超え320kmまで

320km超え

昼　　間 夜　　間 深夜・早朝 昼　　間 夜　　間 深夜・早朝 昼　　間 夜間、深夜・早朝

午前8時～午後7時

3分［8.5円（税込8.925円）］

90秒［ 20円（税込 21円）］

30円（税込31.5円）〈10円（税込10.5円）〉

30円（税込31.5円）〈10円（税込10.5円）〉

60円（税込 63円）〈20円（税込 21円）〉

60円（税込 63円）〈20円（税込 21円）〉

90円（税込94.5円）〈30円（税込31.5円）〉

120円（税込 126円）〈 40円（税込 42円）〉

150円（税込 157.5円）〈 50円（税込 52.5円）〉

180円（税込 189円）〈 60円（税込 63円）〉

240円（税込 252円）〈 80円（税込 84円）〉

285円（税込299.25円）〈 95円（税込 99.75円）〉

360円（税込 378円）〈120円（税込 126円）〉

405円（税込425.25円）〈135円（税込141.75円）〉

90円（税込 94.5円）〈30円（税込 31.5円）〉

90円（税込 94.5円）〈30円（税込 31.5円）〉

105円（税込110.25円）〈35円（税込36.75円）〉

120円（税込 126円）〈40円（税込 42円）〉

150円（税込 157.5円）〈50円（税込 52.5円）〉

210円（税込 220.5円）〈70円（税込 73.5円）〉

240円（税込 252円）〈80円（税込 84円）〉

4分［8.5円（税込8.925円）］

2分［20円（税込 21円）］

90秒［20円
（税込21円）］

45秒［40円
（税込42円）］

1分［30円
（税込31.5円）］

12.5秒［税込150円］

11秒［税込170円］

9秒［税込200円］

8.5秒［税込220円］

16.5秒［税込110円］

16.5秒［税込110円］

80秒［税込 30円］

55秒［税込 40円］

38秒［税込 50円］

28秒［税込 70円］

21秒［税込 90円］

18秒［税込100円］

18秒［税込100円］

16.5秒［税込110円］

14秒［税込130円］

15秒［税込120円］

12.5秒［税込150円］

1分［税込 30円］

42.5秒［税込 50円］

28.5秒［税込 70円］

23秒［税込 80円］

17秒［税込110円］

午後7時～午後11時
（土曜・日曜・祝日の昼間を含む）

午後11時～午前8時 午前8時～午後7時 午後7時～午後11時
（土曜・日曜・祝日の昼間を含む）

午後11時～午前8時 午前8時～午後7時 午後7時～午前8時

公 衆 通 話：税込10円でかけられる秒数 100 番　通　話

※［ ］内の数字は、3分間通話した場合の料金です。
※100番通話は、最初の3分までの料金が決められており、3
分を超えると1分ごとにその1/3が加算されます。
〈 〉は3分間を超える1分までごとの加算料金を示します。
※100番通話には土曜・日曜・祝日割引はありません。
※公衆通話は、硬貨またはテレホンカードでご利用になる場
合（内税）のものです。

0時 8 19 23 24

深夜・早朝 昼　　間 夜　間 
は夜間割引 
は深夜・早朝割引 

（参考）夜間割引及び深夜・早朝割引の時間

75秒［30円
（税込31.5円）］

1分［30円
（税込31.5円）］

例：東京MAの場合 

立川 
区域 

八王子 
区　域 

国分寺 
区　域 

武蔵野 
三鷹 
区域 東京 

区域 

区域内通話 

隣接区域内通話 

区域外通話 



（IP電話（050番号）への通話）

当社と接続する事業者名 事業者識別コード＊1 ダイヤル通話：3分間ごとの通話料金 公衆通話：税込10円でかけられる秒数

株式会社エヌ・ティ・ティエムイー

ソフトバンクBB株式会社

フュージョン・コミュニケーションズ株式会社

株式会社ぷららネットワークス

アットネットホーム株式会社

エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社

KDDI株式会社

日本テレコム株式会社

株式会社パワードコム

中部テレコミュニケーション株式会社

東北インテリジェント通信株式会社

株式会社STNet

株式会社ケイ・オプティコム

九州通信ネットワーク株式会社

＊1.  050-CDEF-GHJKのうち、CDEFの4桁の番号。なお、着信先のお客さまが契約しているIP電話事業者と当社と接続する事業者とは異なる場合があります。
＊2.  各接続事業者のサービス提供エリア内の固定電話等から発信した場合。〔 〕内は、各接続事業者のサービス提供エリア外の固定電話等から発信した場合。

中部テレコミュニケーション株式会社

東北インテリジェント通信株式会社

長野県

青森県、秋田県、岩手県、山形県、宮城県、福島県、新潟県
NTT東日本の業務区域上の都道県と行政区域（都道県区域）とが異なるため、一部に、接続事業者の提供エリア内であっても、エリア外の料
金を適用する場合や一部接続事業者の提供エリア外であっても、エリア内の料金を適用する場合があります。

10.4円（税込 10.92円） 18.5秒

通　話　先 1分間ごとの通話料金

17.5円（税込18.375円）
［52.5円（税込55.125円）］NTTドコモ

19円（税込 19.95円）
［57円（税込 59.85円）］au

21円（税込 22.05円）
［63円（税込 66.15円）］

ボーダフォン

ツーカー

10.5円（税込11.025円）

10.8円（税込 11.34円）

10.5円（税込11.025円）
〔10.8円（税込 11.34円）〕＊2

－
〔10.8円（税込 11.34円）〕＊2

18.0秒

19.0秒

18.5秒

19.0秒
〔18.0秒〕＊2

－
〔18.0秒〕＊2

2400～2408、
5540～5569

1000～1812

5500～5532、
8864～8866

7500～7532

8600、8601

3300～3450、3900、3901、5000～
5003、7000、7001、8686、8868
2525、3000～3163、5004、5005、
5200～5202、6000、7100～7102

2000～2016

2200、8000～8009、
8080

7770、7771

7788

8800

7103～7106

6619、6620

（携帯電話へ事業者識別番号（0036）をつけてダイヤルする通話）

●エリア内から発信とエリア外から発信で料金が異なる接続事業者のサービス提供エリアは、下表のとおりです。

※［ ］内の数字は、3分間通話した場合の料金です。



ダイヤル通話料の推移

昭
和
47
年
11
月

昼間

昼間

昼間

夜間

夜間

夜間

深夜

昼間

夜間

深夜

昼間

昼間

昼間

昼間

昼間

夜間

夜間

夜間

夜間

夜間

深夜

深夜

昭
和
51
年
11
月

昭
和
55
年
11
月

県
内
・
県
間
通
話

昭
和
56
年
８
月

平
日

日
曜
・
祝
日

昭
和
58
年
７
月

平
日

日
曜
・
祝
日

距離区分 区域内

（区域内通話）
180秒
7円

（隣接区域内　
通話）
80秒

180秒
10円

180秒
10円

180秒
10円

180秒
10円

180秒
10円

180秒
10円

80

80

80

80

80

80

80秒

80

80

80

80

80

80

38秒

38

38

38

38

38

38

30秒

30

30

30

30

30

30

21秒

21

21

21

21

21

21

15秒

21

15

21

15

21

15

21

21

21

15

21

21

13秒

21

13

21

13

21

13

21

21

21

13

21

21

10秒

18

10

18

10

18

10

18

18

18

10

18

18

8秒

15

8

15

8

15

8

15

15

15

8

15

15

6.5秒

12

6.5

12

6.5

12

6.5

12

12

12

6.5

12

12

5秒

9

5

9

5

9

5

9

9

9

5

9

9

4秒

7

4

7

4

7

8.5

4

7

8.5

7

7

8.5

3秒

5

3

5

3

5

7.5

3.5

6

8

6

6

8

2.5秒

4

2.5

4

2.5

4

6.5

3

5

7.5

5

5

7.5

1：72

1：45

1：72

1：45

1：72

1：45

1：28

1：60

1：36

1：24

1：36

1：36

1：24

4.5

7.5

8.5

7.5

8.5

1：40

1：24

15

15

15

15

13
1：22

1：24

1：22

隣　接
区域内

区　　　域　　　外　　　通　　　話
～20㎞ ～30㎞ ～40㎞ ～60㎞ ～80㎞ ～100㎞ ～120㎞ ～160㎞ ～240㎞ ～320㎞ ～500㎞ ～750㎞ 750㎞超

遠近
格差

距離
段階 改 定 の 概 要 概　　　　　要

深夜

昭
和
59
年
７
月

平
日

日
曜
・
祝
日

180秒
10円

180秒
10円

80

80

80

80

38

38

30

30

21

21

15.5

21

21

13.5

21

21

10.5

18.5

18.5

7

12.5

12.5

4.5

7.5

8.5

7.5

8.5

1：40

1：24

1：22

1：24

1：22

11
深夜

深夜

［ ］
・広域時分制の採用

・単位料金の改定

・夜間割引時間の拡大

・深夜割引制度の新設

・500㎞を超える遠距離通
話料金の値下げ

・日曜・祝日割引制度の
新設

・遠距離通話料金の値下げ

・中距離通話料金の値下げ

広域時分制の採用
・市内通話と市外通話の区分廃止＝市内通話の定額制廃止
・最低通話料金（7円180秒）でかけられる範囲を単位料金区域まで拡大
隣接MA間通話料値下げ（7円60秒→7円80秒）

単位料金改定（7円180秒→10円180秒へ）〔43％値上げ〕

夜間割引（昼間料金の4割引）の時間帯
午後8時～午前7時を午後7時～午前8時へ拡大

320㎞を超える区域への通話料につき、午後9時～午前6時の間は昼
間料金の約6割引とする深夜割引制度を新設

500㎞を超える区間への通話料昼間3分間600円から520円に値下げ
750㎞を超える区間への通話料昼間3分間720円から600円に値下げ
（遠近格差1：72から1：60）

日曜・祝日の60㎞を超える区間への通話料（昼間）を夜間割引と同額
とする日曜・祝日割引制度の新設

320㎞を超える遠距離通話の距離区分3段階を1つに統合、従来昼間
3分間450円～600円を一律400円に値下げ
（遠近格差1：40）

60㎞を超え320㎞までの中距離ダイヤル通話料金の値下げ
（例）東京～名古屋　昼間3分360円が260円

夜間3分200円が150円

距離段階の統合
100㎞～120㎞を100㎞～160㎞に統合
160㎞～240㎞を160㎞～320㎞に統合



昼間

夜間

深夜

昼間

夜間

深夜

昼間

夜間

深夜

昼間

夜間

深夜

昼間

夜間

深夜

昼間

夜間

深夜

昼間

夜間

深夜

昼間

夜間

深夜

昼間

夜間
深夜
早朝

昼間

夜間
深夜
早朝

距離区分 区域内 隣　接
区域内

区　　　域　　　外　　　通　　　話
～20㎞ ～30㎞ ～40㎞ ～60㎞ ～80㎞ ～100㎞ ～120㎞ ～160㎞ ～240㎞ ～320㎞ ～500㎞ ～750㎞ 750㎞超

遠近
格差

昭
和
61
年
７
月

平
日

土
曜
・
日
曜
・
祝
日

180秒
10円

180秒
10円

80秒

80

80秒

80

38秒

38

30秒

30

21秒

21

15.5秒

21

21

13.5秒

21

21

10.5秒

18.5

18.5

7秒

12.5

12.5

4.5秒

7.5

8.5

7.5

8.5

1：40

1：24

1：22

1：24

1：22

180秒
10円

180秒
10円

80

80

80

80

38

38

30

30

21

21

15.5

21

21

13.5

21

21

10.5

18.5

18.5

7

12.5

12.5

5

8.5

9

8.5

9

1：36

1：22

1：20

1：22

1：20

180秒
10円

180秒
10円

90

90

90

90

38

38

30

30

21

21

15.5

21

21

13.5

21

21

10.5

18.5

18.5

7

12.5

12.5

5.5

9.5

10

9.5

10

1：33

1：19

1：18

1：19

1：18

昭
和
63
年
２
月

平
日

土
曜
・
日
曜
・
祝
日

平
成
元
年
２
月

平
日

土
曜
・
日
曜
・
祝
日

平
成
２
年
３
月

平
日

土
曜
・
日
曜
・
祝
日

180秒
10円

240秒

180秒
10円

240秒

90

120

90

120

90

120

90

120

38

50

38

50

30

40

30

40

21

28

21

28

15.5

21

22.5

21

22.5

13.5

21

22.5

21

22.5

10.5

18.5

20

18.5

20

7

12.5

13

12.5

13

6.5

10.5

12

10.5

12

1：28

1：18

1：15

1：18

1：15

180秒
10円

240秒

180秒
10円

240秒

90

120

90

120

90

120

90

120

45

60

45

60

30

40

30

40

21

28

21

28

15.5

21

22.5

21

22.5

13.5

21

22.5

21

22.5

10.5

18.5

20

18.5

20

7.5

13

14

13

14

1：24

1：14

1：13

1：14

1：13

平
成
３
年
３
月

平
日

土
曜
・
日
曜
・
祝
日

県
内
・
県
間
通
話

距離
段階

11

11

11

11

10

・遠距離通話料金の値下げ

・離島通話料金の値下げ

320㎞を超えるダイヤル通話（移動体との通話を除く）の料金について、
昼間、夜間（土曜・日曜・祝日の昼間を含む）、深夜とも約1割値下げ
（遠距離格差1：36）
離島等通話料金の改善のため、離島と通話需要等の面で最も緊密
な関係を有する近隣MA１カ所とのダイヤル通話料金を80秒までごと
に10円（隣接通話料金と同水準）とする
沖縄県については、特例として九州本土最南端のMAに位置するもの
とみなして、全国との料金距離を算定
また、沖縄県内のMA相互間の通話は80秒までごとに10円とする

・遠距離通話料金の値下げ

・近距離通話料金の値下げ

・離島通話料金の値下げ

320㎞を超えるダイヤル通話料金について昼間、夜間（土曜・日曜・祝日
を含む）、深夜とも約1割の値下げ
・昼間〔午前8時～午後7時〕 5秒（3分360円）→5.5秒（3分330円）
・夜間〔午後7時～午後9時〕〔午前6時～午前8時〕
8.5秒（3分220円）→9.5秒（3分190円）

・深夜〔午後9時～午前6時〕 9秒（3分200円）→10秒（3分180円）
隣接～20㎞の通話料金について約1割の値下げ
80秒（3分30円）→90秒（3分20円）
同一都道府県内にある離島間の通話を90秒までごとに10円に値下げ

・遠距離通話料金の値下げ

・全距離段階に深夜割引を
拡大

（午後11時～午前6時）

320㎞を超える通話料金について約15％の値下げ
・昼間（3分間）：330円→280円（遠距離格差1：28）
・夜間（3分間）：190円→180円・深夜（3分間）：180円→150円

深夜割引の拡大
・新たに市内及び60㎞以下の近距離区間について深夜25％
の割引を行うなど、深夜割引を全距離段階に拡大。例えば
区域内通話の場合、3分間10円から4分間10円とする
・深夜割引の対象時間帯は、全距離段階とも午後11時～午
前6時
・公衆電話についても遠距離通話料金の値下げ及び深夜割
引の拡大をするとともに、移動体通話（自動車電話、船舶通
話、列車公衆通話及び航空機公衆通話）についても深夜割
引の拡大を行う

・中距離通話料金の値下げ

・近距離通話料金の値下げ
・深夜割引時間帯の拡大
（深夜・早朝割引へ名称変　
更）
（午後11時～午前8時）

「320㎞超え」及び「160㎞を超え320㎞まで」の距離段階のダイヤル通
話料金を値下げ、160㎞を超える区域を一律料金
「20㎞を超え30㎞まで」のダイヤル通話料金の値下げ
・昼間、夜間（3分間）：50円→40円（約16％値下げ）
・深夜（3分間）：40円→深夜・早朝30円（約17％値下げ）
深夜割引時間帯を午前6時から午前8時までとし、名称を深夜・早
朝割引とする

・土曜日割引制度の新設

改 定 の 概 要 概　　　　　要

土曜の60㎞を超える区間への通話料（昼間）を日曜・祝日と同様と
する割引制度を新設



昼間
夜間
深夜
早朝

昼間
夜間
深夜
早朝

昼間
夜間
深夜
早朝

昼間
夜間
深夜
早朝

昼間
夜間
深夜
早朝

昼間
夜間
深夜
早朝

昼間
夜間
深夜
早朝

昼間
夜間
深夜
早朝

昼間
夜間
深夜
早朝

昼間
夜間
深夜
早朝

昼間
夜間
深夜
早朝

昼間
夜間
深夜
早朝

県
内
・
県
間
通
話

県
内
通
話（
再
編
後
）

180秒
10円
240秒

240秒

180秒
10円

90

120

90

120

90

120

90

120

60
75
90

90

75

45
60
90

60

90

1：4
1：3
1：2

1：3

1：2

5

・市外通話料金の値下げ

・距離区分の統合

距離区分の統合（～30㎞・～100㎞区分の廃止）及び夜
間割引の拡大（平均約40％の値下げ）平

成
12
年
10
月

180秒
10円
240秒

240秒

180秒
10円

90

120

90

120

90

120

90

120

45

60

45

60

36

60

36

60

22.5
30
45

30

45

20
22.5
30

22.5

30

1：9
1：8
1：6

1：8

1：6

7

・遠距離通話料金の値下げ

・距離区分の統合

距離区分の統合（～160㎞区分の廃止）及び平均約
16％の値下げ

180秒
10円
240秒
180秒
10円
240秒

90

120

90

120

90

120

90

120

45

60

45

60

36

60

36

60

22.5
30
45

30

45

16.5
22.5
30

22.5

30

16.5
18
22.5

18

22.5

1：11
1：10
1：8

1：10

1：8

8

・遠距離通話料金の値下げ 平日昼間の「100㎞を超える」距離段階のダイヤル通話料
金を値下げ（約21％値下げ）

180秒
10円
240秒
180秒
10円
240秒

90

120

90

120

90

120

90

120

45

60

45

60

36

60

36

60

22.5
30
45

30

45

13
22.5
30

22.5

30

13
18
22.5

18

22.5

1：14
1：10
1：8

1：10

1：8

8

・遠距離通話料金の値下げ 平日昼間の「160㎞を超える」距離段階のダイヤル通話料
金を値下げ（約23％値下げ）

距離区分 区域内 隣　接
区域内

区　　　域　　　外　　　通　　　話
～20㎞ ～30㎞ ～40㎞ ～60㎞ ～80㎞ ～100㎞ ～120㎞ ～160㎞ ～240㎞ ～320㎞ ～500㎞ ～750㎞ 750㎞超

遠近
格差

距離
段階 改 定 の 概 要 概　　　　　要

平
成
４
年
６
月

平
日

土
曜
・
日
曜
・
祝
日

平
日

土
曜
・
日
曜
・
祝
日

平
日

土
曜
・
日
曜
・
祝
日

平
日

土
曜
・
日
曜
・
祝
日

平
日

土
曜
・
日
曜
・
祝
日

平
日

土
曜
・
日
曜
・
祝
日

180秒
10円
240秒
180秒
10円
240秒

90秒

120

90

120

90秒

120

90

120

45秒

60

45

60

30秒

40

30

40

21秒

28

21

28

15.5秒

22.5

21
22.5

21

22.5

13.5秒
21
22.5

21

22.5

10.5秒

13

18.5
20

18.5

20

9秒

10

15.5
17

15.5

17

1：20

1：18

1：12
1：11

1：12

1：11

10

・遠距離通話料金の値下げ 「160㎞を超える」距離段階のダイヤル通話料金を値下
げ（約17％値下げ）

180秒
10円
240秒
180秒
10円
240秒

90

120

90

120

90

120

90

120

45

60

45

60

36

60

36

60

30
45

30

45

22.5
30

22.5

30

18
22.5

18

22.5

1：10
1：8

1：10

1：8

8

・市外通話料金の値下げ

・距離区分の統合

「30㎞を超える」距離段階のダイヤル通話料金を値下げ、
深夜割引の拡大（平均21.4％の値下げ）
・「30㎞を超え40㎞まで」と「40㎞を超え60㎞まで」
→「30㎞を超え60㎞まで」
・「60㎞を超え80㎞まで」と「80㎞を超え100㎞まで」
→「60㎞を超え100㎞まで」

平
成
５
年
10
月

平
成
８
年
３
月

平
成
９
年
２
月

平
成
10
年
２
月



昼間
夜間
深夜
早朝

昼間
夜間
深夜
早朝

昼間

夜間
深夜
早朝

昼間

夜間
深夜
早朝

県
内
通
話（
再
編
後
）

距離区分 区域内 隣　接
区域内

区　　　域　　　外　　　通　　　話
～20㎞ ～30㎞ ～40㎞ ～60㎞ ～80㎞ ～100㎞ ～120㎞ ～160㎞ ～240㎞ ～320㎞ ～500㎞ ～750㎞ 750㎞超

遠近
格差

距離
段階 改 定 の 概 要 概　　　　　要

平
成
13
年
１
月

平
日

土
曜
・
日
曜
・
祝
日

平
日

土
曜
・
日
曜
・
祝
日

180秒
9円
240秒
180秒
9円
240秒

90秒
10円
120秒
90秒
10円
120秒

90秒

120

90

120

90

75

90

45秒

45

60
90

60

90

1：4.4

1：4.7

1：3.3
1：2.2

1：3.3

1：2.2

5

・市内通話料金の値下げ 10％の値下げ

自動コレクト通話及び電話会議機能を利用して行う会議通話（会
議参加回線から発信するものは除く）については料金改定の対象
外とする

180秒
8.5円

（税込8.925円）
240秒
180秒
8.5円

（税込8.925円）
240秒

90秒
10円

（税込10.5円）
120秒
90秒
10円

（税込10.5円）
120秒

90

120

90

120

90

75

90

60

60秒

60

75

75

90

60

90

1：3.5

1：2.4

1：3.5

1：2.4

5

・市内通話料金の値下げ 約6％の値下げ

自動コレクト通話及び電話会議機能を利用して行う会議通話（会
議参加回線から発信するものは除く）については料金改定の対象
外とする

平
成
13
年
５
月



参考／県内ダイヤル通話料金の推移（平日昼間3分間通話の場合）

円 
700

650 

600

550

500

450 

400

350

300

250

200

150

100 
 

  50

 

区域内 隣接・～20㎞　～30㎞　～40㎞　 　　～60㎞　　　～80㎞　　～100㎞　　～120㎞ 

～
 

～
 

～
 

～
 

～
 

～
 

～
 

～
 

～
 

～
 

　　　～160㎞　　　　　 ～240㎞　　　　　 ～320㎞　　　　　　 ～500㎞　　　　　　 ～750㎞　　750㎞ 超　　　 

10円　 
30円 

50円 
60円 

90円 

50円 

30円（税込31.5円） 

40円 

120円 

140円 

140円 

110円 

90円 

180円 

230円 

280円 
260円（昭和59年7月改定） 

360円　 

400円（昭和58年 7月改定） 

360円（昭和63年２月改定） 

330円（平成元年２月改定） 

280円（平成2年3月改定） 

240円（平成3年3月改定） 

200円（平成4年6月改定） 

180円（平成5年10月改定） 

140円（平成8年3月改定） 

450円 

520円 

600円 

720円 
（昭和56年8月以前） 
 

600円 
（昭和56年8月改定） 
 

昭和56年 8月 遠距離通話料金値下げ 

昭和58年 7月 遠距離通話料金値下げ 
昭和59年 7月 中距離通話料金値下げ 
昭和63年 2月 遠距離通話料金値下げ 

平成元年2月 遠・近距離通話料金値下げ 
平成 2年3月 遠距離通話料金値下げ 

平成 3年3月 近・中・遠距離通話料金値下げ 

平成 4年6月 遠距離通話料金値下げ 

平成 8年 3月 遠距離通話料金値下げ 
平成 5年10月 市外通話料金値下げ 
 

〔凡例〕 

20円（税込21円） 

平成12年10月　　　市外通話料金値下げ 

平成13年１月・5月　市内通話料金値下げ 

〔再編成後〕 

80円 

平成 9年 2月 遠距離通話料金値下げ 
平成10年 2 月 遠距離通話料金値下げ 

110円（平成9年2月改定） 

90円（平成10年 2月改定） 

  ［最大時の1/18］ 
40円（税込42円）（平成12年10月改定） 

 

 

（ 

通
　
話
　
料
　
金 

） 

9円（平成13年1月改定） 
8.5円（税込8.925円）（平成13年5月改定） 

昭和55年11月 昭和56年8月 昭和61年7月 平成2年3月 平成3年3月 平成5年10月 平成12年10月

・夜間割引制度の拡大
・深夜割引制度の新設
・320㎞超え6割引
・午後9時～午前6時

・日曜・祝日割引制度の
新設
・日祝の昼間60㎞超え

……4割引

・土曜割引制度の新設
・土曜日の昼間60㎞超え

……4割引

・深夜割引制度の拡大
・区域内・近距離2割5分引
・中・遠距離4割5分引
・午後11時～午前6時

・深夜割引制度の拡大
・午後11時～午前8時

・深夜割引率の拡大
・中・遠距離
5割～5割5分引［ ］［ ］［ ］ ［ ］

・夜間割引制度の拡大
・20km～60km区間
2割引［ ］［ ］［ ］

曜日別・時間帯別割引制度



MA（単位料金区域）

MA（単位料金区域）とは、市内通話料金（昼間3分8.5円（税込8.925円））で通話できる区域の
ことです。また、MA内のお客様の数（加入電話の契約者回線等の数）の多少によって月々お支払い
いただく基本料の額が異なります。
MAは、社会的経済的諸条件、地勢及び行政区画等からみて通話の交流上おおむね一体とみられ
る地域からなるものであり、昭和37年9月に設定されました。現在、東日本エリアで252のMA（全
国では567のMA）があります。
MAについては、現在の社会経済圏・通話交流圏にそぐわないといった問題点が指摘されてお

り、従来、郵政省及び総務庁（現：総務省）からも、通話圏の拡大に合わせたMAの見直しや行政
区域の不一致の解消の必要性を指摘されておりました。
しかしながら、MAのあり方は、（1）地域事情等によりお客様によって意見が異なる事態が想定
され、また、（2）すべての通信事業者が通話制度の基礎として使っているという面もあることか
ら、現行のMAを継続しつつ、社会生活圏の拡大等に対応し、料金面でのお客様の利便性を向上さ
せる方策として、平成9年12月より、月々定額料200円（税込210円）の支払いで「隣接・20kmま
で」の通話料金を区域内通話料と同額とする料金割引サービス「エリアプラス」の提供を開始し、
MAのあり方について一定の解決を図りました。

MAと行政区域の不一致について
MAは原則として行政区域（市町村区域）と一致するように設定していますが、一部行政区画と一致して

いない箇所があります。
NTT東日本では、こうした不一致箇所について、当該地域のお客様のご要望をもとに解消を図っています。
●不一致解消の基準

MAの境界変更にあたっては、当該地域のお客様全員のご要望である旨の書類を提出していただきます。

（参考）
・行政区域と一致するようMAの境界を変更する場合には、当該地域のお客様（ご契約者）に、一般に次
のようなメリット及びデメリットが生じるため、お客様の同意をいただいて実施しております。

＜不一致解消のメリット＞
q 同一市町村内への通話が、区域内通話となる。
w 同一市町村内に通話する際に、市外局番が不要となる（一部例外があります）。

＜不一致解消のデメリット＞

q 基本料、通話料が変動する（料金負担増となる場合がある）。

w 電話番号が変更となる。

e wに伴い、看板・名刺等の書き換えが必要となる（お客様の自己負担）。

「エリアプラス」の提供条件の変更等について
・平成10年6月 INSエリアプラス　サービス開始（定額料：350円/月）
・平成13年3月 INSエリアプラスの月額定額料350円を200円（税込210円）（加入

電話と同額）に値下げ
エリアプラスまたは INSエリアプラスについて、電話会社固定サ
ービス「マイラインプラス」で、「市内通話」「県内市外通話」の
２区分ともNTT東日本またはNTT西日本をご登録いただいた場
合、月額定額料を100円（税込105円）に減額

q 行政区域に合わせる変更であること。

w 行政区域の主たる地域が所属するMAへの変更であること。

e 当該地域のお客様（ご契約者）全員が要望されており、かつ電話番号の変更、料金

負担の変動についてご了解いただいていること。

※MA : Message  Area



旭川
芦別
厚岸
網走
石狩
石狩深川
今金
岩内
岩見沢
浦河
江差
えりも
遠軽
奥尻
興部
小樽
帯広
上川

上士幌
木古内
北見
北見枝幸
釧路
倶知安
熊石
栗山
札幌
静内
士別
斜里
白糠
寿都
滝川
伊達
千歳
天塩

弟子屈
当別
十勝池田
十勝清水
苫小牧
中標津
中湧別
名寄
根室
根室標津
函館
羽幌
浜頓別
早来
広尾
美深
美幌
富良野

本別
松前
南茅部
鵡川
室蘭
森
紋別
門別富川
焼尻
八雲
夕張
余市
利尻礼文
留萌
稚内

青森
鰺ケ沢
蟹田
五所川原
三戸
十和田
野辺地
八戸
弘前
むつ

秋田
大館
大曲
男鹿
角館
鹿角
鷹巣
能代
本荘
湯沢
横手

一関
岩泉
岩手
大船渡
釜石
北上
久慈
遠野
二戸
花巻
水沢
宮古
盛岡

酒田
寒河江
新庄
鶴岡
長井
村山
山形
米沢

石巻
岩沼
大河原
気仙沼
白石
仙台
築館
迫
古川

会津山口
会津若松
石川
いわき
磐城富岡
喜多方
郡山
白河
須賀川
田島
二本松
原町
福島
三春
柳津

10MA 11MA 13MA 8MA 9MA 15MA

10MA 11MA 14MA 11MA 15MA 7MA 10MA 8MA 18MA 13MA

69MA

伊勢崎
太田
桐生
渋川
高崎
富岡
長野原
沼田
藤岡
前橋

足利
今市
宇都宮
大田原
小山
鹿沼
烏山
黒磯
佐野
栃木
真岡

石岡
潮来
笠間
古河
下館
高萩
大子
土浦
常陸太田
常陸大宮
鉾田
水海道
水戸
竜ケ崎

浦和
川口
川越
久喜
熊谷
草加
秩父
所沢
飯能
東松山
本庄

市川
市原
大原
柏
鴨川
木更津
佐原
館山
千葉
銚子
東金
成田
船橋
茂原
八日市場

大月
鰍沢青柳
甲府
韮崎
身延
山梨
吉田

伊豆大島
青梅
小笠原
国分寺
立川
東京
八王子
八丈島
三宅
武蔵野三鷹

厚木
小田原
川崎
相模原
平塚
藤沢
横須賀
横浜

新井
糸魚川
柏崎
小出
佐和田
三条
新発田
上越
津川
十日町
長岡
新潟
新津
巻
六日町
村上
安塚
両津

阿南町
飯田
飯山
伊那
上田
大町
木曾福島
小諸
佐久
諏訪
中野
長野
松本

単位料金区域（MA)名 県内通話料の適用区分例

北 海 道 青 森

群 馬 栃 木 茨 城 埼 玉 千 葉 山 梨 東 京 神奈川 新 潟 長 野

秋 田 岩 手 山 形 宮 城 福 島

F

G

E

H

J

I

A

D

C

B

区域内通話

通話の種類 例 通話料（加入電話）

内の通話
E単位料金区域内に終始する
通話

3分までごとに8.5円
（税込8.925円）

90秒までごとに10円
（税込10.5円）

区域外通話地域間
距離に応じたそれぞ
れの秒数までごとに
10円（税込10.5円）

E単位料金区域内とC・D・
G・Hの各単位料金区域との
間の通話

E単位料金区域内とE単位料金
区域に隣接していないその他の
単位料金区域（A・B・F・I・J単
位料金区域）との間の通話

隣接区域内通話
と

との間の通話

区域外通話
と

との間の通話

…単位料金区域名

…単位料金区域界



離島通話料

特例扱いの対象となるMA 同一都道府県内にある離島MA相互間の通話料金

離　　島

利尻礼文島 稚　　内

江　　差

新　　潟

東　　京

90秒

［20円（税込21円）］

奥 尻 島

佐 渡 島

伊豆大島

三 宅 島

八 丈 島

小笠原諸島

ＭＡ名

利尻礼文

奥　　尻

両　　津

佐 和 田

伊豆大島

三　　宅

八 丈 島

小 笠 原

特例扱いの対地
と な る Ｍ Ａ

10円（税込10.5円）
でかけられる秒数

［ ］内は平日昼間3分間通話した場合の料金

 

 

　　 
離島と通話需要等の面で最も緊
密な関係を有する近隣MA1カ
所に対して、隣接料金を適用。 

（例） 

90秒で10円（税込10.5円） 
［3分で20円（税込21円）］ 

利尻礼文MA

稚内MA

浜頓別MA

離島MA名

焼　　尻

奥　　尻

利尻礼文

三　　宅

八 丈 島

小 笠 原

伊豆大島

10円（税込10.5円）
でかけられる秒数

90秒
［20円（税込21円）］

90秒
［20円（税込21円）］

北
海
道

東
京
都

凡例 

（税込10.5円） 
［3分で20円   
（税込21円）］ 

［ ］内は平日昼間3分間通話した場合の料金。



最近の市外局番変更状況

県　名
東　京
福　島
群　馬
山　形
埼　玉
東　京
秋　田

福　島
山　梨
千　葉
埼　玉
茨　城
神奈川
青　森
埼　玉
埼　玉
千　葉
新　潟
新　潟
北海道
神奈川
茨　城
埼　玉
埼　玉
山　梨
新　潟
新　潟

東　京
神奈川

MA名
立　川
福　島
高　崎
山　形
所　沢
国分寺
秋　田
相模原
郡　山
甲　府
船　橋
熊　谷
常陸大宮
厚　木
青　森
草　加
川　越
柏
上　越
六日町
根　室
横須賀
土　浦
所　沢
飯　能
身　延
安　塚
小　出

変更前市外局番
0425
0245
0273
0236
0429
0423
0188
0427
0249
0552
0474
0485
02955
0462
0177
0489
0492
0471
0255
0257
01532
0468
0298
042
0429
05566
02559
02579

変更後市外局番
042
024
027
023
042
042
018
042
024
055
047
048
0295
046
017
048
049
04
025
025
0153
046
029
04
042
0556
025
025

実施時期
平成9年10月10日
平成9年12月1日
平成10年1月1日
平成10年2月1日
平成10年4月29日
平成10年4月29日
平成10年6月1日
平成10年11月3日
平成10年12月1日
平成11年1月1日
平成11年1月1日
平成11年7月20日
平成11年7月20日
平成11年7月20日
平成12年3月1日
平成13年7月20日
平成13年7月20日
平成14年2月11日
平成14年7月20日
平成14年7月20日
平成14年11月1日
平成15年1月11日
平成15年1月11日
平成16年1月11日
平成16年1月11日
平成16年1月11日
平成16年2月11日
平成16年2月11日

MA：単位料金区域

・特に記述がない限り、変更前市外局番の後部は、変更後市内局番の頭に移ります。

［例］02955－×－××××→ 0295－5×－××××

0462－××－××××→ 046－2××－××××

B地域 

② 

閉番号化 

B地域 

A地域 
0482

0484

① 

② A地域 
① 

①A地域内で電話を 
かける場合 
 
②A地域からB地域に 
電話をかける場合 
 
 

  ××－××××         

 0484－××－××××  
    
 

2××－×××× 

4××－×××× 
 

閉番号化前 閉番号化後 

これまで市外局番が必要だったA－B間の通 

話について、市外局番をダイヤルせずにか 

かるようになります。 

 

 

A－B間は、市外局番からダイヤルする必要が 

あります。 

ダイヤル手順 

※「閉番号化」については、単位料金区域を閉番号化対象区域として実施しています。 
※太線：単位料金区域（MA） 
　実線（及び点線）：番号区画エリアを示しています。 

閉番号化 

8
0

4

（平成16年3月末現在）



NTT東日本の料金改定

料金の改定

プライスキャップ制について

(参考)民営化後から再編成前までの料金改定

凡例 
 ▲：年間に直した場合の値下げ額 
 　　内は内訳 
　　 内は民営化以降の累計 

 
　 
〈  〉 
（  ） 

＊平成2年度の自動車電話の料金値下げ額には平成3年度実施の通話料値下げ分を含んでいます。 

＊ 

0 

－1,000 

－2,000 

－3,000 

－4,000 

－5,000 

－6,000 

－7,000 

－8,000 

－9,000 

－10,000 

－11,000 

－12,000 

－13,000 
 

昭和60年度 61年度 62年度 63年度 平成元年度 2年度 4年度 5年度 7年度 8年度 9年度 

（▲60） 
・自動車電話 
  〈▲60〉 （▲560） 

（▲500） 

・土曜日料金の値下げ 
  〈▲500〉 

（▲1,530） 

（▲970） 

・遠距離値下げ 
  〈▲700〉  
・離島通話料改善 
  〈▲100〉  
・専用線 
  〈▲170〉 

（▲2,790） 

（▲1,260） 

・遠距離値下げ 
  〈▲600〉  
・近距離値下げ 
  〈▲300〉  
・離島通話料改善 
  〈▲数億円〉  
・専用線（H1.5） 
  〈▲180〉  
・その他 
  〈▲180〉 

（▲4,190） 

（▲1,400） 

・遠距離値下げ 
  〈▲900〉  
・深夜割引拡大 
  〈▲200〉  
・ポケットベル 
  〈▲100〉  
・付加機能使用料 
  〈▲100〉  
・専用線 
  〈▲100〉 

（▲6,490） 

（▲2,300） 

・中距離値下げ 
  〈▲1,200〉  
・近距離値下げ 
  〈▲200〉  
・深夜割引拡大 
  〈▲100〉  
・工事費〈△200〉  
・自動車電話 
  〈▲400〉  
・ポケットベル 
  〈▲50〉  
・専用線 
  〈▲150〉 

（▲7,690） 

（▲2,790） 

（▲10,480） （▲1,085） 

（▲11,565） （▲600） 
（▲12,165） 

（▲12,965） 

（▲800） 

（▲1,200） 

・遠距離値下げ 
  〈▲1,200〉 

・市外通話料値下げ 
  〈▲2,700〉  
・専用線〈▲90〉 

・遠距離値下げ 
  〈▲600〉  
・専用線 
  〈▲485〉 

・遠距離値下げ 
  〈▲600〉 

・遠距離値下げ 
  〈▲800〉 

億円 

料金値上げ

料金値下げ

平成12年度

料金改定の内容 値下げ額（億円）

平成13年度

プライスキャップ制（上限価格方式）とは、NTT東西地域会社が提供する特定
電気通信役務を2つのバスケット（さらにそのうち1のバスケットについてはサブ
バスケットあり）に分類し、総務大臣が定めるそれぞれのバスケットごとの料金
水準の上限（基準料金指数）の範囲内であれば、個々の料金は総務大臣への届出
により自由に設定できる料金規制方式です。
これにより、NTT東西地域会社は競争状況に応じた迅速で機動的な料金変更が可
能となりました。

県内市外通話料金値下げ

県内専用線値下げ

市内通話料金値下げ（9円/3分）

市内通話料金値下げ

（8.5円（税込8.925円）/3分）

▲　170

▲　 30

▲　390

▲　190

実施期間

（加入電話、ISDN）

バスケット 具体的な料金
音声伝送役務 通話料、通信料

公衆電話料、番号案内料　等
［サブバスケット］
加入者回線

専用役務

基本料
施設設置負担金　　　　等

一般専用、高速ディジタル
ATM専用　　　　　　　等

平成2年度
平成5年度

平成10年度

平成6年度

料金改定の内容

・番号案内の費用負担額の適正化 200
700 H5.10、H6.4の2段階で実施

H10.5、H11.5の2段階で実施

H8.4、H9.4、H10.4の3段階で実施

H8.12、H9.12、H10.12の3段階で実施

H7.2、H7.10の2段階で実施
〃

150

3,295

1,900
100
65

70

110

・公衆電話料金の値上げ

・番号案内料の改定

合　計

・基本料金の値上げ
・番号案内料の値上げ
・専用線（高速ディジタル）の値上げ
・公衆電話発信のクレジット通話・フリー
ダイヤル通話への公衆電話料金適用
・専用線（一般専用〈50bps〉）の値上げ

値上げ額（億円）

平成8年度

実施時期 備　　　考

［基準料金指数］
事項　　

音声伝送役務（通話料等）
区分 H12.10～H13.9

97.8
100
97.6

加入者回線サブバスケット
専用役務（専用料等）

基準料金指数
H13.10～H14.9
95.5
100
95.1

H14.10～H15.9
92.7
100
92.2

H15.10～H16.9
92.7
100
90.4

H16.10～H17.9
92.7
100
89.3

［基準料金指数を定める区分（バスケット）］

当期の基準料金指数の算定式＝
前期の基準料金指数×「1＋前年度の消費者物価指数（CPI）変動率－生産性向上見込率（いわゆるX値）」

※適用期間は、毎年10月1日から1年間。

※料金の基準時点（平成12年4月1日）を100としている。



ダイヤル通話料金の請求

電話料金請求のサイクル

●料金月制度の理由
電話料金の請求は、ご契約者ごとに料金を計算し請求書を発行する繰り返しであり、し

かもその事務が請求書発行直前の短期間に集中することから、約3,000万のお客様へ、一
斉に請求書を発行しますと、発行作業が一時に集中し、事務の渋滞などによる請求書の発
行遅延が起こることも予想されます。
そのため上記のとおり、A～Fの6ブロックに分け、請求書の発行日及び支払期限を異に

する分散発行を行えば、効率的で経済的な料金事務が実施できます。

ダイヤル通話の料金明細内訳サービス
サービス概要
お客様が“いつ、どこへ、どれだけ”ダイヤル通話をご利用になったかを記録しておき、

お客様からの料金のお問い合わせにおこたえできるようにするサービスです。

通信の秘密確保及びプライバシーの保護
実施にあたっては通信の秘密確保及びプライバシー保護のため、次のように厳正・慎重に対

処します。
●通話明細内訳の記録開始に先立って、ご契約者の方に個別に次の意向照会を行い、そのご
希望に基づいて、通話明細内訳を記録します。

●意向照会に対してご回答のなかったお客様については、上記②の方法で記録しますが、お客
様のご意向によりいつでも変更できます。なお、日別の利用度数は、すべてのお客様について
記録します。
●通話明細内訳の説明に際しては、自動車運転免許証、各種保険証等により、お客様ご本人
であることの確認を行います。
電話による通話明細内訳のお問い合わせに対する説明は、ご本人であることの確認が困難
であるため、行いません。

●通話明細内訳は、原則として支払期限の2カ月後に消去します。
●通話明細内訳書の送付
ご希望のお客様に「通話明細内訳書」を送付します。
なお、お客様の送付希望の内容により、表示内容及び送付方法等は次のとおりです。

料金明細内訳サービスの提供状況
昭和61年3月に東京で最初に導入し、平成7年3月に全国への導入が完了しました。

料金への消費税転嫁の方法
具体的な方法は、下記のとおりとなっています。

その他

※上記の支払期限が土曜・日曜・祝日の場合は、翌営業日を支払期限とします。

●請求書によるお支払い
例：加入電話の基本料・ダイヤル通話料等、専
用線の月額使用料　等

●NTT東日本窓口における
諸手続きの際の料金

〔例：譲渡等手数料、窓口受付の電報料　等〕

●公衆電話の通話料金

消費税相当額を含む料金をその都度、お支払いい
ただいています。

全体として消費税相当額の転嫁となるよう課金秒数
を設定しています。

請求書上において消費税相当額を明示して請求さ
せていただいています。

計　　　算　　　期　　　間 

A 

B 

C 

D 

E 

F

前々月 前　月 当　月 翌　月 
21日 

26日 

6日 

16日 

1日 

11日 

20日 

25日 

5日 

15日 

末日 

10日 

5日 

10日 

20日 

末日 

15日 

25日 

◆ 

◆ 

◆ 

◆ 

◆ 

◆ 

20日 

25日 

5日 

15日 

末日 

10日 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 

（凡例） 基本料金 通話料金 ◆ 請求書発行予定日 ★ 支払期限 

●表示内容
通話明細内訳書には、1カ月分の市外通話（携帯電話やPHS等への通話を含む）
の通話月日、通話先電話番号、通話時間等を1通話ごとに表示します。
市内通話に関しては、１カ月分の通話回数と通話料を表示します。
●送付方法
「NTT東日本料金請求書」または「NTT東日本料金領収証・口座振替のお知らせ」に
同封して送付します。
●送付手数料
無料

※市内通話を含めたすべての通話の表示をご希望の場合は、作成枚数に応じて明細内訳作成料がかかりま
す。（郵送料は無料です。また、「@ビリング（アットビリング）」をご利用の場合は、「明細内訳作成料」も無料
です。）
9枚まで100円（税込105円）、50枚まで240円（税込252円）、100枚まで710円（税込745.5円）、800枚まで
1,070円（税込1,123.5円）。

q通話明細内訳の記録を希望する。
w通話明細内訳の記録を希望するが、通話相手の電話番号の下4ケタは消去する。
e通話明細内訳の記録を希望しない。 ●パンフレット等においては、商品毎の消費税込みの総額を表示しておりますが、複数の商

品をお買い求めのお客様におかれましては、お手元で計算された額と実際の請求額が異な
る場合があります。
●端数処理…料金の1円未満の端数については、切り捨てで対処します。
●テレホンカード…NTT東日本発行時は課税されません（使用時に課税）。
●保証金、延滞利息、割増金…保証金、延滞利息については課税されません。割増金については課

税対象となります。



サービスの利用停止及び契約解除

利用停止
料金＊1の支払期限を経過しても、お支払いいただけなかった場合は、当該サービス

の利用を停止させていただきます。
なお、利用を停止するにあたっては、予め、利用停止の予定日を通知させていただ
きます。

契約解除
利用停止後もなお料金＊1をお支払いいただけない場合は、当該サービスの契約約款

に基づき契約を解除させていただきます。
なお、契約を解除するにあたり、予め、そのことを通知させていただきます。

【標準スケジュール＊2】

＊1 回収代行サービス料金を除きます。
＊2 標準的なスケジュールであり、日程が前後する場合があります。

支払期限後の
経過日数

支
払
期
限

利
用
停
止
予
告

14日目

利
用
停
止

25日目

契
約
解
除
予
告

40日目

契
約
解
除

60日目



サービス開始年月

サービスの概要

料 金

提 供 条 件

提 供 対 象

ご利用上の注意

サービス開始年月

サービスの概要

料 金

提 供 条 件

提 供 対 象

ご利用上の注意

磁気媒体提供サービス

ビリングサービス

昭和58年12月
複数回線をご利用のお客さまを対象に、電話番号毎の料金明細内訳、通話明細内訳等をFD、

CDで郵送するサービスです。
パソコン等で集計分析が可能で、経理事務の省力化・効率化に役立ちます。

※請求書又は領収証・次回口座振替のお知らせは通常どおり郵送されます。
無料
○ 契約条件
広域一括請求、ISDN全国一括請求、一括請求、ワリマックス、ワリビッグ、プロセレクトシリーズ、
プロスペクト契約回線等で請求書をとりまとめて一括請求している回線であること。

対象となる請求内訳書は以下のとおりです。

q 本サービスと帳票との併用提供はできません。帳票からFD、CDに変更された場合は、帳
票の提供を廃止いたします。

w FD、CDの仕様は当社の規格とし、その内容は当社が定める仕様書に基づき提供します。
e FD、CDは当社が無料で提供し、その回収は行いません。
r 当社の都合によりFD、CDの仕様を変更する場合は、原則として仕様変更の1ヶ月前目途に
お客さまに連絡します（内容により期間が短い場合があります）。
なお、仕様変更に伴い、ビリング集計・管理ツールに改造の必要がある場合には当社にて
対応しますが、お客さま側で独自ツールをご利用されている場合は、仕様変更に伴う集計
ツール等の改造についてはお客さま側で対応を行っていただきます。
また、その改造にかかる費用はお客さま負担となります。

t 磁気媒体の送付時期については、一般請求書または事前案内書の到着日より遅れる場合が
あります。予めご了承ください。

加入電話
INSネット64
INSネット1500

30回線以上
15回線以上
1回線以上

FD提供条件に準ずる
FDが2枚以上となる場合でお客
さまの希望により提供する

項目 FD CD

料金明細内訳書

通話明細内訳書

ダイヤルイン追加番号
明細内訳書
ご利用内訳書

（ホスト課金内訳書）

ビリングレポート

複数の請求書をとりまとめて請求した場合の電
話番号毎の請求金額内訳を表示する
お客さまが「いつ」「どこへ」「どれだけ」通話
をされたかの通話明細を表示する
ダイヤルイン追加番号からご利用いただいた電報・
コレクトコール・100番通話の料金を表示する
ワリマックス、ワリビッグ契約回線毎に割引前
後の通話料を表示する
ワリマックス、ワリビッグ契約回線の請求内訳
を組織別・部課別に集計して表示する

帳票 内容

ビリングサービスとは、お客さまに複数回線の電話料金等をとりまとめて請求したり、料金請求情
報をデータで提供するサービスです。
「磁気媒体提供サービス」「B-EDI」は、ビジネスユーザ向けのサービスです。料金請求情報を、
「磁気媒体提供サービス」ではFD、CDの磁気媒体で、「B-EDI」ではオンラインで提供します。本サ
ービスにより、お客さまの経理事務の効率化に役立つほか、通信利用状況の把握・分析にもご活用
いただけます。
「＠ビリング」は、インターネット端末やLモード端末で料金請求情報をいつでもどこでも照会でき
るという利便性に優れた、主にマスユーザ向けサービスです。

平成10年7月
B-EDIは、料金請求情報（「料金明細データ」「通話明細データ」）をINSネット64回線を経由
してお客さまのパソコンにダウンロードできるサービスです。お客さまは全国に跨る事業所
の各データを、すぐに取り出すことが可能です。
※請求書又は領収証・次回口座振替のお知らせは通常どおり郵送されます。
無料（ダウンロードに係る通信料についてもフリーダイヤルで接続するため無料）
○ 契約条件
広域一括請求、ISDN全国一括請求、一括請求、ワリマックス、ワリビッグ、プロセレクト
シリーズ、プロスペクト契約回線等で請求書をとりまとめて一括請求している回線である
こと。
・加入電話、INSネット64回線：2回線以上の契約
・INSネット1500回線 ：1回線以上の契約

○ 本サービスご利用のために必要な環境
INSネット64回線（1回線）、DSU、TA、パソコン（OS：Windows 95/98/2000/Me/NT/XP
端末、CPU：Pentium 200 MHz以上推奨（「ダイヤル通話料金明細内訳データ」をデータ変
換ツールで表示させる場合、Pentium II  400 MHz以上推奨）、WWWブラウザソフト
（Netscape Navigator 4.50以上、Netscape Communicator 4.50以上、Internet Explorer 4.01以
上）

○ データダウンロード可能期間
原則、「一般請求書作成日の翌日＋2営業日目」より30日目までとなります。

対象となる請求内訳書は以下のとおりです。

q 本サービスと帳票との併用提供はできません。「料金明細内訳書」「通話明細内訳書」（帳
票）からB-EDIに変更された場合は、帳票の提供を廃止いたします。

w 名義の異なる請求グループを同一のメールボックスで提供することはできません。
e 1契約者毎に1 ユーザIDを付与します。
r 1契約者毎に1 INSネット回線が必要です。また、1 INSネット回線に複数のユーザIDを付与
することはできません。
なお、同一ユーザが複数の部署（支店）でサービスを受ける場合は部署毎（支店毎）に接
続用INSネット回線が必要となります。（別ユーザとして受付させていただきます。）

t データの仕様は当社の規格とし、その内容は当社が定める仕様書に基づき提供します。
y 当社の都合によりデータの仕様を変更する場合は、原則として仕様変更の1ヶ月前までに
お客さまに連絡します。（内容により期間が短い場合があります）。
なお、仕様変更に伴い、ビリング集計・管理ツールに改造の必要がある場合には当社にて
対応しますが、お客さま側で独自ツールをご利用されている場合は、仕様変更に伴う集計
ツール等の改造についてはお客さま側で対応を行っていただきます。
また、その改造にかかる費用はお客さま負担となります。

B-EDI（Billing Information Electronic Data Interchange：料金請求情報オンライン転送）サービス

料金明細内訳書

通話明細内訳書

複数の請求書をとりまとめて請求した場合の電
話番号毎の請求金額内訳を表示する
お客さまが「いつ」「どこへ」「どれだけ」通話
をされたかの通話明細を表示する

帳票 内容



ご利用上の注意

e 前日までの利用料金の照会
次回の「口座振替のお知らせ」に対応する、前日までの通話・通信料金を照会できます。

r 通話明細内訳書の照会
「口座振替のお知らせ」に対応する通話明細内訳書を1ヶ月ごとに過去2ヶ月分照会できます。
※Lモード端末では画面の制約上照会ができません。
※本照会は別途書面によるお申し込みが必要となります。すでに通話明細を「口座振替のお知らせ」
への同封による送付でお申し込みいただいているお客さまの場合は、お申し込みは不要です。

t 支払証明書の申込受付
支払証明書発行の申込が可能です。（支払証明書は、お申し込み受付後、ご指定の宛先へ
郵送します。）
※発行にあたっては、暦年内の初回のみ無料です。暦年内の2回目からは発行手数料400円（税込420円）／枚、
郵送料（実費）がかかります。その他、印紙代が必要となる場合があります。

y お知らせメール送信機能
お客さまのご希望に応じ、「口座振替のお知らせ」の照会が可能になったことを、お客さ
まが指定するメールアドレスに毎月通知することが可能です。

q ユーザIDとパスワードはご利用者の責任において管理していただくものとし、当社は、ユーザID、パスワードの譲
渡・貸与・忘失・盗用等に関する一切の責任を負いません。

w「＠ビリング」の利用が開始となる料金月以降、「次回口座振替のお知らせ・領収証」は原則発行いたしません。
e 請求額、領収金額等は「＠ビリング」サイトへ掲載した時点をもって、通知したものとさせていただきます。
r「口座振替のお知らせ」は過去約12カ月分、「通話明細」は過去2カ月分についてご覧いただけます。
（「@ビリング」開始前の請求分についてはご覧いただけません。）
なお、「＠ビリング」の解約またはお客さま番号の変更を伴う異動をされた場合は、当該工事日までの請求分をも
って「＠ビリング」は解約となり、解約の約2カ月後をもって「＠ビリング」の提供を終了させていただきます。
回線の譲渡または承継をされた場合は、譲渡日または承継日の前料金月請求分をもって「＠ビリング」は解約と
なり、解約の約2カ月後をもって「＠ビリング」の提供を終了させていただきます。

t パスワードは10回連続して誤入力すると失効し、ログインすることができなくなります。万一失効した場合は、当社
お問い合わせ先フリーダイヤルへご連絡下さい。パスワードを再発行させていただきます。

y 当社は、「＠ビリング」の提供に関し、ユーザID、パスワード、お客さま番号によるセキュリティのチェックを行いますが、
それ以上の保証を行うものではありません。

u ご利用者が次のいずれかに該当すると当社が判断した場合、当社は、お申し込みをお断りすること、又は何らの
事前の通知または承諾なくして「＠ビリング」の提供を中止することがあります。

（1）サービス提供条件に適合しなくなった場合
（2）ご利用規約の規定に違反した場合
（3）3カ月連続して口座から引き落としができない場合
（4）上記(1)、(2)、(3)の他、当社がご利用者として不適切であると判断した場合
i ご利用者は、「＠ビリング」の利用にあたり、次の行為を行ってはいけません。
（1）他人のユーザID、パスワードの不正使用
（2）「＠ビリング」のシステムに権限なくアクセスする等、不正なアクセスを試みる行為
（3）その他当社がご利用者として不適切と判断する行為

o 当社は、次のいずれかに該当する場合、ご利用者への事前の通知または承諾なくして、「＠ビリング」の提供を中
断または中止することがあります。なお、「＠ビリング」の中断または中止に起因して生じたいかなる損害について
も当社は一切責任を負わないものとします。

（1）システム保守、その他「＠ビリング」運用上の必要がある場合
（2）予期せぬ事故、天災（地震、洪水、津波等）、事変（戦争、暴動等）により「＠ビリング」の提供ができなくなった
場合

（3）その他当社が必要と判断した場合
!0 当社は、ご利用者への事前の通知または承諾なくして、「＠ビリング」の提供内容の全部または一部を変更する
ことがあります。

!1「＠ビリング」を解約する場合は、「当社お問い合わせ先」または局番なしの「116」にお申し出ください。

サービス開始年月

サービスの概要

料 金

提 供 条 件

利 用 方 法

平成13年12月
電話料金を口座振替でお支払いいただいているお客さまからのお申込みにより、口座振替のお知ら

せ等を郵送（書面）によるご案内に代えて、Web上でお知らせするサービスです。
月額使用料、工事費は不要で、インターネットに接続されたパソコンまたはLモード端末か

ら、いつでも口座振替のお知らせ、前日までのご利用料金、通話明細などをご確認いただく
ことができます。
また、紙資源の節減を通じて地球環境の保護にも役立ちます。

無料（通話明細作成料も無料です）
※ ＠ビリングを利用いただくにあたり必要となるインターネットへの接続及びメールの受信
等の利用環境、受信にかかる費用についてはお客さま負担となります。

○ 契約条件
加入電話/加入電話・ライトプラン、INSネット64/INSネット64・ライト、フレッツ・サービス等のご
契約者又は料金支払者からのお申込みであり、かつ支払方法が口座振替をご利用の回線であること。
なお、「＠ビリング」ご利用回線については、「領収証・次回口座振替のお知らせ」及び同
封して送付する「通話明細内訳書」は郵送されません。

○ 提供外回線種類等
ダイヤルイン追加番号、広域一括請求契約回線、ISDN全国一括請求契約回線、一括送付契
約回線、一括請求契約回線、定期分割契約回線、定期回送契約回線、早期領収証送付契約
回線
ワリマックス、ワリビッグ、県内異名義割引サービス等の複数回線割引サービス等

○ 本サービスご利用のために必要な環境
インターネット接続が可能なパソコン又はLモード端末が必要となります。
なお、パソコンでの推奨ブラウザは次のとおりです。
Netscape Navigator ver 4.75以上、Internet Explorer ver 5.5以上
＠ビリングのトップページ（URL:http://www.billing.ntt-east.co.jp）にアクセスし、NTT東日

本から書面（郵送）でお知らせするユーザID、パスワード及び申し込みいただいた回線のお客
さま番号を入力することにより、以下の機能を利用することができます。
q 口座振替のお知らせの照会
「口座振替のお知らせ」《口座振替額、ご請求の内訳、ご利用料金内訳（詳細版）》を1
ヶ月ごとに過去12ヶ月分照会できます。
※Lモード端末では画面の制約上「ご利用料金内訳書（詳細版）」は照会できません。

w 領収金額の照会
「領収金額」を1ヶ月ごとに過去12ヶ月分照会できます。

＠ビリングサービス

お知らせメール 

お知らせメール 

・口座振替のお知らせ 
・前日までのご利用料金 
・通話明細 

・口座振替のお知らせ 
・前日までのご利用料金 

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト 

＠ビリングサーバ 

お客さま 
（Lモード端末） 

お客さま 
（パソコン） 

＜サービスイメージ＞ 



サービス開始年月

サービスの概要

対象商品・サービス

手数料
（平成16年4月
1日現在）

申し込みから
精算までの流れ

他事業者が提供する商品・サービス等の料金について、利用者及び
支払者からの申し込みによる事業者からの申し出に基づき、NTT東
日本が他事業者の事務代行者として電話料金等請求書等に併せて請
求し、その料金を収納するサービスです。

（1）単金型
・1件あたり150円（税込157.5円）
なお、1事業者5,000件/月を超えた場合、超えた件数について
の手数料は85円（税込89.25円）/件とします。

（2）料率型

平成12年7月

料金回収（請求・収納）代行

他事業者の情報通信に関連する商品・サービス等の料金
（情報通信関連商品の例）
・ネットワーク関連 …………通信料金、ISP料金、ASP料金　等
・通信機器端末関連 …………電話機等通信機器代金、

パソコン代金、配線使用料　等
・ソフト、コンテンツ関連 …メールソフト代金、

ネットワーク情報配信料　等
・技術サポート関連 …………システム端末保守料、

パソコン設定料　等

1件あたりの平均請求額 手数料額

0 ～ 1,000円
1,001 ～ 2,000円
2,001 ～ 5,000円
5,001円 ～

請求金額の30%＊

請求金額の10%
請求金額の 5%
請求金額の 3%

＊ 1件あたり最低手数料額は85円（税込89.25円）とします。

事業者 
（販売会社） 

お客さま 
（エンドユーザ） 

NTT東日本 

②商品・サービスの 
提供、購入 

③料金回収代行の 
依頼 

①基本契約 ④
個
別
契
約 

⑤
請
求
依
頼
デ
ー
タ 

　
等
の
送
付 

⑧
収
納
額
の
振
込
み 

⑨
手
数
料
の
支
払
い 

⑦
料
金
の
支
払
い 

⑥
地
域
会
社
請
求
書
に 

　
併
せ
て
請
求 



請求書の内容

領収証 

営業時間 
料 金 お 問 合 せ 電 話 受 付  

※土曜・日曜・祝日・年末年始（12月29日～1月3日）は休業とさせていただきます。 
午前9時～午後5時 

東京支店 

東京支店 

１6 ７ １ 

１6 １6 ７ １５ ６ 

１6 ６ 

7 15

１6 ６ ７ １５ １6 ６ 

郵
便
局
で
お
支
払
い
の
場
合
は
、
左
側
の
２
枚
だ
け
を
お
出
し
く
だ
さ
い
。 

（0120）×××××× 

（ 0 1 2 0 ）××××××  

（0120）×××××× 

●封書化の実施

平成2年11月より、NTT営業所や金融機関などの窓口において請求書でお支払いいた

だいているお客様にお送りする請求書を封書化しました。

●コンビニエンスストアでの支払い

平成3年4月より、コンビニエンスストアでお支払いいただけるようになっています。

社用コード　00164

1ページ 

5月16日～6月15日 
5月16日～6月15日 
前月送付した明細内訳書の作成料です。 
 
合算表示を合計した4,911円に５％を乗じて算出しています。 

3,630 
1,181 
100 
245 

（245） 
5,156 

 

660 
33 

（33） 
693 
 

回線使用料＜基本料＞（事務用） 
ダイヤル通話料 
明細内訳作成料 
消費税相当額 
（内訳）消費税相当額（合算分） 
（小　計） 

ダイヤル通話料 
消費税相当額 
（内訳）消費税相当額（合算分） 
（小　計） 

5月16日～6月15日 

合算表示を合計した660円に５％を乗じて算出しています。 

820 
41 

（41） 
861

ダイヤル通話料 
消費税相当額 
（内訳）消費税相当額（合算分） 
（小　計） 

5月16日～6月15日 

合算表示を合計した820円に５％を乗じて算出しています。 



領収証及び次回口座振替額のお知らせの内容

営業時間 
料 金 お 問 合 せ 電 話 受 付  

※土曜・日曜・祝日・年末年始（12月29日～1月3日）は休業とさせていただきます。 
午前9時～午後5時 

東京支店 

NTT東日本 
　東京支店 

東京都　港区　港南 
１丁目９―１ 

１6

１6

１6 ６ 

７ １５ 

７ ２ 

（0120）×××××× 

（0120）×××××× 

（ 0 1 2 0 ）× × × × × ×  

１6 ６ １６ 

１6 ７ ２ 

１6 ５ 

社用コード　00164

1ページ 

5月16日～6月15日 
5月16日～6月15日 
前月送付した明細内訳書の作成料です。 
 
合算表示を合計した4,911円に５％を乗じて算出しています。 

3,630 
1,181 
100 
245 

（245） 
5,156 

 

660 
33 

（33） 
693 
 

回線使用料＜基本料＞（事務用） 
ダイヤル通話料 
明細内訳作成料 
消費税相当額 
（内訳）消費税相当額（合算分） 
（小　計） 

ダイヤル通話料 
消費税相当額 
（内訳）消費税相当額（合算分） 
（小　計） 

5月16日～6月15日 

合算表示を合計した660円に５％を乗じて算出しています。 

820 
41 

（41） 
861

ダイヤル通話料 
消費税相当額 
（内訳）消費税相当額（合算分） 
（小　計） 

5月16日～6月15日 

合算表示を合計した820円に５％を乗じて算出しています。 

●封書化の実施

平成3年8月より、口座振替をご利用のお客様にお送りする「領収証及び次回口座振替

額のお知らせ」を封書化しました。



2. 加入電話、ISDN別通信回数等

加入電話・ISDNのトラヒックとも、前年度に比べて通話回数・通信時間・収入とも

に減少しています。

（注）（）内は構成比。< >内は対前年度増減率。

平成15年度 電気通信役務通信量等状況報告
1. 距離段階別通信回数等

平成15年度の加入電話及びISDNのトラヒックについては、通信回数が15,985百万回

（対前年度比▲14.4％の減）、通信時間が79,151万時間（対前年度比▲25.9％の減）、収入

が238,539百万円（対前年度比▲18.2％の減）となっており、いずれも大きく減少してお

ります。

〔加入電話＋ISDN〕

（注）（）内は構成比。< >内は対前年度増減率。

距 離 段 階

区　域　内

通信回数
（百万回）

13,205  （82.6％）
15,567  （83.4％）

<▲15.2％>

年度

15年度
14年度
〈増減率〉

66,849 （84.5％）
92,323 （86.4％）

<▲27.6％>

182,828 （76.6％）
228,515 （78.4％）

<▲20.0％>

通信時間
（万時間）

収入
（百万円）

平均通信
時間（秒）

182
214

<▲14.6％>

隣接区域内
1,859  （11.6％）
2,093  （11.2％）

<▲11.1％>

15年度
14年度
〈増減率〉

8,382 （10.6％）
10,099   （9.4％）

<▲17.0％>

33,872 （14.2％）
38,840 （13.3％）

<▲12.8％>

162
174

<▲ 6.6％>

～20km
42    （0.3％）
48    （0.3％）
<▲12.3％>

15年度
14年度
〈増減率〉

200   （0.3％）
238   （0.2％）
<▲15.8％>

797   （0.3％）
892   （0.3％）
<▲10.7％>

171
178

<▲ 4.1％>

～60km
577    （3.6％）
635    （3.4％）
<▲ 9.1％>

15年度
14年度
〈増減率〉

2,286   （2.9％）
2,617   （2.4％）
<▲12.6％>

12,428   （5.2％）
13,832   （4.7％）

<▲10.2％>

143
148

<▲ 3.8％>

60km超
301    （1.9％）
332    （1.8％）
<▲ 9.4％>

15年度
14年度
〈増減率〉

1,433   （1.8％）
1,594   （1.5％）
<▲10.1％>

8,616   （3.6％）
9,361   （3.2％）
<▲ 8.0％>

171
173

<▲ 0.8％>

合　　計
15,985（100.0％）
18,675（100.0％）

<▲14.4％>

15年度
14年度
〈増減率〉

79,151（100.0％）
106,871（100.0％）

<▲25.9％>

238,539（100.0％）
291,440（100.0％）

<▲18.2％>

178
206

<▲13.5％>

加入電話及び総合ディジタル通信の通信利用状況

区　　　分

加入電話

通信回数
（百万回）

9,645  （60.3%）
11,130  （59.6%）

<▲13.3%>

年度

15年度
14年度
〈増減率〉

50,065 （63.3%）
66,231 （62.0%）

<▲24.4%>

150,901 （63.3%）
180,176 （61.8%）

<▲16.2%>

通信時間
（万時間）

収入
（百万円）

平均通信
時間（秒）

187
214

<▲12.8%>

I   S   D   N
6,339  （39.7%）
7,544  （40.4%）

<▲16.0%>

15年度
14年度
〈増減率〉

29,087 （36.7%）
40,640 （38.0%）

<▲28.4%>

87,639 （36.7%）
111,264 （38.2%）

<▲21.2%>

165
194

<▲14.8%>

（再）通話
モード

5,269  （33.0%）
5,848  （31.3%）

<▲ 9.9%>

15年度
14年度
〈増減率〉

16,731 （21.1%）
20,454 （19.1%）

<▲18.2%>

62,485 （26.2%）
72,193 （24.8%）

<▲13.4%>

114
126

<▲ 9.2%>

（再）ディジタル
通信モード

1,070    （6.7%）
1,696    （9.1%）

<▲36.9%>

15年度
14年度
〈増減率〉

12,356 （15.6%）
20,185 （18.9%）

<▲38.8%>

25,154 （10.5%）
39,071 （13.4%）

<▲35.6%>

416
428

<▲ 2.9%>

加入電話
＋ISDN

15,985（100.0%）
18,675（100.0%）

<▲14.4%>

15年度
14年度
〈増減率〉

79,151（100.0%）
106,871（100.0%）

<▲25.9%>

238,539（100.0%）
291,440（100.0%）

<▲18.2%>

178
206

<▲13.5%>



3. 時間帯別通信時間

通信時間の24時間分布については、加入電話・ISDN通話モード・ISDNディジタル通

信モードいずれについても前年度同様、午前9時台にピークがあります。

0
0時 3時 6時 9時 12時 15時 18時 21時 24時 

2000

1000

3000

4000

5000
（万時間） 

ISDN通話モード 

加入電話 

ISDNディジタル通信モード 



お客さまからお申し出いただいた名称（氏名・企業名等）または業種および住所な

どから、全国の電話番号をご案内するサービスです。

携帯電話・PHSからもご利用できます。（一部の通信事業者を除きます）

●手動案内料（104番）

※公衆電話からは、利用回数、利用時間帯にかかわらず、税込100円/案内です。（100円硬貨またはテレホンカード
でご利用できます。）
※ピンク電話等からは、ご利用できない場合があります。
※携帯電話・PHSからのご利用料金等については、ご契約の電話会社にお問い合わせください。

掲載省略案内サービス

電話帳に掲載せずに104番に問い合わせがあった場合のみ、番号案内を行うサービスです。

登録料は不要ですが、事前にお申し込みが必要です。

無料番号案内（ふれあい案内）

電話帳利用が困難な視覚・上肢等障害者、知的障害及び精神障害の方を対象に、手動案内

料を無料とする「ふれあい案内」を提供しています。

●無料番号案内の対象となるお客様の範囲（ふれあい案内）

・身体障害者手帳をお持ちで、次のいずれかの障害のある方

・戦傷病者手帳をお持ちで、次のいずれかの障害のある方

・療育手帳（愛護手帳、愛の手帳、みどりの手帳と呼ばれる場合もあります）をお持ちの方

・精神障害者保健福祉手帳をお持ちの方

●無料番号案内（ふれあい案内）のご利用方法

104番をご利用される場合に、あらかじめ届け出た電話番号と暗証番号をオペレータに告げ

ていただきます。オペレータはお申し出内容を確認の上、無料で案内します。公衆電話からも

同様です。

番号案内
手動案内（104番）

障　害　区　分 等級表による級別

視　覚　障　害 1～6級

肢体不自由（体幹）
肢体不自由（上肢）

1、2級肢体不自由（乳幼児期以前の非進行性の脳病
変による運動機能障害）

障　害　区　分 重度障害の程度

視 力 の 障 害 特別項症～第6項症

上 肢 の 障 害 特別項症～第2項症

無料番号案内（ふれあい案内）に関するお問い合わせ先

0120-104174（全国）

受付時間：午前9時～午後5時（月曜～金曜） ※土・日・祝日及び年末年始は休業

料　　金
60円（税込 63円）／案内
60円（税込 63円）／案内
90円（税込 94.5円）／案内
150円（税込157.5円）／案内

昼間・夜間
（８時～23時）

月に1案内の場合
区　　　　　分

1案内分
1案内を超える部分

深夜・早朝（23時～翌朝8時）

月に2案内以上の
場合



自動案内（あんないジョーズ・ANGEL LINE）
●自動案内料

※公衆電話からは、昼間・夜間の場合1分税込10円、深夜・早朝の場合80秒税込10円です。
※検索できない場合でも利用時間までごとの料金が必要となります。

あんないジョーズ

お手持ちのプッシュ信号が送出される電話機から、ガイダンス誘導に沿って住所、名前（個人

の姓名、企業の名称等）の「よみがな」に対応するプッシュボタンを押下することにより、ご自分

で全国の電話番号を検索し、自動音声にてご案内するサービスです。（平成10年5月1日より

サービス開始）

対象端末機等

NTT東西地域会社の回線でプッシュ信号が出る状態の電話機からご利用できます。

利用時間

日本全国どこからでも24時間ご利用いただけます。

センタアクセス番号

0190-104555

サービス提供条件

●ご利用にあたって当社へのお申し込みは必要ありません。

●全国の50音別電話帳（ハローページ）に掲載されている電話番号が検索できます。

● 電話帳へ掲載されていないお客様の電話番号は、検索できません。

●入力条件と一致する該当件数が4件以内に絞られた場合に、電話番号をご案内します。

（本条件は変更する場合があります）

● 掲載名を特定できない場合、ガイダンスに従い、より詳しい住所などを入力してください。

●入力した住所またはお名前が電話帳掲載内容と一致しない場合はご案内できません。

利用方法

＊1.市・区・郡及び郡の町村から入力してください。
＊2.絞り込みに必要な情報

・住所の詳しい情報
・会社などの部署や支店・営業所名など
・職業名

文字入力対応表

（ガイダンス） 
プッシュ回線の方はガイダンスに従ってご利用ください。 
ダイヤル回線の方は電話機をプッシュボタン信号の出る状態にしてからご利用ください。
（プッシュボタン信号の出る状態への切り替えは電話機により異なります。 
　お手持ちの説明書で確認の上ご利用ください。） 

（ガイダンス） （お店・会社） （個人） 

（ガイダンス） 

（ガイダンス） 

（ガイダンス） 

0190-104555をダイヤル 

個人の電話番号かお店や会社の電話番号か選択 

住所を入力＊1

姓名を入力 お店や会社名を入力 

誘導に従って必要な情報を入力＊2

電話番号案内 

1
あ 

いうえお 
―：長音 

Yes
2

か 
きくけこ 
ABC

3
さ 

しすせそ 
DEF

4
た 

ちつてと 
GHI

5
な 

にぬねの 
JKL

6
は 

ひふへほ 
MNO

7
ま 

みむめも 
PQRS

8
や 

ゆよ 
TUV

9
ら 

りるれろ 
WXYZ

＊ 
＃：スペース 
＃＃：終了 

0
わ 
ん 

を 
No

＃ 

文字入力例 

（住所）　　　　　　しんじゅくく　にししんじゅく 
新宿区西新宿・・・・303＊822＃53303＊82＃＃ 

（姓）  （名）　　　 あんないはなこ 
案内　花子・・・・・1 0 5 1 ＃ 6 5 2 ＃ ＃  

（会社名）　　　　  でんでんしょうじ 
電電商事株式会社・・4＊04＊03813＊＃＃ 
※株式会社・財団法人などは入力しないでください。 

　　   にほんほてる　よやくかかり 
日本ホテル・・・・・5 6 0 6 4 9 ＃ 8 8 2 2 2 9 ＃ ＃  
　 予約係 
※電話帳の掲載内容によっては部署名などを＃で区 
　切って入力しても検索できます。 

半濁音： 
濁　音： 

○ 

昼間・夜間（8時～23時） 利用時間3分までごとに10円（税込10.5円）
＋15円（税込15.75円）/検索

利用時間4分までごとに10円（税込10.5円）
＋15円（税込15.75円）/検索深夜・早朝（23時～翌朝8時）



入力ルール

●市（し）／区（く）／郡（ぐん）／町（ちょう・まち）／村（そん・むら）を住所には必ずつけてください

（都道府県名も同様です）。

●小さい「っ」や「ゃ・ゅ・ょ」などは大文字として扱います（英字も同様）。

●濁点のてんてん「 」゙や半濁点のまる「 」゚は＊で表します。

●長音「ー」は1で表します。

●入力はガイダンスの誘導に従って行います。ガイダンス途中での入力も可能です。

●「はい」 →1＃＃

●「いいえ」 →0＃＃

●「判らない」 →＃＃

●文字入力 →文字（数字列）＃＃

（※文字入力対応表参照）

●名前入力

個人の場合 →（姓）＃（名）＃＃ または （姓）＃＃

会社などの場合 →（会社名）＃＃ または （会社名）＃（部署名など）＃＃

（※文字入力例参照）

●住所入力 →市区と町、丁目などの間を＃で区切って入力します。

●困ったとき

もう一度聞きたい／入れ直したい →＊＊＃＃

1つ前の入力を入れ直したい →＊＊＊＊＃＃

住所の入力にもどる →＊を6回と＃＃

個人、お店や会社選択にもどる →＊を8回と＃＃

やめたい時 →受話器を置く

あんないジョーズに関するお問い合わせ先

0120-104662（全国）E-mail: anjozu@ntt.dotcom.ne.jp

受付時間：午前9時～午後5時（月曜～金曜）

※土・日・祝日及び年末年始は休業

ANGEL LINE（電話番号検索サービス）

お手持ちの通信機能をもつパソコン、ワープロ等からNTT東西地域会社のANGELセンタに

直接アクセスし、ご自分で全国の電話番号を検索できるサービスです。

対象端末機等

利用時間

日本全国どこからでも24時間ご利用いただけます。

センタアクセス番号

0190-104104

サービス提供条件

●ご利用にあたって、当社へのお申し込みは必要ありません。

●全国の50音別電話帳（ハローページ）に掲載されている電話番号が検索できます。

●電話帳へ掲載されていないお客様の電話番号は、検索できません。

●入力条件と一致する該当件数が、個人では20件以内、その他は50件以内に絞られた場合に

画面表示します。

ANGEL LINE専用通信ソフトご提供方法

●NTT東日本ホームページより、専用通信ソフトをダウンロードできます。

対象端末機 概　　　　　要

パソコン ・電話番号検索専用の通信ソフトによる利用
（Windows版、Macintosh版）
・市販の通信ソフトによる利用

ワープロ ・ワープロ通信ソフトによる利用

URL http://www.ntt-east.co.jp/angel/

ANGEL LINEに関するお問い合わせ先

ANGEL LINEサービスセンター 0120-104260(全国) E-mail: angel@ntt.dotcom.ne.jp
受付時間：午前9時～午後5時（月曜～金曜） ※土・日・祝日及び年末年始は休業

※パソコンなどの環境によっては、ご利用いただけない場合があります。



2.1
2.9
5.0

2.8
3.7
6.5

2.7
3.4
6.1

2.5
3.1
5.6

11 12 13 14

2.4
2.9
5.3

15

11 12 13 14

自動案内の利用状況
「あんないジョーズ」と「ANGEL LINE」の利用状況（検索回数）

収支、利用状況

番号案内呼

※平成11年度の数値は、平成11年７月１日～平成12年３月31日の数値です。

※旧1社ベースの情報を掲載しております。
※（ ）内はNTT東日本の数値です。
※平成11年度の数値は、平成11年7月1日～平成12年3月31日の数値です。

年度
区分

東
西
合計

元

12.8

2

11.5

3

8.9

4

8.9

5

8.8

6

8.6

7

8.6

8

8.4

9

8.1

10

6.9

東
西
合計
東
西
合計
東
西
合計

711
582
1,293
6,862
4,446
11,308
7,573
5,028
12,601

648
437
1,085
7,023
5,048
12,071
7,671
5,485
13,156

3 4 5 6 7 8 9 10

― ― ― ― ― ― ― 2,518

8,401 7,662 7,555 7,484 9,812 12,280 13,026 15,064

8,401 7,662 7,555 7,484 9,812 12,280 13,026 17,582

※平成11年度の数値は、平成11年7月1日～平成12年３月31日の数値です。

年度
区分

あんない
ジョーズ

ANGEL
LINE

合計
（千回）

416
289
705
4,174
3,792
7,966
4,590
4,081
8,671

389
214
603
3,028
2,654
5,682
3,417
2,868
6,285

15

301
195
496
2,224
1,982
4,206
2,525
2,177
4,702

収支 （単位：億円）

0 58
219 235 244

392 462 486 496 542
399 485 443

（183） （227） （209） 

2,325
2,493

2,063 1,970 1,851 1,749

1,410 1,440
1,208

619
430

（207） 

517

（248） 

418

（205） 

390

（189） 

368

（180） 

361

（175） 

337

（166） 

年度 

営業利益 ▲2,493

平成元年度 

▲2,267

2年度 

▲1,843

3年度 

▲1,734

4年度 

▲1,606

5年度 

▲1,356

6年度 

▲948

7年度 

▲954

8年度 

▲712

9年度 

▲77

１0年度 
▲31 

（▲23） 

１1年度 
▲31 

（▲20） 

１2年度 
+24 
（+4） 

１3年度 
+22 
（+9） 

１4年度 
+24 
（+9） 

１5年度 

収入 

費用 

番号案内の利用状況 （単位：億回）



平成10年/11年の料金改定
これまでも、番号案内業務の大幅な合理化を行うとともに、2度にわたる料金改定(平成7年

2月、10月）を実施し、平成元年度で約2,490億円の赤字を平成8年度で約950億円にまで改

善してきました。更に赤字解消に向けて経営効率化を進めておりましたが、なお赤字の解消

は困難な状況でした。

また、番号案内費用のうち、お客様からの料金で賄いきれない部分は、NTT東西地域会社

及び長距離系事業者の通話料で補填しています。これは通話料金の低廉化の妨げになると

ともに、番号案内のご利用は、一部のお客様に偏っているため、番号案内をご利用するお客

様がそのコストを負担する「受益者負担の原則」が図られない状況でした。

平成10年5月1日及び平成11年5月1日の料金改定は、こうした負担の公平性が損なわれ

ている状況を改善し、番号案内サービス自体で収支相償を目指すためのものでした。

これまでの経緯　
平成2年　費用負担の適正化（有料化）

昭和63年8月の調査によると、「104番」を「毎日ないし、週に数回利用する人」は全体の

17％程度であるにもかかわらず、この方たちのご利用が取り扱い全体の78％を占めるという

偏った利用実態になっていました。こうしたご利用に偏りがあること、更には諸外国でも有料

で提供されているということから、ご利用する方がその利用度合いに応じた費用を負担する

という「受益者負担の原則」に基づき、平成2年12月1日から、番号案内の費用負担適正化を

実施することとしました。

なお、目や上肢等が不自由なために、電話帳の使用が困難な方については、無料で電話

番号を案内します。

また、通信機能をもったパソコン及びNTT東日本が無料で貸し出ししている専用端末機等

からANGELセンタへ直接アクセスすることにより、104番に問い合わせすることなく電話番号

の検索が可能な、直接検索サービス（ANGEL LINE）も同時に開始しました。

平成7年　料金改定

番号案内のご利用には、なお偏りがあり、また、深夜・早朝（23時～翌朝8時）のご利用は、全

体の約5％に過ぎず、月に1回もご利用にならないお客様がほとんど（約98％）ですが、24時間

サービスを確保するために、常時オペレータを配置しなければならず、多大な費用を要する状況

にありました。

一方、電子番号案内台の改良による、より一層の拠点集約、広域受付体制の拡大、オペレ

ータ業務のパート化等による合理化を推進してまいりましたが、なお抜本的な収支の改善を図

ることは困難な状況にありました。

そこで、番号案内利用の偏在等によるお客様負担の不公平性を是正するため、平成7年2

月1日から多数利用（月2回以上）について、及び平成7年10月1日から深夜・早朝利用（23時

～翌朝8時）について、割増料金制を導入しました。

番号案内料の改定について

17.0％ 

55.3％ 7.2％ 9.0％ 11.2％ 17.4％ 

67.8％ 

5.0％ 

月5回以上 4回 3回 2回 1回 

1.8％ 2.9％ 5.5％ 

ユーザ 
分布 

利用回数 
分布 

＜事住総合＞ 平均利用回数：0.98回／月・加入 

調査概要 

調査期間：平成8年10月（1カ月） 
サンプル数：全国約60万加入 

利用しない 

参考／全時間における番号案内の月間利用状況参考／番号案内料の推移

手動案内「104」
（1案内当たりの料金）

昼間・夜間
（8時～23時）月に2案

内以上
の場合

月に1案内の場合

1案内分

1案内を超える
部分

深夜・早朝（23時～翌朝8時）

公衆電話

昼間・夜間（8時～23時）＊2

深夜・早朝（23時～翌朝8時）＊2
自動案内

「ANGEL LINE」＊1

「あんないジョーズ」

30円
※時間帯、
利用回数
の区別なし

平成10年
5月1日～

平成2年
12月1日～

平成7年
2月1日～

平成7年
10月1日～

平成11年
5月1日～

30円
※時間帯の
区別なし

30円 50円 60円
（税込63円）

30円
※時間帯の
区別なし

30円 50円 60円
（税込63円）

60円 80円 90円
（税込94.5円）

60円 120円 150円
（税込157.5円）

30円 税込100円

60円
※時間帯の
区別なし

＊1.「ANGEL LINE」は平成2年12月1日から、「あんないジョーズ」は平成10年5月1日からサービス開始。
＊2.平成3年3月までは、昼間・夜間（6時～23時）、深夜(23時～翌朝6時)。

利用時間3分までごとに10円 利用時間3分までごとに10円（税込10.5円）
＋15円（税込15.75円）／検索

利用時間4分までごとに10円 利用時間4分までごとに10円（税込10.5円）
＋15円（税込15.75円）／検索



番号案内の沿革
明治23年 ●東京と横浜で電話交換業務開始。同時に、197の加入者を対象

に番号などの案内も開始
明治29年 ●案内受付用番号「500番」を設定（東京）。手動交換のころは、

相手の電話番号を交換台に伝えなければ電話がつながらない
仕組みになっており、あらかじめ自分で調べるのが原則になってい
たので、「500番」は電話交換についての苦情や要望、各種の問い
合わせが主体になっていた

大正15年 ●自動交換になり、今日のような集中案内台が創設されて、番号案
内は局番なしの「100番」に統一（統一終了は昭和12年）

昭和28年 ●東京で局番の大がかりな再編成が行われたとき、市内番号案内
が「104番」、市外番号案内が「105番」になる

昭和47年 ●市外局番＋104番のダイヤル方式を導入
昭和59年 ●市外局番＋104番方式を全国に拡大
昭和61年10月10日 ●コンピュータによる案内業務の開始（03エリア）
昭和62年3月21日 ●同じく大阪（06エリア）に導入
昭和63年12月19日 ●コンピュータによる案内業務の拡大

●自動音声回答の開始
昭和63年度末 ●コンピュータによる案内業務、全国拡大完了

●ランダム受付の導入
平成元年11月1日 ●全国の電話番号を「104番」で案内
平成2年12月1日 ●費用負担適正化実施（有料化）

●自動案内(ANGEL LINE)サービス開始
平成6年1月25日 ●掲載省略案内サービスの開始（全国12支店エリア）
平成7年2月1日 ●多数利用（月2回以上）等について割増料金制を導入
平成7年10月1日 ●深夜・早朝利用（23時～翌朝8時）について割増料金制を導入
平成8年3月25日 ●掲載省略案内サービスの全国拡大
平成8年6月28日 ●新オペレータサービスシステムの導入
平成9年4月14日 ●英語による番号案内サービスの実施
平成10年5月1日 ●番号案内の収支相償に向けた料金改定実施（1段階目）

●「あんないジョーズ」サービス開始
平成10年9月30日 ●オペレーション業務の全面委託完了
平成10年12月4日 ●情報案内・電話帳業務の一体的事業化に向け「NTT番号情報

株式会社」設立
平成11年3月1日 ●「NTT番号情報株式会社」に番号案内業務を委託開始
平成11年5月1日 ●番号案内の収支相償に向けた料金改定実施（2段階目）
平成13年度 ●番号案内役務収支相償達成



電話帳

基本電話帳
「タウンページ」「ハローページ」「タウン&ハローページ」

何かほしい商品やサービスがあるのに名前が分からないとき、思いついた業種や言葉で目的
のお店や会社、スポットの電話番号が探せるのが「タウンページ」です。
相手の名前と住所が分かっているとき、名前から電話番号が探せるのが「ハローページ」です。
そのほか、一部の地域ではタウンページとハローページを1冊に合わせた「タウン＆ハローページ」
も発行しています。しかも、電話帳には相手の名前や住所、電話番号のほか、生活に役立つ便利
な広告情報も掲載していますから、取り扱い商品やサービス、営業時間、定休日も一目瞭然です。
なお、「ハローページ」については、平成13年7月以降順次、従来の「ハローページ」を「個
人名編」と「企業名編」に分冊して発行しています。

（参考）点字電話帳
NTT東日本では、目の不自由な方向けに、日本盲人会連合加盟の協会などと協議の上、
点字電話帳を発行しています。
発行地域は、全エリアで、発行版数は38版、発行部数は約1万5千部、発行周期は3年以

内。配布は日本盲人会連合加盟の協会や関係団体、地方自治体などを通じて、目の不自
由な方で、入手を希望される方に無料で提供しています。
官公庁や福祉施設、電気・ガス・水道など暮らしと密接にかかわるサービス、医療機関、
交通機関などは利用しやすいように市区町村別に掲載しています。緊急ダイヤルや各種
相談、テレホンサービスなど収録地域全体に共通の情報は別に掲載しています。

環境に配慮した電話帳の発行について
NTT東日本が発行する電話帳は年間約5,700万部。その紙の使用量は約5万トンにものぼ

ります。発行部数の多さは、利用価値の高さを物語っていますが、これだけたくさんの紙を使う
電話帳だからこそ、環境対策についても積極的に取り組んでいます。

インターネット版の「タウンページ」
【NTT番号情報（株）提供商品】
「iタウンページ」は、インターネットで全国1,100万件のお店・会社情報が検索できるサービスで
す。「住所」「業種名」「お店・会社名」から探せるのはもちろん、具体的な商品名・サービス名とい
った知りたい情報のキーワードでも簡単・スピーディーにお店や会社を検索することができます。更に
「チェックシート検索」では宿泊施設や飲食店情報を予算や場所などの希望に応じて検索で
きます。そのほか、暮らしに役立つ特集や情報も満載です。
・iタウンページ http://itp.ne.jp/
・iタウンページLite version http://itp.ne.jp/lite/（Java Script未対応ブラウザ向け）
・iタウンページ forモバイル
iモードversion
FOMA version
EZweb version
vodafone version
PHS version
GPS version
・iタウンページfor Lモード
・iタウンページforカーナビゲーション
・iタウンページfor PDA http://itp.ne.jp/mini/（PDA端末向け）
・iタウンページfor デジタルTV
（パナソニック）Tナビversion
・iTOWNPAGE -English- http://english.itp.ne.jp/
約20万件の日本の会社やお店の情報等を在住外国人の方々のみならず、世界各国の
方々に提供

時　期 取　り　組　み　内　容
1972年 古電話帳の回収（東京23区）

収録区域の分割による分冊化
1974年 発行周期の延期

古電話帳の回収（全国拡大）
1992年 純正パルプの使用削減施策（電話帳への古紙配合率の向上）
1996年 インターネットタウンページサービス開始（東京23区）
1998年 インターネットタウンページ全国拡大

2000年 タウンページ用紙を白紙化して、表紙を接着している背のり（ホットメルト）を
除去する古紙再生設備の導入

2001年 電話帳クローズドループリサイクル（資源循環型リサイクル）の開始

発行状況等

発行版数
（版）

東日本
西日本
合計
東日本
西日本
合計
東日本
西日本
合計
東日本
西日本
合計
東日本
西日本
合計
東日本
西日本
合計

発行部数
（千部）

本文掲載件数
（千件）

総ページ数
（百万頁）

広告掲載件数
（千件）

用紙量
（千トン）

71
86
157

25,746
27,566
53,312
4,934
5,838
10,772
26,915
28,563
55,478
385
566
951
35
37
72

310
410
720

30,859
33,866
64,725
16,308
18,866
35,174
8,408
9.854
18,262
152
213
365
11
13
24

17
23
40
935
1,985
2,920
826
1,486
2,312
641
1,544
2,185
32
85
117
1
2
3

398
519
917

57,540
63,417
120,957
22,068
26,190
48,258
35,964
39,961
75,925
569
864
1,433
47
52
99

項　　目 タウンページ ハローページ タウン＆ハロー 合　　計

※上記の数値については、平成15年度末現在で存在する現行の電話帳のもの。



電話帳の主な歴史

1890年（明治23年） 電話開通と同時に日本で最初の電話帳「電話加入者人名表」を

発行（電話番号順、縦書き）

1897年（明治30年）「電話番号簿」の名称が電話交換局事務規定で制定され、統

一的に使用される

1898年（明治31年）「電話番号簿」の本文の配列を電話番号順からイロハ順に改正

1925年（大正14年） 本文配列を50音順（アイウエオ順）に改正。また、形式も縦書きか

ら横書きとなる

1931年（昭和 6 年） 電話帳に初めて「広告」を掲載

1951年（昭和26年） 職業別分類の電話番号簿が生まれ、「職業別電話番号簿」「人

名別電話番号簿」の2つの電話番号簿が発行されるようになる

1959年（昭和34年）「人名別電話番号簿」を「50音別電話番号簿」と名称を変更

1971年（昭和46年） 電話番号簿を電話帳と改称し、「職業別電話帳」「50音別電話

帳」となる

1974年（昭和49年） 73年秋の石油ショック以降、電話帳の用紙節減のため、収録区域

の分割による分冊化と、発行周期の延長（1年から1年半）を実施

1983年（昭和58年）「職業別電話帳」をタウンページ、「50音別電話帳」をハローペー

ジとする愛称の決定

1984年（昭和59年）「タウンページ」の発行周期を1年半から1年に短縮

1985年（昭和60年） 各種「ニューページ」の発行開始

1986年（昭和61年）「CDタウンページ」を開発

東京23区に電話帳のコンピュータ編集システムを導入

1989年（平成元年） レイアウト・職業分類改善によるニュータウンページ発行

タウンページ情報販売開始

1990年（平成 2 年） 104の費用負担適正化に伴い、希望する地域のハローページの

全国・全版無料提供の開始

点字電話帳の全地域における発行

1992年（平成 4 年） 64頁輪転印刷機の導入

1993年（平成 5 年） マルチメディア電話帳誕生（パソコンネットでタウンページ検索サー

ビスを開始）

1994年（平成 6 年） 新キャラクター「タウンページ君」登場

1995年（平成 7 年） 阪神大震災被災地に「フッキュウライン電話帳」「ライフライン電話

帳」を緊急配布

電話帳統合システムサービス開始（北陸・東北）

1996年（平成 8 年） タウンページに4色カラー広告登場（黒・赤のほかに、青・緑を追加）

「インターネットタウンページ」サービス開始（東京２３区）

1997年（平成 9 年） インターネットタウンページで全国のタウンページ情報が検索可能

となる

１２８頁輪転印刷機の導入

1998年（平成10年）「インターネットタウンページLite」サービス開始

2000年（平成12年） 新広告規格「ホワイトノックアウト広告」「フォトカラー広告」登場

2001年（平成13年） ハローページ個人名編の希望者への配達実施

2002年（平成14年） タウンページにフルカラー広告登場

新広告規格「ジャンプ広告」「フェイスオン広告」等登場



公衆電話
公衆電話の概要

〈公衆電話の歴史〉
1900年（明治33年）9月、上野・新橋の両駅構内の2ケ所に、「自働電話」と呼ばれる

最初の公衆電話が設置されました。

公衆電話が世の中に浸透していくきっかけになったのは、1951年（昭和26年）12月に

登場した、商店などの店先に黒電話機を設置した「委託公衆電話」の登場でした。1953

年（昭和28年）にはよく目立つようにと赤く塗られた「赤電話」となり、この赤電話の

登場以来、公衆電話の利用は急激に増加しました。

さらに、ほぼ同時期にボックス用として「青電話」が登場、1972年（昭和47年）には

100円硬貨も使える「黄電話」が登場するなどますますカラフルに、かつ便利になりま

した。

1982年（昭和57年）には、キャッシュレス時代の先駆けとなった「カード式公衆電話」

が登場。1995年（平成7年）にはすべての公衆電話がカード式になりました。

1999年（平成11年）には、「ICカード公衆電話」が登場しました。

〈公衆電話の種類〉

〈公衆電話の通話サービス〉

明治 33年 9月 

昭和 26年 12月 

 28年 1月 

 28年 8月 

 47年 12月 

 57年 12月 

平成   2年 3月 

   7年 3月 

 11年 3月 

自働電話（公衆電話）登場 

委託公衆電話の登場 

青電話の登場 

赤電話の登場 

黄電話の登場 

磁気カード公衆電話、磁気テレホンカードの登場 

磁気ディジタル公衆電話の登場 

公衆電話のカード化完了 

ICカード公衆電話の登場 

ICカード公衆電話 

磁気カード公衆電話 アナログ公衆電話（グリーン） 

ディジタル公衆電話（グレー） 

公
衆
電
話 

主な通話サービス 

ダイヤル通話 

緊急通報（110、118、119） 

手動通話100番 

番号案内（104） 

コレクトコール（106） 

故障受付（113） 

電報（115） 

時報（117） 

災害用伝言ダイヤル（171） 

天気予報（177） 

ダイヤルQ2（0990） 

フリーアクセス（0120、0800） 

フリーダイヤル（0120） 

利用可否 

○ 

○ 

× 

○ 

○ 

○ 

× 

○ 

○ 

○ 

× 

○ 

○ 



公衆電話施設数の推移

福祉関連数値

テレホンカード販売数の推移
●磁気テレホンカード販売状況（東西計）

●ICテレホンカード販売状況（東西計）

 昭和57年度 昭和58年度 昭和59年度 昭和60年度 昭和61年度 昭和62年度 昭和63年度 平成1年度 
 7 155 852 3,712 8,607 15,331 18,753 22,452 
 － － 83 2,324 6,259 7,496 6,905 7,540 
 7 155 935 6,036 14,866 22,827 25,658 29,992

 平成2年度 平成3年度 平成4年度 平成5年度 平成6年度 平成7年度 平成8年度 平成9年度 平成10年度 平成11年度 平成12年度 平成13年度 
 26,524 30,448 31,779 31,410 34,092 34,875 32,429 26,054 17,725 11,404 7,401 5,059 
 7,971 8,261 7,502 6,733 6,117 5,478 5,564 5,044 2,817 1,551 760 318 
 34,495 38,709 39,281 38,143 40,209 40,353 37,993 31,098 20,542 12,955 8,162 5,377

 平成14年度 平成15年度 
 3,837 2,992 
 142 73 
 3,979 3,065

年度 
（単位：万枚） 

区分 
一般カード 
デザインカード 
販売合計 

 4 97 616 4,477 11,470 18,247 19,213 21,776 
 2 52 290 1,448 3,200 4,311 6,043 7,595 
 － 4 20 76 133 181 276 441 
 － 2 9 35 63 88 126 180

 24,222 26,086 25,189 24,048 24,545 25,015 24,503 20,663 12,880 7,170 3,920 2,250 
 9,391 11,992 14,092 14,095 15,664 15,338 13,490 10,435 7,662 5,785 4,241 3,127 
 616 399 － － － － － － － － － － 
 266 232 － － － － － － － － － － 

 1,709 1,312 
 2,269 1,753 
 － － 
 － － 

（単位：万枚） 
50度数 
105度数 
320度数 
540度数 

種
　
　
別 

 0.6 12 71 414 969 1,443 1,712 2,075  2,466 2,741 2,666 2,612 2,793 2,784 2,574 2,077 1,410 937 620 425  312 241
（単位：億円） 

販売金額 

 平成10年度 平成11年度 平成12年度 平成13年度 
 2 66 204 257 
 0 19 23 15 
 2 85 227 272

年度 
（単位：万枚） 

区分 
一般カード 
デザインカード 
販売合計 

 0 12 14 9 
 0 6 9 5 
 1.6 65 202 256 
 0.1 1 1 1 
 0.1 1 1 1

（単位：万枚） 
30度数 
50度数 
105度数 
210度数 
320度数 

種
　
　
　
別 

 0.2 8 22 27

 平成14年度 平成15年度 
 314 273 
 11 － 
 325 273

 9 － 
 1 － 
 312 273 
 1 － 
 1 － 

 32 27
（単位：億円） 

販売金額 

コイン式公衆電話 

磁気カード公衆電話 

     (再)ディジタル公衆電話 

ICカード公衆電話 

　   合　　計 

60年度末 61年度末 62年度末 63年度末 1年度末 2年度末 3年度末 4年度末 5年度末 6年度末 7年度末 8年度末 9年度末 10年度末 

848,269 

61,301 

－　  

－　  

909,570

685,409 

148,698 

－　 

－　 

834,107

537,757 

290,443 

－　 

－　 

828,200

419,556 

407,611 

－　 

－　 

827,167

298,946 

530,031 

359 

－　 

828,977

190,631 

641,379 

910 

－　 

832,010

135,392 

694,807 

2,807 

－　 

830,199

82,906 

743,371 

8,630 

－　 

826,277

44,770 

775,361 

22,110 

－　 

820,131

27 

800,745 

35,469 

－　 

800,772

－　 

799,306 

47,180 

－　 

799,306

－　 

793,870 

71,992 

－　 

793,870

－　 

777,200 

97,464 

－　 

777,200

－　 

753,654 

115,421 

217 

753,871

 平成11年度末 平成12年度末 平成13年度末 平成14年度末 平成15年度末 
 東日本 西日本 東日本 西日本 東日本 西日本 東日本 西日本 東日本 西日本  
 合計 合計 合計 合計 合計 
 － － － － － － － － － － 
 － － － － － 
 348,729 368,741 327,295 345,746 305,610 323,974 253,362 270,949 214,028 231,950 
 717,470 673,041 629,584 524,311 445,978 
 58,237 53,148 56,812 52,586 54,270 51,245 52,046 48,964 50,813 47,903 
 111,385 109,398 105,515 101,010 98,716 
 8,096 10,246 17,466 16,726 27,703 23,348 31,996 27,855 30,683 26,474 
 18,342 34,192 51,051 59,851 57,157 
 356,825 378,987 344,761 362,472 333,313 347,322 285,358 298,804 244,711 258,424 
 735,812 707,233 680,635 584,162 503,135

年度  
区分  

（単位：個） 

昭和 昭和 昭和 昭和 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 

区分  
年度  

車イス用公衆電話ボックス 

音声調整機能付き公衆電話 

 新会社発足時 平成11年度末 平成12年度末 平成13年度末 平成14年度末 

 東日本 西日本 全国 東日本 西日本 全国 東日本 西日本 全国 東日本 西日本 全国 東日本 西日本 全国 

 1,576 1,861 3,437 1,596 1,884 3,480 1,604 1,880 3,484 1,638 1,880 3,518 1,639 1,864 3,503 

 82,861 84,413 167,274 87,155 92,016 179,171 93,975 96,757 190,732 99,855 100,262 200,117 100,155 99,183 199,338

 平成15年度末 

 東日本 西日本 全国 

 1,637 1,858 3,495 

 95,492 94,066 189,558

（単位：個） 



【午前8:00～午後9:30】
※即日配達をご希望の場合、午後7時迄の受付となります。

コンビニエンス
ストア

FAX

公衆電話

お申込方法 お申込先 受付時間等 配達時間等

※緊急定文電報・無線電報については、
受付しておりません。

※取扱商品は、慶祝電報（各キャラクタ
ー電報+漢字電報メッセージ25文字以
内）のみとなります。
※緊急定文電報・無線電報については、
受付しておりません。

※午後10時～翌午前8時迄の緊急定文電
報及び無線電報のお申込みにつきまし
ては、FAX0120-789-379にて受付して
おります。

※ご利用可能クレジットカード種類
NTTGroupcard、VISA、Master、JCB、
UC、UFJ（MC）、DC、アメリカンエ
キスプレス、ダイナースクラブ、オリ
コ、NICOS、セゾン、イオン（日本国
内発行のみ）。
※クレジット通話サービスへ直接電話す
る場合は、121+3又は4+会員番号+暗
証番号（4桁）+115

【受付時間：午前8：00～午後7：00】
※一部地域で受付時間が異なる場合があります。
※即日配達をご希望の場合、午後7時迄の受付となります。
【お問合せ受付時間：午前9：00～午後5：00】

【お問合せ受付時間：午前9：00～午後5：00】

【午前8：00～午後10：00】
※即日配達をご希望の場合、午後7時迄の受付となります。

公衆電話からのお申込みについては、クレジット
カードでのお支払い、クレジット電話サービス
（カードC）でのお支払い方法がございます。
【クレジットカード0120-759-560】
【クレジット通話サービス（カードC利用の場合）
暗証番号（4桁）＋115】

※夜間配達指定の緊急定文電報の配達時間について
・午後7時～午後10時迄に受付た場合は即日配達となります。
・午後10時以降に受付た場合は、翌朝6時以降の配達となります。

※受取拒否について
電報は、受取拒否をすることができます。詳しくは、局番なしの「115
番」（無料）へお問合せください。

【午前8：00～午後10：00】
※即日配達をご希望の場合、午後7時迄の受付となります。
※携帯電話及び自動車電話から月間6通以上をお申込みに
なる場合は、6通目以降はクレジットカード払いを前提
に受付をいたします。

【24時間】
※即日配達をご希望の場合、午後7時迄の受付となります。

【24時間】
※即日配達をご希望の場合、午後7時迄の受付となります。

一般電話

携帯電話
（NTTドコモのみ）
自動車電話
（NTTドコモのみ）

パソコン
（インターネット）

i モード
（携帯電話インターネット）

※午後10時～翌午前8時迄の緊急定文電
報及び無線電報については、0120-
000-115にて受付しております。

【即日配達】
受付から3時間程度
※配達時間は交通状況により変動します。

【配達日指定】
受付から1ヶ月先迄指定可能。
（午前・午後指定が可能です。）

※慶弔電報については、配達日の3日前迄にお
申込みになりますと150円（税込157.5円）
の割引となります。

局番なしの「115番」

http://www.ntt-east.co.jp/dmail/

http://www.ntt-east.co.jp/dmail/i/

・ミニストップ（関東・関西・東海・北陸地域及
び宮城県・福島県の各店舗）
・デイリーヤマザキ（各店舗）
※取扱店舗については、一部店舗を除きます。

ご利用については、事前登録（ご利用になる際の
利用者名・ご請求先等）が必要です。詳しくは
0120-077-115へ。

「耳や言葉が不自由なお客様へ」
FAXでのお申込みを承ります。詳しくはFAX0120-
433-115迄FAXにてお問合せください。

電報
電報の概要
電報事業は、1869年（明治2年）12月25日にサービスが開始、緊急時の通信手段として広く利
用され、重要な役割を果たしてきました。
緊急通信手段として利用されてきた電報は、現在、電話やFAX、インターネット等、通信手段の

多様化により、電報の役割や利用形態は大きく変化し、結婚・誕生日・記念日等のお祝い事やお
悔やみ事での「言葉のギフト」として幅広い層のお客様にご利用いただいております。
また、電報台紙は、結婚、誕生日のお祝い、記念日などのイベント等での利用ニーズにおこたえ
できるキャラクター電報をはじめ、うるし電報・刺しゅう電報・おし花電報等をラインアップし、真心を

贈るさまざまな利用シーンに合わせお選びいただけます。
お申込方法についても、従来の電話やFAX等から、インターネットを利用してお申込みいただけ
る「D-MAIL」（パソコン版・iモード版）の提供等、ご利用いただく方の利便性の向上に取り組んで
おります。
さらに、新たな利用機会の創出に向け、利便性の向上、情報流通時代に向けたサービスの検
討・開発を行っています。



電報料金

台紙一覧

ご利用電報

お祝い電報
お悔やみ電報

漢字電報

かな電報

漢字電報

かな電報
一 般 電 報

料　　金

基本額（25字まで） 700円（税込 735円）
累加額（追加5字ごとに） 90円（税込 94.5円）

毛筆印字料 100円（税込105円）
1通ごとに

毛筆印字料 100円（税込105円）
1通ごとに

基本額（25字まで） 490円（税込514.5円）
累加額（追加5字ごとに）60円（税込 63円）

基本額（25字まで） 480円（税込 504円）
累加額（追加5字ごとに） 60円（税込 63円）

基本額（25字まで） 340円（税込 357円）
累加額（追加5字ごとに） 40円（税込 42円）

特別取扱

※上記の料金は電話やFAXでのお申込みの場合の料金です。
※緊急定文電報、無線電報については局番なしの115へお問い合わせ願います。

受 取 人 連 記 1名を超える受取人について1名ごとに

サ ー ビ ス サービス内容 料金

発信人から申し出があった時は、その電報の
発信を取り消すことができます。ただし、申出
日がその電報の配達日となる時は、発信を
取り消すことができない場合があります。
発信人の請求により、電報の配達日時を発信人に
通知するサービス（発信後2ヶ月以内のもの）。
発信人の請求により、電報を発信したことを証明
するサービス（発信後2ヶ月以内のもの）。
受取人の請求により、発信人の住所、氏名または電
話番号を通知するサービス。ただし、発信人の了解が
得られたものに限る（配達後2ヶ月以内のもの）。

発信人の請求により、支払証明書を発行するサービス。

発 信 人 取 消

配 達 通 知

発 信 証 明

発信人名等問い合わせ

支 払 証 明 書 の 発 行

300円（税込　315円）

300円（税込　315円）

800円（税込　840円）

1,000円（税込 1,050円）

※その他、郵送料等が必要になる場合があります。

その他の料金

慶祝用

おし花系

刺しゅう系

七宝系

おし花電報 電報料+   500円（税込 525円） 昭和61年4月～表紙に草花をあしらった電報台紙です。
おし花電報「フレグランス」 電報料+1,000円（税込1,050円） 昭和62年12月～表紙に草花をあしらった電報台紙で、一緒に香りもお楽しみいただけます。

おし花電報「彩り」 電報料+1,500円（税込1,575円） 平成14年6月～オレンジ色のパンジーなどをおし花にした、華やかで明るい電報台紙です。
おし花部分は取り外してコースターとしてご利用いただくことができます。

電報料+1,000円（税込1,050円）

電報料+1,500円（税込1,575円）

平成12年12月～

平成12年4月～
大変おめでたい末広がりの扇の中に、羽ばたく2羽の鶴を刺しゅうした電報台紙です。
おめでたい松竹梅のデザインを色鮮やかに刺しゅうした格式高い電報台紙です。

手づくり刺しゅう電報「はな」

刺しゅう電報「鶴」

刺しゅう電報「松竹梅」

電報料+2,500円（税込2,625円） 平成2年11月～絹の刺しゅう布に手で色糸を丹念に刺しゅうした伝統あるヨーロッパの気品をお伝えする電報台紙です。

七宝電報「らん」 電報料+3,000円（税込3,150円） 平成13年12月～伝統工芸である七宝焼きの小皿に、蘭の花のデザインを施した格調高い電報台紙です。
七宝焼きの部分は、外してペン皿等の小物入れとしてお使いいただけます。

うるし系 うるし電報「鶴の舞」 電報料+5,000円（税込5,250円） 平成14年6月～群れ飛ぶ鶴を伝統の蒔絵で表した、高級感のあるうるし箱の電報台紙です。
うるし箱は手紙や筆入れとしてもご利用いただくことができます。

キャラクター系

キティちゃんDENPO 電報料+2,000円（税込2,100円） 平成15年11月～赤いリュックを背負ったとても可愛いキティちゃんの電報台紙です。
リュックの中身を広げるとミニバックとしてご利用いただくことができます。

ミッキーマウスDENPO 電報料+2,000円（税込2,100円） 平成15年6月～タキシードに身を包んだミッキーマウスが花束（造花）と一緒にメッセージをお届けし
ます。

ドラえもんDENPO 電報料+2,000円（税込2,100円） 平成14年12月～ドラえもんとドラミちゃんの2つのぬいぐるみが一緒になったとてもかわいい電報台紙です。

くまのプーさん
DENPO 電報料+2,000円（税込2,100円） 平成14年6月～

くまのプーさんが壺に入ったとてもかわいいぬいぐるみの電報台紙です。壺は、携帯電話
ホルダーや小物入れ等として利用することができます。大切なメッセージはパステル調の
可愛い筒の中に入れてお届けします。

名　称 料　金 内　容 サービス開始年月

刺しゅう電報「孔雀」 電報料+2,000円（税込2,100円） 平成14年6月～雅かな色紙に、2羽の華麗な孔雀の刺しゅうを施した電報台紙です。
刺しゅう部分は、壁掛け用の紐や付属のスタンドを利用して飾っていただくことができます。

60円（税込　 63円）

400円（税込　420円）



名　称 料　金 内　容 サービス開始年月

弔慰用

おし花系

刺しゅう系

七宝系

おし花電報「供花」 電報料+   500円（税込 525円） 昭和61年4月～表紙に白菊をメインに草花をあしらった電報台紙です。
おし花電報「愁華」 電報料+1,000円（税込1,050円） 平成16年5月～白い菊の花を基調に、周りにあい色と紫色の花をあしらった、おし花の電報台紙です。
おし花電報「追想」 電報料+1,500円（税込1,575円） 平成14年6月～菊の花など、ご霊前にふさわしい花をあしらった、おし花の電報台紙です。
刺しゅう電報「西陣糸菊」 電報料+1,500円（税込1,575円） 平成12年8月～表紙に西陣織りで菊の刺しゅうを施した電報台紙です。

電報料+2,000円（税込2,100円） 平成14年6月～台紙中央に、立体感のある白菊の刺しゅうを施した、電報台紙です。
手作り刺しゅう電報「悼花」 電報料+2,500円（税込2,625円） 平成10年5月～絹の刺しゅう布に贈られる方のお悔やみの気持ちを丹念に刺しゅうした電報台紙です。
七宝電報「百合」 電報料+3,000円（税込3,150円） 平成12年12月～伝統工芸である七宝焼きのプレートに、白ゆりのデザインを施した、厳粛さのある電報台紙です。

うるし系 うるし電報「菊」 電報料+5,000円（税込5,250円） 平成14年6月～伝統工芸のうるし塗りに、菊の花を蒔絵で描いた、高級感のある、うるしの電報台紙です。

※複数の商品をお買い求めのお客様におかれましては、お手元で計算された額と実際の請求額が異なる場合がございます。
※デザインは予告なく変更する場合があります。

名　称 料　金 内　容 サービス開始年月

慶祝用

弔慰用
フラワー電報

電報料
台紙代
花代金
手数料500円
（税込525円）

昭和61年1月～

●電報とフラワー（生花）を一緒にお届けします。
●生花の料金は次のとおりです。
慶祝用（5種類）3,000円（税込 3,150円） 弔慰用（4種類）10,000円（税込10,500円）

5,000円（税込 5,250円） 15.000円（税込15,750円）
7,000円（税込 7,350円） 20,000円（税込21,000円）
10,000円（税込10,500円） 30,000円（税込31,500円）
15,000円（税込15,750円）

●慶祝用のフラワーには、花束のタイプとアレンジメント（花器付き）タイプが
あります。

●一部お届けできない地域があります。
●お申し込み当日のお届けは、午前中までの受付となります。
（但し、母の日及び年末年始とその前後数日は受付できない場合があります）
●インターネット（D－MAIL）では、お取り扱いしておりません。
●生花代金及び手数料については、お申込みの電話番号への課金と振込による支
払方法が選択できます。

名　称 料　金 内　容 サービス開始年月

慶祝用

キャラクター系

カジュアル系

メロディ系

キャラクターパック
DENPO 電報料+3,800円（税込3,990円） 平成12年5月～

ご希望のキャラクターDENPO（ぬいぐるみ）2つをかわいいラッピング袋に入れてお届けします。
可能な組み合わせは「キティ＆キティ」「ドラえもん＆ドラえもん」「プーさん＆プーさん」「ミッ
キー＆ミッキー」「キティ＆ドラえもん」「プーさん＆ミッキー」です。

名画DENPO 電報料+2,500円（税込2,625円） 平成12年5月～美術館に展示されている著名な絵画（ゴッホ「ひまわり」）を陶板に焼き付け、豪華
なフレームで演出した電報台紙です。インテリアとしてもご利用いただけます。

片岡鶴太郎
めでたいDENPO 電報料+2,000円（税込2,100円） 平成12年5月～片岡鶴太郎氏が描いた縁起物の「タイ」を表紙にデザインし、電報台紙の中面に描かれ

た「エビ」と「タイ」の部分をはずすとコースター等としてもご利用いただけます。
メロディピアノ
DENPO 電報料+1,000円（税込1,050円） 平成12年7月～電報台紙を広げるとPOP－UP形式のグランドピアノが現れ、押すと簡単な曲を

弾くことができる鍵盤がついています。スイッチを押すとメロディが流れます。

刺しゅう電報「白菊」



お悔やみ電報
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一般電報

お祝い電報

再
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うるし系

刺しゅう系

メロディ系

おし花系

デザイナー系

フォーマル系

カジュアル系

フラワー電報（再掲）

14年度販売通数（千通）

合計

D-MAILでのお申し込み状況

D-MAIL
利用状況 50,655通

平成
9年度

＊1. 東日本、西日本の数値は、平成11年7月1日～平成12年3月31日のもの。
＊2. 1社体制時の数値は、平成11年4月1日～平成11年6月30日のもの。
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取扱通数 （参考）電報発信通数の推移

西日本東日本 合計
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東日本 西日本

15年度販売通数（千通）

平成
10年度

147,501通

平成11年度

東日本＊1 西日本＊1 1社体制時＊2

合計

46,815通68,963通127,174通

242,952通
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東日本 西日本

合計
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東日本 西日本

合計
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ソリューションビジネスへの取り組み
企業向けソリューション

「高速・大容量」「双方向性」「複合メディア融合」のインパクトを持つ光・ブロー

ドバンド環境を背景に、従来とは異なる臨場感のある画像・映像をはじめとする様々

な情報を企業間はもちろん、家庭にまで送信できるようになり、BtoBだけでなく、

BtoC、BtoBtoC、さらにはPtoPといった場面での情報流通・コミュニケーションの幅

が飛躍的に広がっています。企業にとっては、このブロードバンドの持つポテンシャ

ルを最大限に活かした、経営革新に向けた情報戦略の仕組みづくり、さらには、新た

なビジネス創造の可能性が広がっています。

このような環境の中、NTT東日本では、「Team m@rketing solution」（チーム・マー

ケティング・ソリューション）というブランドのもと、市場をリードするエンドユー

ザの利益をも視野に入れ、お客さま（企業）と一緒になって新たな市場創造に向けた

「攻めの経営」の仕組み（企業システム）づくりを行うソリューションビジネスを提供

しています。

●「Team  m@rketing  solution」とは

「Team  m@rketing  solution」では、お客さま（企業）と課題を共有し、チーム・コ

ラボレーションを通して総合的なソリューションの企画からシステム設計・構築や保

守・運用までを行います。これによりお客さま（企業）のお客さま（顧客あるいは取

引先企業等）のベネフィット（得・利益）を生み出し、「ファンをつくる仕組みづくり」、

「売れる仕組みづくり」を実現し、お客さま（企業）の「攻めの経営」をサポートする

ソリューションです。

「Team  m@rketing  solution」の基本コンセプト



NTT東日本のe-Japanソリューション推進体制
e-Japanビジネスへの取り組み
○e-Japan戦略のながれ

2001年1月に掲げられた「わが国が5年以内に世界最先端のIT国家となる」との国家

目標に基づき、高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部（IT戦略本部）を中心と

して2002年6月「e-Japan重点計画-2002」が策定され、重点政策5分野と、その具体的施

策などが公表されました。その5分野とは、1）高速・超高速インターネット普及の推

進、2）教育の情報化・人材育成の強化、3）ネットワークコンテンツの充実、4）電子

政府・電子自治体の着実な推進、5）国際的な取り組みの強化　であり、それぞれの施

策とは、例えば電子政府・電子自治体であれば、「行政情報の電子的提供・申請・届出

等手続きの電子化・政府調達の電子化・地方選挙における電子投票」というような具

体的な項目が設定されました。

その後、2003年7月には「 e-Japan戦略Ⅱ」が策定され、「IT利活用により、『元気・安

心・感動・便利』社会を目指す」という基本理念の下、先導的取り組みを行う7分野と

して、1）医療、2）食（の安全）、3）生活、4）中小企業金融、5）知、6）就労・労働、

7）行政サービス　が選定されました。これら7分野における先進的な取り組みの成果

を他の分野に応用していくことにより、日本のIT化を推進しようとしています。つま

り現在e-Japan計画は、ネットワーク中心の「IT基盤整備」から「利用・活用の段階」

へと移り変わってきているのです。

○NTT東日本のe-Japanソリューション推進の取り組み

NTT東日本は、このようなe-Japan計画に呼応する形で、まず2002年11月11日に、電

子自治体等の実現を中心としたe-Japanソリューション推進体制を強化するため全社的

推進体制を構築しました。具体的には、全支店に地域密着型営業を実施する「e-Japan

推進室」を設置、本社法人営業本部（現ビジネスユーザ事業推進本部）にも支店支援

を主軸とする「e-Japan推進部」を設置し、この両者が協力し一体となってe-Japanソリ

ューションの推進を行っております。

また、提供するソリューションは、e-Japan計画における重要分野に対応した商品を

開発・提供しております。特にe-Japan戦略Ⅱでの先導的7分野においては、行政サービ

スだけでなく、知、食、医療分野など幅広く、多彩なソリューションを用意、現在ま

でに多数の自治体様に導入いただいております。

NTT東日本のe-Japanソリューション推進体制の最大の特徴は、東日本エリア全ての

都道県に営業拠点として支店法人営業部門を有し、各地域の特性を踏まえた地域密着

型の営業活動と、ビジネスユーザ事業推進本部の持つ最先端の技術力を一体化させた

営業スタイルです。 NTT東日本は「電子自治体応援団」をコンセプトに、地域に暮ら

す人々のための電子自治体を実現し、地域活動の活性化や地域社会の変革に貢献して

いきます。そのために、支店と本部が一体となって地域が抱える様々な悩みを共有し

解決していきます。

【NTT東日本のe-Japanソリューション推進体制】

自治体等営業機能 

支  店 

　○営業活動の展開 
・電子申請 
・電子入札 
・電子投票 
・デマンド交通システム 
・議会情報公開システム 
・市町村合併IT統合支援 
・LG-WAN・地域イントラ 
・教育ITトータル 

ソリューション 
・農産物トレーサビリティ 
・産地直売所システム 
・病院向け医療情報システム 
・診療所向け電子カルテ 

等 

本省等営業機能 

支店支援機能 

ビジネスユーザ事業推進本部e-Japan推進部 

○本省への営業活動 

○施策・予算情報の収集・提供 

○提案活動支援 

○構築技術支援 

○施策展開支援 

地
方
自
治
体
等 

本
省
・
外
郭
団
体
等 



ブロードバンド時代の到来により、これからは「いつでも」「どこでも」「誰も」が、

自由に情報をやりとりできるようになっています。そんな便利で快適なブロードバン

ド・ネットワーク社会においては、信頼性と安全性が高く、便利で使いやすいシステ

ムソリューションが必要とされます。

NTT東日本では、長年にわたって日本の通信を担い、その中で培ってきた技術力・

信頼性と保守性を基盤に、公共サービスと業務システムの高度化・効率化を実現させ

る「電子自治体」を強力にバックアップいたします。電子政府、教育、保健・医療、

防災、消防、環境など広範囲にわたるトータルソリューションをご提供しています。

E-Frontierでは、自治体や公共機関に革新的な効率化をもたらす「電子自治体ソリュ

ーション」や、学校教育の現場に高度な情報化をもたらす「教育ソリューション」、地

域の人たちに今までにない安心をもたらす「医療ソリューション」など、さまざまな

最先端ソリューションを実際にご体験いただけます。

＜展示ソリューション＞
■電子自治体ソリューション
1）電子申請システム：申請手続きをオンラインで、安全・簡単・便利に
2）電子入札システム：自治体における公共工事、物品調達の入札業務をオンラインで
3）電子投票システム：タッチパネルで簡単に投票。秘密保持・信頼性・安全性に優れています
4）デマンド交通システム：戸口から戸口の移動を安価に。高齢者に優しい街づくりを支援
5）防災GISシステム：災害発生時の状況把握と被災対策業務を支援
6）議会情報公開システム：住民への透明・身近な開かれた政治を実現
7）文書管理システム：公文書の収受から廃棄まで完全サポート
8）自治体向けグループウェア：既存システムと連携、自治体内の情報資源を活用
9）住民ポータルシステム：住民が必要とする情報を容易に公開・検索するシステム
10）電子申請～業務AP連携システム（DTS)：

複数サーバ間のデータを中継し、連携を代行するシステム
■地域情報NWソリューション
1）λ-STARシステム：スター型物理構成で最大フルメッシュの柔軟な論理網を提供
■教育ITソリューション
1）WebAngel：学習に必要なwebサイトを組み合わせ授業で効率的に使うための学習支援

ツール
2）i-コミュニケーション：フィルタリング機能を有する学校向け学習支援グループウェア
3）DRAGLI：マウス操作に従って人物等の映像が動くインタラクティブ映像作成・配信システム
4）MeetingPlaza：音声・映像・文書共有等を駆使して、効果的な遠隔授業を支援するweb

会議システム
5）ひらがな変換プログラム：児童のホームページ閲覧を容易にする自動ルビ振りシステム
6）StudyBox Plafe：問題作成・進捗管理ができるeラーニングプラットフォーム
7）e点スクール：ベテラン講師による学習単元を網羅した講義映像教材配信システム
8）i-フィルター：職員用・生徒用の割振り等、詳細な設定を行えるフィルタリングソフト
9）まとま：GIS（地理情報システム）を使ったネット地図帳による地域学習支援システム
10）ラインズeライブラリ：ドリルや百科事典など教育関連コンテンツのweb配信システム
■アグリビジネスソリューション
農産物トレーサビリティソリューション
1）栽培履歴管理システム：栽培履歴の蓄積等により農産物の安全・安心な提供を支援
2）2次元コード発行システム：Lモード端末で農産物に貼付する2次元コードを発行
■医療ソリューション
1）診療所向け電子カルテシステム（Future Clinic 21）：

医療知識との融合により医師の診療を楽にする、新しいタイプの電子カルテ
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【 】 
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名 称  

所 在 地  

 

 

営 業 時 間  

休 業 日 

見 学 方 法  

予 約 先  

 

交 通  

E-Frontier（E-フロンティア） 

東京都千代田区大手町1-5-1 

ファーストスクエアビルWEST2F 

丸の内コミュニケーションセンタ内 

午前10時～午後5時 

土・日・祝日・年末年始 

完全予約制（無料） 

NTT東日本ビジネスユーザ事業推進本部e-Japan推進部 

TEL：03-3830-9191 

JR「東京駅」北口徒歩5分　地下鉄「大手町駅」C11出口0分 

「E-Frontier」ビジネスユーザ事業推進本部ビジネスショールーム
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従来、紙の書類で行っていた政府や自治体への申請・届出手続をイン

ターネットを介して実現するものです。このシステムを利用することで、

国民は24時間365日いつでもどこからでも申請・届出手続を行うことが

できるようになります。また、政府や自治体においては、申請・届出手

続業務を電子化することにより、業務が簡素化し、効率化が図られます。

当社では、電子申請システムのアプリケーションだけでなく、他シス

テムとの効率的な連携、データセンターやネットワークサービスを組み

合わせた構築から保守・運用までのトータルソリューションをお客様に

提供しています。

【電子申請システムの流れ】

電子申請システム

平成14年3月

原課による 
手続処理3

申請者 

申請者登録 利用者管理 

ポータル 

申請者向 
ポータル 

受付システム 

自治体 

中央省庁 他自治体 

職員 

総合行政ネットワーク（LGWAN） 

住基ネットワーク 
霞が関WAN

個人認証基盤 

外部基盤 

外部システム 

システム 
連携機能 

画面表示 様式作成／登録 

公文書受領 公文書発行 

パーソナ 
ライズ 

申請状態確認 申請状態管理 

振分け 

原課による 
手続処理2

保管 

職員用 
ポータル 決裁 

審査 

財務会計 

人事給与 

税 

申請書作成 申請書受信 
原課による 
手続処理1

署名付与 署名検証 

 

文書管理 
システム 

個別業務 
システム 

・ 
・ 

電子決済基盤 

INTERNET

現在、自治体において主に紙で行われている一連の入札業務をインターネッ

トを利用して実現します。昨今、入札に対する透明性の確保や、不正入札防止

対策が急務となっていますが、その対策のひとつとして一般競争入札等の入札

制度改革があげられます。しかし、入札者の増加による事務処理作業の増大な

どの問題も同時に生じてきてしまいます。この問題解決として、電子入札システ

ムを導入することにより煩雑な業務が簡素化でき、経費の削減、契約業務の効

率化が可能となります。

また、入札者にとっても、インターネットを通じて公平に案件情報を閲覧すること

ができ、距離に縛られることなく入札に参加することが可能となります。

【電子入札システム構成図】

電子入札システム

平成14年3月

電子認証 
システム 

公開情報 

インターネット 

工事発注情報、
開札結果等の閲
覧 

工事発注情報、
開札結果等の掲
示 

・各種文書（参
加申請書、入
札書など）の
受取 
・指名通知、開
札等 

【電子公証システムの機能】 
・各種文書の内容証明 
・配達証明（送信者・受信者の証明、
　　　　  受取・送信の事実証明） 
・時刻証明（受取・送信時刻の証明） 

・業者登録、管
理 
・案件管理等 

各種文書（参加申請
書、入札書など）の
作成、送付 
各種通知書の受取 

入札者 

自治体 

電子公証 
システム 

申請／ 
通知情報 

暗号化・ 
デジタル署名 

電子証明書 

※TTP:Trusted Third Party

WWWサーバ 

入札サーバ 

発注、各種 
申請の管理 

業者登録 
案件管理サーバ 

F／W

信頼できる 
第三者機関 
（TTP） 

認証局 

【電子認証システムの機能】 
・自治体職員、業者の認証 

e-Japan関連ソリューション紹介
NTT東日本で提供しておりますソリューションのうち代表的なものをご紹介致します。
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電子投票システムは、タッチパネル式で画面を指で触れるだけで投票

することができ、従来の投票用紙による投票に比べ、バリアフリー対応

など「有権者の利便性向上」や疑問票の排除、開票時間の短縮化など

「開票の迅速化」が実現します。

NTT東日本では、各種電子投票研究会に参加し、そこで得たノウハウ

を基に、信頼性・安全性・操作性・運用性に優れた電子投票システムを

開発しました。NTT東日本の電子投票システムは、投票者のプライバシ

ー保護や改ざんの防止を図るため、独自開発した高度な暗号技術を用い

ております。

【電子投票システム利用イメージ】

電子投票システム

平成14年8月

投　票  

開 　 票  

①有権者を名簿で確認後、 
　投票ICカードを交付 
 
②投票ICカードを挿入し 
　投票する 

③各投票所の投票データを 
　開票システムに読み込む 
 
④開票システムで投票デー 
　タを復号し、集計を行う 

※画面に触れて投票します 投票ICカード 電子投票端末 

開票システム 

投票画面イメージ 

開票画面イメージ 

デマンド交通システムは、電話受付システム（CTI）や地図情報

（GIS）、DB・統計機能等のIT技術を活用し、住民にドアtoドア・乗合方

式で、安価な利便性が高い交通サービスを提供するもので、「地域住民

の足の確保」に役立ちます。

赤字バス路線の廃止等により住民の生活路線確保が自治体の課題にな

っていますが、デマンド交通システムにより自治体の交通に対する負担

を軽減し、待機車両や遊休車両を利用することで、地元交通事業者には

安定的な収入をもたらすことが可能です。

デマンド交通システムは、中長期的にも商店街の活性化や高齢者にや

さしい交通手段の確保など、魅力あるまちづくりに寄与します。

【デマンド交通システム利用イメージ】

デマンド交通システム

平成14年1月

地域住民 

自宅 

小学校 商店街 

利用者各々の目的地に送迎 

病院 

利用登録 
/修正 

利用の申込／変更 

運行の 
オペレーション 

遊休のタクシー車両 
自治体のマイクロバス 
等を活用 

・利用者名 
・乗車場所/降車場所 
・利用時間 

乗り合せ可能な 
利用をまとめる 

受付DB 地図DB連動 

CTI機能 支えるIT技術 

GIS機能 

DB・統計 
機能 

最適な順路を設定し 
利用情報を送信 

乗降者確認・車両 
位置情報の返信 

地域住民への便利な交通サービス 
　・乗り合いによる安価な料金体系 
　・公共交通サービスのため自治体 
　　からの補助 

自治体・商工会などによる「まちづくり」 
　・地域商店の活性化 
　・高齢者にやさしい交通手段の確保 

ITを活用した効率的且つスムーズな 
受付・配車・運行管理 
　・CTI、電子地図情報 
　・データベース 

「戸口から戸口へ」のきめ細かいサービス 
日常的に気軽に使える料金水準 
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昨今、住民からは身近で開かれた政治が求められており、情報公開へのニー

ズが高まってきています。このニーズを実現するのが「議会情報公開ソリューショ

ン」です。

本ソリューションではインターネットにより議会映像と会議録を提供します。

①「議会映像配信システム」では議会の審議模様をインターネットでLive中継あ

るいはオンデマンド配信を行います。また②「会議録検索システム」では議会の

会議録をインターネットで簡易に検索閲覧できます。さらに、本システムの運用サ

ポートとして、③ビデオライブラリのWeb作成などを簡易に行える「議会中継支援

システム」。④視聴者の利便性向上として、発言内容の「キーワード」から当該「映

像」を検索できる「発言検索システム」や⑤議会映像と会議録を連携させた「統

合議会情報公開システム」などのメニューも取り揃えております。

【インターネット議会中継／配信システム利用イメージ】

議会情報公開ソリューション

平成15年1月

パソコン 
ビデオカメラ 会議録 

サーバ 
映像配信 
サーバ 

発言者情報が
表示されます。 

発言者毎に映像頭
出しができます。 

会議名・案件名
がスクロール表
示されます。 

発言と同時に議事
内容が文字にてス
クロール表示されま
す。 

Internet

住 民  自 治 体  

「教育の情報化」実現のためには校内のIT化をはじめ、地域ネットワ

ークセンタ、教育用ブロードバンドネットワークの構築が必要です。ま

た、運用管理の負担を軽減するために、データセンタに教育情報センタ

設備をお預かりすることにより、セキュリティも確保でき、学校毎の情

報化推進格差がなくなります。NTT東日本は「教育の情報化」をバック

アップするためにインターネット・イントラネット等のネットワークを

活用した教育環境や学校現場での情報活用を支援する教育活用コーディ

ネータ等を、トータルでサポートする幅広い教育ソリューションを提供

しています。

【教育ITトータルソリューションイメージ】

教育ITトータルソリューション

平成11年7月

インターネット 

地域NWセンタ 
教育センタなど 

『教育ポータルサイト』 

●大容量コンテンツ配信 

情報活用コーディネータ 

幼稚園、小中高等学校 
特殊学校など 

地域イントラネット 
豊富な回線メニューで高速ネットワークを構築 

教育支援 

・教材作成支援 
・授業支援 
・教材コンテンツ 
・遠隔授業（Live配信） 
・学校間交流 

学校セキュリティ 

校内安全監視システム 

学校校務支援 

学校校務支援システム 

データセンタ 
アウトソーシング 

・ハウジングサービス 
・サポートサービス 

情報メディア 
（視聴覚教室） 

・パソコン配備 
・無線LANネットワーク 
・VOD（予習・復習） 
・マルチポイントTV会議 

コミュニティ支援 

家庭・地域との連携 
地域 
学校 
教師 
児童・生徒 
父母 

 
 
学校 

各種情報の登録／照会 



サービス
の 概 要

サービス
イメージ図

サービス
開始年月

サービス
の 概 要

サービス
イメージ図

サービス
開始年月

食の安全・安心を実現するためには、どのように生産・流通されたか

といった情報を蓄積し、生産・流通・卸・小売の各段階間で正しい情報

を受け渡すことが必要です。NTT東日本は、農業にかかわるお客さまの

取り組みに、情報通信における豊富なシステム構築経験を活かしながら、

構想から保守まで一貫した構築支援を提供し、農業分野の発展に貢献し

ます。

【生産段階におけるトレーサビリティシステムイメージ】

農産物トレーサビリティソリューション

平成16年1月

組合員様 

栽培履歴票 

iモード端末 

Lモード端末 

パソコン 

Ｊ Ａ 様  

・リアルタイム工程管理 
・基準値との自動判定 

栽培管理サーバ 

・栽培履歴の蓄積、閲覧 

ネットワーク 

営農指導 

栽
培
実
績
の
入
力 DB

診療所向け電子カルテ「Future Clinic 21」とは、医師の経験に基づく

知識や医学情報と電子カルテを融合し、医療現場に即した日常医療を支

援する新しいタイプの診療所向け電子カルテシステムです。

いままでの電子カルテとは違い、電子ペン一本で操作が可能であり、

紙カルテ感覚でのカルテ記入やシステム化された処方入力など、アナロ

グとディジタル両方のメリットを最大限に活用した、医師が楽になる電

子カルテです。

【「Future Clinic 21」システム構成例】

参考サイト：http://www.fc21.jp/

診療所向け電子カルテシステム「Future Clinic 21」

平成16年4月

電子カルテ 
（受付用） 

ノートパソコン 

カラーレーザ 
プリンタ 

レーザ 
プリンタ 

電子カルテ 
クライアント 
（増設用） 

ラベル 
プリンタ等 

ORCA 
（日医標準レセプトソフト） 

患者基本情報 

【受付】 

IPネットワーク 

各種団体など 

【診察室】 

ブロードバンドルータ 
PPPoE 
VPN対応 

Bフレッツ 
フレッツ・ADSLなど 

NAS

DVD-RAM

・各種マスタ、医学知識等 
・外部データ提供 

カルテサポートセンタ 
・パッチプログラムの提供 
・機能追加プログラムの提供 
　　　　　　　　　　　など 

電子カルテサーバ 

※都合により変更することがあります。 

電子カルテ 
クライアント 

無停電 
電源装置 

診療行為情報 

（CLAIMによる連携） 

凡例 
：基本セット 

：オプション 

Pentium4 2.8GHz 
HDD:80GB×4 
（RAID5ホットス 
ペア） 
1GB RAM 
CD-ROM 
FDD 
100MbpsNIC 
15インチ液晶ディ
スプレイ 
マウス、キーボー
ド 
OS:Linux

Pentium4 3.0GHz 
HDD:40GB 
1GB RAM 
CD-RW 
FDD 
100MbpsNIC 
15インチ液晶タブ
レット 
マウス、キーボー
ド 
OS:Windows XP 
 　  Professional

160GB

HUB



相互接続（ネットワークのオープン化）

ＮＴＴは平成７年２月、他の電気通信事業者様がＮＴＴのネットワークを自在に活用

し、自由な発想によって多様なサービス展開を可能とするために、「ネットワークのオ

ープン化」を発表したのを皮切りに現在にいたるまで、様々な取り組みを実施してき

ました。

近年では、他の電気通信事業者様の通信設備の当社通信建物内へのコロケーション

や光ファイバの芯線貸し等、他の電気通信事業者様からのご要望に基づき、技術的に

接続可能なポイントで相互接続を実施しています。

今後も引き続き相互接続の推進に取り組み、情報通信産業の発展に寄与する所存です。

ネットワークのオープン化の取り組み

当社はこれまで、電気通信市場の発展に向けて公正有効競争条件を確保するために、着実

にネットワークのオープン化に取り組んできました。

新しい接続の基本ルールのもとにおいても同様に取り組んでいきます。

相互接続の推進（ネットワークのオープン化）

規制緩和推進計画
接続の基本的ルールのあり方（諮問）

接続の基本的ルールのあり方（最終答申）
電気通信事業法改定案上程
改正電気通信事業法成立
改正電気通信事業法施行
接続会計規則・原価算定規則施行

接続ルール見直し（諮問）
接続ルール見直し（第1次答申）

第1次答申に基づく施行規則の省令変更
第1次答申に基づく施行規則・接続料
規則の省令変更
第1次答申に基づく事業法等の一部を改正
接続ルール見直し「IT時代の接続ルー
ルの在り方について」（第2次答申）

第2次答申に基づく施行規則・接続料
規則・接続会計規則の省令変更
第2次答申に基づく接続料規則の省令変更

県間地域IP網活用業務認可

相互接続推進部発足

第1回網機能提供計画届出
接続約款認可
'98相互接続ガイドブック発行
NTT東日本接続約款認可
NTT東日本相互接続ガイドブック発行
NTT公開情報ガイドブック発行

コロケーション手続き等に関するガイドブック発行

光ファイバ設備利用の手続き等を追加したガイドブック発行

相互接続ガイドブック全面改訂

接続の基本ルールネットワークのオープン化の取り組み等
H8.3.29
H8.4.25
H8.5.13
H8.12.19
H9.3.4
H9.6.13
H9.11.17
H9.12.19
H10.2.6
H10.3.20
H10.6.1
H11.7.1
H11.7.30
H11.11.30
H12.10.11
H12.12.21
H12.12.27
H13.4.6
H13.6.11

H13.6.22
H13.7.19

H13.7.23
H13.12.11

H14.2.20
H14.11.27
H15.2.15ネットワーク接続推進委員会の設置

ネットワークのオープン化について
（基本的考え方）の発表
接続協議の手順等の明確化に関する具体的な措置
オープン化の個別プログラムの発表（13項目）
第１回網機能公示（全９回実施）
相互接続ガイドブック第一版発行
アクセス系のオープン化（市内網開放）の発表

接続の基本ルールネットワークのオープン化の取り組み等
H6.12.1
H7.2.28

H7.3.31
H7.4.5
H7.6.29

H7.9.28



現在の相互接続形態

現在では多様な接続形態で、当社のネットワークをご利用いただいています。

電話系相互接続

IP系相互接続

●参考／接続形態の例

q相互接続インタフェースの共通化

事業領域別インタフェースによる接続　　　多数事業者間接続用インタフェースによる接続

中継 
交換機 移動用IF

中継用IF

中継 
交換機 

加入者 
交換機 

A社(移動)

B社(中継)

C社(中継)

D社(国際)

D社(国際)

E社(国際)

E社 
(中継)(国際)(地域)

F社 
(中継)　　(地域)

F社(地域)

A社(移動)

<凡例> ：移動体専用インタフェース 
：中継専用インタフェース 
：国際専用インタフェース 
：地域専用インタフェース 

<凡例> ：多数事業者間接続用インタフェース 

多数事業者 
間接続用IF

B社 
(中継) 
(地域)

多数事業者 
間接続用IF

国際用IF

地域用IF

加入者 
交換機 中継用IF

地域用IF

C社(中継)

事業者網 交換機 

海外へ 

国際系事業者 

長距離－国際 

国内参入 他地域へ 

事業者網 

交換機 

長距離系事業者 

直接収容 

海外へ 他地域へ 

インターネット 

事業者網 

交換機 

長距離NTT

長距離－衛星 

事業者網 

交換機など 
二種事業者 

事業者間連携 
交換機 

地域系事業者 

長距離－PHS

国際－地域 

NTT網接続型 
PHS事業者網 

NTT網活用型 
PHS事業者網 

加入者交換機 加入者交換機 

中継交換機 

地域NTT網 

POI

交換機 

事業者網 

移動体事業者 

交換機 

事業者網 

CATV事業者 

ルータ等 

事業者網 

ＤＳＬ事業者 

長距離－移動体 

POI(相互接続点)

スプリッタ 

スプリッタ 

ＤＳＬ 
局内装置 

MDF

MDF

収
容
ビ
ル
装
置 

各
都
道
県
の
お
客
様 

＊

各
都
道
県
単
位
の 

　
　
　
　
地
域
Ｉ
Ｐ
網 

他事業者様 

他事業者様網 

県間伝送路＊ 収
容
ビ
ル
装
置 

収
容
局
ル
ー
タ 

ルータ等 

中
継
局
ル
ー
タ 

地
域
Ｉ
Ｐ
網 

＊各都道県単位にある「地域IP網」と県
間伝送路を利用し、ISP事業者様が各
都道県に跨るお客様のトラフィック
を集約可能となる形態 

NTT東日本 

サービス制御局 
(SCP)

他事業者 

サービス制御局 
(SCP)

信号網 

信号網 
1 2 3 4 41.....

基本接続機能 

加入者交換機 

○他事業者はメニューを組み合 
　わせることにより独自の高機 
　能サービスを提供 
○開発コストの抑制・NTTと他 
　事業者のイコール性を確保 

機能メニューと 
サービスとの関係 機能1

機能2

機能3

機能41

Aサービス Bサービス Cサービス Dサービス 

. . .
. . .

. . .
. . .

. . .

...

w加入者交換機機能のメニュー化



信号網 

信号網 信号網 

サービス 
制御装置 
（SCP） 

サービス 
制御装置 
（SCP） 

他事業 
者様 
交換機 

他事業 
者様 
交換機 

一般番号ポータビリティ 

他事業 
者様 
交換機 

中継 
交換機 
（IGS） 

中継 
交換機 
（IGS） 

中継 
交換機 
（IC） 

他事業 
者様 
交換機 

加入者 
交換機 
（GC） 

加入者 
交換機 
（GC） 

加入者 
交換機 
（GC） 

加入者 
交換機 
（GC） 

他事業 
者様 
交換機 

中継事業者様 

① 

① 

② 

② 

③ 

③ 

④ 

④ ⑤ 

⑤ 

移
転
先
事
業
者
様 

着
信
事
業
者
様 

移転先事業者様 

：相互接続点 

（県間・ 
　県内市外） 

（市内） 

移転元 
事業者様 

NTT東日本 

NTT東日本 

発信 着信 

着信 

着信課金番号ポータビリティ 

①移転元事業者データベースに問い合わせ 
②移転先事業者を通知 
③移転先事業者データベースに問い合わせ 
④お客様の電話番号を通知 
⑤お客様にルーティング・着信 

①「03-5359-XXXX」でルーティング 
②「03-5359-XXXX」を移転先番号「03-4444-####」 
　 に変換（番号ポータビリティ実現） 
③ 回線を切りもどし 
④「03-4444-####」でルーティング 

お客様との契約をNTT東日本
から移転先事業者に変更 

：相互接続点 

発信 

1． 「マイライン」では、ACRアダプタ等があるとACRアダプタ等の登録事業者番号に優先して接続 
2． 「マイラインプラス」では、ACRアダプタ等があっても登録事業者番号が優先 
3． 「マイラインプラス」に登録した事業者以外へダイヤルした場合は、音声ガイダンスで登録事業者名を 
通知し登録事業者へ接続 
 

「マイライン」と「マイラインプラス」の２種類 

【1  マイライン】 

お客様が通話区分毎に登録した事業者 

【2  マイラインプラス】 

〈ルーチングイメージ（県間通話の場合）〉 

NTT地域 
交換機 

NTT地域 
交換機 

B社 C社 B社 C社 

00BB 
ACRアダプタ等＊ 

 

（県間通話） （県間通話） 

登録事業者 

国際 

県間 

県内市外 

市内 

00CC

00CC

00AA

00AA

（県間通話） （県間通話） 

00BB 
ACRアダプタ等＊ 

 
 

＊自動的に電話事業
者を選択する機能 

●参考／番号ポータビリティ
番号ポータビリティとは、利用者がこれまで自らの番号として用いていた電話番号

等を変更せずに、その利用契約する電気通信事業者を変更できるようにするものです。
一般加入電話・ISDNの電話番号を対象とした「一般番号ポータビリティ」、着信課

金サービス用番号（0120または0800で始まる番号）を対象とした「着信課金ポータビ
リティ」があり、平成13年3月より開始しています。

●参考／優先接続（マイライン）
優先接続とは、お客様があらかじめ選択した電気通信事業者をNTT東日本の加入者
交換機に事前に登録することにより、お客様が事業者識別番号をダイヤルすることな
く、選択された電気通信事業者を利用可能とするものであり、具体的には、平成13年5
月よりサービス開始している電話会社選択サービス「マイライン」及び電話会社固定
サービス「マイラインプラス」を実現する機能です。また、平成14年5月には事業者名
通知機能を追加しています。



NTT東日本では、接続事業者様の要望に応じ、NTTビル間の「中継光ファイバ」と
NTTビルとお客様建物間の「加入者光ファイバ」の両区間について平成12年12月26日
より提供しています。

接続事業者様が当社の指定電気通信設備との接続に必要な装置を通信用建物へ
の設置を希望する場合には、技術的、経済的等による代替性の観点から、これが
必要であると判断される場合は、「接続に必要な装置」として設置スペースを義
務的に確保し、装置の設置（コロケーション）を実施しています。

【コロケーションに関する主な経過】

●参考／光ファイバの提供●参考／コロケーション

必要な情報

情報開示

標準的期間

工事・保守の規定

費用
立入り

接続約款等に規定している事項
・ビルごとのコロケーションスペース等の空き情報をHPで公開
・設置を行うための調査手続きを規定
・調査申込～設置工事の標準的期間を規定
・受託工事、預かり保守以外にも他事業者様が自ら工事保守を発注するこ
とを可能としその手続きを規定

・他事業者様が負担すべき費用を規定
・他事業者様が当社建物に立入るための手続きを規定

中継光ファイバ 加入者光ファイバ 局内 
光ケーブル 

屋内 
光ケーブル 

電柱 電柱 

PT
FTM

FTM FTM

FTM＊2

＊1

とう道等 とう道等 

NTTビルとNTTビル間でそれぞれに 
成端された区間において提供する芯線 

＊1 当社ビル以外のビルにおいては、ビルオーナ様の指示により、ビルオーナ様が敷設したケーブルを 
 利用することがあります。その場合の提供条件はビルオーナ様によります。 
＊2 新たな配線盤設置ビルの場合 

NTTビルとお客様建物間でそれぞれに 
成端された区間において提供する芯線 

PD/PT盤 ：ケーブル固定・成端等の 
 　機能を有する装置 
FTM ：光配線盤 
MH ：マンホール 

FTM
PT

PD

MH

他事業者様の 
光ファイバ設備 

クロージャ 

  NTTビル 

  NTTビル 

接続事業者様ビル 

お客様建物 

  NTTビル 

FTM架 
中継/加入側 所内側 

分界点のイメージ 

ケーブル 

接続事業者様 NTT東日本 

コネクタ 

接続事業者様 
コロケーション 

装置 

お客様宅 

他事業者様ビル 

NTT地域会社の加入者交換局 〈イメージ図〉 

インターネット 

当社 
ネットワーク 

伝送 
装置 

スプリッタ 
DSL 
モデム 

DSL 
モデム 

加入者 
交換機 

ル
ー
タ 

Ｍ
Ｄ
Ｆ 

ス
プ
リ
ッ
タ 

伝送 
装置 

コロケーション設備 
（他事業者様設備） 

コロケーションスペース 

接続に必要な他事業者設備を接続を円滑に行うための装置として、NTT建物内に
設置するためのスペース提供開始
預かり保守等契約に基づく負担額を接続約款に規定
正味固定資産価額をベースとしたスペース賃貸料をビル毎に算定し、接続約款に記載
コロケーションに関する（情報開示、標準的接続期間の設定、他事業者工事保守等）
省令変更（H12.9）内容に対応して接続約款変更
コロケーションに必要な情報をガイドブック、ＨＰ公表
自前工事の立ち会い範囲の見直し(危険工程等6工程のみ立会)
コロケーションスペースの保留期間短縮
リソース（コロケーションスペース、MDF、電力）配分に係る上限方式の導入
コロケーションの保留キャンセルに伴う違約金の設定

H9

H10.3
H12.2
H12.11

H12.12
H13.4
H13.12
H14.5
H15.5

【光ファイバに関する主な経過】
光IP網通信サービス開始
光ファイバの暫定的な提供条件の公表
光ファイバ接続協定の認可
接続約款認可申請(料金)
接続約款認可申請(手続き)
光ファイバ設備利用の手続き等を追加したガイドブック発行
光ファイバ設備の利用開始までの期間短縮
柱上接続個別協定認可申請
加入者光ファイバの利用申込から開通までの期間短縮
「加入者系光ファイバ概算納期情報開示システム」による概算納期情報の提供
加入者光ファイバ提供可能エリアの開示
光ファイバ設備の利用開始までの期間短縮（中継光、局内光）

H12.12

H13.5
H13.6
H13.7
H13.12
H14.2
H15.3

H16.5
H16.6



●参考／電話回線の線路情報

お客さまがDSLサービスのご利用を検討する際の参考として、ホームページで電話

回線の線路情報を提供しています。（平成14年3月より一般公開）

http://www.ntt-east.co.jp/line-info/

H15.4

芯線数 
光ファイバの提供状況（中継光、加入者光別芯線数） 
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合計 



「接続ルール」の概要

現在、相互接続は法制化された「接続ルール」に基づき、運用されています。

相互接続に対する基本的な考え方

ＮＴＴ東日本では、競争の進展が市場の活性化やサービスの多様化につながるものと考えて

おり、他事業者様からの不可欠設備への接続要望にあたっては、「すべての接続要望におこ

たえする」ことを原則として取り組んでいます。

また他事業者様のご利用しやすい、他事業者様から信頼されるネットワークの構築に積

極的に取り組んでいます。

◎すべての接続要望におこたえします

○接続約款に規定した費用をお支払いいただきます

○当社が接続をお断りするのは接続約款に規定した以下の4つの場合です

q当社の電気通信役務の円滑な提供に支障が生じる恐れがある場合

w接続が当社の利益を不当に害する恐れがある場合

e接続に関し負担が必要な金額の支払いを怠っている場合または怠る恐れがある場合

r接続のための設備の設置または改修が技術的にまたは経済的に著しく困難な場合

◎相互接続の条件は、公平・公正、内外無差別とし同一条件を確保します

●参考／第一種指定電気通信設備の範囲

当社の設置する電気通信設備の一部は、総務大臣より「他の事業者との接続が利用者

の利便の向上及び電気通信の発達に欠くことのできない設備」として指定されています。

主な第一種指定電気通信設備の範囲は下図のようになります。（総務省告示第723号（平成

13年11月30日）により規定）
電気通信事業者の相互接続義務 
接続条件の約款化（料金表含む）・・・・・・・q

接続会計規則の制定＊ 

接続会計報告書の作成・公表・・・・・・・・・w

接続料規則の制定＊ 

接続料規則に則った接続料金の算定 

網機能提供計画の届出及び公開・・・・・・・・e

接続約款案の公表と意見招請＊ 

接続約款の公開 

接続約款に基づく相互接続協定を締結 

下線は第一種指定電気通信設備（参考）に適用される義務。
＊は総務省に対する義務。

指定設備 

（設備イメージ） （サービスイメージ） 

中継交換機 

中継 
交換機 

電話 

第一種指定電気通信設備の範囲 
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県域をカバー
する設備 

指定端末系
伝送路設備 



q接続約款
「接続の基本的ルール」に基づき作成した「接続約款」は旧ＮＴＴ（平成10年3月に郵政大

臣の認可）の接続約款の内容を継承し、平成11年7月に郵政大臣の認可を受けました。

これにより、他事業者との接続は、個別協議に基づく協定の締結及び当該協定の認可の

手続きから、接続約款に基づく協定の締結及び届出の手続きに移行し、接続の迅速化及び

協定変更手続の簡略化が図られています。

接続約款の主な内容

【法令に規定された事項】 【その他接続に関して必要な事項】

○標準的な接続箇所における技術的条件 ○接続の申し入れ手順等手続的な事項

○機能ごとの接続料 ○経過措置に係る事項

○事業者間の責任に関する事項

○電気通信役務に関する料金を定める電気通

信事業者の別

○接続協定の締結及び解除の手続き

○コロケーションに係る事項

○接続までの標準的な期間

○利用者に対して負うべき責任に関する事項

○重要通信の取扱方法

○接続の手続き及び算定根拠に関する情報の

提供

○協議が調わない場合のあっせん又は仲裁に

よる解決方法

専用回線 
ノード装置 

中継局 
ルータ 

収容局 
ルータ 

中継交換機 

加入者交換機 

ISM 
交換機 

伝送装置 
MDF等 

 
FTM 
MDF

：相互接続点 
：光主配線盤 
：主配線盤 

信号網 

標準的な 
接続箇所 

インタ 
フェース 

専用回線ノード装置 
又は専用回線ノード 
装置の伝送装置 
 
中継交換機又は中継 
交換機の伝送装置 

 
信号用中継交換機の 
伝送装置 
 
加入者交換機又は 
加入者交換機の 
伝送装置  
加入者交換機の 
他事業者設置局内 
スプリッタ側 
 
ISM交換機の端末 
回線側 
  
端末回線を収容する 
伝送装置 
 
 MDF又は当社の 
局内スプリッタ 

  
端末回線の線端 

専用線接続 
インタフェース  
 
中継交換機接続 
インタフェース 
 
信号網接続 
インタフェース 
 
加入者交換機接続 
インタフェース 
 
端末回線加入者 
交換機接続 
インタフェース 
 
ISM折返し接続 
インタフェース 
 
端末回線接続 
インタフェース 
 
 
端末回線MDF接続 
インタフェース 
 
 
端末回線線端接続 
インタフェース 
 

中継光主配線盤 

中継局ルータ 

収容局ルータ 

加入者光主配線盤 

光信号中継 
回線接続インタ 
フェース 
 
中継局ルータ 
接続インタ 
フェース 
 
 
 
 
 
 
 
収容局ルータ 
接続インタ 
フェース 
 
光信号端末 
回線接続 
インタフェース 
 
中継局セルリレー 
接続インタ 
フェース 

 

第一種指定 
電気通信設備 

標準的な 
接続箇所 

インタ 
フェース 

FTM

FTM

中継局セルリレー 
装置 

中継局セルリレー 
装置 

●標準的な接続箇所と技術的条件

NTT東日本では接続約款の中に、標準的な接続箇所における相互接続条件を記載して

います。各接続箇所でのインタフェースは、他事業者様があらかじめ技術検討ができるよう、

接続約款（技術的条件集）の中に記載しています。



●相互接続に関わる主な費用（内容、請求方法等）

相互接続に必要な接続料等は、「接続約款」または「任意約款」に記載されており、オープン

な手続きのもとで総務大臣の認可を受けた、適正な費用です。

項　目 内　容 費用請求方法等
網使用料
相互接続通話料
PHS基地局回線
接続専用線
光ファイバ回線
DSL回線　　等
網改造料
個別建設費
接続用ソフトウェア

開発費

工事費
TLR変更工事費
PHS登録工事費等
手続費
相互接続点調査費
料金回収手続費
線路条件調査費
立会費　　　等
預かり保守等契約または
コロケーション・スペース
利用契約による費用

設備建設請負契約による
費用

・ネットワークの基本的な接続
機能（例：加入者交換機能等）
の使用料

・他事業者様の要望により、個
別占用的機能を実現するため
にNTTネットワークを改造・
改修した場合の当該機能や設
備の使用料

・他事業者様の要望により、契
約者回線番号等を登録または
変更する場合の工事費用

・他事業者様の要望により、接
続に関連する作業を行った場
合の費用

・他事業者様の設備を当社通信
用建物内にお預かりする費用
または設備の設置に要するス
ペース相当の費用等

・他事業者様の設備を当社が受
託して建設した場合の費用

・通話量、回線数等の利用見合
いで使用料を算定し、暦月単
位で集計、請求します。

・改造に要した費用（個別建設
費、接続ソフトウェア開発費
等）を年額料金に計算し、12
分の１を月毎に請求します。

※中途解約、更改時においても網改
造料の支払い義務があります。

・発生単位（番号、磁気媒体、
工事等）毎に請求します。

・発生単位（件数等）毎に請求
します。ただし、料金回収手
続費については月毎に請求し
ます。

・月額または年額を計算し、そ
の月額または年額の12分の1
を月毎に請求します。

・発生工事毎に請求します。

※必要な項目は接続形態等により異なります。

i．相互接続申込手順 ii．相互接続点（POI） 
設置手順 iii．光回線設備接続手順 

事前相談 事前相談 

事前照会申込 

事前照会回答 

事前調査申込 

接続申込 

申込受付／承諾 

事前調査申込受付 

事前調査回答 

接続の可否の回答 

他事業者様設備の 
設置工事の場合 

当社接続用設備の 
設置・改修工事の場合 

接　続　開　始 

協定等締結 

個別建設契約締結 

接続用ソフトウェア開発契約 

接続用ソフトウェア開発 

設備工事 
概ね6ヶ月～ 
最大12ヶ月 

相互接続点調査申込 

相互接続点設置申込 

相互接続点調査回答 

線路設備調査申込 

光回線設備接続申込 

線路設備調査回答 

相互接続点の設置に伴う他事業者様設備の設置工事手順 

他事業者様が自前で 
工事・保守を実施する場合 

当社へ工事・保守を 
依頼される場合 

自前工事実施申込 

電気通信設備の自前工事及び 
自前保守に関する契約締結 

・コロケーション・スペース利用に関する契約 
・コロケーションが必要となる通信用設備の利用に関する契約 
・コロケーションが必要となる装置等の保守に関する契約 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の締結 

自前工事施工 

設備建設請負工事申込 

設備建設請負契約締結 

設置工事 

3週間 

1ヶ月以内 1ヶ月以内 

2週間以内（加入者光ファイバ：3週間以内） 

1ヶ月以内 
4ヶ月以内 

1ヶ月以内 

当社手続き 

他事業者様手続き 

凡例 

契約等 

2週間・1ヶ月 
又は1.5ヶ月以内 

＊1 ＊1

＊1

＊2＊2

＊1　必須の手続きではありません。 
＊2　申し出により最長3ヶ月まで延長を認めます。 
＊3　現在当社と相互接続を実施している他事業者様で、軽微な工事等（トランスレータ

変更工事等）による接続の場合は更に短期間（数週間～最大6ヶ月）で接続開始します。 
＊4　線路設備調査回答を受けとった日から6ヶ月以内、あるいは提供可能時期から3ヶ

月以内のいずれか遅い方までに接続開始していただきます。 

当社と相互接続
中の他事業者様
が回線増減設の
み等を行う場合 相互接続点調査回答を受けとった

日から6ヶ月以内に設置工事着手 

加入者光ファイバ： 
接続開始まで1ヶ月以内 
局内光ファイバ： 
接続開始まで1.5ヶ月 

中継光ファイバ：接続開始まで1.5ヶ月以内 

（中継光ファイバ） 

（中継光ファイバ） 

光回線設備接続申込 

回答 

（加入者光ファイバ・局内光ファイバ） 

＊4

接続用ソフトウェア 
開発必要 

接続用ソフトウェア 
開発不要 

＊3

●接続までの手順及び標準的な期間

相互接続手順については下記のとおりであり、ご要望される接続形態により不要とな

る手続きもあります（i、ii、iiiは、同時に行うことが可能です）。



●参考／接続約款の実施手続

接続に関する料金や接続条件の作成・変更は、情報通信審議会を通じて広く意見を求

め議論をするオープンな手続きで実施され、透明性が確保されています。

w接続会計
接続会計は、当社の第一種指定電気通信設備の管理運営及びその接続、提供を行う

部門（第一種指定電気通信設備管理部門）と、第一種指定電気通信設備を接続料金（ア

クセスチャージ）ベースで利用してユーザサービスを提供する部門（第一種指定電気

通信設備利用部門）とに区分してそれぞれの収支状況等を明確化するとともに、アン

バンドルされた接続料の算定に必要な基礎データを提供するため、第一種指定電気通

信設備をそのまま階梯または用途に応じて細分化した設備区分単位のコスト把握を行

うこととした会計制度です。

e網機能提供計画の届出・公表
●網機能提供計画の届出・公表について

第一種指定電気通信設備の機能の変更・追加の計画については、原則「網機能提供計画」

として総務大臣へ届け出、公表することが義務付けられています。

●接続に関する情報開示（インタフェース関連）について

第一種指定電気通信設備との円滑な接続に必要となる詳細インタフェース条件を提供開

始のおおむね半年～1年前に自主的に開示しています。

 

総 務 大 臣 情報通信審議会 他の電気通信事業者など 

認可申請 

新接続約款の公表 
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認 可 
答　申 

料金   ・  接続条件などの作成   ・  変更 

届　出 

審議会諮問 約款案等公表 

意見招請 

再意見招請 

意見公表 

再意見公表 

新接続約款の実施 
総務省令の制定、第一種指定電気通信設備の指定、接続協定の 
認可等も同様の手続きを経て実施されます 
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●軽微な事項 
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見
受
付 

変
更
を
官
報
掲
載 

変
更
し
た
網
改
造 

工
事
の
開
始
日 

変
更
し
た
網
機
能 

の
提
供
開
始 

計
画
の
届
出 

網
改
造
工
事
の
開
始
日 

網
機
能
の
提
供
開
始 

概
要
を
官
報
掲
載 

営
業
所
に
て
閲
覧 

30日 

以上 

30日 

以上前 

30日 
以内 

30日 
以内 

７
日
以
内 

７
日
以
内 

７
営
業
日
以
内 

７
営
業
日
以
内 

他事業者意見 
受付期間 

200日以上前 

1年以内 

1年以内 

40日以上前 

60日以上前 

1年以内 

網改造工事の開始日変更の場合（円滑な接続に支障が生ずるおそれがない場合） 

NTT東日本におけ
る接続用ソフト
ウェアの標準的
な開発着手時期
は7月と1月です。 

他
事
業
者
要
望 

他事業者との調整等 

（網機能提供計画：第一種指定電気通信設備の機能の変更または追加の計画） 

 
官報掲載 

提供開始のおおむね半年～1年前 

原則200日 
以上前 

1カ月程度 

開発期間（ソフトウェアについては1年） 



届出日 計画
番号 機能の内容（概要）

機能の
変更ま
たは追
加の別

工事開始年月日（上段）
提供予定時期（下段）

自己利用、
共同利用ま
たは他事業
者利用の別

平
　
成
　
９
　
年
　
度

平
　
成
　
10

年
　
度

第1回
平成10年
2月6日

第1回
平成10年
5月29日

第2回
平成10年
6月24日

第3回
平成10年
9月1日
第4回
平成10年
9月18日

第5回
平成10年
12月24日

Ｈ9-1

通信開始前のメッセージ蓄積状況と、通信中に音声
蓄積装置等から受信したメッセージ登録通知、及び
メッセージ消去通知とから、通信終了時の利用者へ
のメッセージ蓄積状況の通知方法を選択する機能

輻輳制御機能に以下の内容を盛り込む　(1)出回線
群単位で輻輳検出及び制御を行う (2)遠隔指示に
より回線の一部を閉塞する (3)輻輳制御済みの情報
を送受信する (4)留保回線数を変更する (5)ダイ
ヤル情報の末尾を判定しサービス制御局（ＮＳＰ）へ
のアクセスを制御する

ユーザ・網インタフェースとして10/100BASE－T、
FDDIでユーザの端末と接続し伝送する機能

通信状態（Bチャネルの使用中／空き）にかかわら
ずユーザ間情報（UUI）を送信する機能

着信先が通信中の場合、発信加入者から通信中監視
登録を行うことにより、着信先の通信状態（通信中／空
き）を監視し空きを確認した時点で発信加入者へその
旨を通知する機能

発信加入者へ着信先の空きを確認したことを通知し
た場合、発信加入者から簡易なダイヤル操作を行う
ことにより、着信先へ再発信を行う機能

共通線信号（ISUP）長がメッセージ転送部（MTP）で転
送可能な最大信号長（272オクテット）を超えた場合、
信号を分割・送信し、受信・再組立する機能

信号用中継交換機間において、ATM信号プロトコ
ルにより信号を送受信する機能

加入者交換機において、利用者回線ごとに設定され
ている通話区分ごとの接続事業者情報により事業者
を選択して接続を行う機能
ユーザ網インタフェースとして10Ｂａｓｅ－Tインタフェー
スで接続を行い、網間インタフェースとしてATM
（STM－１）インタフェースで接続を行い、データ信号
(IPパケット)を多重・集線及び振り分けを行い、伝送
する機能

機能の
追加

機能の
変更

機能の
追加

機能の
追加

機能の
追加

機能の
追加

機能の
追加

機能の
追加

機能の
追加

機能の
追加

自己利用

共同利用

自己利用

自己利用

自己利用

共同利用

共同利用

共同利用

共同利用

自己利用

平成10年7月1日以降
平成11年度第3四半期以降

平成10年7月1日以降
平成11年度第3四半期以降

平成10年12月15日以降
平成10年度12月下旬期以降

平成11年1月10日以降
平成12年度第1四半期以降

平成11年1月10日以降
平成12年度第1四半期以降

平成11年1月10日以降
平成12年度第1四半期以降

平成11年1月19日以降
平成12年度第1四半期以降

平成11年2月5日以降
平成12年度第3四半期以降

平成11年7月12日以降
平成12年度第4四半期以降

平成11年7月12日以降
平成11年度第3四半期以降

Ｈ9-3

Ｈ10-1

Ｈ10-2

Ｈ10-3

Ｈ10-4

Ｈ10-5

Ｈ10-6

Ｈ10-7

Ｈ10-8

届出日 計画
番号 機能の内容（概要）

機能の
変更ま
たは追
加の別

工事開始年月日（上段）
提供予定時期（下段）

自己利用、
共同利用ま
たは他事業
者利用の別

平
　
成
　
10

年
　
度

平
　
成
　
11

年
　
度

第6回
平成11年
2月18日

Ｈ10-9

アドレス信号(IAMメッセージ)に設定されたユーザ
間情報通知サービスのユーザ・ユーザ情報が通信網
内で廃棄された場合に、アドレス完了信号（ACM
メッセージ）により発交換機に対して通知する手段
を電信電話技術委員会（TTC）で規定された手順に
機能を変更する

機能の
変更 共同利用 平成11年7月12日以降

平成12年度第3四半期以降

Ｈ10-10
発交換機において、着交換機が呼経過信号（CPGメ
ッセージ）に設定した事業者間料金精算方式にかか
わるパラメータを受信可能とする機能

機能の
追加 共同利用 平成11年7月12日以降

平成12年度第3四半期以降

第1回
平成11年
6月8日

Ｈ11-
他1

サービス制御局から接続先の番号を取得するこの場
合、取得した接続先の番号が再度別のサービス制御
局へ問い合わせを指示する番号である場合、前位交
換機に当該番号を通知し回線を開放する機能。また
取得した番号に基づきサービス制御局に再度問い合
わせを行う機能

機能の
追加

他事業者
利用

平成11年7月19日以降
平成12年度第4四半期以降

第2回
平成11年
7月15日

第2回
平成11年
12月2日

第3回
平成12年
3月3日

東
Ｈ11-1

着側交換機において、サービス制御局へ情報要素の
問い合わせを行い、取得した情報要素を、着信加入
者回線へ通知する機能

機能の
追加 自己利用 平成12年1月31日以降

平成13年度第2四半期以降

東
Ｈ11-2

着側交換機において、サービス制御局へ問い合わせ
を行い、サービス制御局からの指示により当該着信
呼の転送を行う機能、及び当該転送呼が接続できな
い場合は、再度サービス制御局へ問い合わせを行い
サービス制御局からの指示により次の転送先へ接続
を行う機能

機能の
追加 自己利用 平成12年1月31日以降

平成13年度第2四半期以降

東
Ｈ11-1
変

着側交換機において、発加入者番号により、サービ
ス制御局へ情報要素の問い合わせを行い、サービス
制御局のデータベースから取得した情報を着信加入
者回線へ通知する

機能の
変更 自己利用 平成12年1月31日以降

平成13年度第2四半期以降

平成12年7月21日以降
平成13年度第3四半期以降

東
Ｈ11-3

発側加入者交換機で、利用者回線から指示される事
業者識別番号ではなく、交換機に設定されている異
なる事業者識別番号により接続を行う場合のその旨
の利用者回線への通知機能において、他事業者網へ
接続する場合は、接続先事業者の交換機へ当該接続
を行った旨の情報を通知するよう機能を変更

機能の
変更 共同利用

●網機能提供計画の届出実施状況

総務大臣へ届け出た網機能提供計画については、NTT東日本情報ステーション（フリーダイヤル

：0120-188220）及び各支店にて閲覧が可能であり、希望する方には配布しています。

また「情報webステーション（http://www.ntt-east.co.jp/info-st/netplan/netoffer/index.html）」上に

おいても掲載しております。



開示番号公表日

H10-1-2

●接続に関する情報開示（インタフェース関連）一覧

インタフェース インタフェース機能の概要

平
　
成
　
10

年
　
度

平
　
成
　
11

年
　
度

第1回
（H10年
11月27日）

第2回
（H11年
3月3日）

第1回
（H11年
5月20日）

第2回
（H11年
6月14日）

H10-1-1 加入者交換機接続インタフェース
（多数事業者間インタフェース）
中継交換機接続インタフェース
（多数事業者間インタフェース）
伝送装置間インタフェース（新SDH
インタフェース）

帯域保証型VC接続ATMインタフェース
B-ISUPシグナリングインタフェース
共通線信号網接続ATMインタ
フェース

IP通信用接続ATMインタフェース

加入者交換機高度サービス接続
インタフェース（信号網接続イ
ンタフェース）

超高速専用回線ノード装置イン
タフェース（SONET）

超高速専用回線ノード装置イン
タフェース（SDH）

加入者交換機接続において、接続する電気通信事業者の通信事
業形態によらず、共通的に適用可能な接続インタフェース
中継交換機接続において、接続する電気通信事業者の通信事業
形態によらず、共通的に適用可能な接続インタフェース
他の電気通信事業者の伝送装置とNTTの加入者交換機の伝送装置、
中継交換機の伝送装置、専用回線ノード装置の伝送装置との接続
箇所にて接続を行うための伝送装置間インタフェースについて、
国際標準に準拠した規定の追加・変更を行ったインタフェース
ATM方式において、帯域を保証したVCで接続するインタフェース
ATM方式による接続において、呼／コネクション制御等を行うインタフェース
現在の信号プロトコルにおけるMTP1,2,3に相当する部分に、TTC標準の
広帯域ISDN（B-ISDN）信号プロトコルを適用した共通線信号網接続
ATMインタフェース（網機能提供計画（H10-6）［平成10年9月18日］関連）
網機能提供計画（H10-8）［平成10年12月24日］において公表した、データ信
号（IPパケット）を多重・集線し、接続するATM（STM-1）インタフェース
信号網接続により回線非対応信号を送受信しサービス制御局
（SPC）からNTT加入者交換機を利用し高度サービスを提供す
るためのインタフェースについて、既存の機能メニューに以下
の機能メニューを追加します。（NTT網機能に関する公示（H9-
1-2）［平成9年7月3日］関連）
(1)SCPからの指示に従い、要求された課金情報の設定、要求され
た課金イベントの設定、要求されたイベントの設定、指示された
接続先への接続を行う機能メニュー。

(2)SCPからの指示に従い、順方向接続の切断、要求された課金情
報の設定、要求された課金イベントの設定、要求されたイベントの
設定、指示された接続先への接続を行う機能メニュー。

(3)SCPからの指示に従い、複数の暫定接続の捕捉、要求された課
金情報の設定、要求された課金イベントの設定、要求されたイベ
ントの設定、指示された接続先への接続を行う機能メニュー。

(4)SCPからの指示に従い、2つの呼セグメントの解放、要求された
課金情報の設定、要求された課金イベントの設定、要求されたイ
ベントの設定、指示された接続先への接続を行う機能メニュー。

(5)SCPからの指示に従い、呼セグメントの解放、要求された課金情
報の設定、要求された課金イベントの設定、要求されたイベントの
設定、指示された接続先への接続を行う機能メニュー。

(6)SCPからの指示に従い、呼セグメントの解放、複数の暫定接続の捕捉、
要求された課金情報の設定、要求された課金イベントの設定、要求さ
れたイベントの設定、指示された接続先への接続を行う機能メニュー。

(7)SCPからの指示に従い、順方向接続の切断、複数の暫定接続の捕捉、
要求された課金情報の設定、要求された課金イベントの設定、要求され
たイベントの設定、指示された接続先への接続を行う機能メニュー。

他の電気通信事業者の電気通信設備とNTT東日本の超高速専用
回線ノード装置との接続箇所にて接続を行うためのアメリカ規
格協会（ANSI）標準に準拠したインタフェース。（OC-3/OC-
12/OC-48）
他の電気通信事業者の電気通信設備とNTT東日本の超高速専用回線
ノード装置との接続箇所にて接続を行うためのアメリカ規格協会
（ANSI）標準に準拠したインタフェース。（STM-1/STM-4/STM-16）

H10-2-1

H10-2-2
H10-2-3

H11-1-1

H11-1-2

H11-2-1

個別項目

PHSとの相互接続

「公－専」及び
「公－専－公」接続
専用サービスと電話
サービスの相互接続
CATV電話との相互
接続
ファクシミリ無鳴動着信
信号網接続

片方向接続から双方
向接続への拡大等
発信電話番号通知

NTTフリーダイヤ
ルへの接続
第二種電気通信事業
者との中継線接続
NCCフリーホン
優先接続
（イコールアクセス）

番号ポータビリティ

市内交換機接続
MDF接続

光ファイバ（ダーク
ファイバ）接続

地域IP網接続

PHS事業者との相互接続

企業の私設網等と通信需要の多い地域の公
衆網とを専用線で接続
NTTの専用サービスと他事業者の電話サー
ビスとの相互接続
CATV事業者が電話サービスを促進するため、
NTT網と相互接続
二種事業者の装置からベルを鳴らすことなくFAXへ着信
高度系サービスの実現に向けた信号網間の相互接続

片方向接続の事業者との相互接続を双方向、
エリア外へ拡大
発信電話番号（発ID）を他事業者間経由で
着信側に通知
NTTフリーダイヤルサービスとの接続

「公－専－公｣接続を中継線インタフェース
で実現
「0120」番号を用いてNCCフリーホンに接続
ユーザがあらかじめ選択した事業者間に
「00XY」をダイヤルせず接続

フリーホンまたは加入電話契約者が番号変
更せず事業者を移行

「アクセス系のオープン化」（地域通信市場の競争促進）
他事業者がDSLサービスの提供を行う場合に、NTT
ビル内にコロケーションした装置とMDFで接続する
他事業者が光ファイバ接続装置（ルータ）等をNTTビ
ル内にコロケーションし、その装置とユーザ間あるい
はその装置間をNTT東日本の光ファイバで接続する
NTT東日本の地域IP網のルータ等と他事業
者のルータ等を接続する

H7.7（NTT網活用型）
H8.3（NTT網接続型）
H7.4（公－専）
H8.10（公－専－公）
H7.10

H8.12

H9.3
H9.12（基本サービス）
H12.1（高度サービス）
H.9.12

H9.1（試験提供開始）
H10.2（本格サービス開始）
H10.10（CATV事業者）
H11.4（移動体/PHS事業者）
H9.9/H10.11（インタフェース開示済み）
H10.10（機能実現済み）
H12.1
H10.11 郵政省研究会報告書
H10.12 網機能提供計画届出
H13.5 マイライン開始
H11.3 郵政省研究会報告書
H11.6 網機能提供計画届出
H13.3末開始
H8.12
H11.12 ADSL試験サービス、MDF接続開始
H12.12 接続約款による提供開始
H12.12 暫定提供開始
H13.7 接続約款認可

H13.4 省令変更によるIP通信網の指定設備化
H13.5 接続約款認可申請
H13.9 省令変更に伴うIP通信網の指定約款化

概　要 実現時期及び状況

既
に
実
現
し
た
項
目

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
オ
ー
プ
ン
化
個
別
プ
ロ
グ
ラ
ム
13
項
目

平
成
12
年
度

第1回
（H13年
3月19日）

東H12-1-1

東H12-1-2

以上の主要な項目以外についても、積極的に対応しております。

開示番号公表日 インタフェース インタフェース機能の概要

新超高速専用回線ノード
装置インタフェース
(SONET) 

新超高速専用回線ノード
装置インタフェース
(SDH) 

他の電気通信事業者の電気通信設備とNTT東日本の超高速
専用回線ノード装置との接続箇所にて接続を行うためのア
メリカ規格協会(ANSI)標準に準拠したインタフェース。
(OC-3/OC-12/OC-48) 
他の電気通信事業者の電気通信設備とNTT東日本の超高速
専用回線ノード装置との接続箇所にて接続を行うための国
際基準に準拠したインタフェース。(STM-1/STM-4/STM-16) 

平
成
13
年
度

第1回
（H14年
3月5日）

東H13-1-1

東H13-1-2

（参考）オープン化の個別項目実施状況
公表した具体的な個別のオープン化項目については、関係者と協力して積極的に推進しています。



（参考）網機能公示の実施状況

他の事業者とのサービス開発に関する公平性を確保するために、当社が新しいサー

ビスの提供等にあたって新たに網機能の追加・変更を行う際、その網機能が相互接続

条件に影響を及ぼす可能性があると想定される場合には、あらかじめその網機能の内

容を公示してきました。

ＮＴＴ東日本情報公開のご案内

1. 主な公開情報
・相互接続に関する情報 ・経営情報
・ネットワークに関する情報 ・広報関連情報

2. 公開情報ガイドブック
・NTT東日本における各種公開情報の紹介

3. 情報公開窓口
◆情報ｗｅｂステーション（ホームページ）

<URL> http://www.ntt-east.co.jp/info-st/

◆情報ステーション
〒163-8019 東京都新宿区西新宿3-19-2 NTT東日本本社ビル低層棟1F
TEL：0120-188220 9：30～16：30（土･日･祝日は除く）

◆各支店
・長野支店 〒380-8519 長野市新田町1137-5 TEL：026-225-2386
・宮城支店 〒984-8519 仙台市若林区五橋3-2-1 TEL：022-269-3319
・北海道支店 〒060-8519 札幌市中央区北１条西6丁目　TEL：011-212-4479

第1回 平成7年 6月 29日

第2回 平成7年 12月 26日

第3回 平成8年 3月 26日

第4回 平成8年 6月 26日

第5回 平成8年 11月 25日

第6回 平成9年 3月 28日

第7回 平成9年 7月 3日

第8回 平成9年 9月 25日

第9回 平成9年 12月 18日

・平成7年度第3四半期以降に開発着手する網機能及び開発
着手済みの網機能（全18項目）

・オープンコンピュータネットワークの網機能（専用線UNI相当）
・市内交換機接続インタフェース機能[対応信号用（一般接続）]

・オープンコンピュータネットワークの網機能（高速データ転送）
・加入者回線接続インタフェース機能[加入電話サービス用]

・市内交換機接続インタフェース機能[準対応信号網構成用
（一般接続）]
・信号網接続インタフェース機能[回線非対応信号用（共通部）]

・ATM専用サービス接続インタフェース機能

・接続先指示機能

・信号網接続インタフェース機能[回線非対応信号用（市
内交換機機能）]

・市外交換機接続インタフェース機能[第二種事業者用]
・ディジタルアクセス1500サービス接続インタフェース機能

・帯域共用型ATMインタフェース機能



接続料金の推移 接続料金

平成15年度の接続料金については、接続ルールに基づき再計算し、接続約款を変更

しましたが、今回よりPHS基地局回線機能、中継伝送専用機能の接続料金については、

前年度接続会計に基づく料金としていたものを、長期増分費用方式による料金としま

した。また、新たに、メガデータネッツ（PVC回線）における接続料金を設定しまし

た（平成16年12月提供予定）。

区　　　分

区　　　分

料　　　金
平成15年度～平成16年度

料　　　金

加入者交換機能 1回ごとに
1秒ごとに

市 内 伝 送 機 能 1回ごとに
1秒ごとに

中継系交換機能 1回ごとに
1秒ごとに

中継伝送共用機能 1回ごとに
1秒ごとに

0.56650円
0.021105円

0.20841円
0.0076550円

0.20841円
0.0010250円

―円
0.0033150円

番号案内サービス接続機能
（中継交換機等接続） 1案内ごとに 73円

番号案内サービス接続機能
（端末回線線端等接続） 1案内ごとに 75円

公 衆 電 話 発 信 機 能 1秒ごとに 0.3795円

ディジタル公衆電話発信機能 1秒ごとに 0.3153円

1.電話及びISDNの接続料金
（１）接続料金の概要

・長期増分費用方式による算定（平成15年4月11日から適用する料金）

接続料金

年 動　　　　　向 

事業部制の導入・徹底 

Ｈ４事業部別収支算定 
長距離系ＮＣＣ及び地域系ＮＣＣとの新しい足回り料金決定（接続料金） 

新しい足回り料金導入 
(接続料金)

▲
 
▲
 ▲
 ▲
 
▲
 

4/1～ 

6/30～ 
10/22～ 
11/4～ 

4/1～ 

足回り料金の見直し 
（販売関係費用を除く） 

4/1～ 

ＰＨＳ事業者に接続料金導入 

▲
 

セットアップチャージ付秒課金方式の導入 

▲
 4/1～ 

携帯電話事業者に接続料金導入 

▲
 12/1～ 

ＣＡＴＶ電話事業者に接続料金導入（試験サービス） 

▲
 12/20～ 

Ｈ８事業部収支をもとに接続約款認可 

▲
 3/20～ 

Ｈ９事業部収支をもとに接続約款変更認可 

▲
 1/22～ 

専用線エンド・エンド料金導入・コストベースの接続料金導入 

▲
 

Ｈ１０接続会計をもとに接続約款変更認可 

▲
 

7/1～ 

2/25～ 

エンド・エンド料金導入 

 

 

▲
 ＤＳＬ事業者に接続料金導入 ▲
 光ファイバの暫定接続料金導入 ▲
 接続約款変更認可（接続料金は4/1に遡って適用） 

［専用線等はH11接続会計ベース、公衆網は長期増分費用方式を導入］ 

12/25～ 
12/26～ 
2/19～ 

3/1～ 県内専用線の事業者向け割引料金導入 

▲
 

「IP通信網サービス」接続料金導入 

▲
 7/13～ 

光ファイバの接続料金導入 

▲
 8/31～ ▲
 1/31～ 接続約款変更認可（接続料金は4/1に遡って適用） 

［H12接続会計に基づく専用線等の接続料金］ 
INSネット1500の事業者向け割引料金導入 

▲
 6/20～ 

接続約款変更認可（接続料金は4/1に遡って適用） 
［H13接続会計に基づく専用線等の接続料金］ 

▲
 2/14　 

接続約款変更認可（接続料金は4/11に遡って適用） 
［長期増分費用方式による公衆網接続料金］ 

▲
 4/22　 

接続約款変更認可（接続料金は4/1に遡って適用） 
［H14接続会計に基づく専用線等の接続料金］ 

▲
 2/17　 

平
成
４
年
度 

平
成
５
年
度 

平
成
13
年
度 

平
成
14
年
度 

平
成
15
年
度 

平
成
６
年
度 

平
成
７
年
度 

平
成
８
年
度 

平
成
９
年
度 

平
成
11
年
度 

平
成
12
年
度 

平
成
10
年
度 

・平成14年度接続会計結果に基づく算定（平成15年4月1日から適用する料金）

※接続料金は、消費税抜きで表記しています。



（２）料金適用例（平成15年4月11日から適用する料金） 【事業者別の接続形態】

１．長距離系事業者等との相互接続

接続料金の概要（平成15年4月11日から適用する料金）

●加入電話発着信の場合 ●公衆電話等の加算額
加入電話の料金に以下を加算

●その他

q

q

w

ee

r
t

GC

ISM

ISDNディジタル 
公衆電話 

公衆電話 加入 
電話 

POI

POI

GC

ZC

GC接続 

ZC接続 

〈長期増分費用方式による接続料金〉 

　q　加入者交換機能　　　　（4.37円/3分） 

　w　中継系交換機能　　　　（0.39円/3分） 

　e　中継伝送共用機能　　　（0.60円/3分） 

〈平成14年度接続会計結果に基づく接続料金〉 

　r　公衆電話発信機能　　 　（68.31円/3分） 

　t　ディジタル公衆電話発信機能（56.75円/3分） 
 

※接続料金は、平成12年度料金の場合 

 

：相互接続点 
：加入者交換機 
：中継交換機 
：Iインタフェース加入者モジュール 
 

　接続形態別の料金  
ZC接続料金…q＋w＋e（5.36円／3分） 

GC接続料金…q（4.37円／3分） 

※ 1.  公衆電話発信の場合は、上記料金にrを加算。 

　 2.  ディジタル公衆電話発信の場合は、上記料金にtを加算。 

POI 
G C 
Z C 
ISM

区 分 料　　金

Ｇ　Ｃ　接　続
1回ごとに 0.56650円
1秒ごとに 0.021105円

Ｚ　Ｃ　接　続
1回ごとに 0.77491円
1秒ごとに 0.025445円

区 分 料　　金

公衆電話発信
1回ごとに ―円
1秒ごとに 0.3795円

ＩＳＤＮ公衆発信
1回ごとに ―円
1秒ごとに 0.3153円

区 分 料　　金
ＶＰＮリルー
ティング通話

1回ごとに 1.1235円
1秒ごとに 0.044542円

※加入電話発着信の場合は片端分の料金であり、VPN

リルーティング通話はエンド・エンドの料金です。

ZC IGS IGSGS GS ZC

GCGC GC GC

POI POI

NTT足回り部分 NTT足回り部分 長距離系事業者等中継部分 

相互接続関門交換機 
他事業者関門交換機 
ディジタル中継交換機を設置 
する交換局 
 

G C：ディジタル市内交換機を設置 
　　   し加入者線を収容する交換局 
POI：相互接続点 

接 続 料 金  接 続 料 金  

（ZC 
  接続） 

（GC 
  接続） 

長距離系事業者等ユーザ料金 

IGS 
G S 
Z C

： 
： 
： 



（ZC接続） 

GC
（GC接続） 

（地域系 直加入者等） 

GC

POI

NTT網部分 

地域系事業者等ユーザ料金 

地域系事業者等網部分 

接 続 料 金  

GSZC IGS

区　　　分 料　　　金

G C 接 続

Z C 接 続

1回ごとに 0.56650円
1秒ごとに 0.021105円
1回ごとに 0.77491円
1秒ごとに 0.025445円

G C 接 続

Z C 接 続

（ZC 
　接続） 

GC GC

POI

NTT網部分 携帯電話 
事業者網部分 

MGS：移動体事業者中継関門交換機 
MLS：ディジタル移動通信交換機 
 

携帯電話 事業者ユーザ料金 

接続料金 

ZC IGS

BS

MLSMGS

MS

（GC 
　接続） 

B S：無線基地局 
M S：移動機（携帯電話端末） 

 
 

区　　分 料　　金

公衆電話発信

ISDN公衆発信

区　　分 料　　金
1回ごとに 0.56650円
1秒ごとに 0.021105円
1回ごとに 0.77491円
1秒ごとに 0.025445円

1回ごとに ―円
1秒ごとに 0.3795円
1回ごとに ―円
1秒ごとに 0.3153円

３．携帯電話事業者との相互接続

接続料金の概要（平成15年4月11日から適用する料金）

●加入電話発着信の場合　　　　　　　　 ●公衆電話等の加算額

加入電話の料金に以下を加算

２．地域系事業者及びCATV事業者との相互接続

接続料金の概要（平成15年4月11日から適用する料金）

●加入電話着信の場合



（県内市外） 
GC

（市内） 
GC PSMGC

POI

NTT網部分 
PHS 
事業者網部分 

 
PSM：PHS接続装置 
C S：基地局 
P S：PHS端末 

PHS事業者ユーザ料金 

接 続 料 金 

ZC

CS

PS

区　　　分 料　　　金 区　　分 料　　金

公衆電話発信

ISDN公衆発信

市 内

市 外

県

内

1回ごとに 0.91769円
1秒ごとに 0.039974円
1回ごとに 1.34141円
1秒ごとに 0.049865円

1回ごとに ―円
1秒ごとに 0.3795円
1回ごとに ―円
1秒ごとに 0.3153円

（ZC 
　接続） 

（GC 
　接続） 

GC GC

POI

NTT網部分 
地域系 
事業者 
網部分 

PHS事業者網 
部分 

接続料金 

ZC IGS

CS

GS

PS

POI

PHS事業者 ユーザ料金 

区　　　分 料　　　金 区　　分 料　　金

公衆電話発信

ISDN公衆発信

G C 接 続

Z C 接 続

●公衆電話等の加算額

加入電話の料金に以下を加算

1回ごとに 0.56650円
1秒ごとに 0.021105円
1回ごとに 0.77491円
1秒ごとに 0.025445円

1回ごとに ―円
1秒ごとに 0.3795円
1回ごとに ―円
1秒ごとに 0.3153円

５．接続型ＰＨＳ事業者との相互接続

接続料金の概要（平成15年4月11日から適用する料金）

●加入電話発着信の場合

４．活用型PHS事業者との相互接続

接続料金の概要（平成15年4月11日から適用する料金）

●加入電話発着信の場合 ●公衆電話等の加算額

加入電話の料金に以下を加算



（３）長期増分費用方式

長期増分費用方式について

現在ある設備について、実際にかかった費用をもとに料金算定するのではなく、同

様の設備を仮に最新の技術で最も低廉な価格で構築した場合の費用をもとに料金算定

する方式です。

長期増分費用方式導入の経緯

接続料金に関わる問題については平成9年（1997年）からの日米規制緩和協議の中

で取り上げられ、平成10年（1998年）5月のバーミンガムサミットにおいて、日本が

接続料金を引き下げるための長期増分費用方式を導入することで合意しました。

その合意に基づいて、平成12年5月に電気通信事業法の一部改正が行われ、長期増

分費用方式での接続料算定が法律で定められました。

同年7月の日米規制緩和協議において、今後3年間（平成12～14年度）で平成10年度

の接続料金に対してGC接続で22.5％、ZC接続で60.1％の引き下げ（その8～9割を2年

で実施）を行うことが決定しました。

平成12年12月、東西地域会社はこれらを踏まえ、平成14年度までの3年間の接続料

金の値下げを認可申請し、平成13年2月に総務大臣の認可を受けております。

その後、日米合意に基づき、総務省の研究会においてモデルの見直しが検討され、

平成14年3月に改定モデルが公表されました。

これを受けて、長期増分費用モデルの見直しを踏まえた接続料算定の在り方につい

て、情報通信審議会において検討が行われ、平成14年度料金については既に認可され

た接続料金をそのまま適用し、改定モデルは平成15年度及び平成16年度の2年間に適

用することが適当との答申が、平成14年9月に公表されました。

この答申を受けて、平成15年4月に接続料規則の一部改正が行われ、東西地域会社

は、平成13年度下期及び平成14年度上期の通信量等を用いて算定した平成15年度及び

平成16年度の接続料金、精算の具体的方法等について平成15年4月に認可申請し、同

月、総務大臣の認可を受けております。

なお、「平成17年度以降の接続料の算定方法については、トラヒックの減少及び新

規投資の抑制等の大きな環境変化を前提とした方法を検討する」ことを要請した平成

15年3月の情報通信審議会答申を受けて、平成15年9月からの長期増分費用モデルの見

直し検討が再開され、新モデルが平成16年4月に公表されました。

次期接続料の算定の在り方については、新モデルの評価等を含めて、情報通信審議

会において検討されています。（平成16年5月現在）

事業者間接続料金の低廉化

3分3分制　秒課金制 

課金方式の変更 

  実績原価方式 
（ヒストリカル 
　　　　　コスト） 

長期増分費用方式 

H13年度下期及びH14 
年度上期のトラヒック 
を用いた場合 

4.78 円 
/3分 

ZC
5.36 円 
/3分 

ZC

4.50 円 
/3分 

GC

4.37 円 
/3分 

GC

2002 
(H14)

2003～04 
(H15～16)

（年度） 

5.88 円 
/3分 

ZC

4.60 円 
/3分 

GC

2001 
(H13)

7.65 円 
/3分 

ZC

4.95 円 
/3分 

GC

2000 
(H12)

10.64 円 
/3分 

ZC

5.57 円 
/3分 

GC

'99 
(H11)

11.98 円 
/3分 

ZC

5.81 円 
/3分 

GC

'98 
(H10)

12.93 円 
/3分 

ZC

6.19 円 
/3分 

GC

'97 
(H9)

14.48 円 
/3分 

ZC

6.31 円 
/3分 

GC

'96 
(H8)

16.45 円 
/3分＊ 

ZC

'95 
(H7)

19.78 円 
/3分＊ 

ZC

'94 
(H6)
＊3分間通話した場合の料金。なお、3分3分制方式のH6、H7年度の料金は、現在の秒課金方式（X円／呼＋Y円／秒）ベースに補正。 

0

5

10

15

20
（円/3分） 



接続料金の概要（平成15年11月1日から適用の料金） （1回線あたり月額料金）

※上記の他に回線管理運営費（1請求書あたり月額130円）が必要となります。
タイプ1：営業時間内保守メニュー
タイプ2：24時間保守メニュー

（参考）

線路情報開示システムの接続料金（平成15年9月22日から適用の料金） （月額）

※上記の接続料金を、月間の事業者別新規契約者数比率で按分し請求します。

4.光ファイバのアンバンドル料金

接続料金の概要（平成15年4月1日から適用する料金）

＊上記の他に回線管理運営費（1回線あたり月額129円、1請求書あたり月額130円）が
必要となります。

利用回線型
（加入電話と共用する場合）

契約者回線型
（加入電話と共用しない場合）

DSL事業者がスプリッタ設置

区　　分

158円

316円

1,385円

1,456円

料　金

NTT東日本がスプリッタ設置

タイプ1

タイプ2

2.専用線の接続料金
（１）接続料金の概要（平成１5年４月１日から適用する料金） （月額）

※同一MA内の場合の料金

（２）料金適用例（同一MA内の場合）

3.DSL（MDF接続）事業者の接続料金

区　　　　　分 料　金

3.4kHz
64kbps（タイプ1）
1.5Mbps（タイプ1）
64kbps（通常クラス）
1.5Mbps（通常クラス）
10Mbps（通常クラス）

一般専用

ディジタルアクセス

高速ディジタル伝送

第一種 ATM専用

7,087円
6,701円
58,951円
23,819円
109,663円
153,667円

専用線ノード装置 
（CNE） 

専用加入者線装置 
モジュール（SLM） 

POI（相互接続点） 

高速ディジタル 
伝送 

サービス別、品目（速度）別 
 
 
・22,601円／回線・月（高速ディジタル伝送　64kbps（通常クラス）） 
 
・99,905円／回線・月（高速ディジタル伝送　1.5Mbps（通常クラス）） 

・1,218円／回線・月（高速ディジタル伝送　64kbps（通常クラス））（メタル回線） 
 
・9,758円／回線・月（高速ディジタル伝送　1.5Mbps（通常クラス））（光回線） 

通
信
路
設
定 

伝
送
機
能 

端
末
回
線 

伝
送
機
能 

【料金】＝q＋w

q

w

FTM（Fiber Termination Module）：加入者光ファイバ回線を収容する配線装置 
CTF（Cable Termination Frame）：中継光ファイバ回線を収容する配線装置 

（収容ビル） （中継ビル） 

他
事
業
者
装
置 

（
ル
ー
タ
等
） 

FTM CTF　 

加入者光ファイバ 

（お客さま） 

中継光ファイバ 
他
事
業
者
装
置 

（
ル
ー
タ
等
） 

CTF　 

線路情報開示システム 5,352,000円

区　　　　　分 料　金

タイプ1
タイプ2

同一ビルの場合

加入者光ファイバ＊

中継光ファイバ＊

局内光ファイバ＊

5,074円/芯 （五千七十四円）

5,350円/芯 （五千三百五十円）

2.166円/芯・m （二．一六六円）

475円/芯

ADSLモデム・局内装置：ADSL技術を利用した通信を行う装置 
スプリッタ：電話（低周波）とデータ（高周波）を多重・分離する装置 

（お客さま宅） （収容ビル） 

ADSL 
モデム 

  ADSL 
局内装置 

スプリッタ スプリッタ 

MDF

加入者交換機 電話網 

ISP網 

利用回線型（NTT東日本がスプリッタ設置） 

利用回線型（DSL事業者様がスプリッタ設置） 

契約者回線型 

（月額）



（NTTビル） 

他事業者 
網 

最大100MbpsCTF
局外スプリッタ 

加入者光ファイバ 

17,145円 

光
信
号
伝
送
装
置
（
Ｏ
Ｌ
Ｔ
） 

Ｏ
Ｓ
Ｕ 

局
内
ス
プ 

リ
ッ
タ 

８
分
岐 

４
分
岐 

‥
‥ （お客さま宅） 

＜設備構成イメージ＞ 

新宅内 
装置 

最大100Mbps

   ：POI（相互接続点） 
CTF(Cable Termination Frame)：光ファイバ回線を収容する配線装置 
OSU(Optical Subscriber Unit)：回線終端装置と対向して光信号を伝送する装置（パッケージ） 
 

（月額）

区　分 

接続料金 

光信号分岐端末 
回線（引込線） 

763円 
/1光信号分岐端 
末回線ごと 

/1光信号主端末 
回線ごと 

/4光信号主端末 
回線ごと 

/1光信号主端末回線 
収容装置（OSU）ごと 

光信号主端末回線 
加入者光ファイバ・ 
局外スプリッタ 

5,020円 

局内スプリッタ 

2,316円 

光信号伝送装置 
（OLT） 

9,046円 

合　計 

他事業者設備 

接続料金の概要（平成15年3月17日から適用する料金） 

8.光アクセスラインに使用するメディアコンバータの接続料金

（月額） 
区　分 
集線型 

（1パッケージあたり16回線分を収容） 
非集線型 

20,057円/パッケージ 
（1,254円/回線）＊ 
1,531円/回線 

局内メディアコンバータ 

＊1回線あたりの料金 
（20,057円÷16MC） 

接続料金の概要（平成14年3月28日から適用する料金） 

（NTTビル） 

＜集線型＞ 

最大100Mbps

16回線分を1回線に集約 CTF
加入者 
光ファイバ 

（お客さま宅） 

＜設備構成イメージ＞    ：POI（相互接続点） 
MC(Media Converter)：光信号と電気信号を変換する装置 
CTF(Cable Termination Frame)：光ファイバ回線を収容する配線装置 

他事業者 
IP網 

他事業者設備 

‥
‥ 

・ 
・ 
MC
MC

MC
他事業者 
装置 

（NTTビル） 

＜非集線型＞ 

最大100Mbps

CTF

加入者 
光ファイバ 

（お客さま宅） 

他事業者 
IP網 

他事業者設備 

MCMC
他事業者 
装置 

ルーティング伝送機能 
（地域IP網） 

ファストイーサ(FastEther) 
ATM OC-3(Optical Carrier Level3) 
PRI(Primary Rate Interface)

：100Mbpsの伝送速度を持つLANインタフェース 
：光ファイバ上にATM信号を伝送するためのインタフェース 
：ISDN回線のインタフェース 

他事業 
者装置 

お客さま 

ISP網 網終端ルータ ルータ 

ポート 

【PRI】 

他事業 
者装置 

お客さま 

ISP網 網終端ルータ ルータ 

ポート 

【ATM OC-3】 

他事業 
者装置 

お客さま 

ISP網 網終端ルータ 

（中継ビル） （収容ビル） 

ルータ 

ポート 

【ファストイーサ】 

中継網 
 
 

光ファイバ網 
・ 

ATM網 

区　　　分 

ファストイーサ 
ATM OC-3 
PRI

料　　金 
321,796円／1ポート・月 
455,190円／1ポート・月 
    8,414円／1ポート・月 

接続料金の概要（平成16年6月22日から適用する料金） 

 

B県 

ISP事業者様 

：POI

地域IP網 

料金区分の適用箇所 

（Bフレッツ、フレッツ・ADSL、フレッツ・ISDN、Mフレッツをご利用のお客さま） 

県間 県間 

A県 

地域IP網 

C県 

地域IP網 

区　　　　　分 料　金

GbE:1Gbps毎
FE:100Mbps毎
ATM:135Mbpsまで毎
DA/HSD:1.5Mbps、6Mbps毎

大規模容量クラス

中規模容量クラス

接続料金の概要（平成15年3月4日から適用する料金）

※上記の他に回線管理運営費（1回線あたり月額129円、1請求書あたり月額130円）が
必要となります。

1,560,000円/ポート・月

520,000円/ポート・月

5.地域IP網の接続料金

6.地域IP網の広域化（県間接続）における接続料金

7.シェアドアクセス方式を利用した加入者光ファイバ料金

※上記の他に回線管理運営費（1光信号分岐端末回線あたり月額129円、1請求書あたり
月額130円）が必要となります。

※上記の他に回線管理運営費（1回線あたり月額129円、1請求書あたり月額130円）が
必要となります。



11.INSネット1500回線の事業者向け割引料金

（料金適用例） 

接続料金の概要（平成14年6月20日から適用する料金） 

区　分 

（参考）INSネット1500ユーザ料金 

上記以外の場合 

23,312円 
（24.8%） 

31,000円　 
（税込32,550円） 

19,964円 
（35.6%） 

適用料金 
（割引率） 

INSネット1500回線 
（総合ディジタル通信端末回線伝送機能） 

接続の申し込み等の際にNTT東
日本の営業担当者を経由する場合 

基本料・通話料 

ユーザ料金 31,000円（税込32,550円） 

接続料金 23,312円　又は　19,964円 

加入電話・ISDN INSネット1500 
（着信用） 

お客さま 

ISP等 NTT東日本 料金適用例 

・発信側契約者20回線、着信側相互接続回線（1.5Mbps） 
　１回線の場合 
 
　接続料金： 
　　①922円×20回線＋②9,005円×1回線 
　　　＝27,445円 

（お客さま端末） 

ISM折返し接続機能 

ISM折返し機能 

GC

ISM

POI

（コロケーション） 

NTTビル 

ISP網 

装 置 

（お客さま端末） 

料金適用例 

接続料金：専用サービス契約約款の料金額×（1－
端末間伝送等機能割引率） 
 
（上記で算出した料金額に対し、長期継続利用減額
及び高額利用割引について専用サービス契約約款の
条件により適用） 

［参考］専用サービス契約約款の割引率条件 

高額利用 
割引 

長期継続 
利用減額 

7％（3年契約） 
11％（6年契約） 

一般専用 高速ディジタル伝送 
ATM専用 

3％～7％（利用額に応じて適用） 

（なし） 

中継ビル 

収容ビル 収容ビル 
お客さま向け 
回線と同様の 
形態 

端
末
間
伝
送
等
機
能 端

末
回
線 ｝ 

パケット 
交換機等 

他事業者網 

県内 

POI

区　　　　　　分

端末間伝送等機能（専用サ
ービス契約約款の料金額に
乗じる割引率）

接続の申し込み等の際に
NTT東日本の営業担当者
を経由する場合
上記以外の場合

一般専用

3.5%

9.5%

8.6%

21.6%

高速ディジタル伝送・ATM専用

区　　　　　　分
①ISM折返し機能

②ISM折返し接続機能※

（着信側相互接続回線毎に月額）
※上記の他に回線管理運営費（1回線あたり月額129円、1請求書あたり月額130円）が
必要となります。

発信側契約者回線毎に月額
着信側相互接続回線毎に月額
1.5Mbps回線利用型
128kbps回線利用型

922円
68,545円
9,005円
532円

料　　金

10.県内専用線の事業者向け割引料金

9.ISMを利用した定額制接続料金

接続料金の概要（平成14年8月2日から適用する料金）

接続料金の概要（平成15年4月1日から適用の料金） （月額）

品　　　目 

○基本料〔端末回線伝送機能〕 
　・3Mbps～42Mbps（3Mbps単位） 
 
○通信料（PVC）〔データ伝送機能〕 
　・クラス1（速度保証型）　64kbps～2Mbps 
　・クラス2（速度一部保証型）　500kbps～10Mbps

①通信料（PVC） 
〔データ伝送機能〕 
 
17,027円（回線/月） 
（500kbps　クラス1） 

②基本料 
〔端末回線伝送機能〕 
 
7,518円（回線/月） 
（3Mbps） 

POI

お客さま 

中継局 
装 置 

収容局 
装 置 

区　　　　　　分

基本料：3Mbps、通信料：500kbps・クラス1

PVC：相手固定通信
POI：相互接続点

POI：相互接続点

24,545円

料　　金（①＋②）
（1回線あたり月額料金）

12.メガデータネッツのPVC回線の接続料金

接続料金の概要（平成16年12月（予定）から適用する料金）



NTT東日本では、NTT1社体制時より大規模災害に備えて種々の施策を講じておりますが、阪神・淡路大
震災を踏まえ、更なる災害に強い通信サービスの実現に向けて取り組んでいます。

●災害用伝言ダイヤル「171」（利用方法の概要は次ページ参照）
地震等の災害発生時は、多くの方が電話を一斉にかけられるため電話がかかりにくい状態となりますが、
災害用伝言ダイヤルはこのような電話がかかりにくい状態でも家族間の安否や集合場所の連絡にご利用
いただけるサービスです。
また、災害用伝言ダイヤルを利用することで避難等により電話に応答できない方々への連絡及び停電、
被災により自宅の電話が使えない場合の連絡が可能となるほか、呼び出しても応答のない電話が減少す
る等、安否情報の伝達性向上が図れます。
災害用伝言ダイヤルは、災害時の社会的しくみとして定着を図るため、各自治体での防災訓練、テレビ、
ラジオ等でのPRを展開しています。

※災害用伝言ダイヤルは、NTTコミュニケーションズ（株）が提供しているサービスですが、災害の発生地
域等に応じて、NTT東日本、NTT西日本が運用します。

●災害時の公衆電話無料化
阪神・淡路大震災の際に、停電のためカード公衆電話でテレホンカードが使用不能となる事態や、コイン併用
型公衆電話の金庫にコインが一杯になり使用できなくなる等の事態が生じたことから、災害時＊にはテレホン
カードやコインをお持ちでなくても無料で公衆電話をご利用いただけます。
〔＊災害時：災害救助法が適用される規模の災害が発生し、かつ広域停電が発生している場合〕
●110番・119番回線の信頼性向上
110番･119番は交換機と緊急・消防の指令台（受付台）間を専用線で結んでいますが、この専用線が被災

により不通となった場合は利用できなくなります。一方、発信交換機と警察・消防の指令台エリアの着信交
換機間には複数のルートがあります。このため、阪神・淡路大震災での教訓を活かし、あらかじめ警察・消防
の受付台にISDN回線等を準備しておき、専用線不通時に、その回線に中継回線経由で接続されます。
更に信頼性を向上させるために、平常時から110、119番の受付台側の全回線を専用線から、より多くのル
ートが確保できるISDN回線に変更し、常時ISDN回線により接続する方式に順次移行しています。

●衛星通信システム
災害等で地上の電話が使用不能になった際に通信衛星（N-STAR）を利用して通話を行うことができる衛
星通信システム（Ku-1ch）により、通信の孤立防止を図ります。

●予備電源の強化
阪神･淡路大震災の際に影響を受けた発電装置の耐震強化及び蓄電池の耐震強化については、NTT
東日本エリアのすべてのビルの点検・調査を行い、必要な補強を実施しました。

●防災業務計画の通知
平成11年7月1日の再編成に伴い、持株会社（NTT）、NTT東日本、NTT西日本、NTTコミュニケーション
ズの再編成4社並びにNTTドコモグループ9社は、災害対策基本法に定められた指定公共機関に指定さ
れ、災害対策を推進しています。
地震、台風、豪雨、土砂崩れ等の自然災害及び大規模故障に対して、NTTグループ各社が連携した災害
対策を推進することが重要であることから、災害対策基本法及び東南海・南海地震に係る地震防災対策
の推進に関する特別措置法に基づいた共通の「防災業務計画」を制定し、内閣総理大臣及び都道府県
知事へ通知しています。
防災業務計画のポイントは次のとおりです。
q NTT１社体制時の災害対策施策の継承
w NTTグループの指定公共機関13社の連携を明確化
e大災害時の安否等の連絡手段として導入した災害用伝言ダイヤルの提供

●災害時優先電話
災害の救援、復旧や公共の秩序を維持するため、法律に基づいてあらかじめNTTで指定させていただい
ている電話です。この電話は、被災地およびその途中にある全ての電話設備が被災しないかぎり、優先的
にご利用いただけます。なお、災害が発生した場合は、この災害時優先電話を発信専用電話としてお使い
になると効果的です。
＜災害時優先電話をご利用になれる機関例＞

災　害　名　等

栃木県・福島県の集中豪雨
岩手県雫石地震
高知県の豪雨災害
長崎県諫早の集中豪雨
東海村臨界事故
岩手県集中豪雨
北海道有珠山噴火
伊豆諸島近海地震～三宅島火山活動
東海地方豪雨
鳥取県西部地震
芸予地震
宮城県沖地震
宮城県北部地震
北海道十勝沖地震
新潟・福島豪雨
福井豪雨

提　供　期　間
（平成10年3月31日サービス開始）

平成10年8月27日～9月7日
平成10年9月3日～9月7日
平成10年9月25日～10月3日
平成11年7月23日～7月26日
平成11年10月1日～10月4日
平成11年10月29日～11月3日
平成12年3月29日～8月9日
平成12年6月26日～平成13年2月3日
平成12年9月12日～10月15日
平成12年10月6日～11月8日
平成13年3月24日～3月31日
平成15年5月26日～6月11日
平成15年7月26日～8月27日
平成15年9月26日～10月17日
平成16年7月13日～7月30日
平成16年7月18日～7月30日

被　災　地

栃木県・福島県・茨城県
岩手県
高知県
長崎県
茨城県
岩手県
北海道
東京都
愛知県・岐阜県
中国・四国地方全域
広島県・山口県・愛媛県
岩手県・宮城県
宮城県
北海道
新潟県
福井県

利用状況（録音＋再生）

約61,000呼
約8,000呼
約23,000呼
約400呼
約6,400呼
約1,100呼
約16,500呼
約5,500呼
約43,500呼
約199,500呼
約87,000呼
約65,700呼
約40,000呼
約37,700呼
約12,600呼
約700呼

＜主な提供状況＞

（Ｈ16.7月末現在）

災害対策
災害対策に対する取り組みについて（平成16年7月現在）

●気象、水防、消防、災害救援機関およびその他の国または地方公共団体の機関
●秩序の維持、防衛、輸送の確保、電力の供給、水道の供給、ガスの供給に直接
関係のある機関
●新聞社、通信社、放送事業者の機関　など



参考／災害用伝言ダイヤル

災害用伝言ダイヤルの概要

災害用伝言ダイヤルは、被災地内の電話番号をキーにして、安否等の情報を音声により

伝達するボイスメールサービスです。

災害用伝言ダイヤルは、被災地の自宅電話番号の末尾３桁を自動判別して、全国50カ所

に配置した伝言蓄積装置に接続し、伝言をお預かりします。また、再生時も自動でこの伝言

蓄積装置に接続します。

災害時は、被災地内と全国から被災地への電話回線は混雑しますが、被災地から全国への電

話回線（発信）、被災地外と全国間の電話回線（発着信）については比較的余裕があります。

そこで、安否情報等の伝言を比較的余裕のある全国へ分散させることで、安否等の確認が

比較的スムーズに行えるようになります。

また、システムが伝言を受け付けますので、（1）避難等により電話に応答できない方々へ

の連絡が可能となる。（2）停電、被災により自宅の電話が使えない場合の連絡が可能となる。

（3）呼び出しても応答のない電話が減少する。など、安否情報の伝達が確保できます。

災害用伝言ダイヤルのしくみ

災害用伝言ダイヤルの利用方法

「１７１」をダイヤルし、利用ガイダンスに従ってダイヤルし、伝言の登録、再生を行ってください。

●伝言の登録方法

●伝言の再生方法

災害用伝言ダイヤルの提供条件

こちらは災害用伝言ダイヤルセンタです。 
録音される方は1、再生される方は2、暗証番号を利用する録 
音は3、暗証番号を利用する再生は4をダイヤルしてください。 

被災地の方はご自宅の電話番号、または連絡を取りたい被災 
地の方の電話番号を、市外局番からダイヤルしてください。 
被災地域以外の方は連絡を取りたい被災地の方の電話番号を、 
市外局番からダイヤルしてください。 

ガイダンス 

ガイダンス 

災害用伝言ダイヤルセンタ（ガイダンス等） ご利用者の操作等 

1 7 1

2

ダイヤル 

× × × ×  × × ×  × × ×  （    ） 

１ 利用可能電話
一般電話（プッシュ式、ダイヤル式）、公衆電話、INSネット64、
INSネット1500、メンバーズネット（オフネット通話利用時に限る）、
携帯電話、PHS（一部事業者を除く）

２ 利用可能な場合
・震度６弱以上の地震発生時
・自然災害が発生し、電話が混み合いつながりにくい状態のとき

３ 伝言登録、再生が可能な電話番号 被災地エリアの電話番号（県単位に災害時指定）

４
伝言蓄積数
伝言録音時間数

1電話番号あたり1～10伝言
1伝言30秒以内

５ 伝言の保存期間 お預かりしてから２日間（48時間）６
伝言の消去 保存期間経過時に自動消去

７ ご利用料金 発信地～被災地電話番号間の通話料（登録、再生とも必要）
８ 暗証番号付き伝言 暗証番号（任意の4桁の数字）を付与し利用可能

項 目 内　　　　　容

こちらは災害用伝言ダイヤルセンタです。 
録音される方は1、再生される方は2、暗証番号を利用する録 
音は3、暗証番号を利用する再生は4をダイヤルしてください。 

被災地の方はご自宅の電話番号、または連絡を取りたい被災 
地の方の電話番号を、市外局番からダイヤルしてください。 
被災地域以外の方は連絡を取りたい被災地の方の電話番号を、 
市外局番からダイヤルしてください。 

ガイダンス 

ガイダンス 

災害用伝言ダイヤルセンタ（ガイダンス等） ご利用者の操作等 

1 7 1

1

ダイヤル 

× × × ×  × × ×  × × ×  （    ） 

（録音件数等の提供条件については、提供開始時にテレビ・ラジオ等でお知らせします。）



制御しない場合 制御する場合 記事 

一般電話から 
ご利用の場合 

優先電話（公衆 
電話など）から 
ご利用の場合 

被災地への見舞い電話 
等が増大し、かかりに 
くくなります。 
・処理に支障をきたし、 
　つながらなくなる恐れ 
　があります。 

当該中継交換機 
配下の被災地以 
外向けの通話 

被災地への見舞い電 
話等に圧迫され、つな 
がりにくくなります。 

被災地への見舞い電話等 
が増大し、かかりにくく 
なります。 
・処理できる範囲内で最 
　大限につなげます。 

一般電話を制御するため、 
優先電話から発信される 
お客様の通話は確保され 
ます。 

被災地への見舞い電話等 
が制御され、圧迫されず 
に通話が確保されます。 

・災害時は、公衆電話 
　などの優先電話の方 
　がつながりやすくな 
　っています。 

優先電話も一般電 
話同様につながり 
にくくなります。 

トラヒック制御装置 

他の地域（全国） 

中継 
交換機 

中継 
交換機 

交換機 交換機 交換機 

災害型輻輳 

r

e
w

q見舞い電話等＊2

q地震等の見舞い電話等により、被災地域への電話トラヒックが増加 

w被災地の交換機に見舞い電話等が集中し、交換処理能力を圧迫（輻輳） 

eトラヒック制御装置へ輻輳通知 

r交換機容量に見合うよう、トラヒック制御装置から全国の交換機に 
　対し、被災地の市外局番で接続量を制御（一般電話のみを制御→重要通信の確保） 

被災地 

r制御 

お客様 
制御しない場合 制御する場合 記事 

チケット予 
約で電話を 
されるお客 
様 

受付回線が話し中でな 
かなか接続できません。 
 
・リダイヤルにより交換 
　機の処理に支障をきた 
　し、接続できなくなる 
　恐れがあります。 

それ以外で 
ご利用のお 
客様 

チケット予約の電話に 
圧迫され、つながりに 
くくなります。 

受付回線数に応じて接 
続量を適正に制御しま 
す。 

チケット予約の電話に 
圧迫されず平常時と同 
様のつながりやすさが 
確保されます。 

・チケット予約の 
　電話は、制御さ 
　れても結果的に 
　はつながる量は 
　同じです。 

・一般の電話でも、 
　公衆電話のよう 
　な優先電話も同 
　様に制御され、 
　つながりやすさ 
　は同じです。 

トラヒック制御装置 

他の地域（全国） 

中継 
交換機 

中継 
交換機 

交換機 交換機 交換機 

企画型輻輳 

r

r

e

w

q

qチケット予約等により、受付電話番号への電話が集中 

w話し中によりつながりにくくなり、繰り返しかける電話が増加し、交換機の 
　処理能力を圧迫 
eトラヒック制御装置へ輻輳通知 

r受付回線数に見合うよう、トラヒック制御装置から交換機に対し、電話番号で 
　接続量を制御 

受付電話 

r制御 

お客様 

参考／輻輳（ふくそう）＊1の概要

＊1  輻輳（ふくそう）とは
特定の交換設備に対し通信が集中することにより、交換設備の通信の疎通能力が継続して
著しく低下する現象のこと。

＊2  見舞い電話等とは
被災地にいる親戚や知人へのお見舞いの電話や安否問い合わせの電話のこと。



研究開発

NTT東日本における研究開発の取り組み

NTT東日本では、今後のIP・ブロードバンド系サービスと既存サービス

の提供に向けた研究開発に取り組んでいます。

具体的には、IP・ブロードバンド系サービスでは魅力ある新サービスの

展開に向け、タイムリーな開発SE・システム開発・最新技術の検証を行

っています。

既存サービスの提供においては、効率的運用・技術改良はもちろん、新

サービスのシステム開発、ネットワークの強化などに取り組んでいます。

これらのシステム開発や技術検証を通じて、新技術を身につけたコア技

術者を育成し、NTT東日本全体の技術力の向上を担っています。

研究開発の体制

NTT東日本の各支店・事業推進本部と連携し、お客さまニーズを踏まえ

たタイムリーで小回りのきく「要望型開発」推進に取り組んでいます。

また、NTTグループ全体のR＆Dを担う持株研究所ともその成果をリレ

ーし合い、より高次元な利用技術への展開を構想するとともに、市販の

製品・技術にも注目した最新技術に対する動向調査・目利きに基づく

「提案型開発」を行っています。

これからもお客さまのニーズを迅速に実現させる、質の高い成果の提供

に寄与していきます。

IP・ブロードバンド系新サービスの開発 

●サービスの拡充 
　エンタープライズVPNサービス、IP電話サービス、 
　既存サービスの高度化、次世代ネットワークSE・検証、等 
●ブロードバンド系アプリケーションプラットフォーム開発 

アクセス系サービスのバリエーション拡大と光の導入促進 

●アクセス系サービスのバリエーション拡大 
●光サービスの本格展開に向けた技術改良 

人
材
の
育
成 

●
Ｉ
Ｐ
・
ブ
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●
開
発
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・
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力
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強
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●
既
存
系
技
術
の
継
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既存サービス、オペレーションの強化・改善 

●既存サービスの維持、老朽システムの更改 
●オペレーションシステムの更改、新技術適用による 
　運用の効率化 

持株研究所 

ニーズ 

お　客　さ　ま 

支店、事業推進本部等 

市販製品・ 
技術 

開発要望 

NTT東日本 

研究開発センタ、等 

成果等の提供 

サービス 
の提供 

目利き 

開
発
要
望 

成
果
等
の
提
供 



種　　　類 調達する製品例

資材調達

1）ビジネスニーズを踏まえ、オープンかつ透明に調達を実施し、
2）国内外のサプライヤに対し、内外無差別に競争機会を提供し、
3）ビジネスニーズに適する競争力ある製品を、グローバル、かつ、市場原理に基づい
て調達する

NTT東日本の調達活動

ＮＴＴ東日本は、ますます高度化・変化する情報通信分野への社会的要請にこたえるため、

経営の効率化を図り、優れたサービスを提供する努力をしています。

ＮＴＴ東日本が企業として競争力を発揮し、お客様のご要望にこたえ、サービスをより充実し

ていくには、品質の高い製品を経済的かつタイミング良く調達する必要があります。このために

ＮＴＴ東日本では、従来の調達手続きにおける、オープン、公正、内外無差別の基本理念にス

ピーディ、柔軟、効率的の理念を加え、以下の基本方針に基づき調達活動を行っています。

調達する製品
NTT東日本が調達する製品は、電気通信設備をはじめ、事務機器、医療機器など多岐

にわたります。

NTT東日本が調達する製品例をご紹介いたします。

調達にご参加いただく上でのご注意

・NTT東日本は完成品のみを調達しており、半製品や部品の調達は行っていません。

完成品にどのような部品を組み込むかはサプライヤの判断に任されています。

・NTT東日本は、サプライヤから提供される資料について、特許及びノウハウの取り

扱いに関する協定を結ぶなど、財産的情報の保持に万全を期しています。

調達手続きの分類

NTT東日本では、調達する製品の性質によって調達手続きを以下のように区分し、

原則としてこれらの手続きのいずれかによって調達を行います。

電気通信設備

ノード系ネットワーク
システム
リンク系ネットワーク
システム
アクセス系ネットワーク
システム

ユーザシステム

オペレーションシステム

ディジタル交換機、バックボーン用IPネットワーク装置

ディジタル伝送装置、ディジタルマイクロ装置、
中継系光ファイバケーブル
加入者伝送装置、専用線設備、アクセス系光ファイバ
ケーブル、アクセス用IPネットワーク装置

コンシューマ及びビジネスユーザ向け製品類

オペレーションシステム用ワークステーション、サー
バ
事務機器、医療機器そ　の　他（ノンテレコム製品等）

調達カテゴリ

国内電気通信設備

調達の手続き

スーパーコンピュータ、
衛星

スーパーコンピュータ、
衛星の調達手続き

ノンテレコム製品の
調達手続き

ユーザの選定に基づく
購入手続き

引き続く購入プロセス

サプライヤ提案プロセス

提案募集プロセス
NTT東日本がサプライヤの皆様へ提
案を募集することにより、製品を調
達する際の手続きです。

サプライヤの皆様からのご提案を受
けて、製品を調達する際の手続きで
す。

提案募集プロセス及びサプライヤ提
案プロセスにより資格を得られたサ
プライヤの皆様から、製品を追加し
て購入する際の手続きです。

お客様が選定された製品をNTT東日
本が調達する場合の手続きです。

電気通信設備以外の製品を調達する
際の手続きです。

スーパーコンピュータ、衛星を調達
する場合の手続きです。手続きの流
れは、基本的に他の調達手続きと同
様です。

ノンテレコム製品



電気通信物品の調達手続きの構成

提案募集プロセス、サプライヤ提案プロセス、引き続く購入プロセスにより構成されています。

情報提供活動

調達活動のホームページを開設し、サプライヤの利便を図るため、会社の調達に関

する方針、窓口、手続きを含む調達に関する情報を公表します。

URL   http://www.ntt-east.co.jp/purchase/

窓口

国内だけではなく、各国グループ会社の協力を得て、調達に関するご相談やお問い

合わせの窓口を設けています。
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＊ 1.  RFP　Request for Proposal 

＊ 2.  有資格サプライヤ 

 提案募集プロセスおよびサプライヤ提案プロセスにおい

て合格したサプライヤの皆様を、有資格サプライヤとし

ます。 

＊ 3.  RFI　Request for Information 

＊ 4.  RFC　Request for Comments

＊3 ＊4

提案募集（RFP）プロセス 

提
案
募
集（
R
F
P
 
） 

提
案
受
付 

サ
プ
ラ
イ
ヤ
の
選
定 

契
約
・
購
入 

サプライヤ提案プロセス 
サ
プ
ラ
イ
ヤ
か
ら
の
製
品
紹
介 

（
技
術
討
論
） 

提
案
受
付 

サ
プ
ラ
イ
ヤ
の
選
定 

契
約 

２ 

1

追
加
の
購
入 

引
き
続
く
購
入
プ
ロ
セ
ス 

１ 新製品 2 既存製品 

有
資
格
サ
プ
ラ
イ
ヤ 

＊2

＊1
既
存
製
品
の
有
資
格 

サ
プ
ラ
イ
ヤ
へ
の
追
加 

東日本電信電話株式会社
資材調達センタ　国際調達担当

住所：〒163-8019
東京都新宿区西新宿3-19-2
NTT東日本本社ビル18階

電話：03-5359-4343
Fax ：03-5359-1272
E-mail:ontime@sinoa.east.ntt.co.jp

International Procurement Section
Procurement and Supply Center
NIPPON TELEGRAPH AND
TELEPHONE EAST CORPORATION
18th Floor, NTT EAST Head Office Bldg. 19-2, Nishi-
shinjuku 3-chome Shinjuku-ku, Tokyo 163-8019 Japan
Phone:＋81-3-5359-4343
Fax:＋81-3-5359-1272
E-mail:ontime@sinoa.east.ntt.co.jp

国内窓口

海外窓口

Contact Point(in Japan)

●NTT USA, Inc. Corporate Headquarters
NTT USA ニューヨーク本社
101 Park Avenue, 41st Floor
New York, NY 10178-4195 U.S.A.
Phone:＋1-212-808-2296 Fax:＋1-212-661-1078

●NTT Advanced Technology Co. US Office
NTT アドバンスト　テクノロジ　USオフィス
250 Cambridge Ave. Suite 104
Palo Alto, CA 94306 U.S.A.
Phone:＋1-650-617-4556 Fax:＋1-650-617-4557

●NTT Europe Ltd.
NTTヨーロッパ（英国）
3rd Floor, Devon House,
58-60 St. Katharine's Way
London E1  9LB, U.K.
Phone:＋44-20-7977-1000 Fax:＋44-20-7977-1001

●NTT Europe Ltd.,Dusseldorf Branch
NTTヨーロッパ　デュッセルドルフ支店
Immermannstrasse 40
40210 Dusseldorf,
F.R. Germany
Phone:＋49-211-164700 Fax:＋49-211-1649180

●NTT Europe Ltd.,Paris Branch
NTTヨーロッパ　パリ支店
90 Avenue des Champs-Elysees,
75008 Paris, France
Phone:＋33-1-40-76-06-60 Fax:＋33-1-40-76-00-15

..

..

′

ノンテレコム製品の調達手続き

NTT（持株会社）によるR&Dの成果を使用して、NTT東日本が商用機の調達を行う場合、持株

会社が提案募集プロセスを実施し、NTT東日本は商用機を引き続く購入プロセスで購入します。



実施中の海外プロジェクト

ベトナム電話網増設事業
ベトナムでは、市場経済の導入と対外開放の促進を目指して1986年に導入したドイモイ（「刷新」という意味）政策のもと、経済の高度成長に不可欠な電気通信インフラを拡大す
るために、外資導入による電話網増設を推進しています。この一環として、1996年12月にNTT、日商岩井、住友商事により設立された合弁会社のNTTベトナム社は、1997年7月にベ
トナム郵電公社（VNPT）と経営協力契約（BCC : Business  Cooperation  Contract）を締結、同年11月には同国の外国投資法等の現地法規に従い計画投資省から外国投資事業のラ
イセンスを取得し、1998年5月に事業拠点としてNTTベトナム社ハノイ事務所を開設しました。
BCCの合意内容に基づき、NTTベトナム社はハノイ北部地域において、約5年間で最大24万回線の電話網設備を建設するとともに、VNPTに対する事業運営指導を2012年まで実施
します。
NTT東日本のNTTベトナム社に対するこれまでの出資額は、累計35.2億円で、役員派遣は3名（常勤1名、非常勤２名）、技術者派遣は３名（東京本店3名）です。（2004年3月末現

在）
なお、NTTベトナム社の株主構成は、以下のとおりです。（2004年3月末現在）
・NTT東日本 ： 55％
・ITX＊ ： 30％
・住友商事 ： 15％
＊日商岩井の情報産業本部の分社子会社

海外事業活動

海外事業への取り組み

情報通信産業のグローバル化は急速に進展しており、世界の主要キャリアは国境を越えて事業領域を拡大しています。このような変化の中、NTTグループでは、各社が保有する
リソースを結集して、グローバル事業の本格的な展開に取り組んでいます。
NTT東日本は、これまで国内の地域通信事業で培った豊富なノウハウと優れた技術を、海外における基本通信網構築プロジェクトに積極的に活用しています。現在、ベトナムで

は、同国郵電公社との協力により、首都ハノイ市北部の通信網の拡張・整備を進めています。また、インドネシアでは、1995年10月から現地合弁会社（MGTI社）を通じて、中部ジ
ャワ地域において電話網増設事業（第六次電気通信開発五カ年計画）を実施してきましたが、当初の目的を達したことから、NTTを含む既存6社全株主が、2004年1月に、現地企業
へ株式を譲渡し、中部ジャワ地域における業務を完了しました。更には、同国におけるこれまでの実績、人脈を活用して、より広範囲な事業領域において、現地キャリアである
Telkom社とのビジネス創出を目指しています。
今後も、ダイナミックに発展するアジア地域を中心に、各国情報通信市場の自由化、発展の機会を捉え、NTTグループの一員として情報通信ビジネスの海外展開を推進していきます。



国際協力活動
NTT東日本では、情報通信分野における開発途上国の発展に寄与することを目的として、日本政

府からの要請に基づき、技術協力専門家の派遣、研修生の受入れ等の政府開発援助（ODA）プログ
ラムへの協力を行っています。また、国際機関の活動への参加、覚書交流などを実施しています。

1.技術協力専門家の派遣
・開発途上国政府からの要請に基づく技術協力専門家の派遣は、1960年10月のカンボジア以来、継
続して行ってきており、NTTグループとしては、これまでに延べ、47カ国に510名の長期専門家を派
遣しています。
そのうち、2004年3月31日時点で、NTT東日本からは3カ国に3名を派遣中です。
・専門家は、開発途上国において、通信網の計画策定に係る指導・助言、最新技術の移転や研修
センタにおける技術者の訓練指導などを行っています。

2.青年海外協力隊員の派遣
・青年海外協力隊の活動も日本政府による政府開発援助（ODA）プログラムの1つであり、1965年に
活動を開始、その翌年に日本電信電話公社（当時）としてラオスに初代隊員を派遣。以来、積極的
に隊員の派遣、支援を行っています。
・NTTグループからはこれまでに延べ、44カ国、466名の隊員を派遣しており、2004年3月31日時点で、
NTT東日本からは1カ国に1名が開発途上国において、現地の人 と々仕事や日常生活を共にしな
がら、技術の普及・改善に貢献しています。

3.研修生の受け入れ
・日本政府は1955年から電気通信に関する集団研修を日本国内で開始し、開発途上国より研修生
を受け入れています。NTT東日本では、この集団研修を受託しています。
・1999年度から2003年度末までに、NTT東日本においては、延べ81カ国、702名の研修生を受け入
れました。また、2003年度には42カ国、138名の研修生が受講しています。

4.国際機関・国際会議等への対応
・世界あるいは地域の電気通信の発展に貢献するため、各種の国際機関の活動に参加し、国際交
流の推進に努めています。
・主な参加国際機関

ITU-D（国際電気通信連合開発部門）：国際電気通信連合の一部門で開発途上国の電気
通信の発展を目的とした活動を行う組織

APT（アジア・太平洋電気通信共同体）：アジア・太平洋地域における開発途上国の電気　
通信の開発促進及び地域電気通信の整備拡充を目的とした活動を行う組織

技術協力専門家・青年海外協力隊員の派遣状況
（2004年3月31日現在）

研修生の受け入れ

アジア 
大洋州 
25カ国 
303名 
 

アジア 
大洋州 
20カ国 
70名 
 

中近東 
アフリカ 
31カ国 
238名 

中近東 
アフリカ 
15カ国 
49名 

中南米 
23カ国 
159名 

中南米 
7カ国 
19名 

欧州地域 
2カ国  2名 

注）NTT東日本がJICA沖縄国際センタにおいて受入したJICA研修コースのみの数値 

合計 
81カ国 
702名 

合計 
42カ国 
138名 

（2003年度実績） （1999～2003年度実績累計） 

●ブータン(1)
●▲カンボジア(2)

マレーシア(1)● 

凡例 
●：技術協力専門家(3) 
▲：青年海外協力隊員(1) 
(　):人数 



5.新たな国際協力活動の取り組み

情報通信分野における最近の国際的な課題

世界的なIT（情報技術）分野の発展は、それと同時に先進国と開発途上国、或いは

開発途上国間においても深刻な情報格差、いわゆる「デジタル・デバイド」を引き起

こしており、2000年7月の九州・沖縄サミットでも議題として取り上げられ、その是

正・解消に向けた「沖縄IT憲章」が採択されるなど、世界的に重要な課題となってい

ます。

それらを踏まえて、2001年1月に発表された「e-Japan戦略」、同年3月及び6月にそれ

ぞれ策定された「e-Japan重点計画」、「e-Japan2002プログラム」において「国際貢献」

あるいは「国際的な協調及び貢献の推進」を明記し、日本国としての取り組みも活発

化しているところです。

NTT東日本の取り組み

これらの動向を踏まえ、NTT東日本では、従来の電気通信分野での技術協力に加え、

政府開発援助（ODA）を有効に活用し、先進のIT技術を活用した「遠隔教育・研修」

など、開発途上国の「デジタル・デバイドの是正」、「人づくり」に資する複合分野の

プロジェクトを政府開発援助の枠組みの中で提案し、その具体的な実現に向け、コン

サルティングやエンジニアリング業務の受託を目指して積極的に取り組んでいます。

特に「人づくり」に資する取り組みとして、海外からの研修員受け入れプログラム

に注力しており、通信インフラ技術をはじめ人材育成やシステム・ソリューションな

ど、当社の豊富な経験から多岐に亘る研修プログラムを提供しています。

以上のような取り組みを通じて、情報通信インフラの整備支援及び国際的なデジタ

ル・デバイド解消のためのグローバルな協力活動を推進し、開発途上国における情報

通信分野の持続的発展に貢献しています。一方、これらの取り組みは、開発途上国に

おけるNTT東日本の国際プレゼンス向上に寄与しています。



社会貢献活動
“企業も社会の一員である”というスローガンのもと、「良き企業市民」としていかに社会と

共生していくか。これは、単なる金銭的な援助だけで解決できるものではありません。地域

と一体となって社会貢献活動に積極的に参加し、継続的に実施していくこと。その活動を

通じて、ともに感動し、ともに成長しながら、より良い未来を創造すること。こうした社会貢

献活動こそ、「良き企業市民」が果たす役割とＮＴＴ東日本は考えています。

NTT東日本では、社会貢献活動を効果的に展開するため、全社

をあげて実施する「全社的プログラム」を設定しています。一方、

地域特性やニーズにより、それぞれの事業所が独自に実施してい

る「地域的プログラム」があり、また社会人として社会の発展に

寄与する活動を行う「社員」に対する支援も行います。この3つの

プログラムを通して社会貢献活動に取り組んでいます。

NTT東日本が継続的に取り組む活動テーマ

～テレコミュニケーションによる福祉サービスの提供～

●サービスや商品を聴覚障害者の立場で検討

聴覚障害者社員および、聴覚障害に対する見識を持

つ健聴者社員から構成されるワーキンググループによ

り、NTTグループの提供するサービスや商品を聴覚障

害者の立場から検討し、お客様へのサービス向上を目

指しています。また、活動の一環として、社員を対象

にした手話セミナーや聴覚障害者理解促進活動を行い、

社員の社会貢献意識の向上をサポートしています。

●電話お願い手帳の普及促進

NTT東日本では、耳や言葉の不自由な方のコミュニケーションを支援するために「電話お

願い手帳」を作成し、1983年（当時日本電信電話公社）以来毎年、支店等の窓口を通じて配

布を行っています。「電話お願い手帳」は、耳や言葉の不自由な方やお年寄りが、外出先で用

件や連絡先などを書いて、近くの人に協力をお願いする時に使用するものです。

昨年度は全国で約22万部を作成し、配布しています。

ＮＴＴ東日本の社会貢献活動 

地域振興 

自然環境保護 
地域交流 

教育・文化振興 

スポーツ振興 

国際交流活動 
社会福祉活動 

■チャリティーコンサートの開催 
■障害者対象のパソコン教室開催 
　 ■福祉施設への慰問 
■新聞代読サービス 
■チャリティーバザーの開催 

地域的プログラム 
（本社及び地域で個別に 
 　　　　　実施する施策） 
　　■は実施例 

全社的プログラム 
（全体的に実施し、 
　　　　　シンボルとする施策） 

■環境クリーン作戦の推進 
■低公害車の導入 
■信号機清掃 

■地域振興イベントへの参画 
 

■N響コンサートの開催 

　　■ヤングエイドの推進 
　　■地元企業との連携による 
　　　研究会等の開催 
　　■事業所オープンハウスの実施 
 

■スポーツ振興イベントへの参画 
■スポーツ教室、スポーツ大会の開催 

世界を結ぶ心のコミュニ 
ケーションの構築 

　　●青年海外協力隊 
　　   への参加支援 

自然環境保護のための 
社会貢献活動への参画 

●野鳥保護活動への協力 
 

テレコミュニケーションによる 
福祉サービスの提供 

　●福祉機器 
　●電話お願い手帳の普及促進 
　●ライブホン「ときめき」の活用 
  （聴覚障害者用ステレオヘッドホン） 
 

　新しい 
　コミュニケーション 
　文化の形成 

●NTT-ICC 
 



NTT東日本の環境保全に対する考え方

情報通信は、社会全体の環境負荷低減において重要な役割を果たしているとい
う考えのもと、NTT東日本は情報流通企業として、以下の2点を両輪として環境経
営を推進しています。

地球環境保全活動
NTT東日本では、豊かな生活・文化の創造に貢献していくために全社をあげて

地球環境保全活動を展開しています。2003年9月には、NTT東日本の環境保全活動
をまとめた「NTT東日本 環境報告書 2003」を発行しました。当報告書では、
「IT・ブロードバンド社会の形成による循環型社会の形成」を主要テーマとして取
り上げ、ITによる具体的な環境保全事例を紹介するとともに、社会全体の環境負荷
低減のためにNTT東日本が積極的に取り組んでいる「ライフサイクルアセスメン
ト（LCA）＊1」の現状についても報告しています。
＊1 原材料の採取から製造、使用、廃棄に至るすべての過程（人間に例えるならば“揺りかごから墓場まで”の

全生涯）を通して製品が環境に与える負荷の大きさを定量的に評価する方法です。

＜URL http://www.ntt-east.co.jp/ecology/＞

情報流通企業として循環型
社会の形成に貢献します。

―新たな情報通信サービスの
開発・普及―

事業活動における
環境負荷低減に努めます。

1.「情報通信のライフサイクルアセスメント（LCA）」の実施

NTT東日本では、電気通信分野において循環型社会をリードしていくために「ラ
イフサイクルアセスメント（LCA）」を導入しており、NTT東日本のみならず、社
会全体の環境負荷をトータルで低減することを目指しています。
2001年度のTV会議室システム、2002年度の市内通話のLCAに続いて、2003年度
はフレッツ・ISDN、フレッツ・ADSL、Bフレッツなどの“IPサービスのLCA”、及
び長距離中継系を含む“市外通話のLCA”を行いました。
IPサービスのLCAを行った結果、ダイヤルアップ方式に比べ常時接続方式のBフ
レッツ（ファミリー/マンションタイプ）は伝送速度が大幅にアップしているにも
かかわらず環境負荷は横ばい、または微減であることが分かりました。Bフレッツ
は光ケーブル接続を利用することにより、環境負荷を増大させずにお客さまの利
便性向上に成功したサービスであることが示されました。
さらに、Bフレッツ（ファミリータイプ）サービスの利用におけるCO2排出量の
内訳を分析したところ、総CO2排出量の83%がパソコンやモデムなどの利用者端末
の使用時に排出されており、端末機器の節電が環境負荷の低減に大切であること
が分かります。
また、市外通話のLCAを行った結果、市内通話と市外通話で環境に与える負荷
は大きく変わらないことがわかりました。これは距離的な要因を含む中継設備に
よるCO2排出量は総CO2排出量の0.1～0.4%程度であり、非常に小さな割合であるか
らです。中継設備の主な設備であるNTT局間を結ぶ基幹回線は、大容量の光信号
による通信方式のため、環境負荷が非常に低いのです。
一方、加入者設備のCO2排出量は総CO2排出量の40～50%程度であり、地域差に

よるCO2排出量の違いは30～40%程度あることが分かりました。加入者設備におい
ては、NTT局から加入者宅までの平均的な距離の違いがケーブルや電柱などの数
量の違いとなり、平均的な距離の長い地方では加入者設備におけるCO2排出量が
大きくなるためです。
なお、本評価はNTT環境エネルギー研究所、NTT情報流通基盤総合研究所と共
同で実施しました。



■「ダイナミックエコ」

3. 環境ラベル「ダイナミックエコ」認定機器の発売

NTT東日本では、グリーン購入法＊4や国際エネルギースタープログラム＊5への
適合のほか、2001年3月に、環境ガイドライン「通信機器グリーン調達のためのガ
イドライン」を制定し、循環型社会の構築に向けた環境にやさしい通信機器の提
供を推進しています。本ガイドラインについては、2002年4月に追補版としてサプ
ライヤ評価ガイドラインを制定し、実施しています。これは取引先の体制・製品
について「企業体制評価」と「製品評価」の2つの側面から評価するもので、企業
体制評価は企業の環境への取り組み度合いについて評価しており、製品評価につ
いては、購入している製品の有害物質含有状況や廃棄・リサイクルに観点を置い
た評価を実施しています。
また、環境負荷の低い商品の提供を推進するために、環境ラベル「ダイナミッ
クエコ」を制定し、NTT東日本が提供する環境に配慮した通信機器に表示するこ
ととしています。「ダイナミックエコ」はISO14021に準拠したタイプⅡのエコマー
クで、一定の基準を満たした商品に対して認定を行っています。2004年7月末時点
で72機種の「ダイナミックエコ」認定機器を発売しています。

＊4 国などの機関にグリーン購入への取り組みを義務づけるとともに、地方公共団体、事業者、国民にもグリ
ーン購入に努めるべきことを定め、また、事業者、民間団体、国が環境物品に関する適切な情報提供を進
めることを定めた法律。2001年4月より施行されました。

＊5 米国、日本などが協力して実施している国際的な制度で、パソコンなどのオフィス機器について、待機時
の消費電力に関する基準を満たす商品に特定のマークがつけられます。経済産業省が運営しています。

「ダイナミックエコ」の主な認定基準
●法的に製造が禁止されている物質（PCBなど）を使用していない
●法的に規制の対象となっている物質（水銀、カドミウムなど）の使用
を抑制している

●はんだに含まれる鉛の使用を抑制した鉛フリーはんだを採用している
●PVC（ポリ塩化ビニル）、ハロゲン系難燃材などの使用を抑制している
●消費電力、待機電力を低減している
●リサイクル可能な部品を使用している
●発泡スチロール梱包材の使用を抑制している

「ダイナミックエコ」
認定ファクス

OFISTAR® B6100

2.「2002年度 環境会計」の公表

NTT東日本では、環境保全活動の効率的実施および積極的な環境情報の公開を
目的として、1999年度より環境会計を導入し、2000年度より環境報告書において
報告しています。
2002年度の環境活動を総括するNTT東日本環境会計は、環境保全コスト88億円

により、実質的経済効果83億円の結果となりました。環境保全コストのうち、ITS
や電子マネーなど循環型社会形成に貢献する情報通信技術の開発費用、および低
消費電力LSIの開発、クリーンエネルギー技術の開発など事業活動における環境負
荷低減技術の開発費用など、NTT持株会社への研究負担金は45億円でした。
なお、NTT東日本環境会計の主な特徴として、以下の点が挙げられます。
①「環境保全コスト」「実質的経済効果」のほか、2002年度の環境保全効果を
1999年度から2001年度までと比較し、「環境効率性」（エコ・エフィシェンシ
ー〈EE値〉：売上高／環境負荷発生量）を記載しています。
②環境保全効果の参考例として、「社内研修にWeb研修を採用したことによる
CO2排出削減効果」および「全国で使用されている約25万台のテレビ会議に
よるCO2排出削減効果」を記載しています。

コ
ス
ト 

環境保全 
コスト 

88億円 
・投資額（31.5億円） 
・費用額（56.5億円） 

〈2002年度　環境会計〉 

＊2　白マド部分については、現在、算出方法を検討しています。 
＊3　▲は環境負荷が削減できたことを示します。 

環境R&D 
コスト 

（NTT〈持株会社〉 
への環境関連 
研究負担金） 

45億円 
・社会全体の環境負荷 
　低減技術開発 
・事業活動の環境負荷 
　低減技術開発 

効
　
　
　
果 

環境保全 
対策に伴う 
経済効果 

83億円 
・リサイクル売却益（9億円） 
・省エネに伴う費用削減額（9億円） 
・通信設備類のリユースによる 
　新規購入費用削減額（65億円） 

・事前対応によるリスク回避 
 （法規制の罰金や汚染の回避費用など） 
・広告宣伝効果 

環境保全 
効果 

実質的経済効果 自社の事業活動の環境負荷 
低減による社会への効果 

仮定的計算を伴う 
見なし効果 

お客さまでの効果 

・CO2排出量（3.9万t-CO2） 
・純正パルプ使用量（▲0.41万t） 
・廃棄物最終処分量（▲0.91万t） 
・情報通信による社会への貢献 
〈参考例〉 
　社内研修にWeb研修を採用したこと 
　によるCO2排出削減効果（80t-CO2） 

・情報通信による社会への貢献 
〈参考例〉 
　全国で使用されている約25万台のテレビ会議に 
　よるCO2排出削減効果（約60万t-CO2〈推定〉） 

（＊3） 

（＊2） 

（＊2） 



＊6 PET：ポリエチレンテレフタレート［Polyethylene Terephthalate ］の略。飲料容器などに幅
広く使われ、容器リサイクル法でリサイクルが強く推進されています。

＊7 鋼の腐食は、水、酸素（空気）、塩分が大きな要素で、これらの存在により腐食が加速されま
す。鋼管柱が埋設される地下土壌は、一般にこれら3要素がすべて存在します。

＊8 タールエポキシ樹脂塗料：汎用の防食塗料でこれまで世の中で広く使われてきましたが、含有
するコールタールに発ガン性が疑われ、使用を制限する動きがでてきています。

＊9 粉体塗装は、細かく砕いたプラスチック粉体原料を加熱した塗装面に付着させ、粉体原料を溶
融させることにより、緻密で強靭な塗装皮膜を形成する技術です。良好な塗膜を得るためには
温度制御がポイントで、PETは溶融温度が高く、この温度制御が非常に難しい技術でした。今
回、長年蓄積した技術をもとに、温度を適切に制御することに成功し、良好な塗膜を得ること
に成功しました。また、屋外の過酷な使用条件（紫外線、熱サイクルなど）に耐えるため、粉
体原料の組成・微細構造・製法に特別な工夫（抗劣化性の付与、塗膜均一性の向上のための粉
体微細構造・組成の材料設計、製法改善など）を凝らしています。

4. 環境にやさしい鋼管製電柱（エコ鋼管柱）の開発・導入

NTT東日本は、関東から東北、北海道までの東日本全域に多数の鋼管柱を敷設
しています。鋼管柱はブロードバンドを含めて通信を支える重要な通信インフラ
設備の一部であり、私たちは設備・資源の有効利用、廃棄の問題を鑑み、鋼管柱
の長寿命化に取り組んできました。その結果として、PET＊6粉体塗装を鋼管柱の地
下埋設部に施した「環境にやさしい鋼管製電柱（エコ鋼管柱）」を開発しました。
鋼管柱は、その下部が地下に埋設され、固定されます。鋼管柱の長寿命化のポ

イントは、地下という腐食性の高い環境において＊7鋼管柱本体の腐食を長期に防ぐ
ことにあります。この防食用塗装として、これまでコールタールを含有するター
ルエポキシ樹脂＊8が使用されてきましたが、この塗装は防食性が十分ではありませ
んでした（写真）。これに対し、NTT東日本では、極めて優れた防食性を有し、コ
ールタールを含有しないだけでなく、環境3Rの機能を有する塗装として、PET粉
体塗装の開発を進めてきました。今回、長年蓄積した技術をもとに、耐候性に優
れた良好な塗膜を得ることに成功しました＊9。その結果、PET粉体塗装を鋼管柱の
地下埋設部に施した環境にやさしい鋼管製電柱（エコ鋼管柱）が完成し（図表）、
平成15年11月より順次導入を開始しています。

＜エコ鋼管柱の特長＞
エコ鋼管柱は、環境のキーワードである3R（リデュース・リユース・リサイク

ル）を満たしています。
（1）リデュース：省資源

長期間のサービス提供を考えた場合、製品寿命（ライフサイクル）が大幅に
延びることにより鋼管柱の更改回数が減少し、鋼管柱生産に必要な天然資源、
エネルギーが大幅に減少します。

（2）リユース：再利用
PET粉体塗装は強靭で寿命が長いため、移転等により一度撤去した鋼管柱を別
の場所で再度使用できます。

（3）リサイクル：再資源化
鋼管柱自体が鋼（スチール）でできており、廃棄時には良質な再生資源にな
ります。PET粉体塗装の原料には、ペット（PET）ボトルなどからのリサイク
ル材を使用できます。

（4）その他
粉体塗装の工程では、有害で光化学スモッグの原因にもなる有機溶媒を一切
使用しませんので、製造過程においても環境負荷の低減を達成しています。

写真　土中で腐食した鋼管柱

これまでの一般鋼管柱

亜鉛めっき 亜鉛めっき

タールエポキシ樹脂

による防食

PET粉体塗装

による防食

エコ鋼管柱地上部

土中部

図表　新旧鋼管柱の比較



環境問題に取り組むためのあらゆるお手伝いをします。

■社会的使命

エコロジーとコミュニケーションの融合（エコミュニケーション）を基本とし、豊
かな生活・文化の創造に貢献します。

■ビジョン

・情報通信、環境、エネルギーの融合技術を駆使し、21世紀型循環型社会の実
現に貢献する環境総合コンサルティング会社を目指します。
・環境事業を通じ、お客さまの企業価値の向上を図ると共に、社会貢献に努め
ます。

商号 
 
 
役員 
 
 
 
 
資本金 
 
資本構成 
 
 
 
 
組織 

エヌ・ティ・ティ　ジーピー・エコ株式会社 
NTT GP-ECO communication, Inc. 
 
代表取締役社長 　辻　和勝 
取締役（常勤）　　市村　充 
取締役（非常勤）　工藤　賢　大津　智　蔵本芳弘　潮崎浩則　 
監査役（非常勤）　秋光健生　吉澤秀樹 
 
1億円 
 
東日本電信電話株式会社（51％） 
株式会社エヌ・ティ・ティ ファシリティーズ（34％） 
株式会社荏原製作所（10％） 
西日本電信電話株式会社（5％） 

環境マネジメント部 
 
環境エネルギー部 
 
ビジネス企画部 
 
総務経理部 

03-5910-7911 
 
03-5910-7910 
 
03-5910-7971 
 
03-5910-7900

ISOコンサル 
環境経営コンサル　等 
気候変動関連コンサル 
エネルギー関連コンサル　等 
ビジネスインキュベーション 
（センシング、資源循環） 等 
総務、経理 

エヌ・ティ・ティ　ジーピー・エコ株式会社
NTT GP-ECO communication, Inc. 
URL：http://www.ntt-gp.com

環境経営 

◆環境マネジメントシステム 
・ISO14001コンサルティング　　・環境経営支援システム 
・環境eラーニング 

センシング 

◆ITモニタリング環境測定 
・生活情報　・設備情報 
　花粉、エネルギー、大気、水質、土壌、紫外線、NOx、SOx

資源循環 

◆資源循環事業支援 
（ゼロエミッションの推進） 
・堆肥化システム 
・メタン発酵システム 

気候変動 

◆GHG削減診断 

◆ CDM PDD作成 
◆各種エネルギー 
　コンサルティング 

排出量算定、施策選定、 
費用算出 

環境保全・改善 

◆環境系商品企画 
・e-blue（消色トナー） 
・リサイクル舗装 
・屋上緑化 
・無農薬芝 



NTT東日本グループ会社
グループ会社の現状
NTTは民営化以降、経営資源を最大限に活かして、事業の多角化・拡大を図ることを目的に新規事業に

取り組んできました。

平成11年7月1日に実施されたNTTの再編成により、NTTの各グループ会社はNTT（持株会社）、NTT東

日本、NTT西日本、NTTコミュニケーションズにそれぞれ帰属することとなりました。

平成15年度には、更なる経営資源の集中による経営基盤の強化に向けて、カード事業を（株）NTTカードソ

リューションへ統合し、テレコン事業をNTTテレコン（株）へ統合しました。

NTT東日本が直接出資するグループ会社は74社となっています。

（平成16年7月31日現在）

（平成16年3月31日現在）

74社

約50,000人社 員 数

グ ル ー プ 会 社 （直接出資）

東 日 本 電 信 電 話 株 式 会 社 （平成16年7月31日現在）

【SI・情報通信処理分野　7社】

【テレマーケティング分野　2社】

【金融・カード分野　1社】

【国際分野　2社】

【電話帳ビジネス分野　3社】

【物流分野　1社】

（株）インフォメーションスペースサービス
【移動体通信分野　1社】

（株）NTTソルコ
NTT北海道テレマート（株）

日本空港無線サービス（株）

【不動産分野　1社】

（株）ル・パルク

【情報通信エンジニアリング分野　3社】

NTTインフラネット（株）

アイレック技建（株）

NTTレンタル・エンジニアリング（株）

（株）NTTカードソリューション

NTT Finance(U.K.)Limited
NTTベトナム（株） 【その他　2社】

NTTジーピー・エコ（株）
NTTスポーツコミュニティ（株）

NTT番号情報（株）
NTT情報開発（株）
（株）NTTメディアスコープ

（株）NTTエムイー

NTTビズリンク（株）

NTTブロードバンドプラットフォーム（株）

NTTテレコン（株）

（株）ぷららネットワークス

日本テレマティーク（株）

（株）NTTメディアクロス

【都道県域会社　51社】

営業系会社（（株）NTTサービス東京～北海道） 17社
設備系会社（（株）NTTエムイー東京～北海道） 17社
共通系会社（（株）NTTビジネスアソシエ東京～北海道） 17社



グループ会社概要

都道県域会社（営業系会社） （平成16年7月31日現在）

会社名 所　在　地 電話番号
FAX番号 事　業　概　要 資本金

（百万円）
NTT東日本
出資比率

（株）NTTサービス東京

（株）NTTサービス神奈川

（株）NTTサービス千葉

（株）NTTサービス埼玉

（株）NTTサービス茨城

（株）NTTサービス栃木

（株）NTTサービス群馬

（株）NTTサービス山梨

（株）NTTサービス長野

（株）NTTサービス新潟

（株）NTTサービス宮城

（株）NTTサービス福島

（株）NTTサービス岩手

（株）NTTサービス青森

（株）NTTサービス山形

（株）NTTサービス秋田

（株）NTTサービス北海道

03-3740-8161
03-5479-9141

045-651-4104
045-226-2554

043-211-4511
043-350-4331

048-883-0475
048-883-0470

029-224-4481
029-224-4935

028-632-4037
028-632-0144

027-327-0656
027-327-9713

055-231-4731
055-231-4737

026-225-1802
026-225-1811

025-234-0903
025-231-4124

022-269-2133
022-216-3733

024-522-3336
024-521-8000

019-623-9902
019-621-3440

017-774-9111
017-731-3986

023-621-9248
023-622-4218

018-836-8728
018-836-8730

011-261-4238
011-261-4253

40

10

40

100%

東京都港区港南1-9-1

神奈川県横浜市中区山下町198

千葉県千葉市美浜区中瀬1-6

埼玉県さいたま市緑区太田窪1-26-20

茨城県水戸市大町3-3-5

栃木県宇都宮市東宿郷4-3-27

群馬県高崎市高松町13

山梨県甲府市中央2-12-18

長野県長野市新田町1137-5

新潟県新潟市関屋恵町11-55

宮城県仙台市若林区五橋3-2-1

福島県福島市大町9-20

岩手県盛岡市中央通1-5-1

青森県青森市松原1-14-18

山形県山形市薬師町2-18-1

秋田県秋田市中通4-4-4

北海道札幌市中央区大通西14-7

各種商品等に関する注文受付及び問合せ対応業務

電気通信機器、情報通信機器及び
各種ネットワークサービス等の販売業務等



都道県域会社（設備系会社） （平成16年7月31日現在）

会社名 所　在　地 電話番号
FAX番号 事　業　概　要 資本金

（百万円）
NTT東日本
出資比率

（株）NTTエムイー東京

（株）NTTエムイー神奈川

（株）NTTエムイー千葉

（株）NTTエムイー埼玉

（株）NTTエムイー茨城

（株）NTTエムイー栃木

（株）NTTエムイー群馬

（株）NTTエムイー山梨

（株）NTTエムイー長野

（株）NTTエムイー新潟

（株）NTTエムイー東北

（株）NTTエムイー福島

（株）NTTエムイー岩手

（株）NTTエムイー青森

（株）NTTエムイー山形

（株）NTTエムイー秋田

（株）NTTエムイー北海道

03-3740-8337
03-5463-3467

045-226-9200
045-226-1972

043-274-9944
043-213-0439

048-871-3001
048-813-5563

029-232-4081
029-232-0078

028-689-3139
028-660-1637

027-330-1756
027-330-1759

055-230-2616
055-230-2617

026-267-4300
026-267-5213

025-240-8530
025-240-8531

022-269-2021
022-716-3740

024-535-5161
024-535-5230

019-621-7161
019-621-7164

017-732-5888
017-732-5867

023-635-2600
023-635-9159

018-884-5386
018-884-5406

011-210-2500
011-210-2540

50

37

35

39

40

66%

東京都港区港南1-9-1

神奈川県横浜市西区みなとみらい4-7-3

千葉県千葉市美浜区中瀬1-3 

埼玉県さいたま市緑区太田窪1-26-20

茨城県水戸市大町三丁目4番39号

栃木県宇都宮市平出工業団地48-2

群馬県高崎市高松町13

山梨県甲府市朝気3-21-15

長野県長野市新田町1137-5

新潟県新潟市上所1-1-24

宮城県仙台市若林区五橋3-2-1

福島県福島市中荒子22-1

岩手県盛岡市上田2-18-43

青森県青森市堤町2-6-27

山形県山形市薬師町2-18-1

秋田県秋田市中通4-4-4

北海道札幌市中央区北1条西4丁目2-4 

電気通信設備、ビル内配線設備の設計、施工、管理、
保守及び運用管理業務

情報通信機器の販売、レンタルおよび保守業務等



都道県域会社（共通系会社） （平成16年7月31日現在）

会社名 所　在　地 電話番号
FAX番号 事　業　概　要 資本金

（百万円）
NTT東日本
出資比率

（株）NTTビジネスアソシエ東京

（株）NTTビジネスアソシエ神奈川

（株）NTTビジネスアソシエ千葉

（株）NTTビジネスアソシエ埼玉

（株）NTTビジネスアソシエ茨城

（株）NTTビジネスアソシエ栃木

（株）NTTビジネスアソシエ群馬

（株）NTTビジネスアソシエ山梨

（株）NTTビジネスアソシエ長野

（株）NTTビジネスアソシエ新潟

（株）NTTビジネスアソシエ宮城

（株）NTTビジネスアソシエ福島

（株）NTTビジネスアソシエ岩手

（株）NTTビジネスアソシエ青森

（株）NTTビジネスアソシエ山形

（株）NTTビジネスアソシエ秋田

（株）NTTビジネスアソシエ北海道

03-3740-8083
03-3740-8086

045-226-6110
045-226-7153

043-274-4539
043-274-4440

048-883-0547
048-813-6014

029-233-9511
029-233-9001 

028-632-4451
028-610-1886

027-326-0202
027-325-5317

055-231-8841
055-231-8849

026-225-2040
026-225-3162

025-227-6650
025-229-1320

022-269-2101
022-262-0068

024-531-7465
024-531-7102

019-625-4780
019-625-0429

017-774-9382
017-774-4257

023-621-9511
023-642-6424

018-836-8923
018-836-8580

0134-21-6211
0134-21-6252

50

20

30

20

30

49%

東京都港区港南1-9-1

神奈川県横浜市西区みなとみらい4-7-3

千葉県千葉市美浜区中瀬1-3

埼玉県さいたま市緑区太田窪1-26-20

茨城県水戸市北見町8-8

栃木県宇都宮市東宿郷4-3-27

群馬県高崎市高松町3

山梨県甲府市青沼1-12-13

長野県長野市新田町1137-5

新潟県新潟市東堀通七番町1017

宮城県仙台市若林区五橋3-2-1

福島県福島市山下町5-10

岩手県盛岡市中央通1-2-2

青森県青森市橋本2-1-6

山形県山形市本町1-7-54

秋田県秋田市中通4-4-4

北海道小樽市稲穂2-17-1

総務事務、経理・契約事務、給与支給事務、福利厚生事務
等



不動産分野

（株）ル・パルク S60.12 東京都渋谷区富ヶ谷1-28-1
NTT代々木ビル4階

03-5790-7501
03-5790-7451

駐車場の経営等の土地有効活用プランニング、不動産の売買
及び賃貸の仲介、引越業、ハウスクリーニング業等 20 100%

テレマーケティング分野 （平成16年7月31日現在）

（株）NTTソルコ

NTT北海道テレマート（株）

S61.1

S61.11 北海道札幌市中央区南22条西6-2-22
エムズ南22条第2ビル

03-5532-0120
03-5532-0123

011-530-5200
011-530-5600 テレマーケティング業務並びに労働者派遣業務等

1,280

30

86%

81%

東京都港区西新橋2-8-6
住友不動産日比谷ビル5階 テレマーケティング業務並びに労働者派遣業務等

NTTインフラネット（株）

アイレック技建（株）

NTTレンタル・エンジニアリング（株）

情報通信エンジニアリング分野

東京都千代田区岩本町2-9-7
RECビル

非開削技術、非破壊探査技術のレンタル、技術指導、調査設計

電気通信設備工事用機器、情報通信機器、情報処理機器等の
レンタル、リース、販売、技術指導等

東京都中央区日本橋浜町2-31-1
浜町センタービル15階

電気通信設備に係わる調査、計画設計、工事、保守、運用、管理
及び賃貸業務H11.1

S62.6

S60.12 

東京都台東区元浅草3-18-10
上野NSビル3階

03-5645-1011
03-5623-6122

03-3845-8109
03-3845-8119

03-3862-1109
03-5833-8207

2,000

320 

380 

100%

52%

48%

金融・カード分野

（株）NTTカードソリューション S59.6 03-6406-4811
03-6406-4787 648

東京都港区南青山1-12-31
南青山ビル

磁気カード、ICカード等の製造、加工・エンコード及び販売、テレホン
カード等の企画・販売及びテレカプリンタの販売等 70%

電話帳ビジネス分野

NTT番号情報（株）

NTT情報開発（株）

（株）NTTメディアスコープ

H10.12

S61.5

S62.8

東京都千代田区神田神保町2-4
九段富士ビル8階

東京都港区新橋5-11-3
新橋住友ビル7階

03-5776-4100
03-5776-4200

03-5210-0161
03-5210-0158

03-3438-8500
03-3438-8508

NTTタウンページデータベースの販売総代理店業務並びにコン
サルティング等

企業コミュニケーションに関する総合企画・制作・調査・コンサル
ティング・出版等

3,500

480

100

100%

52%

36%

東京都港区虎ノ門3-8-8
NTT虎ノ門ビル8階

電話帳の編集、印刷、製本等の受託業務及び、電話番号案内、
手動接続通話サービス等の受託業務

会社名 設立年月 所　在　地 電話番号
FAX番号 事　業　概　要 資本金

（百万円）
NTT東日本
出資比率



（株）インフォメーションスペースサービス S61.10 千葉県市川市鬼高4-2-33
NTT鬼高ビル3階

03-3865-3131
03-3865-3135 文書類、ディジタル媒体等の保管、管理、集配送等 50 45%

物流分野 （平成16年7月31日現在）

移動体通信分野

日本空港無線サービス（株） S52.8 260 100%
千葉県成田市駒井野2112番地
NTT新東京国際空港ビル1階

空港無線電話に関する加入・料金事務、機器の設置・保守0476-32-8881
0476-32-7859

その他

NTTジーピー・エコ（株）

NTTスポーツコミュニティ（株）

H15.4

H10.12 埼玉県さいたま市大宮区高鼻町1-20-1
大宮中央ビルディング

03-5910-7900
03-5910-7880

048-658-5511
048-658-5500

プロサッカークラブ（大宮アルディージャ）の経営、サッカースクー
ルの運営並びにサッカー等の選手の養成・技術指導等

100
東京都練馬区石神井町2-14-1
石神井公園ピアレス2階

環境国際規格（ISO14001等）の取得・維持、省エネルギー化や
環境保全のコンサルティング及び関連業務の受託

340

51%

40%

国際分野

NTT Finance(U.K.)Limited

NTTベトナム（株）

S61.6

H8.12 東京都渋谷区初台1-46-3
シモモトビル

03-5359-8662
03-5359-1197

03-5358-4708
03-3299-6078

ベトナムにおける電気通信設備の建設及び電気通信事業の管
理運営に関する指導

46百万
（US＄）

3rd Floor Devon House
58-60 St.Katharine's Way
London E1 9LB,United Kingdom

有価証券投資事業

6,400

100%

55%

SI・情報通信処理分野

（株）NTTエムイー

NTTビズリンク（株）

NTTブロードバンドプラットフォーム（株）

NTTテレコン（株）

（株）ぷららネットワークス

日本テレマティーク（株）

（株）NTTメディアクロス

S63.3

H13.7

H14.7

S63.2

H7.12

S60.3

H12.3

03-5217-8901
03-3518-8198

03-5251-8400
03-5251-8440

03-3248-2626
03-3248-2612

03-5472-2745
03-5472-7015

03-5954-7250
03-5954-5350

03-5351-1511
03-5351-1515

03-5786-6900
03-5786-6933

7,960

100

100

400

7,810

300

100

100%

100%

100%

51%

72%

50%

40%

東京都千代田区神田神保町1-105
神保町三井ビルディング

東京都千代田区内幸町1-1-6
NTT霞ヶ関ビル新館9階

東京都中央区銀座5-15-5
NTT東銀座ビル9階

東京都港区新橋5-11-3
新橋住友ビル

東京都豊島区東池袋3-1-1
サンシャイン60 24階

東京都渋谷区初台1-34-14
初台TNビル4階

東京都港区赤坂8-5-43
フタバ赤坂ビル

ITに関するコンサルティング、商品・サービスの企画、開発、販売及
び保守等

ネットワークデータセンタ等のプラットホームサービス、テレビ会議
多地点接続のマネジメントサービスの提供

無線LANシステム等を利用した高速IP通信サービスの提供、
コンテンツアグリゲータへのコンテンツ配信料回収代行

自動遠隔検針等遠隔監視制御システム及びサービスの開発、販
売及び運営等

インターネット接続サービスの提供、マルチメディアネットワークサービ
スの提供

情報通信関連システムの提案・設計・構築・販売・コンサルティ
ング等

放送事業者及びその関連会社からの限定受信システム、顧客管
理システム等の運営管理の受託業務

会社名 設立年月 所　在　地 電話番号
FAX番号 事　業　概　要 資本金

（百万円）
NTT東日本
出資比率



電話機のあゆみ

電

話

料

金

市
内
通
話

市
外

明治9年

1837年、ペイジ(米)は、磁力が鉄片
をひきつけ、音を発する｢流電音
(ペイジ音)｣を発見、また、1861年、
フィリップ・ライス(独)は、いかなる
音も電気的に伝送・再生すること
ができることを証明、その自作装置
に｢テレフォーネ」と名づけ、電話の
理論を発表した。
しかし、対話できる実用的な電話
機は、1876年、アレキサンダー・グ
ラハム・ベル(米)によって発明さ
れ、写真は、その原形である。わが
国に電話機が渡来したのは、ベル
の発明からわずか1年後の1877年
(明治10年)である。
当時、横浜にあったバヴィア商会に
よって、商品化されていた2個の電
話機が輸入されたといわれている。
音声による振動板の振動に伴って
空気の圧力が変化し、永久磁石と
巻線が構成する磁力線に変化を
与えることにより音を電流に変え、
また、到着した電流の変化による
巻線と永久磁石の磁力線の強弱
によって振動板を振動させ、音を
再生する。

特徴
送話器・受話器が同形である。
電池を使用しないので、微かな音
しか発生せず、数十メートルの近
距離にしか通話できない。
(注)送話器は、その後種々の改良
が試みられたが、受話器は、この原
理が現在でも使われている。

明治23年

電話創業

東京
年額使用料　40円

横浜
年額使用料　35円

東京～横浜間通話料
（5分）15銭

25年

全国均一定額料金
年額使用料　35円

30年

都市によって異なる電話使用料金（3種類）となる
例）東京、大阪で

年額使用料　66円
京都、横浜、名古屋、神戸で
年額使用料　54円
その他　年額使用料　48円

東京～横浜間通話料
（5分）20銭

32年

長距離市外通話開始

東京～大阪間で長距離市外通話
が始まる
通話料金（5分）1円60銭

ベル電話機 国産1号電話機 ガワーベル電話機 デルビル磁石式
壁掛電話機

明治11年

輸入されたベルの電話機は、
さっそく工部省で通話実験さ
れた。一方、電信局製機所で
は、この電話機をもとに模造
を企て、明治11年6月、2台の
電話機を完成させた。これが、
わが国最初の国産電話機とな
った。
このあと、同一のものを約5年
間に41台製作したが、音声微
弱などの理由で明治16年に製
作を中止した。その後、20年
頃までの間、エジソンの炭素
電話機、アーデル電話機など
の模造を行っている。

特徴
送話器が永久磁石を中心とし
た構成で、電池を使用してい
ないため、受話がどうしても
微弱となる欠点を持っている。

明治23年

明治20年、イギリスからガワ
ーベル電話機が輸入され、創
業前の電話機選定試用に終止
符が打たれた。
明治22年、東京－熱海間で行
われた長距離通話実験(初の一
般公衆通話となる)に使用され
好結果を示し、翌23年12月16
日の電話創業時に採用され、
わが国最初の実用機として29
年までの6年にわたり活躍し
た。
1879年、ガワー(英)が発明し
た送話機とベル電話機を組み
合わせて作られたので、ガワ
ーベル電話機と呼ばれた。

特徴
ガワー送話器は、音声に敏感
に応じる炭素棒を使用し、か
つ通話回路と炭素棒との接触
点を多くして安定度を高めて
いる。
電話局の呼び出しはボタンを
押し、ダニエル電池10個によ
る直流電流を送る。局からの
呼び出しは継電器と羽子板電
鈴で受ける。

明治29年

明治29年7月、これまでのガワ
ーベル電話機に代わり、より
高感度のデルビル送話器を用
いたデルビル磁石式電話機が
採用された。
このデルビル電話機は、その
後、共電式・自動式と並行し
て小規模局で昭和40年頃まで
約70年間使用された。
一般に｢磁石式電話機｣という
名称が固定して使われるよう
になったのは、磁石式発電機
を持つこの電話機以後で、以
前のものは単にガワーベル電
話機、エジソン電話機などと
呼ばれた。

特徴
ガワー送話器に用いられてい
た炭素棒を炭素粒にかえ、接
触点を更に増して感度を高く
するとともに、送話回路に誘
導線輪を挿入して通話電流を
大きくした。
電話局の呼び出しは、電話機
内部の磁石発電機を回し、電
流を送る。また、局からの呼
び出しも初めは手回し発電機、
後に交流発電機によってベル
を鳴らした。



デルビル磁石式
甲号卓上電話機

ソリッドバック磁石式
壁掛電話機

グースネック共電式
壁掛電話機 2号共電式壁掛電話機

大正9年

東京年額基本料　45円
東京、横浜、名古屋、大阪、京都、
神戸の６大都市で市内通話料が度数
制となる
度数料　2銭（市内通話1度ごと）

13年

度数料　3銭
（市内通話1度ごと）

昭和17年

東京年額基本料金　60円
度数料　5銭
（市内通話1度ごと）

19年

度数料
東京　10銭
（市内通話1度ごと）

東京～大阪間3分ごとに2円

21年

東京月額基本料　24円
度数料　20銭
（市内通話1度ごと）

東京～大阪間3分ごとに7円
50銭

明治30年

明治30年12月、初めての卓上
形電話機としてデルビル磁石
式甲号、乙号の２種が登場し
た。
当時、電話機の発達にエポッ
クを画したものといわれ、電
話の実用価値を増すと同時に
装飾品としても役立つようデ
ザイン面にも細かい注意が払
われている。
なお、付加使用料年額6円を要
した。
甲号電話機には、当初のもの
と大正5年から登場した四角い
きょう体の新形と2つの形態が
あり、写真は新形である。

特徴
送受話器は、デルビル壁掛形
と同性能。甲号は送受話器を
同一把手で連結してあるが、
乙号は壁掛形と同様別々とな
っている。
いずれも発電機、誘導線輪及
び磁石電鈴を同一の箱に納め、
性能は同じである。
＊同系機種
デルビル磁石式乙号卓上電話
機

明治32年

明治32年2月、東京－大阪間の
長距離電話回線の完成により、
長距離通話用としてソリッド
バック電話機が採用された。
当時長距離通話の利用者は、
年額6円の付加使用料を支払
い、長距離通話加入者となる
必要があった。
開通当初、東京・大阪とも各
178加入者でスタート、通話は
近距離に劣らず良好であった。
その後、神戸、京都などサー
ビス対地も広がり、利用者も
増大した。

特徴
ソリッドバック送話器は、炭
素粒の前後に振動板を配して
感度の上昇と雑音の排除を効
果的にしている。
また、電池は、フーラー電池
を使って電圧を上げるなどし
て電流を大きくしたので、長
距離用に適した。

明治36年

明治36年5月、初の英国製共電
式交換機が京都局に導入され、
同時に付随してグースネック
共電式電話機が購入・採用さ
れた。
共電式は、利用者が受話器を
とるだけで局を呼び出せると
いう便利な点のほか、電源を
局内に集中してあるため、電
話機障害が少なく、保守・交
換作業が能率化され、また、
発電機、電池が不要のため電
話機の小型化・簡素化が図れ
るなどの利点を持っている。
反面、当初、湿気などが原因
で起こる線路の絶縁低下によ
る疑似信号の発生が問題とさ
れた。このため、湿気の少な
い京都局が最初の共電式局と
なった。

特徴
送話器にはソリッドバック送話
器を、受話器には2本の棒状永
久磁石を結合した双極形のも
のを使用した。
腕金の先端に送話器をつけた
格好が“ガチョウの首”に似て
いるところから“グースネック”
と呼ばれた。

明治42年

京都に続いて明治42年、東京、
大阪、名古屋の一部で共電式
が採用された。この頃には共
電式の欠点であった線路の絶
縁低下の問題はエナメル線な
どの開発によって解決され、
以後、大正期を通じ次々と共
電式に改められていった。2号
共電式電話機は、本格的な共
電式時代を迎え国産化した最
初の共電式電話機である。

特徴
送話器にはソリッドバック送
話器を使用、受話器は有極電
磁石を使った回路が採用され
ているほか、形態が簡素なも
のとなった。
＊同系機種
2号共電式卓上電話機
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昭和22年

東京月額基本料
住宅用　 75円
事務用　120円
度数料　50銭
（市内通話1度ごと）

東京～大阪間
3分ごとに38円

23年

東京月額基本料
住宅用　300円
事務用　480円
度数料　2円
（市内通話1度ごと）

東京～大阪間
3分ごとに152円

26年

東京月額基本料
住宅用　380円
事務用　540円
度数料　5円
（市内通話1度ごと）

市外通話は即時扱いと
待時扱いを料金区別

28年

東京月額基本料
住宅用　 700円
事務用　1,000円
度数料　7円
（市内通話1度ごと）

37年

市外通話料に距離別時間差法導入

東京月額基本料
住宅用　 700円
事務用　1,000円

東京～大阪間
4秒7円

2号自動式卓上電話機 3号自動式卓上電話機 4号自動式卓上電話機 23号自動式壁掛電話機

昭和２年

関東大震災以後の復旧を機会
に、これまで限界にあった手
動交換方式を自動交換方式の
導入によって解決することに
なった。
大正15年1月、初めて東京にA
形、横浜にH形の自動交換局
が設けられた。
最初の自動式電話機は、それ
ぞれの交換機に付随したもの
であり、その後の増加分は2号
共電式電話機に1号ダイヤルを
組み合わせたものであったが、
ダイヤルすると受話器に雑音
が入る欠点があった。
昭和2年、これを改良した2号
ダイヤルを取り付けたA形・H
形共用の2号自動式電話機が採
用された。

特徴
自動式電話は電圧が48V(H形
は60V)と高く、当時、電話機
の選定には、かなりの論議を
呼んだが、電話機製造の経済
化、機種の統一化などの面で
できるだけ2号共電式と共通の
ものを用いることとした。し
たがって、形態は2号共電式に
ダイヤルをつけた形となって
いる。
＊同系機種
2号自動式壁掛電話機

昭和８年

昭和8年、送・受話器を連結し
た斬新なスタイルの3号電話機
が誕生、以降いろいろな電話機
のスタイルの原形となった。
以来、わが国の代表的な標準
電話機として約30年にわたって
活躍した。
戦後、電話の復旧に標準電話
機の生産が間に合わず、応急
処置として、メーカーの私設交
換機用在庫の中から標準機と
同等の性能のものを購入し使
用した。これらに“富士形”
“イ－661”などがあった。

特徴
きょう体にベークライトが初
めて使用され、送話器には、
炭素粉を使ったソリッドバッ
ク形を用い、炭素粉の凝固、
低感度を解決するため、防じ
ん・防湿措置のほか、側音防
止回路を初めて採用した。
＊同系機種
3号自動式壁掛電話機
3号自動式富士形電話機
3号共電式卓上・壁掛電話機
3号磁石式卓上・壁掛電話機

昭和25年

戦後、従来の3号電話機の性能
を更に上回る新形電話機の研
究開発が進められ、昭和25年、
性能、デザインともに世界の水
準をしのぐ電話機として、4号自
動式電話機が誕生した。
“ハイ・ファイ電話機”といわれる
ほど感度が高く、そのためケー
ブルの細芯化にも大きな効果
をあげた。
同年、東京・丸の内局など6局
で商用試験が行われ27年から
本格的な4号化が進められた。

特徴
送・受話器内の振動板を従来
の軟鉄振動板から軽量なジュ
ラルミン製を用いて共振周波
数を高くし感度をあげている。
ケーブルは、従来の最小線径
0.5ミリ(1,800対)を0.4ミリ
(2,400対)に細芯化することが
でき、ケーブルの経済化・多
対化が可能となった。
＊同系機種
4号自動式壁掛電話機
4号共電式卓上・壁掛電話機

昭和28年

昭和25年頃は自動改式当初の
2号自動式壁掛電話機が旧形の
まま20万台弱使われていた。
しかし、この電話機は、伝送特
性が悪く、また、部品材料も旧
形のままであったため、昭和28
年7月、3号自動式電話機と同
一の伝送特性及び品質に改善
し、23号自動式電話機として使
われた。昭和34年頃から順次
淘汰された。

特徴
改善部品は、送話器、誘導線
輪、端子板及び回路などであ
る。
＊同系機種
23号共電式壁掛電話機



44年

級局を5段階とする

東京月額基本料
住宅用　 900円
事務用　1,300円

47年

広域時分制の導入

市内通話の料金度数制
を改め時間制（3分）を
採用

51年

東京月額基本料
住宅用　1,350円
事務用　1,950円
度数料　10円

東京～大阪間
4秒10円

52年

東京月額基本料
住宅用　1,800円
事務用　2,600円

58年

東京～大阪間
4.5秒10円

60年

端末機器の開放

東京の回線使用料
住宅用　1,550円
事務用　2,350円

600形自動式卓上電話機 プッシュホン 留守番電話機
レポンスⅢ形 クローバーホン

民営化以降については、本文をご参照ください。

昭和37年

昭和37年3月、東京都下昭島局
での商用試験を皮切りに登場
した600形電話機は、通話性能
と経済性の上で完成された電
話機といわれている。
その後、全国的な商用試験を
経て、昭和38年から全面的な
600形電話機の導入が図られ、
昭和46年からは、ホワイト、
グレー、グリーン3色によるカ
ラー化も始められた。
ここに通話機能においてほと
んど申し分のない電話機の出
現を見ることができた。

特徴
4号電話機の3倍以上も感度が
高く、これによりケーブルの
細芯化は、更に0.32ミリ(3,600
対)まで可能となった。
また、初のプリント配線の導
入により信頼性、量産性を増
している。デザイン面では送
受話器が自然に正しい位置に
収まるようにし、また、ダイ
ヤル面もボディに埋め込むな
ど細かい配慮がなされている。
＊同系機種
600形自動式壁掛電話機

昭和44年

コンピュータの開発は、データ
通信という新しい通信分野を
生み出した。こうしたコンピュー
タと連結できる電話機として、
通話以外の機能を持つ新しい
電話機“プッシュホン”が誕生
した。
短縮ダイヤルなど従来の電話
機のイメージを変える機能を持
っている。
また、昭和47年9月からは、従来
のグレーに、ホワイト、グリーン、
レッドを加えて4色となった。

特徴
ダイヤリングは、数字ボタン
を押すだけでよく、これによ
って特定の周波数の音声信号
を発信し、これが交換機を作
動させる。
ダイヤル数字のほか、2つの機
能ボタンがあり、これは短縮
ダイヤルなどのキー・ボタン
の役を果たす。
＊同系機種
プッシュ式ホームテレホン
プッシュ式ビジネスホン

昭和60年

昭和60年4月から本電話機が自
由化され、自分の好みの電話
機を選べるようになり、さま
ざまな形や機能を持った電話
機が登場した。

特徴
｢レポンス｣は、留守番電話機
能を備えた電話機で、応答専
用機、マイクロカセットテー
プ1本の応答録音機、標準カセ
ットテープ2本を使用する応答
録音機の3タイプがあった。

昭和62年

昭和58年12月から単体電話機
のメイン商品としてプッシュ
ホンハウディシリーズを提供
してきたが、デザイン重視・
OPD電話機及びスイッチャブ
ル電話機が主流である単体電
話機市場に対応するため、プ
ッシュホンハウディシリーズ
の後継機種として、ハウデ
ィ・セレクトとともにクロー
バーホンを5月から発売した。

特徴
シンプル＆リーズナブルなデ
ザインに加え、低価格である
ため、単体電話機の中でも特
に人気がある。タイプには、
クローバーホンyou(ヨコ形)と
クローバーホンme(タテ形)が
あり、色はクリアホワイトほ
か6色と豊富である。
機能面では、(1)DP/PBスイッ
チャブル(2)再ダイヤル(3)着信
音量切替(4)保留音送出(ノク
ターン/メヌエット)と簡易な
機能で経済化を図り、販売価
格は12,800円と手ごろな価格
である。



ハウディ・コードレスホン
パッセ

ディジタルコードレスホン
ピエットS100-Sセット

NTTFAXT-219CL
（でんえもん219CL）

ハウディ・ディジタル
コードレスホン DCP-4100

昭和63年

昭和55年5月、初めて登場した
コードレスホンは、普通の電
話機が持ち運べるという形の
ものだった。
レンタル商品としてのみ提供
してきたコードレスホンは、
昭和62年10月に電波法改正に
より自由化されたことからお
買い上げいただくことができ
る商品が登場した。

特徴
｢ハウディ・コードレスホンパッ
セ｣は、小電力タイプのコードレ
スホンで、通話可能範囲は接続
装置から半径100メートル程度
(見通し距離)でフル充電してお
けば、連続4時間程度通話可能。

平成７年

平成7年７月、ディジタルコー
ドレスホンの子機を屋外に持ち
だせるPHS(パーソナルハンディ
ホンシステム)サービスを開始し
た。

特徴
｢ディジタルコードレスホンピエ
ットS100-Sセット｣は、PHSサー
ビスに対応できるほか、同一の
接続装置に登録した2台を持ち
出しトランシーバのように使用
することも可能。
｢ピエット｣とは、“Personally I
Enjoy Talking”の頭文字をと
って｢Piet｣とし、｢街角でおしゃ
れな電話機を持ちながら、自由
に会話を楽しむ｣という意味。
また、英語(スコットランド地方)
の俗語では、鳥類の“カササギ”
から転じて｢おしゃべり｣という
意味もある。

平成８年

平成3年から｢でんえもん｣の愛
称で提供してきたホームファ
クスは、留守番電話機能やコ
ードレス子機を付加しながら
普及していった。

特徴
｢でんえもん219CL｣は、留守
番電話機能とコードレス子機
を搭載したホームファクス。
コードレス子機個別にダイヤ
ルインを設定できる｢子機別ダ
イヤルイン機能｣やマイクロカ
セットを使用しないIC録音方
式による｢ディジタル留守録｣
機能を搭載。

平成９年

平成10年２月のナンバー・デ
ィスプレイ提供開始に先駆け、
平成9年11月、ナンバー・ディ
スプレイ対応ディジタルコー
ドレスホンが登場した。

特徴
｢ハウディ・ディジタルコード
レスホンDCP-4100｣は、親機、
子機のディスプレイに、かけ
てきた方の電話番号が表示さ
れ、あらかじめ登録した方か
らの電話は、名称も表示し、
しかも、着信音も変えられる。
また、かかってきた方の電話
番号を5件まで蓄積できるな
ど、ナンバー・ディスプレイ
をより便利に使うためのディ
ジタルコードレスホン。
なお、ディジタルコードレス
ホンは、アナログ方式に比べ、
通話品質や盗聴に対する防止
機能も格段に向上した商品。



マルチメディアホン
テレッセ

ISDNコードレスホン
「i・トレンビーW-1000P」

ハウディディジタル
コードレスホン DCP-4400

ディジタルコードレスホン
DCP-550L

平成10年

平成10年11月、誰にでも簡単
にインターネットが利用可能
な大型ディスプレイを搭載し
たマルチメディアホンが登場
した。

特徴
「マルチメディアホンテレッセ」は
ディスプレイのアイコンメニューを
タッチすることでホームページへ
のアクセスや電子メールの送受
信、留守番録音、ファクシミリの送
受信などが簡単に操作可能なマ
ルチメディアホン。
低価格なISDN端末であり、イン
ターネットを行いながら電話でお
話ができたり、インターネットタウン
ページからの電話番号検索など
多彩なサービスで女性層から好
評を得ている。

平成11年

平成11年5月、ISDN専用の電話
機としては、初めてコードレスホン
にDSUとターミナルアダプタ機能
を内蔵したタイプが登場した。

特徴
「i・トレンビー」シリーズは、こ
れまでISDNを利用する際に不
可欠であったDSUとターミナ
ルアダプタをコードレスホン
に内蔵したタイプ。オプション
の「ワイヤレスパソコンアダプ
タ」を接続することにより、「イ
ンターネット配線いらず」をコン
セプトにわずらわしい配線なし
にワイヤレスで家中どこでもイ
ンターネットも楽しめるようにし
た商品。

平成12年

平成12年10月、ナンバー・ディ
スプレイやキャッチホン・ディス
プレイに対応したハウディディ
ジタルコードレスホンの最新機
種に、オプションのアダプタを
接続することにより、ワイヤレス
でインターネットも楽しめるタイプ
が登場した。

特徴
「ハウディ ディジタルコードレス
ホン DCP-4400」は、「可動式大
画面」を搭載し、ナンバー・
ディスプレイやキャッチホン・ディ
スプレイ対応機能をより便利に
使うことができます。また、オプ
ションの「ワイヤレスモデムアダ
プタA」を利用することにより、モ
デム内蔵パソコンやBSデジタル
チューナーをワイヤレスで接続
することが可能となり、わずらわ
しい配線なしで家中どこででも
インターネット通信ができる商品。

平成13年

平成13年6月に家庭の電話機か
らも簡単にメールやインターネッ
トが楽しめる「Lモード」サービ
スの提供開始に先駆け、平成13
年5月、「Lモード対応コードレス」
シリーズが登場した。

特徴
「ディジタルコードレスホン
DCP-550L」は、Lモードを契約す
ることにより、コンテンツ提供者
のサイトの閲覧、Eメールの送受
信が可能。はじめて漢字対応の
可動式大画面も搭載した「ダブ
ルあんしんコードレス」。
オプションの「ワイヤレスモデム
アダプタA」にB Sデジタル
チューナー等を接続することに
より、電話回線のない部屋でも
双方向サービスやインターネット
を楽しむことが可能な商品です。



デジタルコードレスホン
DCP-560L

Lモード対応ホームファクス
でんえもん770BLC

Lモード対応ホームファクス
でんえもん756LC

特徴
「デジタルコードレスホンDCP-560L」は、
ネーム・ディスプレイを契約することによ
り、かけてきた相手の「会社名」や「名
前」がディスプレイに表示されます。
また、Lモード対応のため、Lモードを契
約することにより、生活に役立つ情報
を閲覧したり、メールの送受信が可
能となります。
コードレス電話機での通話は、デジ
タル方式を採用しているため、アナ
ログ方式に比べて雑音が少なく、
音質がクリアで快適です。オプショ
ンの「ワイヤレスモデムアダプタA」に
BSデジタルチューナー等を接続す
ることにより、電話回線のない部屋
でも双方向サービスやインターネット
を楽しむことが可能な商品です。

平成14年

平成14年7月からサービス開始のナンバー・ディスプレイのオプシ
ョンサービスであるネーム・ディスプレイに先駆け、平成14年5
月、ネーム・ディスプレイ対応のデジタルコードレスホンが登場
した。

Lモード対応ホームファクス
でんえもん760LC

特徴
「でんえもん770BLC」は、業界
初の取り外し・持ち運び可能な
カラー液晶ディスプレイを搭載
しております。液晶ディスプレ
イは、スピーカホン機能を搭載
しているため、ファクス本体か
ら取り外してそのまま電話機と
して利用できます。また文字入
力も対応しているため、専用の
タッチペンを用いて電話帳の登
録やメールの作成が、お好きな
場所で行うことができます。

特徴
「でんえもん756LC」は、ペンで書
いたイラストなどをファクスでスキャ
ンして、「イラストLメール」を利用し
て相手へ送信することができま
す。この「イラストLメール」はパソコ
ンはもちろん、「コンテンツ印刷機
能」対応Lモード対応機器で閲覧
ができます。この機種の登場によ
り、キーボード操作が苦手な方で
も、メールを楽しめるようになりまし
た。

平成15年
平成15年7月から提供開始の「Lモード」の新サービス「写真Lメー
ル」に対応した、「写真Lメール」機能および「イラストLメール」
機能対応Lモード対応ファクスが登場した。

特徴
「でんえもん760LC」は、ファクス本
体に脱着可能なカメラを搭載し、
「写真Lメール」を利用して、撮っ
た写真を送信することができま
す。この「写真Lメール」は全ての
Lモード対応機器、パソコン、携帯
電話で見ることができるため、パソ
コンなどが苦手な方でも、気軽に
写真の送受信ができるようになり
ます。この機種の登場をきっかけ
に、より幅広い層の人々が、写真
を用いたメールを楽しめるように
なりました。



Lモード on フレッツ対応ホームファクス
でんえもん771BLC

IPテレビ電話端末
フレッツフォン VP1000

特徴
「でんえもん771BLC」は、Bフレッ
ツやフレッツ・ADSLから通信料金
を気にすることなくLモードが利用
できる「Lモードon フレッツ」に対
応した普通紙ファクスです。またフ
ァクス本体から取り外しが可能な
ワイヤレスカラー液晶ディスプレイ
を搭載しているのでファクス本体
から離れた場所でも、「Lモードon
フレッツ」を利用した情報検索や
メールの送受信等ができます。こ
の機種の登場により、通信料金を
気にすることなくLモードが利用で
きるようになりました。

平成16年
平成16年7月から提供開始の「Lモード on フレッツ」に対応した
ホームファクスが登場した。また9月からフレッツサービスに対応
した新たなIPテレビ電話端末「フレッツフォン VP1000」が登場。

特徴
「フレッツフォン VP1000」は、Bフ
レッツおよびフレッツ・ADSLに対
応し、従来のISDN対応テレビ電
話機をはるかに上回る高品質の
映像・音声通信を可能としたIPテ
レビ電話端末です。専用のWeb
ブラウザやメールソフトを搭載して
いるため、インターネットコンテンツ
の閲覧やメールの送受信も可能
です。タッチパネルによる簡易な
操作性により、パソコンを使ったこ
とがない方でも安心して簡単にご
利用いただける「ブロードバンド時
代の黒電話」を創出することを目
指した商品です。



明治33年

初めて京橋際に建てられた、公衆
電話ボックス第1号。六角錐形、
白塗りのモダンな建物で｢自働電
話」と呼ばれた。

明治末期

明治末期の赤塗りの六角形ボック
ス。
全国で200カ所に建てられ、庶民
の電話として活躍した。

昭和2年

四角形でグレーの昭和初期のボッ
クス。窓も線も細く、しゃれたス
タイルで親しまれた。

昭和39年

東京オリンピック大会会場付近で
試用し、昭和44年から全国的に使
用された組み立て式ボックス。組
み立て、解体が簡単で、四方とも
透明なガラスであり、盗難・いた
ずらなどの防止に役立っている。

昭和60年

街の景観になじみやすく、ガラス
以外の部分は、ライトブラウン、
ダークブラウン、グレーのカラー
バリエーションに。旧形ボックス
よりも広く、耐震、防暑、遮音、
防雨、照明などに気を配り、使い
やすさを更に追求している。

平成3年

ディジタル公衆電話に接続する携帯
端末操作用大型テーブルを標準装備
し、電話帳ホルダー、腰掛け等の内
装設備も充実させることにより、街
のサテライトオフィス化を実現。更
に通気口の拡大や照明のアップなど
快適性をも備えている。

昭和20年

被災地に建てられた組み立てバ
ラック式ボックス。ガラスの節
約で窓は小さく太い格子が入り、
暗い感じであった。

昭和29年

初の鋼製ボックスがお目見え。ク
リーム色のボディと赤い屋根から
“丹頂形”と呼ばれた。戦後色を一
掃、街角を彩った。

公衆電話ボックスのうつりかわり



明治23年

電話所において開始

1通話時
（5分以内）5銭

33年

自働電話と称す

1通話25銭以下
（100km以内）の区間と
の市外通話の取り扱い

30年

1通話時
（5分以内）
10銭

32年

1通話時
（5分以内）
15銭

39年

1通話
（5分）5銭

大正13年

市内通話を市外通
話と同様通話時分
を3分制に改めた

36年

特別加入区域内との通話
10銭

その他　5銭

公衆電話機のうつりかわり

公
衆
電
話
料
金

市
内

市
外

磁石式公衆電話機 共電式公衆電話機 4号自動式
委託公衆電話機

4号自動式
ボックス公衆電話機

明治33年

明治33年9月、それまで電信
局・電話局内の電話所だけに
しかなかった公衆電話が、初
めて街頭に進出した。まず、
上野・新橋の両駅構内の2カ所
に設けられ、翌10月には、最
初の屋外用公衆電話ボックス
が京橋のたもとに建てられた。
以後、その数は次第に増え、
明治末には全国で463台を数え
た。当時、｢自働電話｣と呼ば
れていたが、これはアメリカ
の街頭電話に表示されていた
｢オートマティックテレホン｣
をそのまま直訳したといわれ
ている。
大正14年、自動式の導入を機
会に現在の「公衆電話」に改
められた。

特徴
5銭、10銭と2つの硬貨投入口
があり、料金が落下する途中、
5銭はゴング(チーンという
音)、10銭はらせん状の鐘(ボ
ーンという音)を鳴らし、料金
投入を交換取扱者に知らせた。

明治36年

共電式交換方式の採用にとも
ない、共電式公衆電話機が登
場した。これは、以後昭和27
年頃まで長期にわたり使用さ
れた代表的な公衆電話機であ
る。
この間、自動交換方式の採用
により、公衆電話機のダイヤ
ル化が検討され、昭和5年、
M-28形自動式公衆電話機5台
をドイツから輸入、これをも
とにSH形自動式公衆電話機55
台が試作された。
東京、大阪などで試験的に使
用されたが、料金収納装置な
どに不備な点が多く、公衆電
話の自動化は、ついに戦後に
持ち越された。

特徴
外観は磁石式公衆電話機と類
似しており、交換局を呼び出
す磁石発電機がないのでハン
ドルが付いておらず、やや小
型である。

昭和28年

戦災による電話の破壊、更に
復興への動きと電話需要の増
大などが相まって電話不足の
悩みは深刻となった。
このようなことから通信機関
の拡張を図る目的で考えられ
たのが公衆電話機の店頭設置
であった。
この制度は2種類あり、1つは
｢簡易公衆電話｣で、一般の加
入電話を店頭に出してもらい
公衆の利用に供するもの(昭和
26年11月施行)、いま1つは公
社の電話機を店頭に置いても
らう｢委託公衆電話｣(昭和26年
12月施行)である。これらの電
話機は普通の4号電話機が使わ
れていたが、昭和28年8月から
は、よく目立つ赤色に変えら
れた。このうち、委託公衆電
話が後の「赤電話」となった。

特徴
加入者用4号自動式卓上電話機
のきょう体、送受話器及びコ
ードなどを赤色にしたもの。

昭和28年

戦後、硬貨の流通不足から、
公衆電話料金の収納に紙幣を
使わざるを得なくなり、硬貨
投入口を紙幣用に改造した共
電式公衆電話機が使用された。
これは、回路的に料金投入と
通話に関連がなく、無料通話
が可能であった。
しかし、昭和27年から10円硬
貨が流通し始めたため、翌年
1月、硬貨による公衆電話機と
して4号自動式ボックス公衆電
話機が採用された。これが青
電話機の第1号である。なお、
10円玉を入れる委託公衆電話
である赤ダルマは翌29年11月、
新宿に第1号が設置された。

特徴
青電話には当初｢ボタン付後払
式｣が採用された。これは、ダ
イヤルして相手が出たらボタ
ンを押し、10秒以内に10円硬
貨を投入して通話した。しか
し、10秒以内なら無料通話と
なる欠点があった。
＊同系機種
4号自動式委託公衆電話機
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昭和11年 19年

度数料と同額
1級局　10銭
その他 5銭

14年

公衆電話と改称

市外通話の通話範
囲を普通通話料50銭
の区間（200km以内）
まで拡大

16年

市内通話1度につ
き5銭

20年

一律　10銭

21年

度数料と同額
20銭

22年

度数料と同額
50銭

5号自動式
卓上公衆電話機 特殊簡易公衆電話機 大形赤公衆電話機 大形青公衆電話機

簡易電話所設立 簡易電話所

簡易電話所からの市
外通話は所定の通話
料のほかに1度数に
つき30銭を加算

簡易電話所からの市
外通話は所定の通話
料のほかに1度数につ
き10銭を加算

昭和30年

昭和30年5月、これまでの料金
後納式に代え料金前納式公衆
電話機の設計・検討が始めら
れた。後納式の場合、硬貨投
入が遅れると片通話のまま相
手が切ってしまい、更に相手
が出たことによって通話した
とみなし、局の度数計が作動
し登算されるなどの欠点があ
った。
同年12月、料金前納式による
5号自動式卓上公衆電話機、5
号自動式ボックス公衆電話機
が登場した。

特徴
この方式は、話し中などの場
合、継電器が作動しないため、
料金は収納されず、送受話器
を戻せば、フックレバーとの
連動により料金は返却される。
以後、公衆電話機は、すべて
この料金前納式となる。
＊同系機種
5号自動式ボックス公衆電話機

昭和34年

昭和34年、赤電話機、青電話
機に加えて新しく｢特殊簡易公
衆電話｣制度が施行され、通称
｢ピンク電話｣と呼ばれる公衆
電話機が登場した。
この電話機は、一般加入電話
を公衆電話としても利用でき
るようにしたもので、アパー
ト、病院、喫茶店など比較的
人の出入りの多い場所にお客
様サービス用として設けられ
た。
純然たる公衆電話ではなく、
加入者の希望により、建物の
内部に設置されるなどの性格
を持っている。

特徴
“0”発信によるダイヤル市外
の通話ができないように防止
機構がつけられている。
(ただし、加入者手持ちの鍵を
使用すれば一般電話並みにダ
イヤル“0”発信の市外通話も
可能)

昭和41年

市外間のダイヤル化が進み、
“0”発信による対地が増える
にしたがって、全国へダイヤ
ルで通話できる新しい公衆電
話機が望まれるようになった。
そこで、昭和40年、これらの
機能を持つ大型赤電話機の試
作機が東京駅に設置され、翌
41年6月から正式に採用され
た。
従来の赤電話機より背が高く、
｢ダイヤル市外用｣と書いた金
色のベルトが巻かれた。

特徴
料金投入は、一度に10円硬貨
6枚が可能。

昭和43年

昭和43年、大形赤電話機と同
様の機能を持つボックス用公
衆電話機が登場、東京、大阪、
札幌などで商用試験を終え、
同年12月から正式採用された。
この大形青電話機は、夜間で
も使えるように、街角や駅前
に多く設置され、ボックス内
(一部ポール)に取り付けられ
ていた。

特徴
料金投入は、一度に10円硬貨
10枚が可能。また、104番・
105番へ通話が可能。(硬貨は
返却される)

通話時分制の撤廃



昭和23年

度数料1円

新形赤電話機 100円公衆電話機 新形青電話機 プッシュ式
100円公衆電話機

26年

簡易電話所廃止・委託、簡
易公衆電話制度導入、度数
料5円

30年

指定通話区間の市外通
話料を5円未満の端数を
減額し、14円は10円、21
円は20円とする

44年

市内通話3分打
ち切り

28年

加入区域内から市内1度数　10円
加入区域外からの発信市内
1度数　15円

加入区域内からの市外通話は一般市外通話料
を3分またはその端数ごとに課する
加入区域外からの市外通話は加入区域内から
の市外通話料（公衆電話）に10円を加算

昭和46年

小型軽量で、デザインを一新
した新形赤電話機が昭和46年
11月に登場した。
大形赤電話機に比べ、受話器
を置く部分が5センチ低く、重
さは3キロも軽くなり、店頭で
の出し入れが容易となった。
また、変形貨幣や異物などに
よる“貨幣づまり”をフックボ
タンの操作で除去できるよう
になった。

特徴
料金投入は、一度に10円硬貨
6枚が可能。
ダイヤル通話のほか、店の人
に申し出れば110番・119番・
104番・105番・100番への通話
が可能。

昭和47年

昭和47年12月から100円硬貨も
使用できる黄色の公衆電話機
が登場した。“追加投入の手間
が省ける”“催促音が気になら
ない”と好評。

特徴
料金投入は、一度に10円硬貨
が10枚、100円硬貨が9枚とな
っており、10円硬貨と100円硬
貨を同時に投入した場合は、
10円硬貨のほうから先に収納
される。
また、100円硬貨を使用した場
合には、料金が100円単位で収
納され、これに満たない時分
で通話を終了しても100円分が
収納される。

昭和48年

昭和48年3月に新形青電話機が
登場した。
従来の青電話機はボックスに
入れられ、道路、公園などに
設置された。道路交通事情の
悪化にともない、ボックス設
置のスペース確保が次第に困
難になった。一方、赤電話機
は夜間になるとほとんどが店
の中にしまい込まれ、これら
の問題を解決するため登場し
たのが新形青電話機で、終日
使用できる屋外用委託公衆電
話。
小さなキャビネットに入れら
れ、店先などに設置された。

特徴
110番、119番へは左下の赤ボ
タンを押してダイヤルすると、
お金や鍵を使わなくとも通報
できる。
料金投入は、一度に10円硬貨
6枚が可能。
すべてのダイヤル通話が可能。

昭和50年

100円公衆電話機の回転ダイヤ
ル部分の代わりに、押しボタ
ンダイヤルを取り付けたプッ
シュ式公衆電話機が、昭和50
年9月から登場した。
この電話機は100円公衆電話機
と部品の共用化を図ったため、
形状・大きさ・色彩は同じと
なった。

特徴
料金の投入・収納については、
100円公衆電話機と同じであ
る。110番・119番へは新形青
電話機と同様、赤ボタン(緊急
通報用ボタン)を押して番号を
ダイヤルすれば硬貨なしで通
報できる。

簡易電話所

簡易電話所か
らの市外通話
は所定の通話
料のほかに１
度数につき１
円20銭を加算
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47年

単位料金の
改定
広域時分制
の採用

51年

加入電話と
同額に

同上

平成5年

通話料金の改定

平成5年10月から
90秒につき10円

平成5年10月から
距離別に3分間
につき10円～20
円の値上げ

6年

平成6年4月から
1分間につき10円

カード式公衆電話機 ディジタル公衆電話機 新形ディジタル公衆電話機

昭和57年

昭和57年12月から“テレホンカ
ード”を使って通話ができる新
しい公衆電話機がお目見えし
た。
テレホンカードを利用すれば、
小銭がなくてもかけられ、長
距離通話の時でも続けて硬貨
を入れなくてもよい、という
利点がある。
写真は、硬貨と併用であるが、
昭和59年にはテレホンカード
専用機も導入された。

特徴
カードを電話機に差し込むと、
カードに記録されている残度
数が電話機前面にディジタル
表示され、通話時間に応じて
減算表示される。
残度数が0になるまで繰り返し
利用できる。硬貨を併用した
時はテレホンカード、10円、
100円の順で収納される。

平成２年

平成2年3月からISDN回線を使
ったディジタル公衆電話機が
お目見えした。
これまでの公衆電話の機能に
加え、ISDN端末やアナログ端
末(ラップトップ・パソコン、
ハンディターミナルなど)を、
この公衆電話機に接続し、デ
ータ通信や画像通信などを行
うことができる。

特徴
通信機能付きパソコンやワー
プロを接続するだけで送受信
が可能。電話機の中央にプラ
グの差し込み口があり、直接
接続し、テレホンカードか硬
貨を入れてからダイヤルする。
料金はこれまでのアナログ公
衆電話と同じ。
この公衆電話は、受話器を上
げずにダイヤルもできる。フ
リーダイヤルやコレクトコー
ルなど料金先方払いならテレ
ホンカードや硬貨を挿入する
必要がない。

平成３年

平成3年10月から、従来のディ
ジタル公衆電話機に新たな機
能を追加し、デザインも一新
した。

特徴
ディスプレイが大きくなり、
ボタン操作で操作案内を表示
するなど、ガイダンス機能が
充実。
番号案内(104)を利用中に、ダ
イヤルボタン操作により電話
番号をディスプレイに表示し、
リセットボタンにより表示し
た番号に自動発信することも
できる。
カード挿入口は2個設置。受話
音量調節も可能。また、デザ
インは丸みを持たせ、色はラ
イトグレーを採用した。

平成８年

平成8年5月から、従来のディ
ジタル公衆電話機に比べ、小
型化するとともに変造テレホ
ンカード対策としてカードユ
ニットのハイセキュリティ化
を図った。

特徴
大型ディスプレイを装備し、
操作ガイダンスや、通話先電
話番号の他にカード残度数、
硬貨残枚数、通話可能時間(残
り3分を切った場合)、音量レ
ベル等を表示。
操作ボタンを9個から5個へ、
カード挿入口2個から1個へ変
更。ダイヤルボタンを白地に
黒文字とした。

平成11年

平成11年3月から、非接触式の
ICテレホンカードを使って通
話する新しい公衆電話機がお
目見えした。従来の公衆電話
機に比べ、小型化するととも
にICカード本来のセキュリテ
ィに加えネットワークを通じ
て結ばれるセンタでカード1枚
ごとに情報を管理し万全のセ
キュリティを実現。抜本的な
変造テレホンカード対策を図
った。

特徴
日比野克彦氏によるカラフル
なカラーデザイン（2種類）を
採用。赤外線通信機能（IrDA)
を標準搭載し、携帯情報端末
とケーブルレスで通信が可能。
ICテレホンカードはカードポ
ケットに2枚まで同時に入れる
ことが可能。

ICカード公衆電話機
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1895年（明治28年）

1896年（明治29年）

1897年（明治30年）

1898年（明治31年）

1899年（明治32年）

1900年（明治33年）

・モールス(米)が電信機を発明(9)

・ペリー(米)が電信機を幕府へ献上(2)

・東京・横浜で電報取り扱い開始

(日本の電信創業)(12)

・モールス印字電信機を英国より輸入、使用

開始

・外国との電報送受を開始(６)

・グラハム・ベル(米)が電話機を発明(3)

・逓信省設置(工部省廃止)(12)

・東京～熱海間で公衆用市外通話の商用試

験開始(１)

・電報の電話託送用にカタカナ番号表制定

(9)

・初めての電話番号簿「電話加入者人名表」

発行(10/9)

・東京・横浜で電話開通(日本の電話創業、単

線式単式交換機、ガワーベル電話機使

用)

加入者数＝東京155、横浜42、電話所(公衆

電話)数16で電話交換業務を開始(12/16)

・東京「辰の口」の電話交換局で、初めて直列

複式交換機を試用

・電話使用料金値下げ(7/1)

・大阪・神戸両市内及び両市間の電話開

通

(加入者数＝大阪141、神戸74)(3/25)

・このころ「モシモシ」という言葉流行

・加入者電話機に筒形受話器を採用

・マルコーニ(伊)が無線電信を発明

・東京～大阪間の長距離市外通話の試験実

施(12)

・ガワーベル電話機に代わり、デルビル磁石

式壁掛電話機とソリッド・バック電話機の採

用を決定(7)

・電話料金値下げ(12/1)

・加入電話からの電報受付開始(12/1)

・電話番号簿が電話番号順からイロハ順とな

り、屋号などの掲載を認める(12/1)

・モールス音響通信開始(11)

・電話番号簿の様式改正(長距離には 特 の

印をつけた)(1/9)

・東京～大阪間で長距離市外通話開始(日本

の長距離通話のはじめ)(2/1)

・日本において無線電信に成功

・札幌の電話開通(3/1)

・関門海峡に初めて市外電話回線用として、

海底ケーブル敷設(5)

・新橋、上野両停車場構内に自働電話(公衆

10

20

1903年（明治36年）

1905年（明治38年）

1906年（明治39年）

1908年（明治41年）

1909年（明治42年）

1910年（明治43年）

1916年（大正５年）

1917年（大正６年）

1920年（大正９年）

1922年（大正11年）

1923年（大正12年）

1924年（大正13年）

1925年（大正14年）

1926年（大正15年）

（昭和元年）

1927年（昭和２年）

電話)登場(9/11) 

・電話呼び出しの取り扱い始まる(9/11)

・京橋のたもとにボックス型自働電話(公衆電

話)登場(10)

・京都局で日本で初めての共電式交換機採

用(5/17)

・東京～佐世保間長距離電話線開通(約

1,550km)(3/31)

・日本銀行と横浜正金銀行との間に市外専用

電話を設置(専用サービスのはじめ)

(7/20)

・海底線による対米直通電信連絡開始(8)

・銚子無線局にて船舶用無線電報取り扱い

開始(5)

・至急開通料(185円)によって、申込順によら

ず優先的に開通(5/1)

・市外通話料金を遠距離逓減制、夜間逓減料

金制実施(4/２3)

・至急開通料185円を300円に値上げ(4/1)

・ハワイ経由対米無線電信開始(11)

・電話で、“火事”といえば交換手が消防署へ

接続する、火災報知制度実施（4/1）

・東京、大阪、京都、神戸、名古屋、横浜の６

大都市において、市内通話が度数料金制と

なる（4/1）

・電話発明者グラハム・ベル死去（76歳）

（8/2）

・逓信省構内で、初めてストロージャ式自動交

換機試用（11/3）

・全国の開通加入者数40万人を超える（東京

８万）

・電報にタイプライター使用開始

・新聞社、通信社に市外専用電話許可（6/2）

・関東大震災で関東地方の電話壊滅（9/1）

・印刷電信機登場

・市内通話料金値上げ（4/1）

・市外通話、１通話５分制を３分制に（4/1）

・自働電話ボックス最新型（ダブル式）採用

・電話番号簿が横書き、50音順掲載となる

（4/1）

・「自働電話」を「公衆電話」と改称（10/1）

・東京中央電話局京橋分局で、日本初の自動

交換方式（ストロージャ式）を採用（1/20）

・番号案内「100番」、火災報知「112番」など、

特殊番号サービス始まる(1)

・青森～函館間電話開通、本州と北海道の市

外通話開始（4/24）

・東京市内の公衆電話ボックス、赤塗り六角

電信電話のあゆみ



30

40

50

1928年（昭和３年）

1930年（昭和５年）

1931年（昭和６年）

1932年（昭和７年）

1933年（昭和８年）

1934年（昭和９年）

1935年（昭和10年）

1936年（昭和11年）

1937年（昭和12年）

1938年（昭和13年）

1939年（昭和14年）

1940年（昭和15年）

1941年（昭和16年）

1942年（昭和17年）

1944年（昭和19年）

1945年（昭和20年）

1946年（昭和21年）

1947年（昭和22年）

1948年（昭和23年）

1949年（昭和24年）

1950年（昭和25年）

形からグレー四角形に変わる（3）

・火災報知「112番」を「119番」に変更（10/1）

・放送中継用として初めて市外専用電話を許

可（10）

・神戸、門司の加入者と船舶内電話との無線

電話開始（船舶無線電話のはじめ）（10/21）

・東京～神戸間、日本最初の装荷式長距離ケ

ーブル開通（11/1）

・東京の電話加入数10万突破（全国約70万）

（3）

・写真電報開始（8）

・電話番号簿に広告掲載を開始（5/15）

・東京市内４カ所（東京駅、三越本店、松坂屋

本店、中央電話局）に自動式公衆電話設

置（4/21）

・３号自動式卓上電話機実用化（4）

・電話加入申込者の名義変更を許可（5/15）

・年賀電報開始（12）

・荏原～東京間で自動即時通話実施（自動

即時通話のはじめ）（9/1）

・「119番」が救急車の要請ができる応急救護

電話に（1/20）

・太平洋航路就航の「秩父丸」と最初の遠洋

船舶無線電話開始（8/7）

・年賀電報をやめ慶弔電報開始（12）

・航空機との無線電報開始(5)

・番号案内を「100番」に統一終了（12/1）

・特殊番号を「11×番」に統一（3/6）

・全国の電話加入数100万を突破（東京約16

万）（3）

・クロスバ交換機の研究開始

・公衆電話市内通話の時分制廃止（7/1）

・電話料金値上げ（4/1）

・電話料金値上げ（4/1）

・代表電話開始(12)

・電話料金納付を毎月払いに(4/1)

・電話料金値上げ(5/6)

・模写電報開始(12)

・電話料金値上げ(4/1)

・加入電話に事務用と住宅用の区別を設定

(4)

・紙幣式公衆電話を新橋駅前に設置(10/3)

・電話料金４倍値上げ(７/10)

・警察通報用電話「110番」新設（10/1）

・逓信省廃止(5/31)

・電気通信省発足(6/1)

・第１回電気通信記念日(10/23)

・４号自動式卓上電話機実用化、量産開始(10) 

60

1951年（昭和26年）

1952年（昭和27年）

1953年（昭和28年）

1954年（昭和29年）

1955年（昭和30年）

1956年（昭和31年）

1957年（昭和32年）

1958年（昭和33年）

1959年（昭和34年）

1960年（昭和35年）

1962年（昭和37年）

・「職業別電話番号簿」発行(3/2)

・ボックス公衆電話の全自動化完了(10)

・加入電話を公衆の利用に供してもらう簡易

公衆電話登場(11/1)

・電話料金値上げ(11/1)

・市内案内台で“時報サービス”開始

（11/11）

・委託公衆電話（のちの赤電話）登場(12)

・電気通信省廃止(7/31)

・日本電信電話公社発足(8/1)

・硬貨式公衆電話登場(1)

・電報中継機械化開始(3) 

・国際電信電話株式会社(KDD)発足

・電話料金値上げ(8/1)

・簡易・委託公衆電話に“赤色”電話機登場

(8)

・市内番号案内は「104番」、市外番号案内は

「105番」に

・東京～名古屋～大阪間に初のマイクロウェ

ーブが完成(4/16)

・電話による天気予報サービス「222番」、東京

で開始(9/22)

・丹頂形公衆電話ボックス設置始まる(10)

・全国の電話加入数200万を突破（6/17）

・時報サービス「223番」開始（9/15）

・東京の全電話加入者に４号電話機取り付け

完了（4）

・初の市内局番３ケタ局、３２８局が東京の松沢

分局で開始（７/27）

・加入電信（テレックス）サービス開始（10/25）

・南極昭和基地との電報による無線電信開始

（1）

・近畿日本鉄道の特急で列車公衆電話サー

ビス開始（10/1）

・即時通話網の日本縦断なる（12/1）

・鹿児島～札幌間に日本横断マイクロウェー

ブ完成（1/18）

・加入電信による国際通信開始（4）

・東京で、ボックス公衆電話から無料で警察

署、消防署への緊急通話サービス開始

（9/15）

・船舶電話サービス開始（3/1）

・全国の電話加入数300万を突破（8/14）

・ピンク電話（特殊簡易公衆電話）登場（1/1）

・東京の市内局番、一斉に３ケタ化(2/7)

・全国の公衆電話10万台を突破（6/27）

・600形電話機登場（3）

・カラーテレビ中継開始（6）



1963年（昭和38年）

1964年（昭和39年）

1965年（昭和40年）

1966年（昭和41年）

1967年（昭和42年）

1968年（昭和43年）

1969年（昭和44年）

・単位料金区域（MA）公示（9/10）

・新電話料金制度実施（市外料金に距離別時

間差法、単位料金区域制、準市内通話制

度、ダイヤル市外通話の夜間割引制、手動

市外通話の３分１分制など）（９/30）

・東京～名古屋間のダイヤル市外通話開始

（長距離ダイヤル市外通話の始まり）（11）

・全国電話加入数500万を突破（7/30）

・通信衛星「リレー1号」による日米間テレ

ビ中継試験成功（11）

・データ伝送サービス開始（12）

・世界商業通信衛星機構（インテルサット）に

加盟（8）

・農村集団自動電話サービス開始（地域集団

電話のはじめ）（10/28）

・東京大手町に、逓信総合博物館開館　　

（12/1）

・東京と全国道府県庁所在地相互間ダイヤ

ル市外通話開始(2/14)

・初めての商業通信衛星「インテルサット1号」

打ち上げ（4/6）

・東海道新幹線で列車公衆電話サービス開

始（6/1）

・東京で天気予報サービスを「222番」から

「177番」に変更。これ以後、全国的に統一

(10)

・カラーテレビ用マイクロウェーブ、全国ネット

ワーク完成(3)

・日本の電話機数、世界第２位に。1,118万個

で英国を超える(4/1)

・遠隔地天気予報サービス開始（東京）

（11/1）

・インテルサットによる日米間テレビ中継開始

（12）

・C460形クロスバ交換機を導入(2/26)

・全国都道府県庁所在地都市相互間のダイ

ヤル市外通話開始(8/27)

・周波数単位をサイクル（C/S）からヘルツ

（Hz）に切り替え(9)

・全国の電話加入数1,000万を突破(4/26)

・東京23区でポケットベルサービス開始(7/1)

・本州～小笠原間電話開通（9/1）

・遠洋船舶電話サービス開始（9/28）

・四面総ガラス張りの公衆電話ボックス本格

導入開始（3）

・光通信の研究開始（4）

・押しボタン電話機販売開始。翌年４月に「プ

ッシュホン」と命名(5/17)

70

80

1970年（昭和45年）

1972年（昭和47年）

1973年（昭和48年）

1975年（昭和50年）

1976年（昭和51年）

1977年（昭和52年）

1978年（昭和53年）

1979年（昭和54年）

1980年（昭和55年）

1981年（昭和56年）

1982年（昭和57年）

・度数料金局の級局区分整理（５段階）、基本

料の改定。近距離通話料の値下げなどを実

施(10/1)

・公衆電話の市内通話、３分打ち切り制導入

(10/1)

・加入電信による国際通信自動化開始

・日本万国博で、テレビ電話・携帯電話を

デモンストレーション(3/14～9/13)

・キャッチホン（通話中着信サービス）開始

（11）

・全国の電話加入数2,000万を突破（6/27）

・本州～沖縄本島間ダイヤル即時通話開始

（10/1）

・市外電話番号案内の「市外局番＋104番」

のダイヤル方式を導入（10/1）

・市内電話の料金度数制を改め、時間制

（３分）を採用（広域時分制へ）（11/12）

・電話ファクスサービス開始（8/1）

・海底ケーブル敷設船「黒潮丸」就航（3）

・超LSIの研究を開始（6）

・全国の電話加入数3,000万を突破（8/29）

・ダイヤル通話単位料金７円が10円となる

（11/17）

・本州～沖縄間に長距離用海底同軸ケーブ

ル方式開通（12/8）

・新東京国際空港（成田）で空港無線電話

サービス開始（12/23）

・加入電話の積滞解消を達成（3）

・ディジタルデータ伝送方式を導入(5/1)

・全国の電話、ダイヤル自動化100％完了

(3/14)

・船舶電話のダイヤル自動化実施(3/27)

・東京23区で自動車電話サービス開始(12/3)

・DDX網（回線交換）、東京、大阪、名古屋、

横浜でサービス開始（12/15）

・コードレスホン販売開始（5/29）

・電話料金夜間割引の時間帯を拡大、深夜

割引開始（11/27）

・通信衛星「さくら1号」により、大災害時に電

話網を確保するための実験に成功（4/18）

・クレジット通話サービス開始（7/10）

・日曜・祝日の通話料割引を実施（8/9）

・ファクシミリ通信網（Fネット）サービス開始

(9/16)

・全国の電話加入数4,000万を突破(12)

・転送でんわサービス開始(2/10)

・二重番号サービス及び電話番号変更制度

の試行実施(10/1)



1983年（昭和58年）

1984年（昭和59年）

1985年（昭和60年）

1986年（昭和61年）

・カード式公衆電話が登場。東京・数寄屋橋

に１号機(１2/23)

・通信衛星「さくら２号ａ」打ち上げ(2)

・東京～小笠原父島間、衛星回線により全国

自動即時化が完了(6/21)

・320kmを超える遠距離通話料金及び専用料

金の値下げ実施(7/21)

・D70自動交換機(LS)の運用開始(11/22)

・電話交換取扱者認定制度の廃止(4)

・60kmを超え320kmまでの中距離通話料金、

及び専用料金の引き下げ実施(7/19)

・INSモデルシステム実験スタート（武蔵野、三

鷹地区）（9/28）

・高速ディジタル専用サービス及び衛星通信

サービス開始（11）

・ビデオテックス通信サービス開始（11/30）

・日本縦貫（旭川～鹿児島間3,400km）の

「光ファイバケーブル」伝送路完成(2/8)

・公社法廃止。日本電信電話公社は解散し、

日本電信電話株式会社が発足（4/1）

・公衆電気通信法が電気通信事業法に改正

され、電気通信事業への参入が自由化(4)

・本電話機の利用者設置（自営）の制度化

（端末設備の自由化）（4）

・メロディ電報のサービス開始（4）

・第２種パケット交換サービス開始（４）

・ショルダーホン（車外利用型自動車電話）

サービス開始（9/18）

・二重番号サービス及び申し出による電話

番号変更制度の本格実施（9）

・電報の夜間サービス見直し（夜間配達・

至急定文電報に限定、夜間配達料改定）

（10/1）

・ダイヤルインサービス開始（11/18）

・漢字・ヨコ書き電報サービス開始（12）

・「フリーダイヤル0120」サービス開始（12/3）

・おし花電報サービス開始（4）

・航空機公衆電話サービス開始（5/6）

・第１回定時株主総会（出席株主数１名）（６

/26）

・土曜の通話料金値下げ（7/19）

・NTT株一般競争入札開始（10/1～7）入札

株数20万株

・東京（03エリア）にコンピュータを利用した電

子番号案内システムを導入（10/10）

・NTT株売出価格及び売却株数の決定

(10/29)

価格：1,197千円 90

1987年（昭和62年）

1988年（昭和63年）

1989年（平成元年）

1990年（平成2年）

売却株数：165万株

・伝言ダイヤル通話サービス開始(11/27)

・NTT株第１次売り出し開始(11)

・NTT株上場(2/9)

・携帯電話サービス開始(4/10)

・NTT第２回定時株主総会（出席株主数：

5,155人）（6/26）

・専用料金の値下げ（8/1）

・NTT株第２次売り出し開始（11）

売却価格：255万円

売却株数：195万株

・刺しゅう電報、デラックスおし花電報サービ

ス開始（12/1）

・自動車電話・携帯電話の保証金値下げ

（12）

・東京23区で４ケタ市内局番登場(2/8)

・ビデオテックス通信料金の割引（夜間・土・

日・祝日３分10円→５分10円）（2）

・ダイヤル通話料金の値下げ(2/19)

・離島通話料金の改善(2/19)

・通信衛星「さくら３号ａ」の打ち上げ(2/19)

・INSネット64、東京、名古屋、大阪の３地域で

サービス開始(4/19)

・データ通信事業をNTTデータ通信(株)へ営

業譲渡(7/1)

・オフトーク通信サービス開始(8/3)

・ひらがな電報サービス開始(9/1)

・NTT株第３次売り出し開始(10)

売却価格：190万円

売却株数：150万株

・オートダイヤルカード販売開始（11/19）

・近距離・遠距離通話料金の値下げ、離島通

話料金を改善(2/1)

・東海道・山陽新幹線にカード公衆電話機が

登場（3/9）

・フリーダイヤルカード販売開始（4/1）

・電話局の名称を支店・営業所に変更（4/1）

・全国の電話加入数5,000万を突破（4/17）

・INSネット1500のサービス開始（6/27）

・情報料回収代行サービス（ダイヤルQ2）開始

（7/10）

・テレホンカードによる通話料支払いを可能に

（10/30）

・局番なしの「104番」で全国の電話番号案内

実施（11/1）

・着信短縮ダイヤルサービス（♯ダイヤル）開

始（12/25）

・キャッチホンとのセット割引開始（3/1）



1991年（平成３年）

1992年（平成４年）

・ディジタル公衆電話機登場（3/19）

・遠距離通話料金の値下げ、深夜割引を拡大

（3/19）

・クレジット通話用カード“NTTカードC”のサ

ービス開始（4/10）

・刺しゅう電報「ラン」「バラ」「スヌーピー（ブル

ー・ピンク）」サービス開始（5）

・INS-Pのサービス開始（6/1）

・フリーダイヤル通話料金の大口割引開始

（6）

・記念配当等の実施（6）

１株につき1,000円の記念配当

テレホンカードの贈呈

・「市外局番＋104番」の廃止（10/6）

・ダイヤルQ2の利用規制実施（10/30）

・全国のハローページ無料提供（11/1）

・手づくり、デラックス刺しゅう電報のサービス

開始（11/1）

・番号案内料金費用負担適正化実施（12/1）

・東京03地域の市内局番を４桁に一斉切り替え

（1/1）

・専用線料金の値下げ（3/1）

・近距離・遠距離通話料金の値下げ、深夜割

引時間帯を拡大（3/19）

・株主向け小冊子「NTTis…」発刊（3/25）

・夜間電報の見直し（受付・配達時間の変更）

（3/31）

・ダイヤルQ2のクロスバ交換機からの休止（4）

・カード式ピンク電話及びボックス公衆電話か

らのダイヤルQ2のサービス休止(5)

・デラックスメロディ電報のサービス開始

(10/10)

・「NTT地球環境憲章」の制定(10)

・「NTTの電話料金について－現状と見直し

の方向－」を公表(12/20)

・3,000円及び5,000円のテレホンカードの販売

停止(1/4)

・うるし電報サービス開始(1/15)

・テレジョーズサービス開始(4/1)

・50度数テレホンカード等の切り込み変更(4)

・遠距離通話料金の値下げ(6/19)

・移動体通信事業をNTT移動通信網(株)へ

営業譲渡(7/1)

1993年（平成５年）

1994年（平成６年）

・タイ国地方100万回線電話増設事業に係る

TT&Tとの契約調印(11/12)

・PBXのお買上げ（売切り）方式の実施

（11/13）

・電力及び建築・ビル管理業務を（株）NTTフ

ァシリティーズへ移管（12/1）

・事業部別収支の発表（6/30）

・信号監視通信サービス開始（７/1）

・弔慰用おし花電報（献花）のサービス開始

（7/20）

・弔慰用刺しゅう電報（和菊）のサービス開始

（8/10）

・公衆電話の通話料金の改定(10/1)

・50bps専用サービスの値上げ(10/1)

・ビデオテックス通信網サービスの自然画サ

ービス開始(10/1)

・簡易型携帯電話システム（PHS）の実用化実

験の開始（10/5）

・超高速（150Mbps）専用サービスの開始

（10/5）

・中・遠距離通話料金の値下げ(10/19)

・総合ディジタル通信サービスのパケット通信

モードにおける専用利用型Bチャネルパケッ

トサービスのサービス開始(10/26)

・テレドームのサービス開始(11/12)

・テレワイズのサービス開始(11/19)

・テレゴングのサービス開始（11/22）

・迷惑電話おことわりサービス試験提供開始

（12/20）

・「マルチメディア時代に向けてのNTTの基

本構想」発表（1/12）

・ジェネラル・マジック社との提携発表（１/26）

・漢字電報サービス開始(2/1)

・HDTV映像伝送サービスの開始(2/1)

・メンバーズネットのサービス開始(2/10)

・ダイヤルQ2ジャンル別利用規制開始(3/1)

・マイクロソフト社との技術提携発表(3/23)

・マルチメディア通信の共同利用実験につい

て発表（4/20）

・シリコングラフィックス社との提携発表(6/8)

・マイクロソフト社との双方向マルチメディア

システムに関する提携発表(6/22)

・テレワイズ・ワイドのサービス開始(7/19)

・ベトナム郵電公社との交流に関する覚書の

締結(8/1)

・迷惑電話おことわりサービス開始(8/22) 

・ダイヤルQ2一部ジャンル申込制開始(9/1)

・マルチメディア通信の共同利用実験開始(9)

所有株式数

1～4株

5～9株

10株以上

贈呈内容

105度数カード１枚

320度数カード１枚

540度数カード１枚



1995年（平成７年）

1996年（平成８年）

・ニューヨーク証券取引所への上場(9/29)

・ロンドン証券取引所への上場(10/12)

・NTTパーソナル通信網企画会社を設立

（10/14、11月に事業会社へ）

・フレームリレーサービス開始（11/7）

・阪神・淡路大震災発生(1/17)

被害：交換機（電源系）…28.5万回線

1/18午前中に復旧

加入者系通信ケーブル…19.3万回線

電話回線に起因するものは1/31

復旧

・基本料金及び番号案内料金の改定(2/1)

・ネットワ－クのオープン化について発表

(2/28)

・テレチョイスのサービス開始（3/1）

・全国の交換機のSPC化完了（3/24）

・フィリピン新電電スマート社へ経営参画に関

する契約締結（3/27）

・公衆電話のテレホンカード対応化完了（赤電

話がなくなる）（3/31）

・「公－専」片側接続の自由化（4/1）

・NTTデータ通信（株）東京証券取引所第二

部上場（4/26）

・ISDN用DSUの技術移転料の無償化（4/28）

・全国の電話加入数6,000万を突破(5)

・アメリカピクチャーテル社と提携(5/9)

・「NTTカードＣ・プラス」サービス開始(6/1)

・「マルチメディアへの取り組み」を発表(6/7)

・ＰＨＳサービス開始(7/1)

・キャッチホンⅡのサービス開始(7/3)

・テレホーダイ1800のサービス開始(8/22)

・通信衛星「N-STARa」打ち上げ(8/29)

・専用線料金の値下げ(9/1)

・セルリレーサービス開始(9/4)

・新宿新社屋へ本社移転(9/18)

・アクセス網のオープン化について発表

(9/28)

・基本料金及び番号案内料金の改定

(10/1)

・テレホーダイ3600のサービス開始(10/19)

・インドネシア国内電話網増設事業にかかわ

る契約の締結(10/20)

・NTT株式の分割（無償交付）実施（11/24）

（１株→1.02株に分割）

・顧客サービス統合システム「CUSTOM」の

全国導入完了（1/16）

・INSテレホーダイのサービス開始（2/9）

・お話し中調べの専用番号「114番」の新設

1997年（平成９年）

（2/24）

・遠距離通話料金の値下げ（３/19）

・専用線料金の改定（4/1）

・ボイスワープのサービス開始（6/10）

・スーパー・テレワイズのサービス開始（6/19）

・アクセス網の光化展開の加速について発表

（7/24）

・公衆網と専用線との接続の完全自由化

(10/30)

・INSテレワイズ・ワイドのサービス開始(10/30)

・21世紀に向けて変革するNTTのR&D発表

(10/30)

・NTTの経営形態について発表(12/6)

・OCNサービス開始(12/25)

・発信電話番号表示（ナンバー・ディスプレイ）

サービス試験提供開始（横浜・名古屋・福

岡）（1/28）

・遠距離通話料金値下げ(2/3)

・INSテレチョイスサービス開始(3/11)

・マルチメディア通信の共同利用実験が終了

(3/末)

・ATMメガリンクサービス開始(4/1)

・ナビダイヤルサービス開始(5/1)

・インターネットを利用した電報サービス「D-

MAIL」開始(5/1)

・ボイスワープセレクト、なりわけサービス開始

（6/2）

・アジア・マルチメディア・フォーラムの設立(シ

ンガポールにて創立総会）（6/10）

・改正NTT法（日本電信電話株式会社等に関

する法律）が成立（6/13）、公布（6/20）

・CATV映像伝送サービスの試験提供開始

（7/1）

・INSネット64・ライトのサービス開始（7/7）

・国際特別第二種電気通信事業会社「NTT国

際通信株式会社」設立（7/25）

・エンタープライズサービス（専用線）開始（8）

・スリランカ・テレコムへの経営参画（8/5）

・ソフトウェア関連業務をNTTコミュニケーシ

ョンウエア（株）へ営業譲渡（9/1）

・米国テリジェント社への経営参画（9/30）

・ナンバー・ディスプレイ、ナンバー・アナウン

スのサービス開始（横浜、名古屋、福岡の

み）（10/1）

・国際第一種電気通信事業会社「ＮＴＴ国際

ネットワーク株式会社」設立(10/27)

・OCNダイヤルアクセス・ライトのサービス開

始(12/5)



1998年（平成10年）

1999年（平成11年）

・エリアプラスのサービス開始（12/8）
・China-US太平洋海底光ケーブルネットワー
ク建設保守契約締結（12/17）
・国内通信網のディジタル化完了(12/17)
・遠距離通話料金の値下げ(2/1)
・ナンバー・ディスプレイ、ナンバー・アナウン
ス全国サービス開始(2/1)
・タイムプラスサービス開始（首都圏のみ）（2/13）
・2010年に向けた電力エネルギー削減ビジョ
ン発表(2/18)
・新光アクセスシステム（πシステム）の運用
開始（神戸）（3/19）
・「接続約款（接続に関する契約約款）」の制
定（3/24）

・災害用伝言ダイヤル運用開始（3/31）
・米国インターネットサービスプロバイダーヴェ
リオ社への出資及び業務提携（4/8）
・番号案内料金改定及び「あんないジョーズ」
のサービス開始（5/1）
・INSエリアプラスのサービス開始（6/16）
・高速光アクセスシステム共同開発について
のベルサウス社との合意（6/17）
・スーパーOCN（第３種オープンコンピュータ
通信網サービス）のサービス開始（6/22）
・ECビジネスにおける製品開発と市場拡大に
向け、マイクロソフト(株)と協力関係強化を
発表(7/16)
・ネットワークオーディオ機器「Solid Audio」
の開発発表(7/23)
・ディジタル専用サービス「ディジタルリーチ」
の提供開始(8/7)
・北京電信局と合弁で「北京電信NTTエンジ
ニアリング有限会社」を設立発表(8/25)
・「台湾NTT株式会社」の設立及びアークスタ
ーサービスの開始(9/1)

・オフトーク通信サービスのISDN対応の開始(10/1)
・NTTコードレスホンの無線区画“ディジタル
化”宣言(10/8)
・「21世紀の情報流通産業に向けて」を発表(10/21)
・「タイムプラス」の全国展開及びISDNへの拡大(11/2)
・マルチメディアホン「テレッセ」の販売開始(11/20)
・NTT番号情報株式会社の設立(12/4)
・ATMシェアリンクサービスの提供開始(12/25)
・大阪、兵庫06地域の4ケタ市内局番の使用開始(1/1)
・「株式会社NTT－ME情報流通」の設立(1/14)
・再編成に伴う移行本部の設置、本社各部
室、支社等各事業本部の廃止(1/25)
・NTTインフラネット株式会社の設立(1/25)
・「2000年問題」への取り組みについて発表(3/9)
・ICカード公衆電話の導入(3/24)
・ディジタルアクセスの距離制限の撤廃(4/1)
・NTT－TE関東、東京、信越の3社合併によ
り、株式会社NTT-MEとして営業開始(4/1)

00 2000年（平成12年）

・携帯電話、PHS等からのフリーダイヤル接続
の提供開始(4/21)
・多国籍企業向けグローバル・ネット・ソリュー
ション事業でAT＆T社と業務提携発表(4/27)
・長距離国際会社「NTTコミュニケーションズ
株式会社」の設立(5/28)
・フィリピンPLDT社への出資発表(6/4)
・再編成
東西会社の設立、営業開始及びNTTコミュ
ニケーションズの営業開始(7/1)
・「ドラえもんDENPO」の販売開始(7/1)
・電話帳（ハローページ）へのレッドページの
創設発表(7/5)
・マジックボックスの提供開始(7/12)
・ｉ・ナンバーの提供開始(7/12)
・「116」土休日営業の開始(7/31)
・事業者識別用の電気通信番号の指定
(東日本0036、西日本0039)(8/3)
・ｉ・スクールの試験サービス開始(8/31)
・ｉ・アイプランのサービス開始（9/27)
・NTTコミュニケーションズ国際電話サービス
の提供開始(10/1)
・IP接続サービスの試験提供開始(11/1)
・キャッチホンディスプレイの提供開始(11/1)
・中期経営改善施策の公表(11/17)
・ＡＤＳＬ接続サービスの試験提供開始(12/10)
・ＮＴＴ東日本の地球環境憲章の制定(12/27)
・高性能指紋認証システムの開発(2/10)
・料金割引サービス「タイムプラス」と「エリアプ　
ラス」の重複契約開始(3/1)
・「株式会社エヌ・ティ・ティメディアクロス」の設立
（３／２３）
・「Ｅｐｈｅｌｉｏ（イフェリオ）」の提供開始（３／３０）
・「電話会社選択サービス」の認可申請（４／１０）
・ＮＴＴグループ３カ年経営計画の公表（４／１２）
・ワイドＬＡＮサービスの提供開始（４／１４）
・ＦＴＴＨ金沢トライアル実験の開始（５／１８）
・料金割引サービス「ＩＮＳタイムプラス」と「ｉ・ア
イプラン」の組み合わせ契約の開始（６／１）
・ＩＰ接続サービス「フレッツ・ＩＳＤＮ」の本格提供
開始（７／１７）

・「料金回収（請求・収納）代行」の提供開始（８／１）
・「ケンタくん」「ワリマックス」「ワリビッグ」の提供
開始（９／１）

・「ｉ・スクール」の本格提供の申し込み開始
（９／１）
・公衆電話設置１００年（９／１１）
・「フレッツ・オフィス」の提供開始（９／１２）
・ビーバット企画の設立（9/13）
・「空いたらお知らせ１５９」、「ナンバーお知らせ
１３６」等の提供開始（９／２０）
・メガデータネッツの提供開始（10）
・県内市外通話料金の値下げ（１０／１）



2001年（平成13年）

・「高速ディジタル伝送サービス」、「ＡＴＭ専用サ
ービス」の料金値下げ（１０／１）

・プライスキャップ制の適用開始（１０／１）
・「INSサービス」が全国で1,000万回線突破
（12/8）
・DSL事業者に接続料金導入（12/25）
・「光・IP通信網サービス（仮称）」の試験提供
開始（12/26）

・ADSL接続サービス本格提供開始（12/26）
・「フレッツ・ADSL」の提供開始（12/26）
・光ファイバの暫定接続料金導入（12/26）
・学校向け特別料金の提供開始（1/1）
・市内通話料金の値下げ（1/10）
・「スーパーケンタくん」、「ケンタくん5」の提供開
始（1/11）

・「フリーアクセス」、「ナビアクセス」、「AP（エー
ピー）ナビ」の提供開始（2/20）

・H11接続会計をもとに接続約款変更認可〈長
期増分費用方式の適用〉（2/29）

・番号ポータビリティ開始（3）
・映像データ通信網サービス「メガライブ
（MegaLive）」の提供開始（3）
・テレビ東京ブロードバンド株式会社の設立
（3/1）
・「フレッツ・ISDN」料金値下げ（3/1）
・エヌ・ティ・ティ・エデュケーショナルイニシャテ
ィブ株式会社の設立（3/7）

・「NTT東日本環境報告書2000」の発行（3/14）
・「Biportable（バイポータブル）」トライアル開始
（3/21）
・NTTグループ3カ年計画発表（4/16）
・マイライン開始（5/1）
・市内通話料金値下げ（5/1）
・Lモード提供開始（6/29）
・ティーエフエム・インタラクティブ株式会社の設
立（7/9）

・「フレッツ・ISDN」、「フレッツ・ADSL」料金の
値下げ（7/16）

・「ボイスボックス」の提供開始（7/26）
・光・IP通信網サービス「Bフレッツ」の本格提
供開始（8/1）

・「フレッツ・ISDN」が全国で100万回線を突
破（8/10）

・インテル、日本HPと光サービス向けコンテ
ンツ配信トライアル開始（9/14）
・フレッツ・ADSL、フレッツ・ISDNの料金
値下げ（10/1）
・「県内異名義割引サービス」の提供開始
（10/12）
・IPビデオ通信サービス「フレッツ・コネク
ト（仮称）」の試験提供開始（10/19）
・「当面の経営課題に対するNTTの取り組み」
（自主的実施計画）発表（10/25）

2002年（平成14年）

・超高速専用サービス「メトロハイリンク」
の提供開始（11/1）
・Bフレッツの高スループットメニュー「ビ
ジネスタイプ」の提供開始（11/1）
・「フレッツ・オンデマンド」の提供開始
（11/22）
・FOMAとの映像通信を実現するテレビ電話
機「Moppet（モペット）」の販売開始
（11/30）
・Bフレッツ「マンションタイプ（プラン２）」
の提供開始（12/1）
・フレッツ・ADSL（1.5Mタイプ）、フレッ
ツ・ISDNの料金値下げ（12/1）
・フレッツ・ADSL、フレッツ・ISDNのマイ
ラインプラスとのセット割引開始（12/1）
・IP・ブロードバンド時代に向けた法人営業
本部内組織の再編成（12/3）
・「iモ－ド」による電報受付開始（12/10）
・「＠ビリング（アットビリング）」の提供開
始（12/10）
・フレッツ・ADSL「8Mタイプ」の提供開始
（12/25）
・「NTT東日本環境報告書2001」の発行
（12/27）
・「加入電話・ライトプラン」の提供開始
（2/12）
・「スーパーワイドLANサービス」の提供開
始（3/1）
・「フレッツ・グループアクセス」の提供開
始（3/12）
・「電話回線の線路情報」の提供開始（3/15）
・IPv6共同実験の開始（3/19）
・NTTグループ3ヵ年経営計画（2002～2004
年度）発表（4/19）
・NTT東西の構造改革（5/1）
・超高速専用サービス「スーパーハイリン
ク」の提供開始（6）
・Bフレッツ「ニューファミリータイプ」の
提供開始（6/1）
・「Mフレッツ」の試験提供開始（6/6）
・「ネーム・ディスプレイ」の提供開始（7/3）
・「NTTブロードバンドプラットフォーム
株式会社」の設立（7/15）
・特定の回線からの多数の機械的不完了呼発
信による輻輳（ふくそう）に対応するた
め、電話サービスおよびISDNサービスの
契約約款を改正（8/2）
・電子政府・電子自治体ショールーム「E-
Frontier」の開設（9/9）
・「フレッツ・セーフティ」の提供開始
（10/1）
・「フレッツ・ADSL モア」の提供開始
（11/8）



2003年（平成15年）

・全17支店にe-Japan推進室、本社法人営業本
部にe-Japan推進部を設置し、e-Japanビジ
ネスへの営業体制を強化（11/11）
・「NTT東日本環境報告書2002」の発行
（11/11）
・フレッツサービスの広域化について、総務
大臣に対して活用業務の認可申請（11/22）
・「フレッツ・ADSL（モア、8Mタイプ、
1.5Mタイプ）」の料金値下げ（12/1）
・IPv6サービス実験の開始（12/18）
・「Mフレッツ」本格提供開始（1/1）
・フレッツサービスの東京、神奈川、千葉、
埼玉エリアにおける広域化を実施（3/4）
・フレッツのお客様向け「IP電話対応機器」
の提供開始（3/19）
・Bフレッツ「ニューファミリータイプ」の
値下げ（4/1）
・「NTTジーピー・エコ株式会社」の設立
（4/1）
・自治体が整備した光ファイバ等のインフラ
設備と連携した「特定地域向けIPデータ通
信網サービス」の提供開始（秋田県由利郡
矢島町）（4/1）
・平成15年度、16年度に適用する長期増分費
用方式による接続料金について接続約款変
更の認可申請（4/18、認可は4/22）
・「DisneyBB on フレッツ」を立ち上げ、
「ディズニーワンダーランド」のプレサー
ビスを開始（6/20まで）（5/1）
・フレッツサービスのNTT東日本提供エリア
全域での広域化実施（6/30）
・Bフレッツ「マンションタイプ（プラン2）」
の値下げ（7/1）
・県内均一料金のイーサネットVPNサービス
「フラットイーサ」の提供開始（7/1）
・Bフレッツ「アドバンスドサポート」の提
供開始（7/11）
・「写真Lメール」の提供開始（7/15）
・「フレッツ・ADSL モアⅡ」の提供開始
（7/22）
・「DisneyBB on フレッツ」本格提供開始
（7/22）
・「J.LEAGUE BB on FLET'S」の配信開始
（8/15）
・「タカラヅカ on フレッツ」の配信開始
（8/18）
・フレッツ・ADSL「アドバンスドサポート」
の提供開始（9/18）
・フレッツ・ADSL「ビジネスタイプ」の提
供開始（9/18）
・「NTT東日本環境報告書2003」の発行
（9/29）
・「フリーアクセス」（通話料金着信者払い

2004年（平成16年）

サービス）における携帯電話・PHSからの
接続開始（10/21）
・固定電話からIP電話（050番号）への通話
サービスの提供開始（10/23）
・「法人向けIP電話サービス」の提供開始
（10/29）
・「Bフレッツ ビルタイプ」の提供開始
（11/1）
・「Bフレッツ ワイヤレスアクセスタイプ」
の提供開始（12/1）
・「フレッツ・ADSL モアⅡ」等における下
り伝送速度の最大40Mbps化を実施（12/17）
・「映像通信網サービス」の提供開始
（12/24）
・「FLET'S .Net」の提供開始（1/6）
・通話料金割引サービス「ワリマックス・プ
ラス」の提供開始（1/21）
・「フレッツ・ADSL 1.5Mタイプ（電話共
用型）」の料金改定（2/9）
・「フレッツ・アクセスポート」の提供開始
（2/26）
・「Bunkamura on フレッツ」の配信開始
（3/12）
・市場環境の変化に対応した法人営業本部の
営業体制強化～業種・業態別営業体制をベ
ースに企業グループ単位でのビジネスユニ
ットを構築～（4/1）
・固定電話から携帯電話への通話サービスの
提供開始（4/1）
・新映像伝送サービス「モアライブ」の提供
開始（4/9）
・「Bフレッツ マンションタイプ」におけ
るVDSL装置（100Mbps）のレンタル提供
開始（5/27）
・「Lモードon フレッツ」の提供開始（7/1）
・「フレッツ・セーフティ TypeⅡ」の提供
開始（7/1）
・本社組織の見直し（7/1）
・「フレッツ・ADSL モアⅢ」の提供開始
（8/6）


